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議　　事　　日　　程　第５号

平成22年６月29日（火曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案、乙第１号議案及び乙第４号議案から乙第16号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案、乙第１号議案及び乙第４号議案から乙第16号議案まで

甲第１号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県立青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第９号議案　工事請負契約について

乙第10号議案　指定管理者の指定について

乙第11号議案　沖縄県人事委員会委員の選任について

乙第12号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第13号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

乙第14号議案　沖縄県公害審査会委員の任命について

乙第15号議案　専決処分の承認について

乙第16号議案　専決処分の承認について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　平成22年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ５ 号）　　　　　　第 ２ 回

　

平成22 年６月 29日（ 火曜日）午前 10時１分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　新　垣　清　涼　君

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　奥　平　一　夫　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案、乙第１号議案及び乙第

４号議案から乙第16号議案までを議題とし、質疑に入

ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　おはようございます。

　トップバッターの質問をさせていただきます。

　昨年の政権交代により沖縄の米軍基地、とりわけ普

天間問題が毎日のように報じられました。このこと

は、沖縄の基地負担を全国がどう考えるか、知事会、

議長会でも議題となりました。その際、明らかになっ

たことは、沖縄と全国の基地に関する認識のギャップ

であります。沖縄以外の都道府県は、あからさまに迷

惑施設は要らないと声高に発信し、一方で、沖縄経済

は米軍基地なくして成り立たないのではないか、経済

のためにいずれ受け入れざるを得ないだろうという考

えをちらつかせております。沖縄県の経済は米軍基地

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼　　　　　　　　　平　田　善　則　君
課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　さん

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会　　　　　　　　　比　嘉　梨　香　さん委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　幸　喜　銅　子　さん

警 察 本 部 長　　黒　木　慶　英　君

労 働 委 員 会
　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君事　務　局　長

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君
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に依存しているという誤った認識がある一方で、基地

による弊害はほとんど論じられておりません。このよ

うな誤った認識を払拭するため、全国や政府に対し正

確な情報を沖縄県として発信しなければならないと考

えます。

　そこで以下の質問をいたします。

　１番目に、沖縄の経済と米軍基地との関係につい

て。

　茨、知事は、政府や他の都道府県に沖縄の経済と米

軍基地の関係に関し誤った考えや先入観があることを

認識されておられますか。

　芋、米軍基地関連の収入として挙げられるものには

どのような種類のものがありますか。

　鰯、戦後の米軍統治下から今日に至るまでの期間に

おける米軍基地関連の収入と県民総所得との関係は、

どんな割合で推移をしていますか。

　允、米軍基地として提供されている施設面積と県土

面積の割合はどうか。全国の米軍基地所在都道府県別

及び我が国全体の割合はどうか。

　印、米軍基地の存在は基地収入を生み出し、沖縄経

済にプラスの影響を与えていると考えておられるの

か。

　大きな２番、米軍基地が沖縄経済に与える弊害につ

いて。

　茨、那覇新都心、小禄金城地域、それから泉崎

（ハーバービュークラブ跡）、北谷町美浜、ハンビー、

うるま市みどり町、宜野湾市真志喜、宇地泊などこれ

までの基地返還跡地について、下記の項目ごとの具体

的な数値を伺います。

　アにつきましては、資料をいただいておりますが、

改めて次回質問いたしますので、今回は取り下げま

す。

　イ、返還前と返還後の生産誘発額、誘発雇用人数、

それから所得誘発額について伺います。

　ウ、基地返還跡地での企業活動による販売・飲食・

サービス等の直接経済効果についても伺います。

　芋、那覇軍港、キャンプ・キンザー、普天間基地及

び嘉手納基地の基地関連収入の合計は年間幾らです

か。一方、県が作成した平成18年度の「駐留軍用地跡

地利用に伴う経済波及効果等検討調査」での上記の基

地が返還された場合の経済効果及び雇用効果はどうで

しょうか。

　鰯、芋と同様に沖縄に所在する米軍基地すべてが返

還された場合、どのような値となるのか伺います。こ

の数値は、基地があるがゆえに失われた生産額ではな

いか。機会の損失ではないかという認識を伺います。

　允、米軍基地を撤去してその跡地を市場メカニズム

と県の独自な経済政策に任せた場合、少なくともＧＤ

Ｐへの寄与は現行の基地収入を数倍も上回るとの学説

を唱えております。知事の認識を伺います。

　印、４次にわたる沖縄振興計画の実績額、実際に落

とされたであろう額、上記の鰯の損失額等を比較する

とどうなるのか伺います。

　咽、沖縄県のホームページ、私は昨年も第４回議会

で質問いたしておりますが、昨日見ましても基地対策

課は、依然として依存を唱えておりますが、私は、基

地があるがゆえに沖縄は基地収入の何倍もの分量のＧ

ＤＰを失っているというふうに書きかえるべきではな

いかと考えますが、どうでしょうか。

　員、知事は、日米両政府や他の都道府県に対し、県

民の声として、沖縄県は、基地があるがゆえに人権侵

害、環境破壊、経済的損失と自立を阻まれているとい

うことを発信すべきではないかと考えますが、お伺い

いたします。

　最後に、我が会派の代表質問に関連して、きのうに

おける知事の答弁についてもそうですが、知事は、や

はり皆さんの質問に対して、大城一馬議員の質問に対

しましても、合理的な説明を求めないことには何とも

言いようがないとお話をされておりますが、合理的な

説明とは何でしょうか。

　移設案に至った経緯が真摯に取り組まれているかど

うかを聞いて、どうされようと考えておいででしょう

か。

　２番目に、政府は、きょうの新聞にありますよう

に、オバマ大統領と辺野古移設を約束したと、そして

政府は８月をめどに工法を決定するとしておる中で、

知事は、県内移設反対の民意をいまだに明確に発信し

ていない。後手後手になっているのではないか、その

認識について伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　比嘉京子議員の御質問に答弁いたします。

　まず第１に、沖縄の経済と米軍基地との関係につい

てという御質問の中で、沖縄の経済と米軍基地との関

連という御質問に答弁いたします。

　軍関係受取が県経済に占める割合は、復帰直後の

15.5％から平成19年度は5.3％となり、県経済の成長

等を背景にその比重を大幅に低下させております。ま

た、基地返還跡地の状況を見ますと、那覇新都心地区

などにおきまして県経済を牽引する活発な経済活動が

展開されております。
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　こうしたことについて、必ずしも政府や他の都道府

県関係者などに認識されず、いまだに沖縄県が基地に

大きく依存した経済との理解のままでいる方も少なか

らずおられるものと考えております。

　同じく米軍基地と沖縄経済との関係の中で、日米両

政府や他の都道府県に対し、基地問題を発信すること

についての御質問にお答えいたします。

　私は、去る５月27日の全国知事会におきまして、全

国の知事に対し沖縄の過重な基地負担の現状を訴え、

理解を求めたところでございます。また、これまで政

府への要請や訪米などあらゆる機会をとらえて、米軍

基地問題の解決促進を訴えてまいりました。

　今後、シンポジウムの開催や県の広報媒体の活用等

によります情報発信を強化いたしますとともに、県民

の目に見える形で基地問題の解決が図られるよう、日

米両政府などに対し強力に働きかけてまいりたいと考

えております。

　次に、代表質問との関連についての中で、合理的な

説明についての御質問にお答えいたします。

　鳩山前総理は、普天間飛行場移設問題について、当

初「最低でも県外」と発言されたにもかかわらず、日

米共同発表において名護市辺野古への移設案を決定い

たしました。

　県は、このような日米合意に至った経緯などについ

て、県民の納得の得られるような説明を行うよう政府

に対し申し入れているところであり、その説明を受け

た上で判断したいと考えております。

　次に、代表質問との関連ですが、県内移設反対の明

確な発言についてという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　県といたしましては、地元の了解を経ずに移設案が

決定されたことにつきましてまことに遺憾であると考

えており、菅総理との面談におきましてもこのような

県の考えを申し上げますとともに、日米合意に至った

経緯等の説明を行うよう申し入れたところでございま

す。

　いずれにいたしましても、この問題の解決に当たっ

ては、政府は、頭越しではなく地元の理解・協力を得

なければならないことは当然のことであり、丁寧かつ

十分な説明を行うよう強く申し入れてきたところでご

ざいます。

　その他の御質問については、部局長等から答弁させ

ていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖縄の経済と米軍基地と

の関係についての御質問の中で、米軍基地関連収入の

内訳についてお答えいたします。

　米軍基地関連の収入としては、県民経済計算におい

て「軍関係受取」として把握しており、その内訳とし

ては、軍雇用者所得、軍用地料、米軍等への財・サー

ビスの提供等となっております。

　次に、米軍基地関連収入の県民総所得に対する割合

の推移についてお答えいたします。

　県民総所得に対する「軍関係受取」の割合について

は、現在残っている統計データによると、昭和40年度

は30.4％、昭和47年度で15.5％、平成19年度には5.3％

となっており、その比重は徐々に低下しております。

　次に、米軍基地の沖縄経済への影響についてお答え

いたします。

　平成19年度の「軍関係受取」は、軍雇用者所得524

億円、軍用地料777億円、米軍等への財・サービスの

提供等787億円の合計2088億円となっております。復

帰当初に比べると金額自体はふえているものの、県経

済に占める割合は、最近では5.3％と大幅に低下して

おり、「軍関係受取」の動向が県経済全体を大きく左

右することはなくなっております。

　また、基地はこのように経済取引主体としての役割

を担っているものの、資本の増殖を図る通常の企業行

動を主として行っていないもので、本県の経済的な生

産規模を拡大させる潜在力に乏しく、都市部などでは

土地利用にひずみをもたらす要因にもなっていると考

えております。

　次に、基地返還前と返還後の生産誘発額等及び返還

跡地での直接経済効果の数値について一括してお答え

いたします。

　平成18年度の調査により、生産誘発額については、

那覇新都心地区で返還前55億円、返還後660億円、小

禄金城地区は返還前29億円、返還後891億円、桑江・

北前地区は返還前３億円、返還後597億円となってお

ります。

　所得誘発額については、那覇新都心地区で返還前17

億円、返還後182億円、小禄金城地区は返還前９億

円、返還後245億円、桑江・北前地区は返還前１億

円、返還後160億円となっております。

　誘発雇用効果については、那覇新都心地区で返還前

390人、返還後5702人、小禄金城地区は返還前206人、

返還後7663人、桑江・北前地区は返還前20人、返還後

5029人となっております。

　返還跡地での商業活動等に伴う直接経済効果につい

ては、那覇新都心地区で年間608億円、小禄金城地区

で829億円、桑江・北前地区で557億円となっておりま
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す。

　次に、那覇軍港等の基地関連収入と返還後の経済効

果及び雇用効果についてお答えいたします。

　各施設の基地関連収入について直近のデータをもと

に推計いたしますと、那覇軍港が約60億円、キャン

プ・キンザーが約209億円、普天間飛行場が約102億

円、嘉手納飛行場が約666億円となっております。

　次に、返還後の経済効果については、平成18年度調

査において産業連関分析により各返還跡地が那覇新都

心並みに整備・発展したと仮定して経済効果を推計し

ております。推計値は一定の条件のもとで試算されて

いるため、単純に比較することは必ずしも適切ではあ

りませんが、那覇軍港は、商業活動等に伴う直接経済

効果が661億円、誘発雇用人数が１万2267人、キャン

プ・キンザーは、商業活動等に伴う直接経済効果が

1976億円、誘発雇用人数が１万5921人、普天間飛行場

は、商業活動等に伴う直接経済効果が4522億円、誘発

雇用人数が３万2090人となっております。

　嘉手納飛行場については、返還後の経済効果につい

ては数値を把握しておりません。

　次に、米軍基地すべてが返還された場合の経済効果

及び沖縄振興計画との実績額の比較について一括して

お答えいたします。

　県では、すべての基地が返還された場合の経済効果

については把握しておりませんが、平成18年度の調査

において、嘉手納飛行場より南の普天間飛行場など５

つの基地の返還後の経済波及効果について調査してお

ります。

　調査結果によりますと、一定の前提のもとにおける

推計でありますが、例えば商業活動等に伴う直接経済

効果が8700億円、誘発雇用人数が約７万8000人となっ

ております。なお、この経済効果については、跡地整

備のための莫大な資金を要すること、収益発現までに

時間を要すること、周辺市街地への経済的影響がある

ことを除外して推計していることに留意する必要があ

ります。

　一方、平成21年度までの沖縄振興開発事業費の総額

は、約８兆8000億円となっております。

　次に、返還跡地利用とＧＤＰへの寄与についてお答

えいたします。

　基地関連収入が県民総所得に占める割合は、復帰直

後の15.5％から平成19年度には5.3％となり、その比

重は徐々に低下しております。

　基地返還後の跡地利用においては、地形や自然環

境、都市との近接性等、跡地の特性から都市的利用、

農業的利用、保全的利用等多様な活用がなされてお

り、跡地利用の経済的なポテンシャルは、その置かれ

た条件、利活用の方向等に大きく依存するものと考え

ております。

　跡地利用については、21世紀ビジョンにおいても県

土構造の再編、自立経済の構築の柱として位置づけら

れており、跡地利用の効果的な推進を図ることにより

経済の活性化、雇用の拡大、県民福祉の向上等につな

げていきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　沖縄の経済と米軍基地

との関係との質問の中で、在日米軍施設の面積及び割

合についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県の米軍施設面積は２万3293ヘクタールで、県

土面積の10.2％を占めております。

　全国の米軍基地所在都道府県は30あり、都道府県面

積に占める割合を高い順に申し上げますと、沖縄県

10.2％、静岡県1.22％、大分県1.11％、山梨県1.09％、

神奈川県0.86％などとなっております。なお、最も少

ない県は、兵庫県と佐賀県でありまして、いずれも

0.01％未満となっております。

　また、我が国全体に占める面積の割合につきまして

は、0.27％となっております。

　次に、ホームページの情報発信についてお答えいた

します。

　御指摘の点につきましては、本県の経済に占める

「軍関係受取」の比重が低下している状況を踏まえ、

適切な表現に改めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では、再質問をさせていただきま

す。

　まず初めに、このような質問をいたしましたという

ことは、私は、本当に情報として正確に、また、沖縄

の現状が率直に全国に伝わっていない、そういう現状

を非常に感じています。

　そして、それは議長会においても、知事会において

も本心のところでそういうことがやはり背景にある。

そういうようなことを考えますと、やはり明らかにし

ていくことを今後ともやっていきたいと考えていま

す。

　では、再質問に入ります。

　これまでに返還された那覇新都心を含めた美浜、そ

れから金城、そういうところの今膨大な数字をお聞き

したんですけれども、わかりやすい直接経済効果な
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り、雇用の人数なり、軍雇用人から雇用の人数がどれ

ぐらいそこで吸収されていったのか、それは皆さんの

出されている――誘発も含めてならそれでも構いませ

んが――雇用効果について倍率でお伺いしたいと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　誘発雇用効果についての

倍率をお答えいたします。

　那覇新都心地区で約15倍、小禄金城地区で37倍、桑

江・北前地区で251倍という数字となっております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　軍関係の収入と、それから雇用人

数だけではなくて、軍関連収入と現在の収入を比較す

るとどれぐらいになるんでしょうか。

○企画部長（川上好久君）　ちょっと休憩お願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時27分休憩

　　　午前10時27分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今の数字は、先ほどお答

えいたしましたけれども計算をしてございませんの

で、倍率ですぐすべて出すということはちょっとでき

ません。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　今ざっと見ましても、新都心で15

倍以上、それから美浜で200倍以上、そういうような

金額が見込まれるんではないかと思うわけですけれど

も、これから返還される那覇軍港、キャンプ・キン

ザー、それから普天間、そういうことを試算するとす

ると、今基地関連収入とこれから見込まれる収入を比

較すると、どれぐらいの割合で上がっていくことが予

想されるでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時29分休憩

　　　午前10時29分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これは、あくまでも平成

18年度の産業連関分析の数字でございますけれども、

普天間飛行場で直接経済効果が約4522億円というふう

な数字になってございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　大きな数字なので、今現在が幾ら

という数字は先ほど羅列していただいたので、それが

返還されたらどれぐらいの倍率になるのかというよう

な数字は、急に求めたのが失礼だったかもわかりませ

んが、いろんなところで皆さん個々に発信はしておら

れます。例えば渡久地議員の代表質問において、軍用

地料が今66億円であると、それに対して税収だけで見

ても８倍になると、520億円になるというふうな答弁

をされているわけなんです。それを税だけではなく、

直接雇用効果を足した場合にそれがどれぐらいになる

のか。今、それを考えますと、とても簡単なといいま

すか、非常にわかりやすい出し方が新報の社説におい

て、ことしの５月に出されておりました。５月25日に

ありますけれども、大体新都心の誘発効果を見ると16

倍になっている。これをいわゆる普天間に当てはめて

いくと、１ヘクタール当たりにすると、例えば今１ヘ

クタール当たり軍関係収入が全体で幾ら、それを軍の

ヘクタールで割って１ヘクタール当たりを出し、それ

から軍用地を除いた市街地の生産額を１ヘクタール当

たり出すと、それぞれをやると倍率的に2.5倍とかそ

ういうふうに出ているわけなんです。

　ですから、県民的にも、それから世論的にもわかり

やすい沖縄の立場をはっきりと数字を皆さんが個々の

部署で出しておられます。これも皆さんが本当に18年

にしっかり――もちろん委託をされてですけれども

――出されているけれども、数字の羅列なのでなかな

かわかりづらいです。それを定義づけることはきっと

厳しいものがあると思いますが、非常にわかりいい形

で沖縄の不利益をしっかりと発信するということを

もっともっと強く、各部署が出しているものを整理を

して、知事がどこに行ってもコメントできるように、

それからホームページ等で詳しいホームページを出し

ていただけるようにお願いをしたいと思います。

　それから、嘉手納について先ほど660億円という試

算がありましたけれども、その18年度の跡地利用の調

査においては、嘉手納以北は出されていません。その

出されていないことに対して非常に疑問を持つもので

すが、今後出していくということをぜひ私としてはや

るべきであろう、やっていただきたいと思っておりま

すが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　県では、18年度に調査を

いたしました。これは、返還が具体的に議論の俎上に

のったというふうなところを対象にして調査をしたと

ころでございます。今後とも南のこの大規模跡地につ

いては、調査をまた継続して行っていく必要があろう

かと思います。

　ただ、全体の他の基地については、これは現在やる
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予定は持ってございません。他の基地については、今

後返還が具体化する段階などに、その時々の経済状況

を反映して、しっかりした形でまた検討してまいりた

いと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　後段にちょっと述べたいと思って

いたんですが、返還予定が見込まれているからやっ

て、返還予定がないからやらなかったということは、

実に私としては残念だと思います。

　といいますは、沖縄が、基地がなければどれぐらい

の可能性があったのか、どれぐらいの負担をしょって

きたのかということをやはり国と対峙していくとき

に、知事はやっぱりデータとして持っていてほしい

し、しかもそれが振興費に対して本当に見合う対価

だったのかということを考えるときに、何にも数字が

ないということは非常に問題があると思うんですが、

その考えに対してはいかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　ただいま申し上げました

とおり、必要に応じてそういうふうな係数的な調査を

やっていきたいというふうに思います。

　基地、それについても非常に立地条件とかそういう

ふうな制限がございますし、また、その活用の方法も

それぞれの地域の意向に沿った形でやっていかなきゃ

いけない。そういう意味では、確実的にまたその効果

が出せるようなものでもないといったことでございま

す。

　今回の課題の南の大規模基地については、米軍再編

というふうな大きな動きを受けて、関係市町村等から

の聞き取りもしながら整備をしたというふうなことで

あります。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　沖縄振興事業費、これまでによく

８兆円強の予算が言われておりますが、実績として沖

縄県としてはどれぐらい県内に落とされたという認識

をお持ちでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　この議論については、こ

れが落とされたというのは、実際に投下されて社会資

本の整備がされたと、それをすることが目的であるわ

けでございまして、それが県内の業者に発注されたか

どうかという話はまた別の話で、これはちょっと細か

いところまでは掌握をしてございません。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　こんなではいけないんではないか

なと思います。いわゆるこの沖縄振興費なるものが、

ＯＤＡの沖縄版ではないかという批判も浴びながら、

実績としてどれぐらいの数値が落ち、どれぐらいざる

になっていったかということを本県が把握していない

ということは、実に問題ではないかなと思います。こ

れを押さえた上で、これまでの機会の損失の総額を出

して、そして本当にその金額が対価として見合ってい

るのか――別に対価ではありませんけれども――果た

して沖縄は基地があることによって潤っているんだろ

うかということの一つの因子にはなると思うんです。

　そういうことを考えましたときに、そういう数字を

把握しながら、しっかりと国と対峙していくというた

めにも数字をしっかり持っていくということは大事だ

と思うんですけれども、そういうことに対して今後

しっかり詰めていく、御検討していく、そういう気構

えはあるんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　ただいまの御質問、以前

の御質問と同じでございますけれども、これは必要に

応じて適切に対応してまいりたいというふうに思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　沖縄の中南部の基地というのは平

たん地で優良地、農業にしても工業立地にしてもさま

ざまな点で優良的なところを没収されている。そのこ

とによってどれだけの経済的な発展を阻まれてきたの

かということを私たちが数字を挙げて、定量できるも

のできないものあると思いますが、それをどういう枠

でやるかどうかも含めてですが、しっかりと皆さんに

私はこれを早急に出していくことが、４次振計を終

わった後での次に向かっての大きな基盤になるんでは

ないか、そういうふうに思っていますが、それを生か

していくためにも早急に出す必要があると思います

が、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　こういう数字を試算をす

る一つの今後の開発の参考資料にするということも重

要であるわけでございますけれども、普天間飛行場返

還後の跡地整備と一連の中南部にある基地跡地につき

ましては、これはまさに大都市圏における巨大空間と

いうことで、これについては、その経済的なポテン

シャルは高いというふうなことは衆目の一致するとこ

ろであるというふうに考えております。

　問題は、今後の跡地開発をいかに効果的に推進を図

り、その経済効果をいかに早く発現をさせていくの

か、その手法を一生懸命考えていく必要が重要である

というふうに思います。
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○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　私たちは、このように県議会でも

基地問題を取り上げざるを得ないわけです。教育や福

祉そういう問題、医療関係、みんな議論したいんです

ね。それについても阻まれています。そして、そうい

う分野、削ってはならない分野にまでシーリングをか

けています。

　そういう中において、私は、しっかりと沖縄県が本

当に振興費が我々の機会喪失に値する対価であったか

どうか、十分なあめだっただろうか、微々たるあめ

だっただろうか、そういうことを沖縄県民が検証しな

いということは実に残念でなりません。ぜひ、もっと

もっと積極的な検討をよろしくお願いします。

　次に、再質問についての基地問題を知事にお伺いし

たいと思います。

　知事、今沖縄県民の、鳩山前総理のあのような沖縄

辺野古に回帰したことに対する怒り、これを十分に知

事は感じておられると思います。ですから、沖縄は厳

しいと、極めて厳しいという発言をされておられるだ

ろうと思います。しかし、一方で、知事が明確な反対

の意をしっかりとあらわさない、そういう態度に対し

てもいら立ちを覚えています。私たちの代表である知

事が、なぜそれをしっかりほかの県の知事や首長のよ

うにノーと言えないのか。困りますと、ここではあり

ませんとなぜ言えないのか、そういういら立ちを持っ

ています。そういうことについての県民のそういう感

覚を、またはいら立ちを知事は認識しておられます

か。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ほとんど議員と同じぐらい

認識しているつもりでおりますが。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　私、きのうの発言を聞きまして、

知事が１月の名護市長選挙まではスタンスを変えな

かったけれども、その後に変えていったというお話が

ありました。名護市長選挙の直後に、知事が、こうい

う結果に民意はなったと、だから沖縄県はできません

よということを今よりももっと、だれが聞いてもはっ

きりわかる明確な意思表明をしたら、今日のような状

況になっていただろうかとさえ思うんです。

　そういうことを考えますと、知事は、今こそ悠長な

ことをおっしゃらずに、第三者的な、客観的な立場に

立ったスタンスではなくてしっかりと、私は、後手後

手にならないためにも知事が明確にノーという表現を

使うべきだと思うんですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　鳩山さんが180度違う方向

に内閣でお決めになったというのはまことに遺憾であ

るし、実際その内容は極めて厳しいですよというの

は、議員のおっしゃることと私ほとんど同じだと思っ

ておりますが。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　鳩山前総理もそうでしたが、思い

は一つ。思いはあっても、それが伝わらない、または

実行できないとなると、思いだけではできないことに

なるんですよね。そういうことを考えますと、知事、

最終的には知事がこのように、きのう、少数派の意見

のこともおっしゃっておられましたけれども、もちろ

ん大事でしょう、多数の世論だけが問題ではないかも

わかりませんが、今、沖縄県においてこういうような

近々の状況において工法の問題が出ている中で、知事

のこのような対応ということは、非常に手おくれの感

が否めません。

　私は、最終的には県民投票も辞さないぐらいの沖縄

県の姿勢を明確に、48名の各地域から選出されてきた

県議の合意があっても民意が通らないということは、

やはり県民投票も視野に入れるべきだと思いますが、

いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員の御提案として伺って

おきます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

　　　〔玉城義和君登壇〕

○玉城　義和君　質問に入ります前に、一言申し上げ

たいと思いますが、今回の政権交代で私どもは、これ

で辺野古は多分一件落着をするであろうとこういうふ

うに思ったわけでありますが、しかしながらこの抱い

た一縷の望みもまさに千や万の落胆と失望に変わった

わけであります。

　民主党政権のこの間の決定プロセスを見ています

と、私はどうもウチナーンチュが何十年もあるいは何

百年も胸の中に抱いてきた思い、たまには顕在化した

り、たまには潜在化したりした思いですね。すなわち

我が沖縄にとってヤマト政府というのは一体何なのか

と、東京政府とは一体何なのかと、日本国民とは何な

のかということ。また逆に言えば、日本国民、日本に

とって我が沖縄県というのはどういう存在だったのか

と、どういう存在であり続けるのかということを改め

て考えざるを得ないそういう局面だと思います。知事

のおっしゃる差別に近いということもそういう心情を

述べていらっしゃるんだろうと思いますけれども、そ

ういう意味でこの局面は私は県民としてやはり誇りを
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持って対処すべきですし、特に県民を代表する知事に

おかれては、私はここは歴史の審判に耐え得る、後世

の批判に耐え得るように毅然としてここは対応してい

ただきたいとこういうふうに思っています。それを前

提に質問を申し上げますので、明快な御答弁をお願い

申し上げたいと思います。

　まず安保条約についてでありますが、茨、普天間問

題で基本的に問われているのは、私はこの日米安保を

基軸とする日米同盟のあり方ではないかとこういうふ

うに思います。沖縄県の知事として現行の安保条約に

ついて、日米同盟についてどういうふうにお考えか、

認識をお伺いしたいと思います。

　芋、日本における米軍駐留は60年から65年間続いて

おります。主権国家としてまさに私は外国の軍隊が人

間の一生分に値するようなそういう期間をずっと居続

けることが果たして国家・国民にとってこれはいいこ

となのかどうか、やはりここは私は右・左とか、政治

的立場を超えて議論をする段階に来ているのではない

かとこういうふうに思いますが、知事の心象はいかが

かということでございます。

　２、普天間の移設についてですが、茨、知事は普天

間の移設については基本的には容認をすると、こうい

う立場だと思うんですね。これが民主党政権になって

どう変わったのか。

　それと芋、知事は、県内移設は極めて厳しいという

ことを言っておりますが、その厳しいという理由は一

体どこから来ているのかお教えをいただきたい。

　鰯、ロードマップが2006年に決まりましたが、今度

の５月28日のＳＣＣ文書（日米合意文書）の関係はど

うなっているのか。どこが削られて、どこがつけ加え

られたのか。

　允、それから８月31日までに決定されるという代替

施設の位置、工法、配置についてどのように対応する

か。

　印、それから少なくとも環境影響評価に影響がない

ということであれば、当然これは県の条例からすれば

位置は決まってくるわけですよね。この前提はＶ字案

が前提になっているわけですね。そういう意味で言え

ば県のその条例から言ってこれはどういう場所になる

のか、今考えられる見解をひとつ示していただきたい

と思います。

　それから鉄道の導入についてであります。

　先ほど知事に渡しました文書は、私がかつて総評の

沖縄対策委員会で作成をしました沖縄本島の鉄道導入

計画であります。1978年に作成をしました文書です

が、32年前につくった鉄道導入計画で、これはその当

時沖縄県平良知事に提出をいたしましたが、幸いなこ

とに沖縄県の倉庫の中にこの文書がまだ残っておりま

した。それをコピーして知事にお渡しをしているわけ

であります。私は30年間このことを思い焦がれている

わけでありまして、それで鉄道について少し申し上げ

たいわけでありますが、今度の調査が出たわけですが

結果はどうなのかということです。

　それから導入に向けて取り組みはどうするのかとい

うことが２点目。

　国がことしの夏にも調査をするということですが、

県としては積極的に関与すべきだと考えますが、いか

がでしょうか。

　それから後は知事の選挙公約、これはもうたくさん

ありまして時間があればすべて一つ一つ数字を挙げて

やりたいんですが、そうもいきません。９月に分けて

やりますが、ア、完全失業率は7.5％で推移して非常

に全国平均化とはほど遠いと、どういうお考えを持っ

ておりますか、所見を伺います。

　イ、「みんなでグッジョブ運動」の成果はどうかと

いうことであります。

　ウ、それから主な産業、主としてやるべき話であり

ますが、製造業の振興についてはどのような成果が

あったかと。

　エについては削除いたします。

　芋、観光についてでございます。

　ア、知事の選挙公約である観光客1000万人、外国人

100万人についての現状と展望はどうか。

　イ、ウ、エは削除いたします。

　オ、沖縄コンベンションビューローについては、県

とそれからこのビューローについてはやはりその機能

をきちっと分けて、ビューローに権限を大幅に移譲を

して、財政も政策・立案とかマーケティングとかプロ

モーション等々一貫した体制を私はコンベンション

ビューローにさせるべきであると。というのは県の職

員というのはやはり二、三年でかわっていきますの

で、これではやはりなかなか専門家集団が育ちません

し、一貫した政策がとれないということであります。

　それから「解決力おきなわ」、これはもう３年めど

の普天間基地の閉鎖状態で、危険性の除去についての

公約は非常に破綻状態になっております。公約の実現

はどうなっているのか、知事のお考えを改めてお聞き

をしたいと。

　地位協定の抜本的な見直しのためにはどのような仕

掛けをつくって、どういう成果が上がったか、それを

お述べください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。
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　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城義和議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、日米安全保障条約に対する考え方に係

る御質問の中で、安全保障条約及び日米同盟の認識に

ついてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　県といたしましては、日米安全保障体制を含む日米

同盟関係は、我が国及び東アジアにおける国際の平和

と安定の維持に寄与していると理解をいたしておりま

す。また、日米安全保障体制が安定的に維持されるた

めには、何より沖縄の社会的安定が不可欠であり、そ

のためには沖縄県の過重な基地負担の軽減が必要であ

ると考えております。

　次に、同じく65年間にわたり米軍駐留が続いている

ことについての御質問にお答えいたします。

　県としましては、日米安全保障体制を含む日米同盟

関係は、我が国及び東アジアにおける国際の平和と安

定の維持に寄与していると理解をいたしております。

しかしながら、広大な米軍基地の存在は、沖縄県の振

興開発を進める上で大きな制約となっており、基地に

起因するさまざまな事件・事故や環境問題等が県民生

活に多大な影響を与えております。県民は、戦後65年

間にわたってこのような過重な基地負担を背負ってき

ており、基地問題の解決を強く望んでおります。

　県としましては、日米両政府において、県民の目に

見える形で基地問題の解決が図られるよう、強力に取

り組んでまいりたいと考えております。

　次に、普天間移設に係る御質問の中で、普天間飛行

場移設に関する基本的な立場についてという御趣旨の

御質問にお答えいたします。

　今回の日米共同発表は、県外移設の実現に期待する

県民の声がますます高まっている中で唐突に行われた

ものであり、県民の間に大きな失望を招いておりま

す。県といたしましても、地元の了解を経ずにこのよ

うな移設案が決定されたことはまことに遺憾であり、

受け入れることは極めて厳しいと言わざるを得ませ

ん。

　県といたしましては、政府が県外移設をどこまで真

剣に検討したのか、そして、どのような経緯で移設先

を辺野古とする日米合意に至ったのか、合理的な説明

を行うべきであると考えております。

　次に、同じく普天間移設に係る御質問の中で、極め

て厳しいという認識の理由は何かという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　名護市長選挙の結果やそして県議会の意見書議決そ

して県民大会など、昨年９月以降の県内の状況を踏ま

えますと、現時点においては、名護市辺野古への移設

案を受け入れることは極めて厳しいというのが私の考

えであります。

　次に、同じく普天間移設に係る御質問の中で、代替

施設の検討に関する対応についてお答えいたします。

　県といたしましては、地元の了解を経ずに移設案が

決定されたことについてまことに遺憾であると考えて

おり、菅総理との面談においても、このような県の考

えを申し上げるとともに、日米合意に至った経緯等の

説明を行うよう申し入れたところでございます。いず

れにいたしましても、この問題の解決に当たっては、

政府は頭越しではなく、地元の理解、協力を得なけれ

ばならないことは当然のことであり、丁寧かつ十分な

説明を行うよう強く要求しているところでございま

す。

　次に、知事の選挙公約との関係での中で、完全失業

率の全国並みと「みんなでグッジョブ運動」の成果い

かんという御趣旨の御質問にお答えいたします。な

お、この４の茨のアと茨のイは関連いたしております

ので、恐縮ですが一括して答弁させていただきます。

　平成19年秋以降の世界的不況のもと、雇用情勢を取

り巻く状況が厳しく、平成21年の全国の就業者数は平

成18年に比較して約100万人減少し、同様に完全失業

率も4.1％から5.1％と１ポイント悪化いたしておりま

す。このような中で沖縄県の就業者数は、平成18年と

比較いたしますと平成21年は２万人増加いたしており

ます。また、完全失業率は、平成18年以降7.5％前後

で推移しているものの、全国との差は平成18年時の

3.6ポイント差から平成21年は2.4ポイント差に縮まっ

ております。このことは、「みんなでグッジョブ運

動」を取り組んできた成果の一つであると考えており

ます。

　完全失業率の全国並みの達成は容易ではありません

が、就業者数は増加いたしていることから、さらなる

取り組みをすることにより、全国並みに近づいていく

ことは確実であると確信しております。今後とも「み

んなでグッジョブ運動」をエンジンとして、雇用情勢

の改善及び公約の実現に向けて全力で取り組んでまい

る所存でございます。

　次に、同じく選挙公約との関連の中で、観光客1000

万人と外国人観光客100万人誘致計画の現状と展望に

ついてという御質問にお答えいたします。

　私は、沖縄県のリーディング産業であります観光産

業をさらに発展させ、県経済の自立を目指したいとの

考えから、2016年をめどに観光客数1000万人、うち外

国人100万人を目標として掲げているところでござい
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ます。

　沖縄への観光客数は、昨年は景気低迷や新型インフ

ルエンザなどの影響によりまして伸び悩みましたけれ

ども、ことし２月からは増加に転じております。特に

外国人観光客は、定期便開設やチャーター便就航など

によりまして大幅に増加いたしております。今後も順

調に増加するものと期待しているところでございま

す。

　今後とも国や観光関連業界との連携を強化し、付加

価値の高い観光の推進に取り組みますとともに、中国

を中心とするアジア諸国や欧米、そしてロシアなど新

規市場からの誘客活動に積極的に取り組み、目標の実

現を図ってまいりたいと考えております。

　同じく知事の公約との関係ですが、３年めどの閉鎖

状態の公約実現いかんという御趣旨の御質問にお答え

いたします。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、移設

協議会やワーキングチーム会合などにおいて、政府と

意見交換を重ねてきたところでありますが、昨年９月

の新政権発足後はこれらの協議会等は開催されており

ません。

　県は、総理を初め各大臣との面談など機会あるごと

に普天間飛行場の一日も早い危険性の除去を求めてお

り、去る５月23日の鳩山前総理との面談におきまして

も前総理から「普天間飛行場の危険性の除去について

は、返還までの間、できる限りの措置を講じていきた

いと思っており、今後ともしっかり取り組んでまいり

たい」との発言がありました。

　県といたしましては、新内閣におきましても、引き

続き、積極的にこの問題の解決に取り組んでいただけ

るものと期待いたしているところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　普天間移設につきまし

て、日米ロードマップと日米共同発表の関係について

との御質問にお答えいたします。

　今回の日米共同発表におきましては、2006年の「再

編実施のための日米のロードマップ」に一部追加・補

完をし、再編案を着実に実施していくことを再確認し

たとされております。今回、新たに記載されたものと

しては、環境として日本国内及びグアムの米軍基地に

在日米軍駐留経費で再生可能エネルギー技術の導入を

検討、環境関連事故の際及び返還前の環境調査のため

の米軍施設・区域への立ち入りを真剣に検討するこ

と、ホテル・ホテル訓練区域の使用制限を一部解除す

ること、また嘉手納の騒音軽減についてさらに検討を

行っていく、訓練移転として、徳之島、日本本土の自

衛隊の施設・区域及びグアムなどを検討すること、土

地の返還として、キャンプ瑞慶覧のインダストリア

ル・コリドー及び牧港補給地区の一部を優先返還の地

域とすること等が示されております。なお、削除され

た項目はございません。

　次に、環境影響評価手続と関連条例との関係につい

てとの御質問にお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設の位置、配置及び工法につき

ましては、まだ政府から示されていないため、今後の

環境影響評価手続につきまして言及することは困難で

あります。

　いずれにしましても、環境影響評価手続につきまし

ては、環境影響評価法及び沖縄県環境影響評価条例の

規定に基づき適切に対応することになります。

　次に、日米地位協定の抜本的見直しの仕掛けと成果

につきましてとの御質問にお答えいたします。

　日米地位協定は、一度も改正されないまま締結から

50年が経過しており、人権や環境問題などに対する意

識の高まり等の中で、時代の要求や県民の要望にそぐ

わなくなっていること等から、沖縄県におきましては

11項目にわたる抜本的な見直しを要請しているところ

でございます。昨年は２度にわたり訪米し、日米地位

協定の見直しを訴えてきた結果、米政府機関等から環

境問題について前向きに検討したい旨の発言があり、

一定の前進があったと考えております。また、菅内閣

においても「日米地位協定の改定を提起する」として

おります。

　ことしは日米地位協定制定50年の節目の年であり、

県としましては、シンポジウムの開催を初めとする情

報発信を行うとともに、渉外知事会等とも連携しなが

ら地位協定の見直しに向けた取り組みを強化してまい

りたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　鉄軌道の導入についての

御質問の中で、鉄軌道導入調査の結果についてお答え

いたします。

　平成21年度に実施した調査では、鉄道について糸満

市から名護市に至るルート約82キロメートルとその全

体区間から那覇空港から沖縄市区間を抽出した沖縄市

ルート約26キロメートルを設定し、事業採算性、事業

の効率性を示す費用便益比等の検討を行っておりま
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す。事業採算性の面では、現在の整備スキームでは両

ルートとも事業化は困難との結果となりますが、費用

便益比の面では、糸満・名護ルート0.6に対し、沖縄

市ルートでは1.25の結果が得られております。

　次に、今後の取り組み、対応についてお答えしま

す。

　鉄軌道導入については、県民の利便性が向上する反

面、建設コストや維持コスト等の問題もあることか

ら、県では今年度から行う「沖縄県総合交通体系基本

計画」の見直しの中で検討を進めてまいります。

　次に、国の鉄軌道調査スケジュール及び県の関与に

ついてお答えいたします。

　国が実施する鉄軌道調査は、沖縄県の県土構造と新

たな公共交通システム導入の意義を整理した上で、住

民、観光客等のニーズの把握を行い、交通システムの

比較を踏まえた事業採算性、大規模な返還跡地の有効

利用との関係などについて２年間の予定で行われます

が、県としても積極的に協力していきたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の選挙公約の達

成の中で、製造業の振興の成果についての御質問にお

答えします。

　製造業の振興については、県産品奨励運動や産業ま

つりなどを通して県産品使用の推進に努めるととも

に、新製品の開発支援や県外への販路拡大支援、企業

誘致促進などに取り組んでまいりましたが、製造品出

荷額は景気低迷などの影響等により伸び悩んでいる状

況にあります。他方、食料品製造業においては、数億

円規模の売り上げに成長したお土産商品などが生ま

れ、またモズクを活用した多様な商品が展開されるな

ど着実に成長し、県内外での市場評価も高まっており

ます。また、産学官連携による沖縄の地域資源を活用

した健康食品やコスメ関連商品の開発が進展している

ほか、運動用具製造業など魅力ある企業の特別自由貿

易地域への立地が進んでおります。

　県としては、引き続き製造業の振興を図っていくた

め、製品・技術の研究開発力を支援するとともに、経

営革新、金融支援、販路拡大の促進など総合的な支援

を実施してまいります。

　同じく知事の選挙公約の関係で、沖縄観光コンベン

ションビューローの体制と県の任務分担についての御

質問にお答えします。

　沖縄観光コンベンションビューローについては、観

光業界の意向を集約しリードする組織として、また、

観光振興施策の実施機関として本県の観光振興に重要

な役割を担っているものと考えております。一方、沖

縄県では、本県観光の振興に係る基本的な政策及びそ

の具体的な計画・立案、観光統計に関する調査・分析

並びに市町村や観光関連団体育成などの行政施策を

担っております。現在、沖縄県においては、「新沖縄

県行財政改革プラン」に基づき、ビューローの役割の

明確化及び効率的な法人形態等を検討しているところ

であり、ビューローが観光業界を積極的にリードする

組織体制を確立できるよう支援してまいりたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　それでは再質問をいたします。

　日米同盟のあり方についてでありますけれども、知

事、県議会でこういう議論をするというのも沖縄県ぐ

らいだろうと思いますが、知事会もそうですし、各国

会議員の方々見ても、我が県に米軍基地を持っていこ

うというのは皆無に近いわけですよね。安保条約とい

うのは、第６条において、要するに日本は基地を提供

する義務を負っているわけですね。したがって、今の

ような状況で安保条約は賛成だけれども基地は嫌だと

いうのは、本来安保条約からすれば通らないわけです

ね。そういう意味で言えば、既に現行の安保条約はそ

の前提条件を失っているとこう言わざるを得ないわけ

ですね。そういう意味で言えば、まさに沖縄にマンガ

タミーさせて沖縄だけに負担をさせて安保条約は成り

立っているという非常に変則的な状況にあるわけです

よ。だから、私は沖縄県の知事としてはその安保条約

賛成、反対という立場を超えてこういうあり方はおか

しいんじゃないかと、今の安保条約のあり方はおかし

いと、日米同盟はおかしいということを、やはりこれ

は沖縄県知事でなければ言えない立場なんですよ。だ

から、このことをぜひ大きな声で全国に発信をする中

から沖縄基地問題というのは私は解決されるとこうい

うふうに思っているものですから、お聞きをしている

んですね。いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議論というのは、非常

に歴史的な流れも含めて少し厳密な詰めが必要な部分

があろうかと思いますので、きょうのところは議員の

御提案としてぜひ伺わせていただくというふうにとど

めたいと思うんですが。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　私は最近考えるのは、安保条約のこ
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の議論はもはや左派とか右派という話じゃないと思う

んですね。これは左派の専売特許ではないんですよ、

もはや安保条約の議論というのは。むしろどっちかと

いうと、保守派が危機感を持って議論をすべき局面な

んですよ、これはある面で言えば。沖縄がじゃだめに

なると日米同盟がもうだめになるということになりか

ねないわけでしょう。私はもちろんもともと安保条約

には反対の立場ですが、私はむしろどうして右のほう

からそういう議論が起こってこないのか不思議でしよ

うがないんですよ。そういう意味でどうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時18分休憩

　　　午前11時19分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　基本的なことになるんです

が、国民的な議論というのをもっともっと起こし、国

会を中心にもっともっと議論もしてもらいたいと思い

ますし、その左・右を超えてという表現でしたが、議

論すべきだというお考えには賛成ですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　したがって、その端緒を沖縄県知事

が開いてほしいとこういうことなんですね。だから、

今や大阪にしても各県の知事は大いに語っているんで

す。大いに国家に物を言っているんですね。知事は、

お上と事を構えるのは得策ではないというのがどうも

信条らしいんですが、そうじゃなくして、沖縄の県知

事だからこそ言えることはたくさんあるんですよ。今

こそそれを言わないと、沖縄は何で黙っているかとい

うのが国民のあれであって、沖縄が何を発信している

かよくわからないと。そこのところはぜひ腹をくくっ

て、この際、私はあり方についてやはり発言すべきだ

とこういうことを申し上げているんです。だから端緒

を開いてほしい。いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時20分休憩

　　　午前11時20分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私にそのおっしゃる能力が

十分あるかどうかは別にしまして、今のような議論を

展開をすべきだとは思うんですが、ただ基本的に今沖

縄の中では明らかに過重な基地負担というのははっき

りありますから、私のほうではそういう目に見えるも

のを手がかりにこれは全国につながっている話である

から、全国民の議論もお願いしながら、この沖縄の基

地負担そして同盟のありよう、安保条約のありようま

で議論をしてもらいたいという趣旨のことはいろいろ

な方にお目にかかるたびに申し上げているつもりであ

りますが、ただ玉城議員のきょうのお話は、よく勉強

し研究されている議員からのお話ですから、重々受け

とめてそういう方向もよく勉強していい機会を見つけ

てやってみたいとも思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　議論をしてほしいということではな

くして、知事からインパクトのある提案を全国に向け

て沖縄県知事ここにありということをやはりこの際

やってほしいというのが県民の気持ちなんですよ。そ

の期待にこたえなきゃだめですよ、これ。今しかない

んですよ、この時期しか。今黙っていたんじゃ沖縄県

は何を考えているかよくわからぬとこういうふうに思

われてしまっているわけですから、申し上げているん

で、ひとつぜひそこはお願いをしたいと思います。

　それからこの議会の焦点の一つでありますが、この

辺野古移設について、知事は賛成をしているのか反対

をしているのかわからぬとこういうことなんですね。

知事がおっしゃっているのは、この１月までは県内移

設やむなしと思っていたと、ところが状況が変わった

ということですね。

　そこでお伺いをしますが、状況が変わったというこ

とはわかりますよね。これは認識私どももわかりま

す。その中で状況が変わったという認識と、知事の考

え方が変わったかというのは別問題なんですね。そこ

はどうなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時23分休憩

　　　午前11時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　状況だけが変わったのでは

なくて、私の考えも厳しくなったと申し上げていると

おりでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　県内移設は極めて厳しいと、あるい

は不可能に近いということですよね。これはいずれも

状況認識ですよね。極めて厳しい、だからどうしたい

んですかということですね。次の文句が聞きたいわ

け、我々は。だから、極めて厳しいから知事としては

どうしたいんですかと。不可能に近いということであ

れば、だけど頑張るんですか、それとも断念を迫るん

ですかということなんですよ。次のフレーズが聞きた

いわけ、みんな。ところが、それをおっしゃらないか
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らわけのわからん議論になって、ちっとも県民にわか

る議論にならないということですね。その後の言葉は

どうなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ですから、後については何

度も申し上げていますが、今度の期待した政権が政策

を180度変えたということの理由をきちっと聞いた上

でと申し上げているわけです。

○玉城　義和君　ちょっと休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時25分休憩

　　　午前11時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　玉城義和君。

○玉城　義和君　要するに、主体的に極めて厳しいか

らどうするのかと、不可能に近いからどうするのかと

いうそこのところを聞きたいわけですが、それをずっ

とおっしゃらないということでは議論が深まらない。

　それでは聞いた上でということであれば、先ほど答

弁があったように、この2005年の安保再定義の問題、

2006年のロードマップ、そして今回の５月28日のＳＣ

Ｃの文書、これはみんな一連の文書ですね。そういう

意味でいえば、例えばこの2005年のこの「日米同盟：

未来のための変革と再編」の中にはちゃんと県内移設

をする理由が書かれているわけですよね、書かれてい

る、これは。諸部隊の組織の一体化と機能の一体化の

ためには県内でなきゃならないというのが大前提に

なっているわけですよ。これはもう既に説明されてい

るわけですね。だから辺野古なんだということなんで

す。それを受けて2006年があり、５月28日があるわけ

です。だから追加だと、さっき公室長が答弁したとお

りですよ、一連の文書なんですよ。だから、あえて県

内移設というのは政府にすれば既にもう説明済みだと

いうことなんですよね。

　もう一つ加えて言えば、総理は既に２回沖縄に来て

いるわけですね。その間に抑止力云々ということも含

めて知事には説明している立場ですよ、これは既に。

だから今の段階は、８月の下旬をもって工法とか位置

を決めるという段階に移りましたということなんです

よ。それにもかかわらず知事は説明を受けてないと、

説明を聞かなきゃわからんと言うのでは全くこれはピ

ントが外れていて状況に合わないんじゃないでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時26分休憩

　　　午前11時27分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　再編の目的、軍事上の目的

というのは、おっしゃったように2005年だったか2006

年だったかに書かれていますよ、いろんなことが。で

すから、再編そのものの軍事的な意味はそこに書かれ

ている。ですから、それに乗っかって、しかし今度は

さらに追加されましたというのは何も軍事上のことだ

けではありません。さらに、私がわからんわからんと

言っているのは、民主党政権、三党連立政権がスター

トした、ないしは民主党の公約の中にそういうものを

踏まえながらも県外だと言った公約があったわけで

しょう。それに対していろんな人が投票して民主党政

権つくるのに貢献したんですから、そういうこれを何

で180度変えたんですかと。これは彼らも百も承知の

上の話でしょう。そこに何で変えましたかを私は聞い

ているんであって、この目的が違いますかなんていう

のは聞いていませんよ。ですから、それはやはり政府

から確認をとらないと私のほうじゃ答えができないと

言っているんです。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　何で変えたかというのを聞かれて

も、民主党の内部事情でしょう、それは。民主党の政

治的な失敗だとか、あるいは力量だとか、政治的な熟

度の問題とか、そういう意味で民主党の政権の持って

いる弱さ、そういうものに起因するものですよ。そう

ではなくして問われているのは、2005年があって2006

年があって、今回の５月28日があるわけです。一連な

んですよ、これは。だから、これはずっと体系的に

なっているわけですね。一連のものなんで、その中に

追加はありますよ、それは。追加はもちろんあります

が、今私が問題にしているのは辺野古の話を聞いてい

るわけですね。だから、辺野古の話はこれはもう決定

をされているわけですね。だから民主党がどうのこう

のというのは、これは民主党の内部の話であって、向

こうの政治の熟度の低さとか、そういうものが問題な

んです。もちろんそれはそれで批判されるべきでしょ

う。そのこととこの決定した問題を知事がどう評価す

るか、どう考えるか、これとは別問題なんですね。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時29分休憩

　　　午前11時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　県民の納得のいく解決策を

きちっと政府が責任を持って示すべきだと、私は最終
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的にはそういう考えを持っているわけですが、まさに

辺野古の部分ですよ、議員がおっしゃっている、私も

申し上げているのは。この辺野古の部分について政権

で公約した政党、そこが総理もつくり、内閣をつくっ

ているところが変えた理由を県民に説明する必要があ

るでしょう。それは民主党の弱さだ何だと言ってもそ

れは先生の推測でしょう。それを責任者たる総理から

きちっと説明してもらわないことには意味がわからん

じゃありませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　私は別に政府の肩を持つわけではあ

りませんが、政府としては総理が２回も来て、抑止力

云々ということを申し上げて、大変申しわけないけれ

どもまた引き受けてくれと、知事には仁義を切った

と。恐らくそういう立場でありましょう。既に８月の

下旬に向けて、去る21日にも課長クラスのワーキング

チームが作業を始めているわけですね。既にもうこれ

は工法とか、場所に向けてもう作業が始まっているわ

けですね。そういう意味で言えば、今の知事の御認識

は私は方便としてもなかなかこれは通用しないし、非

常に政治的なタイミングを失ってしまうということを

申し上げておきます。もうこれは水かけ論になって前

に進みませんので、もう少し知事も頭を整理されて、

今議会中にもう少しクリアな答弁をお願い申し上げた

いと思っています。

　それから鉄軌道についてでありますが、私がずっと

考えておりますのは、この鉄軌道問題はやはり必要性

から入るべきであって、採算性とかコストの話をする

と途端にこれはもうそこでとまっちゃうんですよね。

北海道も九州も四国もずっと赤字なんですよ、ＪＲに

なってから。ところが北海道なんかも6000億円ぐらい

の基金があって、それを今ごろ3.5％ぐらいの利率で

運用しているわけだ。最近はちょっと厳しくなりまし

たが、赤字をずっとこれでカバーして黒字に転化して

やっているわけで、だからそれはなぜかというと必要

だからですよね。

　そういう意味でちょっとお聞きをしますが、例えば

この間、復帰後でいいんですが、沖縄県が鉄道がない

ためにどれぐらいの損失をこうむったのか、あるいは

あればどれぐらいの利益があったのかという計算をし

たことありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　このような調査は今まで

やったことございません。そういう調査はやったこと

はございません。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　私は、やはりこういう調査を事務的

には積み重ねていくべきだと思うんですね。いざとい

う場合に使えるわけですから、だから平成12年でした

か、運政審の答申もあって上と下を別々にして、下は

公の機関が機構が整備すると、整備新幹線ですね。そ

ういう制度もあるわけですね。だから、幾らでも制度

は使えるわけで、余りコストとか運行会社のことを最

初から持ち出すとこれは全部詰まっちゃってどうにも

ならないわけですね。21世紀プランにも入っているわ

けだから、ここは思い切ってもっと前に進めるべきだ

と思います。知事のひとつ御決意を聞きます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これは前から玉城議員から

の意見に私も実は賛成ではあります。そして21世紀プ

ランにも書かせていただいていますし、いろんな形で

今鉄道の議論が起こっていますから、何とか必要性か

ら入っていける方向で取りかかれればとは思っていま

すが、それでもなおコストの問題というのは頭にあり

まして、ここのところはしかしぜひ日本国も財政がこ

ういう多端な折ですから、この赤字の仕組みをつくっ

てしまった瞬間、そのためだけに陳情を繰り返さざる

を得ないというようなことにならんように、我々も公

共交通システムが沖縄にはほとんどないという点から

いうとむしろ主張すべきではあるんですが、我々がか

なり保守的にならざるを得ない面もぜひひとつそれを

どうやってぶち破っていくかはいろいろ御指導いただ

きたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　雇用問題も観光問題も全部数字を挙

げてやりたかったんですが、時間がありません。

　その鉄軌道については、やはりたばこ１本につき１

円とかこれはもう負担しているわけですよね。やはり

そういう意味でいえば、本州の鉄道会社はみんな黒字

ですよ、大黒字で2000億円近い黒字を出しているん

で、そのもうかっているところの小会社にしてもいい

し、いろいろ方法はあるんです。だから、もうちょっ

とその一歩前に出てその後にいろいろ考えると。整備

新幹線なんかもう全国に張りめぐらされていますか

ら、沖縄だけですよね、ないのは。だから、そういう

意味でやはりここはぜひ国のほうとも相提携しながら

進めていただきたいと思います。

　以上です。知事の最後の御決意をどうぞ。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　昨年、先ほど御紹介しまし

た鉄道についての調査の中で、明らかにおっしゃるよ

うに各県いろんな法律をそれぞれつくってもらって、
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いろんな形で鉄道がやっていけるような仕組みという

のはどうもつくっているらしいというのは我々わかっ

てまいりまして、県議のほうがよく研究されておられ

るんで、ひとつぜひいろいろサジェスチョンいただき

ながら、これは企画の関係でも若手が非常に張り切っ

ていますから、ひとつまた御指導賜りたいと思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　こんにちは。

　日本共産党の西銘純恵です。

　一般質問を行います。

　後期高齢者医療制度について。

　民主党政権は、後期高齢者医療制度の速やかな廃止

を公約にしながら４年先まで先送りし、しかも廃止後

につくる新しい制度は、65歳以上の高齢者は都道府県

ごとの国保に加入させた上で、64歳以下とは別勘定に

するというものを検討しています。これではうば捨て

山をもっと広げることになってしまい、医療費の抑制

か保険料のアップかの二者択一に追い込むものです。

お年寄りを差別する後期高齢者医療制度は、すぐに廃

止してほしいという切実な声は広がるばかりです。

　質問します。

　後期高齢者医療に加入されている人数と、昨年とこ

としの１人当たり平均保険料は幾らですか。

　制度の即時廃止の国民の声に押されて臨時的に保険

料の軽減措置がされたが、保険料軽減を受けたそれぞ

れの人数と割合について。

　滞納者数と滞納理由、短期証発行数について。

　保険手帳のない無保険者数と治療中断者の人数。

　保険料の支払いに関する相談者数と、すべての市町

村で掌握されているかどうか。

　減額免除の申請数と申請理由及び結果について。

　即時廃止を公約して政権についた民主党が廃止を先

送りするだけではなく、新制度案は負担や差別の対象

を65歳以上に広げるというものです。即時廃止して、

もとの老人保健制度に戻すよう求めるべきではないか

お尋ねします。

　がん対策について。

　子宮頸がんワクチンの公費助成を行うこと。また、

早期発見のためがん検診を無料化することについて。

　がん治療費を無料にして患者、家族、遺族の精神

的・経済的な支援体制を確立することについて。

　県立宮古病院、八重山病院、北部病院を地域がん診

療拠点病院に位置づけて放射線治療機の設備や専門の

医師、看護師体制を整備して、緩和ケアを含めて地元

で治療できるようにして患者の負担を軽くすることに

ついて。

　患者同士が相談し支え合うための患者サロンを設置

すること。また、がん情報の普及・周知を図ることに

ついて。

　本県はがんが死因のトップとなっています。県が率

先してがん条例を制定すべきですが、知事の見解を伺

います。

　「子どもの貧困」対策について。

　昨年、厚労省が公表した「子どもの貧困」率は

14.2％、ひとり親家庭では54.3％になります。沖縄県

での「子どもの貧困」は特に深刻だと危惧していま

す。知事を先頭にプロジェクトチームをつくって、

「子どもの貧困」克服を図ることを提言して質問しま

す。

　「子どもの貧困」の実態の調査方法を検討すると回

答したが、教育、福祉分野のいずれでも調査は可能な

ものです。早急な実態調査を求めます。

　児童相談所に措置される子供のうち、生活保護と住

民税非課税世帯の割合はどうなっていますか。

　制服が買えないからと欠席をする中学生、食事は学

校の給食だけの子供、虫歯で歯がないのに医者に行け

ないなど、4000人の無保険の子供、通学費がかさみ高

校に通えない子など、「子どもの貧困」は深刻です。

教育、医療費など制度として子供を直接支援して発達

を保障する仕組みの確立が必要と考えるがどうです

か。

　児童虐待の対策について。

　児童虐待の推移、増加数、虐待の主な原因は何です

か。

　子育て家庭に不安定雇用と生活不安が広がっている

が、貧困と児童虐待との関係及び対策はどうなってい

ますか。

　介護や福祉の職場での低賃金やストレスの多いきつ

い労働が原因となって児童虐特につながっていくとさ

れているが、その関連と対策はどうなっていますか。

　子育て家庭の孤立化は虐待の大きな要因と指摘され

ています。児童委員は知事の指揮監督を受けて職務を

行う法の定めがあるが、体制と取り組みはどうなって

いますか。市町村の子育て支援事業の体制と取り組み

はどうなっていますか。また、県と市町村の要保護児

童対策地域協議会の設置状況と強化策を伺います。

　児童相談所には心と体に深い傷を負った子供へのケ

アのため、社会福祉主事、児童福祉司などの専門職員

を手厚く配置をすべきと思うが、増加している児童虐

待に対応できる職員体制になっているか伺います。



－ 169 －

　児童相談所一時保護所に教育相談員が配置されてい

るが、教育職務にふさわしい賃金が保障されていない

と県に訴えています。改善について伺います。

　英語指導助手の問題について。

　県内の小学校、中学校、県立学校には英語助手は何

人いるか。そのうち、米軍人の家族がいるかどうか。

　外人助手の覚せい剤所持による逮捕など、これまで

に不祥事を起こしたのは何人いるか。学校教育を担う

にふさわしい厳格で適正な資格条件への改善が必要だ

と思うが、県の考えを伺います。

　過大な需要予測による4500億円の那覇港国際港湾開

発計画は事業の折り返し点に立っているが、米軍物資

を除いた貨物量とトランシップ貨物量は幾らか。税金

の無駄遣いの事業を中止し、計画を抜本的に見直しす

べきではないか伺います。

　公設学童は、全国86％に比べ沖縄県は４％。保育料

は全国の２割が無料で、有料でも5000円、沖縄は１万

円以上。保育料の負担ができずに学童クラブに入れな

い子がいます。補助を増額して低所得者の保育料を軽

減すること及び希望するすべての子供が入れるように

拡充することについて。

　特別支援教育について。

　特別支援員、特別支援学級、特別支援学校は希望者

に対応できていますか。専門教師の配置率はどうなっ

ていますか。一般教師が配置されて教育に困難を来し

ていると現場からの声があるが、専門教師の早急な配

置が必要ではありませんか。

　幼稚部対象の児童数の把握はなされていますか。幼

稚部が周知されずに家庭保育で困難を抱えている家族

がいるのではありませんか。希望する子供が入学でき

るように周知の徹底はどのようにされていますか。

　我が党は豊田市の発達支援センターを視察してきま

した。医療と療育が結合され早期発見と早期支援に取

り組まれていました。本県の早期発見と早期支援の体

制はどうなっているか。先進地に学んで改善すべきで

す。

　介護施設の羽地苑で虐待の事実があったことを県は

認めたが、虐待防止法に基づく施設への指導はどのよ

うになされましたか。虐待の根絶のために施設の特別

監査及び虐待マニュアルの作成と普及について伺いま

す。

　辺野古新基地建設の日米合意について。

　民主党連立政権の普天間基地にかかわる日米合意

は、自公政権の辺野古移設へと逆戻りしただけでな

く、全国に米軍基地の被害を拡散する最悪の合意で

す。普天間基地の即時無条件撤去と県内移設反対の県

民の総意をアメリカ政府に正面から交渉すべきです

が、知事の見解を伺います。

　辺野古移設は厳しいと何度も発言されているが、知

事は辺野古移設に反対なのか賛成なのかはっきりお答

えください。

　普天間の移設条件つき返還は実現不可能で既に破綻

しています。普天間基地は即時無条件撤去しか解決の

道はありません。移設先探しで解決できるというなら

知事の考えをお示しください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　西銘議員の御質問に答弁い

たします。

　まず第１に、児童虐待に関する御質問の中で、児童

相談所の職員体制についてという御趣旨の御質問にお

答えいたします。

　児童相談所につきましては、平成17年度から22年度

までの６年間で児童福祉司13名、児童心理司６名を増

員し、増加する児童虐待等に適切に対応するため体制

強化を進めてきているところでございます。

　今後も、児童相談所の専門性の強化を図るため、

スーパーバイザーの養成や職員研修の充実など、引き

続き体制強化の取り組みを進めてまいりたいと考えて

おります。

　次に、辺野古新基地に係る御質問の中で、普天間飛

行場の即時無条件撤去を米政府に求めること及び辺野

古への移設についてという御趣旨の御質問ですが、恐

縮ですが11の茨と11の芋が関連しておりますので一括

して答弁させていただきます。

　今回の日米共同発表は、県外移設の実現に期待する

県民の声がますます高くなっている中で唐突に行われ

たものであり、県民の間に大きな失望を招いておりま

す。県といたしましても、地元の了解を経ずにこのよ

うな移設案が決定されたことはまことに遺憾であり、

受け入れることは極めて厳しいと言わざるを得ませ

ん。

　県といたしましては、政府が県外移設をどこまで真

剣に検討したのか、そして、どのような経緯で移設先

を辺野古とする日米合意に至ったのか、合理的な説明

を行うべきであると考え要求しているところでござい

ます。

　次に、普天間飛行場移設問題に関する知事の考えい

かんという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　普天間飛行場の移設先につきましては、米軍基地の

提供責任者であります政府において示す必要があると

考えております。いずれにいたしましても、名護市長
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選挙や県議会の意見書議決、そして県民大会など、昨

年９月以降の県内の諸状況を踏まえますと、現時点に

おきましては名護市辺野古への移設案を受け入れるこ

とは極めて厳しいというのが私の考えでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　後期高齢者医療制

度についての御質問の中の、後期高齢者医療の被保険

者数と、昨年とことしの１人当たり平均保険料額につ

いてお答えします。

　沖縄県後期高齢者医療広域連合によると、後期高齢

者医療の被保険者数は、平成22年４月30日現在で11万

5605人であります。１人当たり保険料額は、平成21年

度５万2510円で、平成22年度の見込み額は５万2964円

となっております。

　次に、保険料軽減を受けた人数と割合についてお答

えします。

　後期高齢者医療保険料のうち均等割保険料の軽減人

数及びその割合は、平成21年６月末現在、９割軽減人

数５万3196人、46.9％、8.5割軽減人数１万6958人、

14.9％、５割軽減人数3560人、3.1％、２割軽減人数

7173人、6.3％で、均等割保険料の軽減を受けた合計

人数は８万887人、71.3％になっております。また、

所得割保険料の軽減を受けた者は8992人で7.9％に

なっております。

　次に、滞納者数と滞納理由、短期証発行件数につい

てお答えします。

　平成20年度の保険料の滞納者数は1701人で、納付相

談のあった方の主な滞納理由としては、収入が少な

い、一時所得により保険料が高額となって支払いが困

難等となっております。

　短期被保険者証の発行件数は、平成22年３月２日時

点で856件となっております。

　次に、保険手帳のない無保険者数と治療中断者数に

ついてお答えします。

　短期被保険者証の交付を受けた方のうち、平成22年

３月２日時点で有効期限が切れている方は585人で、

治療中断者については把握が困難であります。

　なお、短期被保険者証が未更新となっている方につ

いては、市町村において窓口相談や電話・訪問等によ

り被保険者証の更新に努めております。

　次に、保険料の納付相談者数と市町村の掌握の状況

についてお答えします。

　平成22年６月市町村に調査したところ、平成20年度

及び21年度に被保険者から保険料の納付相談があった

市町村は29カ所で、相談がなかった市町村は12カ所と

なっております。相談を受けた市町村のうち、相談件

数の報告があった17市町村の相談件数の合計は1403件

となっております。

　次に、減額免除の申請数と申請理由及び結果につい

てお答えします。

　広域連合によると、減免申請受け付け件数は、平成

21年度においては37件で、その申請理由は、失業や事

業の休廃止による収入減等となっております。申請の

あった37件のうち20件が減免決定されております。

　次に、後期高齢者医療制度の廃止を求めることにつ

いてお答えします。

　現在、国では、後期高齢者医療制度を廃止して、高

齢者のための新たな制度を構築するという基本的な考

えのもとで、有識者や関係団体の代表等で構成する

「高齢者医療制度改革会議」において検討中でありま

す。

　県としましては、国の検討状況を注視してまいりた

いと考えております。

　次に、がん対策についての御質問の中の、子宮頸が

んワクチンの公費助成についてお答えします。

　感染症の予防接種は市町村の業務となっており、公

費負担の対象となる疾病については、予防接種法で定

期接種となっております。現在、子宮頸がん予防ワク

チンは同法の定期接種となっていないことから、県と

しては、全国衛生部長会を通じて同ワクチンの有効性

等の評価を早急に行い、必要な公的支援や多くの国民

が接種できるよう、国に要望しているところでありま

す。

　次に、がん検診を無料にすることについてお答えし

ます。

　乳がん、子宮頸がん検診については、特定の年齢を

対象に無料クーポン券を配布する国庫負担事業が昨年

度と今年度に県内の全市町村で行われております。国

は、来年度の国庫負担による事業継続について明言し

ておりませんが、県としては、全国衛生部長会を通し

て国庫負担による事業継続を要望しているところであ

ります。

　次に、がん治療費の無料化についてお答えします。

　県においては、「沖縄県がん対策推進計画」及び

「アクションプラン」を策定し、がん対策を総合的に

推進しているところであります。がんに関する療養上

の相談については、がん診療連携拠点病院の相談支援

センターにおいて対応しております。がん治療につい

ては、そのほとんどが他の疾病同様に公的保険の範囲
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内で行われていますが、先進的な医療の一部は公的保

険の対象外となっており、その場合に患者の負担増が

あると考えております。がん治療費の無料化などの経

済的支援については、公的保険の対応を含め社会保障

制度全体の中で国の責任で対応すべきものと考えてお

ります。

　次に、県立宮古病院、八重山病院及び北部病院の地

域がん診療連携拠点病院の指定及び地元での治療体制

についてお答えします。

　本県では、琉大病院を県がん診療連携拠点病院に、

県立中部病院や那覇市立病院を地域がん診療連携拠点

病院に指定し、他のがん治療可能な医療機関との医療

連携体制を構築しているところであります。北部、宮

古及び八重山圏域では専門医が少なく、さらに症例数

も少ないことから、放射線治療等の高度な医療機能の

維持が困難であり、現在、これらの圏域の県立病院を

地域がん診療連携拠点病院に指定しておりません。

　県としては、琉大病院等の高度医療提供施設と県立

北部、宮古及び八重山病院との役割分担及び連携を図

るとともに、手術や化学療法等、当該圏域で必要なが

ん医療の充実を図っていきたいと考えております。

　次に、患者サロンの設置及びがん情報の周知につい

てお答えします。

　県におきましては、患者サロンの設置について、が

ん治療を行っている医療機関に対し、院内に設置する

よう呼びかけていくこととしております。また、がん

患者の皆様への情報提供として「患者必携」を作成す

ることとしており、今後は一般県民を含めて広く情報

提供を行っていく予定であります。

　次に、がん条例の制定についてお答えします。

　県としましては、がん対策基本法に沿って策定した

「沖縄県がん対策推進計画」及び「アクションプラ

ン」を着実に実施し、予防から医療提供に係る適切な

がん対策の充実強化を図っていくこととしておりま

す。このような中で、がん条例の制定については、そ

の必要性を含め総合的に検討することとしておりま

す。

　次に、「子どもの貧困」対策についての御質問の中

の、「子どもの貧困」の実態調査についてお答えしま

す。

　県では、生活保護世帯や支援が必要な児童等に対し

て、市町村、福祉保健所、児童相談所等関係機関の連

携や民生委員・児童委員の活用等により対応している

ところであります。しかしながら、近年の生活保護世

帯の増加や、ひとり親家庭の生活状況等から見て、本

県の「子どもの貧困」については厳しい状況にあるも

のと考えております。

　今後も、教育庁等関係機関と協力しながら、支援を

必要とする世帯や子供の把握に努めるとともに、各種

施策による支援を行ってまいります。

　次に、児童相談所が措置した子供に係る生活保護世

帯等の割合についてお答えします。

　児童相談所が児童養護施設等に措置した子供の世帯

について、徴収基準に係る階層区分の状況は公表して

おりませんが、本県において措置されている子供の家

庭の多くは経済的な問題を有している状況にあるもの

と認識しております。

　次に、子供を直接支援して発達を保障する制度の確

立についてお答えします。

　「子どもの貧困」につきましては、格差が固定化し

次の世代に連鎖していくことを防止することが重要な

課題であると考えております。このため、県では、生

活困窮世帯に対する経済的支援とあわせ、医療費助成

など子供のいる家庭への各種支援を行っているところ

であり、これらの施策の充実に努めてまいりたいと考

えております。

　次に、児童虐待の対策についての御質問の中の、児

童虐待の推移、主な原因についてお答えします。

　県の児童相談所が処理した虐待相談処理件数は、平

成17年度が451件、18年度364件、19年度440件、20年

度408件、21年度が435件となっており、年度による増

減はありますが、高どまりの状況となっております。

また、児童虐待につきましては、育児に対する認識の

低さ、家庭の養育力の低下、地域社会の子育て機能の

低下など、複合的な要因が重なって発生しているもの

と考えております。

　次に、貧困と児童虐待との関係及び対策並びに労働

条件と児童虐待との関連及び対策について一括してお

答えします。

　低賃金などの貧困問題等と児童虐待は必ずしも直結

するものではないと考えますが、家庭における経済的

な問題が深刻な場合には、子育てに対する負担感が増

すことにより、家庭の養育力の低下につながるおそれ

もあるものと考えられます。また、虐待を受けた児童

の家庭については、経済的な問題を抱えている事例も

存在するものと認識しております。

　児童虐待の防止のためには早期発見と迅速な対応が

必要であり、引き続き児童相談所の体制強化を進める

とともに、警察、教育庁等の関係機関との連携強化を

進めてまいります。あわせて、子育てに係る負担の軽

減を図るため、子ども手当、児童扶養手当の支給や医

療費の助成等の経済的支援を行うとともに、地域子育
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て支援拠点事業の実施など、各種の子育て支援に取り

組んでまいります。

　次に、児童委員及び市町村子育て支援事業の体制と

取り組み並びに要保護児童対策地域協議会についてお

答えします。

　児童委員の体制につきましては、平成22年４月現

在、児童委員が2102人、そのうち主任児童委員が171

人委嘱されており、児童及び妊産婦の生活状況把握や

保健・福祉に関する情報提供及び指導等を行っており

ます。

　平成21年度の活動状況につきましては、子供に関す

る相談・支援件数が２万8811件となっております。

　次に、市町村の子育て支援事業につきましては、児

童虐待防止の観点から、乳児のいる家庭を保健師等が

訪問するこんにちは赤ちゃん事業、養育支援訪問事業

を実施しております。

　平成21年度の実施状況につきましては、こんにちは

赤ちゃん事業が40市町村で実施され、訪問件数が１万

3631件、養育支援訪問事業が15市町村で2615件となっ

ております。

　次に、「要保護児童対策地域協議会」につきまして

は、現在、31市町村で設置されており、未設置市町村

に対しても設置の働きかけを行っているところであり

ます。また、同協議会では保健部門や児童委員も含む

関係機関が連携して児童虐待防止に取り組んでおりま

すが、連携をさらに強化するために県レベルでの協議

会設置に向けた作業を行っているところであります。

　次に、児童相談所一時保護所の教育相談員について

お答えします。

　一時保護所に入所している児童につきましては、所

内において、主に一時保護所の職員が学習指導を行っ

ておりますが、今回、経済対策として実施された緊急

雇用に係る予算を活用し、平成21年度と22年度につい

て職員の学習指導を補助するための賃金職員を採用し

たところであります。また、当該職員の募集の際に

は、学習効果を上げるために教員免許保持者を採用の

条件としましたが、時給等の労働条件につきまして

は、一般の賃金職員と同等の内容としております。

　今回の件につきましては、当該職員の業務は教育職

務ではなく職員の補助としての位置づけであることか

ら、中央児童相談所に対しては改めて賃金職員として

の身分に応じた業務配分の徹底を指示したところであ

ります。

　次に、公設学童について、保育料の負担軽減と放課

後児童クラブの拡充についてお答えします。

　沖縄県の放課後児童クラブは民立民営のクラブが多

く、家賃等の負担により経営が厳しいことや、保育料

が高いことなどが課題であると認識しております。こ

のため、県としては、学校の余裕教室や児童館等の活

用を図ることで保育料の負担軽減が図られるよう、市

町村と連携して取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

　また、平成22年３月に策定した「おきなわ子ども・

子育て応援プラン」の後期計画においては、平成21年

度の放課後児童クラブ194カ所を平成26年度までに238

カ所にまでふやす目標を掲げているところであり、県

としましては、希望する子供すべてがクラブを利用で

きるように市町村と連携し、放課後児童クラブの設置

を促進してまいります。

　次に、障害児の早期発見及び早期支援体制について

お答えします。

　沖縄県では、障害児の早期発見及び早期支援につい

て沖縄県小児保健協会と連携し、乳幼児健診における

発達に係る問診項目の追加、修正等、健診受診票の見

直しを行ったところであります。また、在宅の障害児

の地域における生活を支え、身近な地域で療育指導が

受けられるよう、先島を含め県内の９カ所において障

害児等療育支援事業を行い療育機能の充実を図るとと

もに、県内５カ所の圏域にアドバイザーを配置し、関

係機関のネットワーク構築等障害者支援体制整備の促

進に向け取り組んでいるところであります。

　次に、介護施設における虐待について、羽地苑での

虐待への対応についてお答えします。

　いわゆる高齢者虐待防止法に基づく対応は、通報を

受けた名護市が事実確認及び指導を行っているところ

であります。

　県においては、利用者への影響の観点から、社会福

祉法及び老人福祉法に基づき関係者から事情聴取を

行っております。

　特別監査については、その結果等を踏まえ検討する

考えであります。

　なお、今後、高齢者虐待防止マニュアルを作成し、

介護保険法に基づく集団指導等において周知してまい

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　答弁の途中でありますが、時

間の都合もありますので、西銘純恵さんの質問及び質

疑に対する残りの答弁は午後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午後０時８分休憩

　　　午後１時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。
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　午前の西銘純恵さんの質問及び質疑に対する答弁を

続行いたします。

　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは英語指導助手の

問題についての御質問で、外国語指導助手の人数等に

ついてお答えいたします。

　本県の外国語指導助手につきましては、小中学校に

おいて国採用が40名、市町村採用が163名、県立学校

において国採用が55名、県採用が３名配置されており

ます。

　米軍人の家族につきましては、市町村採用の外国語

指導助手が１名おります。

　次に、外国語指導助手の資格要件等についてお答え

いたします。

　今回、市教育委員会の外国語指導助手が覚せい剤取

締法違反の疑いで逮捕され、教育への信頼を損ねたこ

とはまことに遺憾であり、極めて残念なことでありま

す。

　外国語指導助手のこれまでの不祥事につきまして

は、昨年度の３名と今年度の１名となっております。

　国採用の外国語指導助手の募集・選考は外務省が

行っており、日本国法令を遵守することなど16項目の

資格要件をすべて満たした者が採用されております。

また、県及び市町村の外国語指導助手につきまして

は、国に準じて厳正に行っているところであります。

　県教育委員会としましては、今後とも関係機関等と

連携し、綱紀粛正及び服務の確保についてさらなる徹

底を図ってまいりたいと考えております。

　次に、特別支援教育についての御質問で、特別支援

学校等への希望者への対応、専門教師の配置等につい

てお答えいたします。

　特別支援学校においては、入学要件を満たし保護者

が希望した場合はすべて受け入れております。

　特別支援学級の設置については、平成22年度、小中

学校合わせて491学級の申請に対して444学級を設置し

ております。当該校で受け入れることができなかった

児童生徒については、市町村教育委員会と連携し、そ

の学校に既に設置されている特別支援学級の活用及び

近隣校との連携、拠点校への通学、特別支援教育支援

員の活用等、当該児童生徒へ適切に指導がなされるよ

うに努めております。

　特別支援教育支援員の配置については、平成22年１

月31日現在、小中学校合わせて659人の配置希望に対

し446人が配置されております。

　特別支援学校等における特別支援学校教諭免許状所

持率は約６割になっております。教諭の配置につきま

しては、免許所持者及び経験者を積極的に配置すると

ともに、免許法認定講習や各種研修会を実施し、資質

の向上を図っております。

　県教育委員会としましては、特別支援教育を推進す

るため、支援体制の整備及び担当教諭の専門性の向上

に今後とも努めてまいります。

　次に、幼稚部対象児の把握と幼稚部の周知について

お答えいたします。

　特別支援学校の幼稚部においては、入学要件を満た

し地域での支援が困難な幼児を対象に募集を行ってお

ります。幼稚部教育につきましては、沖縄県広報や県

教育委員会ホームページへの掲載、「相談窓口ポス

ター」を関係機関等に配布するとともに、市町村教育

委員会を通して各幼稚園や乳幼児健診を担当する福祉

関係部署に対し周知に努めているところであります。

　各特別支援学校を希望する幼児の把握につきまして

は、保護者への周知徹底を図り、特別支援学校の教育

相談等を通し幼稚部教育の理解啓発を進めながら７月

と９月に調査を行い、漏れのないよう対応してまいり

ます。

　県教育委員会としましては、「障害のある幼児の就

園指導のあり方連絡協議会」の開催を通して、市町村

教育委員会や福祉関係部署等との連携を強化するとと

もに、今後とも幼稚部関係者への周知徹底と希望する

対象幼児の把握に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　那覇港国際港湾開発

計画についての御質問で、那覇港の貨物量と計画の見

直しについてお答えいたします。

　那覇港の平成20年の取扱貨物量は約1040万トンで、

平成15年に改定した港湾計画における平成20年代後半

の目標貨物量1950万トンに対して約53％となっており

ます。また、国際トランシップ貨物の実績は、現在の

ところありません。

　那覇港は、アジア・太平洋地域の結節点に位置する

地理的優位性を生かして国際物流・交流拠点等を目指

しており、今後とも国及び那覇港管理組合と連携し、

計画目標に向けて取り組んでいきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○西銘　純恵さん　答弁漏れがあります。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時30分休憩
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　　　午後１時31分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　再質問を行います。

　後期高齢者医療の問題ですけれども、保険料の支払

いに関する相談がもう既に1403件あったと。この件

は、審査請求や減免申請等、結構な数があります。私

の手元に審査請求の方が相談に来まして、今、審査請

求をやっていますけれども、この方はうるま市の畑を

譲り受けていて、持っているお墓が老朽化していて、

そのお墓の改築のために畑を処分したら50万円という

後期高齢保険料が翌年に来たと。本人は、月３万円足

らずの年金なんですよね。こういう事例があって、本

当に審査請求している間にもこの督促状が来ましてさ

らにびっくりしているんですよ。（資料を掲示）　１

期について５万6000円の徴収に対して5200円の延滞金

がついた督促が９枚来たんですけれども、このように

この後期高齢者医療制度というのは、75歳以上を子供

の扶養から外して、年金がわずか３万円しかない方か

らも保険料を取り立てると。そしてこのような土地を

処分しなければいけなかったと。実際は収入という形

にはならないけれども保険料がかかるという、このよ

うな問題が沖縄県内でもこの方以外にほかにもあるわ

けですね。ですから、この後期高齢者の医療制度とい

うのは時間がたてばたつほど負担する人がふえるし、

さらに２年ごとに保険料が上がる仕組みになっている

と。廃止以外にないと思いますが、もう一度答弁をお

願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　後期高齢者制度に

つきましては、人口の高齢化等によって医療費が増大

する中、将来にわたり皆保険制度を堅持するために、

長年の議論を経て開始されたものでございます。老人

保健制度がそういういろんな支障があるということで

議論されて開始されてきております。制度開始におい

ては、いろんな年齢の部分もございまして、また今ま

で保険料がなかった人にも課せられるといういろんな

制度の議論が行われて、先ほど答弁でも申し上げまし

たが、かなりの方の保険料の軽減もされております。

そういう中で新たな高齢者制度については、すぐそれ

を廃止して新たな制度をつくっていくということにつ

いては、いろんな事務処理の観点から課題があるとい

うことで、老人と高齢者の費用負担が不明確とかい

う、そういう老人保健制度の課題もありますので、そ

れに戻すことなく新たな高齢者医療制度に移行させる

ということで、現在、国のほうで検討を進めておりま

すので、県としましては、その推移を見守っていきた

いというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　後期高齢者医療制度は、民主党が

政権公約ですぐに廃止しますと言いながらそのまま継

続しているというのが大もとにあるということ、これ

が問題かなと思います。

　次に移ります。

　がん医療について、これは要望ということでやりた

いと思います。

　がん対策について、宮古島の方からこのような手紙

を受けました。たくさんの要望、気持ちが入っている

んですけれども、１点だけ紹介をしたいと思います。

　放射線の機械が島にない。治療が必要なときは沖縄

本島に行き、１カ月、それ以上の必要な期間を本島で

過ごすが、精神的にも経済的にも負担が大きい。家族

や友人と離れての孤独な闘いはかなりのストレスを抱

える。自分の病気への不安があるし、残してきた家族

のことも気にかかる。治療で気分が悪いとき、しんど

いときも一人で頑張らないといけないのでとても心細

い。家族や友人など会話ができない日が長く続くとか

なり参ってしまう。交通費、飛行機代など生活費など

もともかく本島に住む人より確実に金がかかる。何ら

かの支援が必要です。

　このように、これは１点ですけれども、ですからが

ん医療については、がんにかかってもどこでも安心し

て治療が受けられるように、政治の光を当てなければ

ならないと思っているんです。県政の重要な課題だと

思いますので、ぜひこれは取り上げて前進をさせてい

ただきたいと要望をしたいと思います。

　次、「子どもの貧困」なんですけれども、保育園の

行事でカップラーメンを食べる子というのがきょう報

道されました。認可園の園長が私に、朝御飯抜きの子

供がいるので、毎朝おにぎりを準備しているんですよ

と。また、学校給食費の未納者というのが毎年１万人

いますよね、これは教育ですけれども。虫歯の治療が

なされているのかとか、視力検査で眼鏡が購入されて

いるか、学校で朝から歯磨きからさせている学校もあ

るわけですよ。ですから、さまざまな場面で「子ども

の貧困」というのはあらわれています。ですから、福

祉においても教育においても、私は知事が先頭に立っ

て、この子供たちがどのような貧困の状況にあるのか

というのをプロジェクトチームをつくって対策も立て

るべきだと、調査をして思いますけれども、これにつ

いて知事の答弁をいただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。
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○福祉保健部長（奥村啓子さん）　「子どもの貧困」

問題に対応するためには、児童福祉や障害児福祉、母

子福祉、また母子保健、生活保護など幅広い分野から

の支援を検討する必要があると考えております。その

ために関係課でその施策等の実施状況、課題を整理し

て連携して取り組む対策を検討していきたいと思いま

す。

　あわせて、教育庁との連携も図りながら、子供のそ

ういう実態把握と対策の検討に取り組んでいきたいと

いうふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　特別支援教育について指摘をした

いと思います。

　先ほど専門の教師、支援員についても６割しか専門

の先生はいないとおっしゃいました。30数年間教師を

続けている方が、ことしの４月から特別支援学級の担

任になりました。もう既に６月。４月、５月、クラス

を持って、家族の話によると、うつ状態になっている

と、こんな状況なんですよね。ですから本当に情緒障

害、今、発達障害についてもさまざまな心理や医療の

面も含めて専門的な知識が必要だけれども、そういう

研修や専門性を身につけてない方が担任にさせられて

いる、支援員にさせられている。特別支援学校でもい

るというところは、これは全国的な問題とも思います

けれども、やはり県として特別に専任の教師を手厚く

丁寧にやっていくという拡充が求められていると思い

ます。

　答弁お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　小中学校における特別支

援学級における教師は、特に特別支援教育に関する免

許を持たない方でもできると。別に指定はございませ

ん。しかし、やはり対象の子供たちがそれぞれの課題

を抱えていますので、教師としても大変負担がござい

ます。

　それで、学校としてはコーディネーターとか基本的

には校長先生、教頭先生、そして校内委員会があっ

て、そういうところで支えながらやっていくという体

制をとっております。ですから、そこのところを重視

させて、やはりだれでも持てる、そしてだれでもでき

るような特別支援学級のそういう体制にしていきたい

なと思っています。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　特別支援教育というのは、すべて

の教師がそのような子供たちに対応できるようにする

というのは大事だと思います。でも、実際に今、動き

出した学級で教師がもう病気になりそうになっている

という現実があります。ですから、そこを急速に拡充

といいますか、体制を強化すべきだと思います。

　次、最後ですが、米軍基地問題について知事にお尋

ねをいたします。

　知事は、県外移設の実現を期待する県民の高まりが

あると言われました。県外移設の県民の期待というの

は、私は事実誤認だと指摘をしたいんです。それは辺

野古移設の日米合意がなされた５月28日から行われた

琉球新報と毎日新聞緊急県民世論調査の結果で明らか

なんですよね。普天間基地の辺野古移設に反対が

84％、移設反対の理由の第１位は無条件撤去が38％、

国外移設が36.4％、合わせて75％です。比べて県外移

設は16.4％しかありません。宜野湾市は無条件撤去が

75.6％です。宜野湾市民は、基地の苦しみを毎日身を

もって体験しているがゆえに、同じ苦しみをどこにも

移すことができない。撤去しかない。これが無条件撤

去という宜野湾市民の民意になっているのではありま

せんか。無条件撤去が県民の期待というものではあり

ませんか。これについてお答えください。

　もう１点、知事は、無条件撤去は一つの考えとして

はあり得ないことではないと言ったり、無条件撤去は

共産党の考えだと、きのう言いました。無条件撤去が

県民の多数であるのに、知事と立場が違うからといっ

て客観的事実を事実として認められないのかどうか、

お答えください。

　沖縄県民の立場ははっきりしています。65年前に県

民の土地を奪い取ってベトナム戦争、アフガニスタ

ン、イラク戦争へと海兵隊の攻撃・出撃、殴り込み部

隊の基地として、罪もない子供や民間人を殺りくして

きた世界で一番危険な普天間基地は、無条件撤去しか

ありません。負担軽減のためというのがだましの手口

であって、訓練移転して本土にも被害を拡大して米軍

犯罪、爆音被害がひどくなっているではありません

か。お答えください。

　休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時44分休憩

　　　午後１時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の西銘議員の再質問にお

答えしたいんですが、まず第１に、普天間基地につい

ても無条件撤去というのが民意ではないかという御趣

旨の御質問ですよね。
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　ですから、これは確かに世論調査で県内反対という

のが８割を超えているという。さらにその中を細分化

していった調査だったやに思いますが、そういう中で

幾つかの条件を挙げて内容を挙げていけば、可能であ

れば無条件閉鎖とか無条件撤去というのはかなりの意

見を集めるだろうというのは想像できますよ。ですか

ら、そういう意味で県内は反対。そうすると県外かと

いうと、おっしゃるように、いやいや県外より前に県

内の即クローズとか撤去というものも、もし挙げてあ

れば、どちらがいいでしょうかという聞き方をすれ

ば、今おっしゃるようなことはあり得ないことではな

いと思います。

　そして２番目の共産党さんがどうのというような言

い方を、私、したかどうかはっきりと実は覚えてはお

りませんけれども、先ほども申し上げましたように、

論理的には県内とか県外とか国外とか、それをさらに

分類していく中では固定化そのままとか、またこれを

即クローズとか撤去というこの分類上のこれは当然あ

り得ると私は思ってはおりますけれども、ただフィー

ジビリティーといいますか、実現可能性という点から

はかなり疑義があると答弁をいたしたことがございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　県民は、抑止力というごまかしで

侵略の軍隊を置き続けてきた日米軍事同盟というのか

ら転換をして、新しい日米友好条約に変えて憲法９条

で平和を守っていくという、このような立場で基地の

ない平和な沖縄をという、ここまで県民のもう願いは

高まってきているんですよ。知事がそういうのを理解

できていないというのが大きい問題だと思いますが、

昨年の総選挙で自公政権を退場させたのは、辺野古新

基地建設反対の県民の力です。移設探しの末に辺野古

基地を押しつけて公約破りをした民主党政権に県民の

怒りはおさまりません。移設先探しでは普天間基地は

解決しません。無条件撤去の県民の団結でアメリカに

堂々と主張し、日米合意を白紙撤回させる。普天間基

地をアメリカに持って帰ってもらう。これが解決への

確実な道ではありませんか。知事には、県民のアン

ケートでも答えた一番声の多い無条件撤去の県民の先

頭に立ってもらいたいんですが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員からのお申し入れとし

て受けとめたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　こんにちは。

　社民・護憲会派の当銘勝雄でございます。

　一般質問を行います。

　１番目、知事の政治姿勢について。

　茨、普天間飛行場移設問題であります。

　普天間飛行場の移設問題は、最も危険な飛行場を早

急に移設する必要性から端を発した。しかし、再び危

険な移設を強行しようとしております。県内のあらゆ

る選挙や、県内移設反対集会、県民大会など県民の意

思は明確にあらわされているにもかかわらず、県民の

頭越しに辺野古移設を決めてしまった。辺野古に移設

ができなければ、普天間飛行場はそのまま残ってしま

いますよと脅かしまで出ております。危険性除去の出

発点をそっちのけの論議があります。県民無視の最た

るものであります。

　そもそもの問題は、政府は沖縄の米軍基地の過重負

担を先刻承知でありながら、地政学上の点や抑止力の

面からの必要性を理由に本県に基地を押し込もうとし

ているところに問題があります。我が国は日米安保条

約を了としながら、基地の受け入れはどこの県も認め

ない。沖縄県で背負っておればよいとする利己主義的

なあり方は到底許されるものではありません。

　鳩山前総理が県内移設を日米合意した背景には、１

つは抑止力であります。

　総理の政策部会外交委員長であった元防衛大学教授

の孫崎氏は、海兵隊は世界のどこにもない日本だけ、

また在日米軍基地の思いやり予算は74％も日本が負担

している。あるいは軍事評論家の田岡俊次氏は、在日

米軍は日本を守っているのかというとゼロである。さ

らには米軍の海兵隊１万2000人のうち戦闘部隊は1000

人以下、自衛隊14万人に対して圧倒的に弱い存在で抑

止力にならないとしております。さらには、政府の安

全保障と防衛力に関する懇談会メンバーの京都大学の

中西先生は、海兵隊は要らない、抑止力にならないと

こう言っております。さらには、アメリカの元国防長

官アーミテージ氏は、普天間の合意実施は困難であ

る。あるいはアメリカ政府の外交問題評議会のシー

ラ・スミス氏も、海兵隊のヘリコプターがどのぐらい

遠くまで飛べるかは問題ではない。沖縄の基地はやは

り全国にもっていくべきだとこういうことをまことに

明確に言っているわけでありまして、抑止力にはなら

ないとこういうことを各人が言っているわけでありま

す。

　２つ目には、琉球処分の延長線上で鳩山内閣の沖縄

政策がなされてきたことに問題があります。沖縄はこ

れまで多くの苦難を背負わされてきました。特に米軍

基地については、戦後の日本の国際社会への復帰と引
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きかえに、1951年のサンフランシスコ会議で本土から

分離され、多くの米軍基地を沖縄に押しつけてきたの

が今に至っております。

　総理大臣がかわるたびに沖縄県民の基地の負担軽減

が言われるが、軽減につながっていない。基地とリン

クする振興予算で県民を分断し、懐柔策がとられてき

たのであります。去る６月23日の全戦没者追悼慰霊祭

の菅総理のあいさつも、これまでの沖縄県民の負担軽

減と全く同じで何ら変わりはありません。しかも、沖

縄の米軍基地の存在がアジア・太平洋地域の平和と安

定につながったことに感謝するとの言葉は、県民感情

を逆なでするものであります。

　私は、沖縄の米軍基地問題は、党派や主義主張を超

えてオール沖縄で日米政府に当たらなければならない

と主張してきました。今こそ県民の80％以上が普天間

の国外・県外移設を求め政府に怒りをあらわにしてい

ることを受けとめ、基地問題を進めるべきだというふ

うに思うわけであります。

　そこで質問します。

　ア、知事のこの問題に対する一連の姿勢は、県外・

国外がベストであるが、普天間の危険性の除去には県

内移設もやむを得ないとした発言から、辺野古は厳し

いの態度に変わった。みずから普天間をどうするかを

言わず傍観的な立場をとっているのは何か。

　イ、４・25県民大会への超党派による参加要請、知

事を支える与党議員からの要請にも即刻返事がなく、

主催者をやきもきさせたのはなぜか問います。

　ウ、４・25県民大会での知事の発言は一般論に終始

し、普天間をどうせよとの積極的な発言が感じられな

い。どう認識するか。

　エ、６月14日の菅総理大臣との会談は、知事は県内

移設を容認すると受けとめられたのではないかと考え

ます。総理は参議院の代表質問に対する答弁で、知事

と会談したことを随所に述べ、話し合いの糸口をつか

んだような答弁をしております。県内移設を推し進め

ようとする政府の姿勢は知事が明確に反対しないこと

にあると思うが、どう認識するか。

　芋、政府の辺野古移設に向けた進め方についてであ

ります。

　ア、政府は辺野古への新基地建設を進めるため協議

会を設置するとしている。名護市長はいかなる話し合

いにも応じないとしているが、知事は要請があった場

合、どのような立場をとるか伺います。

　イ、日米合意された辺野古への移設は、公有水面埋

め立てに知事が印鑑を押さなければ事実上はできない

との見方があります。知事は辺野古移設反対を貫ける

のか、問います。

　大きな２、21世紀ビジョンとポスト沖縄振興計画に

ついてであります。

　茨、21世紀ビジョンについて。

　ア、ビジョンで特筆されたものは何か。また、これ

までの県政運営と変わるものは何か問います。

　イ、ビジョンを政府にどう認知させていくか。

　ウ、ビジョンを進めるための財政の裏づけはどう

図っていくか。

　芋、ポスト沖縄振興計画についてであります。

　ア、４次にわたる沖縄振興計画をどう評価するか。

　イ、これまでの振興計画の延長線上では本県の発展

はないと思うがどう認識するか。

　ウ、21世紀ビジョンを受けてどう連携させていく

か。

　エ、ビジョンに盛られたものを実現するため、基地

返還アクションプログラムなどの実施計画が必要と考

えるがどう進めるか問います。

　オ、縦貫鉄道やＬＲＴなどの導入は、本県の土地利

用上大きな変革になると考えるが、どう認識をするか

問います。

　鰯、本県の産業構造についてであります。

　ア、本県は大都市と同様な第３次産業偏重が指摘さ

れておりますが、今後もその延長でよいと考えるのか

伺います。

　イ、製造加工業は雇用創出効果が高い業種であり、

失業率の高い本県では見直しが必要と考えるがどう認

識するかを問います。

　ウ、食料自給率が全国一低い、１次産業のシェアを

どう改善し、振興策を進めるかを問います。

　大きな３、産業の振興について。

　茨、黒糖表示問題について問います。

　ア、県黒砂糖工業会は、輸入糖や加工黒糖に押され

て販売不振で多くの在庫調整が余儀なくされておりま

すが、県の支援策を問います。

　イ、県加工黒糖事業協同組合は、消費者庁の黒糖表

示見直しに対し、県産黒糖を使用した加工黒糖へ表示

ができなくなるとしているが、どう協議を進めている

か問います。

　ウ、沖縄本来の黒糖が加工黒糖と勝負するには、糖

価調整制度の適用が必要と考えるが、県は政府に対し

要請する考えがあるか聞きます。

　芋、ヤギ濁畜施設整備についてであります。

　ア、南部食肉センターの改築が行われるが、その概

要について問います。

　イ、ヤギ濁畜施設も整備されるか。施設の規模、処
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理能力について問います。

　ウ、北部食肉センターにおける処理状況について聞

きます。

　鰯、豊かな海づくり全国大会の誘致について問いま

す。

　水産業を取り巻く環境は、漁場や漁獲量規制など

年々厳しくなっております。水産資源の維持拡大は、

環境の保全とつくり育てる漁業を推進することが求め

られております。四方を海に囲まれた沖縄県は、つく

り育てる漁業や栽培漁業に適する地域であります。毎

年持ち回りで開催されております「全国豊かな海づく

り大会」を本県の復帰40周年の節目に開催することは

有意義だと思います。既に糸満市、豊見城市及び漁業

協同組合などが中心に誘致促進協議会が設置され、大

会誘致の機運が高まっております。県の対応を問いま

す。

　４、福祉について。

　茨、保育所の認可化推進についてであります。

　２万6000円の子ども手当（ことしは１万3000円）は

昨年の衆議院選挙の大きな目玉の一つであったが、国

民の反応は、保育所施設の整備や待機児童の解消を求

める声が多くなっております。

　そこで問います。

　ア、認可化の進瀧状況を伺います。

　イ、待機児童対策特別基金の執行状況を伺います。

　ウ、これまでの課題と対策について伺います。

　５、南部地域のごみ焼却残渣の最終処分場建設につ

いて問います。

　南部３清掃組合の家庭ごみの焼却残渣を処理するた

め、南部の市町村で構成するサザンクリーンセンター

推進協議会が設置され、検討されてきたが、建設場所

が確保できず宙に浮いております。また、残渣処理を

一時委託していた沖縄市の倉浜衛生施設組合から、約

束が違うとして受託打ち切りにされたことから、残渣

処分問題は市民生活への影響が心配されます。

　そこで問います。

　ア、サザン協の最終処分場建設の進瀧状況を伺いま

す。

　イ、処分場建設のおくれによる市民生活への影響は

何か問います。

　ウ、県はどうかかわり指導してきたか。また、サザ

ン協の廃止問題が言われているが、県はどう対応する

か。

　大きな６、行財政改革と職場環境についてでありま

す。

　ア、これまでの行財政改革の効果的な主なものは何

か。

　イ、平成32年までの財政見通しにおいて、年次的に

収支不足が拡大し、平成32年には551億円の単年度収

支不足が生じ、県債残高は8700億円に達すると見込ま

れております。現在の予算規模で推移すると公債費支

出は約20％を超え、いびつな歳出予算が予想されま

す。行財政改革の主要な対策について伺います。

　ウ、安易な職員定数の削減は行政サービスの質的低

下を招くおそれがあります。これまでの行革による定

数の増減はどう推移したかを問います。

　エ、分限休職者が増加しているが、定数削減による

過重労働との因果関係を認識しているか問います。

　オ、どのような対策を講じているかも問います。

　大きな７番、豊見城団地の整備計画についてであり

ます。

　ア、県と豊見城市の整備計画と進瀧状況について伺

います。

　イ、住宅供給公社が所有していた土地は、県及び市

に引き継がれたか問います。

　ウ、Ａ棟の跡地は豊見城団地の公共的利用に供すべ

きではないか伺います。

　大きな８、饒波川の親水公園計画の進瀧状況につい

て問います。

　大きな９番、我が会派の代表質問との関連でありま

す。

　茨、普天間飛行場の辺野古移設、日米合意の撤回及

び県内移設拒否についてであります。

　普天間の移設問題について、これまで日米政府が合

意形成を図る前に知事は県民の総意を日米政府に示す

よう私たちは求めてきました。知事は頑固一徹、県

外・国外がベストだが、危険性除去のためには県内移

設もやむを得ないとして、政府が示すまでみずからの

考え方を示さず、日米による辺野古回帰をさせてし

まった。今度は８月までに移設の位置や工法を決める

という日米政府の方針が出ている段階に来て、菅総理

から公約と違った辺野古移設を決めたいきさつを聞い

てから判断するとしているが、知事がこれほどに県民

意思が明確になっていることをただ単に「極めて厳し

い」に固執した理由を明確にしない理由は何かを問い

ます。

　後は再質問いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　当銘勝雄議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場
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移設問題に関する知事の立場についてという御趣旨の

御質問にお答えいたします。

　今回の日米共同発表は、県外移設の実現に期待する

県民の声がますます高まっている中で唐突に行われた

ものであり、県民の間に大きな失望を招いておりま

す。県といたしましても、地元の了解を経ずにこのよ

うな移設案が決定されたことはまことに遺憾であり、

受け入れることは極めて厳しいと言わざるを得ませ

ん。

　県といたしましては、政府が県外移設をどこまで真

剣に検討したのか、そしてどのような経緯で移設先を

辺野古とする日米合意に至ったのか合理的な説明を行

うべきであると考えております。

　同じく政治姿勢の中で、県民大会の参加要請への回

答についての御質問にお答えいたします。

　県民大会への参加につきましては、大会の趣旨やス

ローガンなどをお聞きした上で、県政与党の議員の皆

様や各方面の方々から御意見を伺い慎重に検討した結

果、出席することにいたしたわけでございます。

　同じく政治姿勢の中で、県民大会での発言に関する

御質問にお答えいたします。

　県民大会において、私は、普天間飛行場の危険性の

除去及び沖縄県民の過重な基地負担の大幅な軽減の２

つに絞って申し上げ、その実現を政府に強く求めたわ

けでございます。また、危険性の除去に関しては、普

天間飛行場の固定化は絶対に容認できないことや、鳩

山政権に対して公約に沿って解決策を示すよう求めた

わけでございます。さらに、行政の責任者として危険

や脅威に対し全力を尽くしてその防止に取り組むこと

を申し上げたところでございます。

　次に、同じく政治姿勢の中で、県内移設を推し進め

る政府の姿勢についてという御趣旨の御質問に答弁い

たします。

　去る６月15日及び23日の菅総理との面談において

は、菅総理から、日米共同発表を踏まえつつ沖縄の基

地負担の軽減に取り組みたいとの趣旨の発言がありま

した。私からは、今回の日米共同発表はまことに遺憾

であり、名護市辺野古への移設は極めて厳しい旨申し

上げました。あわせて事件・事故の発生状況など基地

負担の現状を御説明し、大幅な軽減が必要であること

を申し上げたところであり、このような県の考えは総

理に十分伝わったものと考えております。

　次に、同じく政治姿勢の中で、協議会の設置に係る

御質問にお答えいたします。

　県としましては、地元の了解を経ずに移設案が決定

されたことにつきましてまことに遺憾であると考えて

おり、菅総理との面談におきましても、このような県

の考えを申し上げますとともに、日米合意に至った経

緯等の説明を行うよう申し入れたところであります。

いずれにいたしましても、この問題の解決に当たって

は、政府は頭越しではなく、地元の理解・協力を得な

ければならないことは当然のことであり、丁寧かつ十

分な説明を行うよう申し入れているところでございま

す。

　次に、21世紀ビジョンとポスト沖縄振興計画に係る

御質問の中で、21世紀ビジョンの特筆と県政運営につ

いてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　「沖縄21世紀ビジョン」は、策定に当たり何よりも

まず県民の思いをどう酌み取るかということに重点を

置きました。このため、各地域・各層から数多くの意

見を集め、これらの県民意見を集約して５つの目指す

べき将来像を描いたところでございます。

　ビジョンでは、沖縄の優位性を発揮するため、「21

世紀の「万国津梁」形成」などさまざまな施策の展開

を示しております。さらに、克服すべき沖縄の固有課

題として、基地返還、離島、交通ネットワークなどを

示し、対応方向を明らかにいたしております。また、

これまで将来ビジョンを持っていなかった沖縄県にと

りまして「沖縄21世紀ビジョン」は、第１に将来の指

針となり、第２にあるべき姿に向けての政策を立ち上

げるものとし、今後の県政運営の大きな柱となるもの

と考えております。

　同じく21世紀ビジョンに係る御質問の中で、４次に

わたる振興計画の評価いかんという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　３次にわたる沖縄振興開発計画、そして現沖縄振興

計画に基づく諸施策により社会資本の整備が着実に進

み、県民の利便性は向上し、さらに観光産業の伸びや

情報通信関連産業の集積など一定の成果があらわれて

いるものと評価いたしております。しかしながら、県

民所得や失業率に示されるように、自立的発展に向け

ての取り組みは道半ばであります。さらに、米軍用地

の返還促進と跡地開発、離島振興など、なお解決すべ

き多くの課題を抱えていると考えております。県で

は、沖縄振興計画等総点検の結果や県民ニーズを踏ま

え、「沖縄21世紀ビジョン」実現のための新たな計画

策定などに取り組んでまいりたいと考えております。

　同じく21世紀ビジョンの中で、食料の自給率向上に

向けた農林水産業振興についての御質問にお答えいた

します。

　沖縄県といたしましては、食料自給率の向上を図る

ため、農林水産業振興計画に基づき、おきなわブラン
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ドの確立や生産供給体制の強化、流通・販売・加工対

策の強化や地産地消の推進、農林水産業の基盤整備な

ど、各種施策・事業を総合的に推進しているところで

あります。特に第１に、耕作放棄地の再生利用により

ます生産の拡大、第２に、学校給食や観光関連施設に

おける県産食材の利用促進、第３に、「沖縄食材の

店」登録の推進、第４に、ファーマーズマーケット等

農産物直売所の整備による販売促進、第５に、島野

菜、カンショなどの地域特産物の振興、第６に、量販

店等におけるフードアドバイザーやコーディネーター

の配置によります地産地消の推進など、農業生産の拡

大と地産地消の推進に取り組んでいるところでござい

ます。

　次に、我が会派の代表質問との関連で、県内移設は

厳しいとする理由及び県内移設反対と言わないことに

ついてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　名護市長選挙や県議会の意見書議決、そして県民大

会、さらには民主党の選挙公約の方向転換による県民

の失望、そして怒りなど昨年９月以降の県内の諸状況

を踏まえますと、県内移設は事実上不可能に近い状況

になりつつあると考えております。県内移設反対の選

択肢もあり得ると考えております。現在、県は日米合

意に至った経緯等の説明を行うよう政府に対し申し入

れているところであり、その説明を受けた上で判断し

たいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につき

まして、公有水面埋め立てについてとの御質問にお答

えいたします。

　普天間飛行場移設問題につきまして、今後の政府の

対応といたしましては、８月末までの専門家による代

替施設の位置、配置、工法に関する検討、日米安全保

障協議委員会での合意等が行われるとされておりま

す。政府から知事に対して埋立承認願書が提出される

のは、これらの手続を経た後となっており、現時点で

は移設案を受け入れることは極めて厳しいというのが

県の考えでございます。

　次に、基地返還アクションプログラムの策定につい

てとの御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、21世紀ビジョンにおきまして、「基地の

ない平和で豊かな沖縄をあるべき県土の姿としなが

ら、引き続き基地の整理・縮小を進める。」としてお

り、その実現に向けては、県の基本的な方針を示す必

要があると考えております。

　御質問にあります基地返還アクションプログラムの

策定につきましては、御提言として承りたいと思いま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　21世紀ビジョンとポスト

沖縄振興計画についての御質問の中で、21世紀ビジョ

ンを政府にどう認知させるかについてお答えいたしま

す。

　本県の自立的発展に資するとともに豊かな住民生活

を図るため実施されてきた３次の沖縄振興開発計画と

沖縄振興計画により、社会資本の整備を初め県民の利

便性を大きく向上させてきました。しかしながら、民

間主導の自立型経済の構築はなお道半ばであり、島嶼

経済の不利性が払拭されたとは言えず、基地跡地や離

島の振興など国の責務により支援、解決されなければ

ならない課題も残っています。

　「沖縄21世紀ビジョン」は、県民の思いが込められ

た県民みずからがつくる初めての長期構想であり、そ

の実現のための施策制度に関し、県民、市町村、県が

一体となった取り組みを進めるとともに、国に対して

も国としての責務や必要とされる役割、支援等を求め

てまいりたいと考えております。

　次に、21世紀ビジョンの財政の裏づけについてお答

えいたします。

　「沖縄21世紀ビジョン」に基づく基本計画の策定の

中で、制度や施策を検討しつつ、あわせてそれらを実

現するために必要な財源の確保のための仕組みについ

て検討してまいります。

　次に、新たな視点での計画策定についてお答えいた

します。

　これまでの沖縄振興計画等による諸施策の実施によ

り、社会資本の整備が着実に進み県民の利便性が向上

するとともに、観光産業の伸びや情報通信関連産業の

集積など一定の成果もあらわれております。一方で、

高コスト構造や市場規模の狭隘性など島嶼県の不利益

性を克服するには至っておらず、県民所得や失業率の

面ではなお課題が残されております。また、公共事業

費の大幅な削減、人口減少と急激な高齢化、経済成長

力の鈍化、国の地域主権改革、一括交付金制度導入な

ど、これまでにない大きな時代の転換期に直面してい

ます。このようなさまざまな状況を踏まえ、「沖縄21

世紀ビジョン」や総点検で示された新たな視点に立

ち、本県の抱える諸課題の解決を図るとともに、沖縄
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の潜在力を引き出す諸施策を展開し得る計画を策定し

ていきたいと考えております。

　次に、「沖縄21世紀ビジョン」と新たな計画の連携

についてお答えいたします。

　現在、策定を進めている新たな計画は、「沖縄21世

紀ビジョン」における目指すべき将来像実現のため、

期間10年程度の基本計画としての性格を有するものと

考えております。また、基本計画のもとにその具体的

な施策・事業を整理した期間３年から５年のアクショ

ンプランとして実施計画を策定し、県民が求める20年

後の将来像実現に向け、施策の展開を図ってまいりた

いと考えております。

　次に、鉄軌道の導入による土地利用の変革について

お答えいたします。

　鉄軌道の導入は、中南部都市圏の都市構造のゆがみ

を是正するとともに、県土構造再編にもつながる大き

な役割が期待されております。建設コストや維持コス

ト等の課題はありますが、一体的発展を支える「骨格

性」、「速達性」及び「定時性」等の機能を備え、時

間短縮効果による交流人口や通勤圏域の拡大、居住環

境の向上、産業立地の可能性が増大するなど、駅を核

とした環境に優しい機能的な土地利用につながる効果

があるものと考えております。

　次に、第３次産業の構成比が高い県経済についてお

答えいたします。

　本県の県内総生産に占める第３次産業の割合は、平

成19年度において90.1％と全国平均の73.7％を16.4％

上回っております。これは、主として国の公共事業費

の削減等による２次産業である建設業の縮小と、リー

ディング産業である観光関連産業や情報通信関連産業

などの伸びにより第３次産業が拡大傾向で推移したこ

とによるものと考えております。

　県としては、産業の振興に当たっては、民間の経済

活動が活性化する環境条件や沖縄の特性を発揮する条

件整備等を通じて産業全体を拡大していくことが重要

であると考えております。このため、発展可能性の高

い観光、情報等の産業領域を戦略的に振興することは

もとより、農林水産業や製造業などの地域に根差した

産業の振興を強化し、それらの連携による波及効果の

拡大を図ってまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　21世紀ビジョンとポ

スト沖縄振興計画についての中で、製造加工業は雇用

創出効果が高い業種であり、その見直しの認識につい

ての御質問にお答えします。

　労働力調査によりますと、平成21年の製造業就業者

数は３万2000人で、全産業の就業者数61万7000人に占

める割合は5.2％となっております。この割合は全国

の17.1％に比べ約12ポイント低い状況にあり、本県製

造業の県内雇用への貢献度は全国に比べ低くなってお

ります。このような状況において、製造業の振興を促

進し、雇用の場の拡大を図っていくことは、本県の雇

用情勢を改善していくため、極めて重要であると認識

しております。そのため、県としては、観光お土産品

のヒット商品やモズクを活用した加工食品など、着実

に成長している食料品製造業の振興を促進していくと

ともに、県産品奨励運動や産業まつりを通して県産品

使用の推進に努めてまいります。また、物づくりの基

盤となる製品・技術の研究開発力の強化や経営革新の

促進、金融支援など総合的な支援を実施し、雇用創出

を図ってまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　産業の振興について

の中で、黒糖の販売対策についてお答えします。

　黒糖を取り巻く環境は、近年の経済不況のもとで、

輸入糖や再製糖との競合により厳しい販売状況となっ

ています。このため、県としては、ＪＡや黒砂糖工業

会、町村等で構成する「沖縄県含みつ糖対策協議会」

で毎年５月10日を「黒糖の日」として制定し、販売促

進対策の強化を図っているところであります。

　具体的な取り組みとしては、「黒糖の日」の関連行

事として、「機能性豊かな黒糖の可能性について」な

どの講演会やシンポジウムの開催、沖縄黒糖の効能紹

介、新製品開発等の沖縄黒糖ＰＲのプロモーション活

動、県外大手黒糖ユーザーとの情報交換、講演会の実

施、ファーマーズマーケット及び黒糖生産町村での販

売促進、美ら島沖縄総体への黒糖贈呈によるＰＲなど

に取り組んでいるところであります。さらに、沖縄産

含みつ糖の抜本的な経営安定対策や、黒糖と輸入含み

つ糖及び再製糖との表示区分の明確化を図るよう、町

村、ＪＡ、黒砂糖工業会等の関係機関と連携し、国に

要請しているところであります。

　次に、加工黒糖協同組合との黒糖表示の協議につい

てお答えいたします。

　国は、黒糖について、さとうきびの搾り汁をそのま

ま煮詰めて製造された砂糖で、固形または粉末状のも

のと定義しております。加工黒糖については、定義が

明確化されていないことから、黒糖や粗糖、糖みつな
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どで加工した砂糖を加工黒糖とする意見がある一方、

一部の加工黒糖業者からは、粗糖、糖みつなどで加工

した砂糖についても加工黒糖として表現できないかと

の意見があります。

　県としては、黒糖ブランド化や消費者への正しい情

報提供の観点から、黒糖や粗糖、糖みつなどを加えて

加工した砂糖を加工黒糖として定義することが望まし

いと考えております。そのため、現在、加工黒糖協同

組合、ＪＡ、黒砂糖工業会等の関係機関と意見交換を

しており、合意形成後、国に対して地元の意見を提案

していく考えであります。

　次に、糖価調整制度の適用についてお答えいたしま

す。

　沖縄産含みつ糖の生産は、分みつ化の困難な離島地

域において行われており、これらの離島経済において

重要な地位を占めております。国は、含みつ糖に対す

る支援として毎年予算を計上し、補助金により生産農

家及び含みつ糖製造事業者への経営安定化を図ってお

り、厳しい状況にあります。

　一方、分みつ糖に対する支援は、「砂糖及びでん粉

の価格調整に関する法律」に基づいて、生産農家及び

分みつ糖製造事業者への支援がなされております。こ

のため、県としては、含みつ糖対策についても同じ甘

味資源作物としてさとうきびを生産振興していること

や厳しい生産条件、国土保全等の観点から、分みつ糖

地域と同等な制度が適用できるよう、黒砂糖工業会、

ＪＡ、町村等の関係機関と連携し、国へ要請している

ところであります。

　次に、沖縄県食肉センターの改築及びヤギ濁畜施設

の内容についてお答えいたします。一括してお答えい

たします。

　南部にある沖縄県食肉センターの整備事業は、安全

で衛生的な食肉供給体制を確立するため、沖縄県食肉

センターが事業主体となり、豚及びヤギの濁畜処理施

設の整備を行うものであります。施設整備の内容とい

たしましては、豚濁畜処理棟で１万433平米、ヤギ濁

畜処理棟で136平米となっております。両方合わせた

総事業費は60億1800万円となっております。濁畜処理

能力は、豚で１日当たり1200頭、年間30万頭、ヤギで

１日当たり10頭、年間2500頭となっております。

　次に、北部食肉センターのヤギの濁畜処理状況につ

いてお答えします。

　北部にある名護市食肉センターの平成21年度の濁畜

処理実績は、牛が141頭、豚が12万7674頭、ヤギが677

頭となっております。当該センターのヤギの年間濁畜

処理能力は2000頭となっており、平成21年度のヤギ濁

畜施設の稼働率は、約33％となっております。

　次に、全国豊かな海づくり大会の誘致についてお答

えいたします。

　全国豊かな海づくり大会は、水産資源の維持培養と

海の環境保全に対する意識の高揚を図るとともに、水

産業に対する認識を深めることを目的として開催され

る国民的行事であります。

　大会は、大会推進委員会及び開催県の共催で行うこ

とになりますが、式典及び警備費などで多くの費用が

想定されます。また、開催に当たっては、関係市町村

及び関係団体との費用負担割合、開催準備、実施体制

など多方面からの検討が必要であります。

　県といたしましては、これらの課題の検討を踏ま

え、関係市町村、関係団体と連携し、全国豊かな海づ

くり大会の開催について検討する必要があると考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉についての御

質問の中の、認可化の進瀧状況及び待機児童対策特別

基金の執行状況について一括してお答えします。

　認可外保育施設の認可化につきましては、過去３年

間で13カ所を認可化しており、790人の定員増が図ら

れております。また、待機児童対策特別事業基金につ

いては、平成20年10月に約10億円を積み立て、研修及

び保育材料助成や施設改善費及び運営費の助成等を

行ってきました。これまでに１億2700万円を執行して

おります。同基金については、認可外保育施設が利用

しやすいように、施設整備費の引き上げや、要件を緩

和したところであります。

　県としましては、今後とも市町村と連携し、同基金

の活用を図り、認可化の促進に努めてまいります。

　次に、これまでの課題と対策についてお答えしま

す。

　保育所の認可における課題としましては、実施主体

である市町村において後年度の運営費の負担増が懸念

されること等から、慎重になっていることが考えられ

ます。しかしながら、保育所運営費については入所児

童数及び保育単価に見合う地方交付税が措置されてい

ることから、負担増についても対応できるものと考え

ております。

　県としましては、市町村に対し、待機児童解消に向

けた積極的な対応を働きかけていきたいと考えており

ます。

　以上でございます。



－ 183 －

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　南部地域のごみ焼却

残渣の最終処分場建設に関連し、最終処分場建設の進

瀧状況についてお答えいたします。

　サザンクリーンセンター推進協議会においては、去

る６月３日に関係市町長で構成する理事会が開催さ

れ、本年10月までに最終処分場建設の是非も含めたご

み処理方式などの事業方針を決定するとした事業計画

案が承認されております。今後は、副市町長で構成す

る幹事会において、ごみ処理方針に関して審議を行っ

た上で、10月には理事会に対して整備計画が提案され

る予定となっております。

　県としましては、引き続き同協議会における審議を

注視し、速やかな合意形成が図られるよう指導助言を

していきたいと考えております。

　同じく処分場建設のおくれによる市民生活への影響

についてお答えいたします。

　廃棄物処理法では、市町村は一般廃棄物の適切な処

理について必要な措置を構ずる責務があると規定され

ております。そのため、最終処分がおくれることで市

民への行政サービスの低下が懸念されます。特に、処

分場が建設されるまでの間、焼却残渣の処分について

はほかの施設に委託をせざるを得ないことから、各市

町においてはその分の費用負担が生じることとなりま

す。

　県としましては、域内のごみの適正処理を図るため

に最終処分場の整備は不可欠であり、サザンクリーン

センター推進協議会において早期整備に向けた取り組

みを行っていただきたいと考えております。

　同じくこれまでの県の対応についてお答えします。

　県としましては、域内のごみの適正処理を図るた

め、最終処分場の整備は不可欠であると考えておりま

す。

　同施設の整備については、地域住民の理解及び協力

を得ることが重要であることから、県はサザンクリー

ンセンター推進協議会に対して、地域住民に対する十

分な説明及び情報の公開等について指導してきたとこ

ろであります。

　今後とも、関係機関と連携を密にし安全・安心な施

設整備が図られるよう、引き続き指導助言を行ってい

きたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　 規君）　行財政改革と職場環境

に関する質問のうち、行財政改革の主な効果について

お答えいたします。

　県では、昭和60年から行財政改革に取り組み、簡素

で効率的な行政運営に努めてまいりました。平成18年

度から21年度までの間、実施しました前プランにおい

ては、当初の目標額約318億円を約134億円上回り、約

452億円の財政効果を上げております。その主なもの

は、定員管理の適正化で約207億円、事務事業の見直

しで約71億円、県有財産の有効活用で約31億円となっ

ております。

　次に、行財政改革の主要な施策についてお答えいた

します。

　本県では、依然として厳しい財政状況や地域主権改

革の進展、沖縄振興計画の終了等の環境の変化に対応

するため、去る３月に平成22年度から25年度を期間と

する「新沖縄県行財政改革プラン」を策定したところ

です。

　新プランの主な取り組みとしましては、県民ととも

に事業の必要性や実施主体のあり方等を検証するため

の「県民視点による事業棚卸し」の導入や新税の創設

に取り組むほか、引き続き「市町村への権限移譲」な

どに取り組んでまいります。これらの取り組みを着実

に実施することにより、約155億円の財政効果を見込

んでおります。

　次に、行革による職員定数の推移についてお答えい

たします。

　定員管理につきましては、これまで簡素で効率的な

行政運営を目指し、適正化に取り組んできたところで

あります。前行財政改革プランにおいては、５年間で

定員を1155人純減し、平成22年４月１日時点の定員は

１万9955名となっております。

　次に、分限休職者が増加している原因とその対策に

ついて一括してお答えいたします。

　知事部局における病気休職者は、平成17年度44人か

ら平成21年度52人と増加しており、特に、精神性疾患

による休職者は、平成17年度の30人から平成21年度43

人と増加傾向にあります。

　精神性疾患による休職等に至った原因につきまして

は、仕事上、人間関係、家庭内の悩みや健康上の問題

などさまざまな要因が複合的に影響を及ぼしているも

のと考えております。その対策としましては、「沖縄

県職員の心の健康づくり計画」を平成16年度に策定

し、職員教育、職場環境の改善、相談体制の充実、復

職支援制度の活用促進などに取り組んでいるところで

あります。

　以上でございます。
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○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　豊見城団地の整備計

画について、豊見城団地の整備計画と進瀧状況につい

てお答えいたします。

　豊見城団地の住宅地区改良事業は、平成16年度から

24年度を事業期間として、県と豊見城市との共同施行

により、不良住宅など1153戸の除却、改良住宅828戸

の建設を行うほか、道路、緑地、児童遊園、集会所等

の整備を行う計画となっております。

　平成21年度末の進瀧状況は、945戸の除却、改良住

宅766戸の建設、集会所等の整備を完了し、現在、残

りの市の改良住宅62戸を建設しているところです。今

後、市において緑地や児童遊園、道路等の地区整備を

行っていく予定であります。

　同じく豊見城団地の整備計画についての御質問で、

住宅供給公社所有の土地の引き継ぎについてお答えい

たします。

　豊見城団地の住宅地区改良事業において必要な住宅

や道路・緑地の用地などは、事業計画に沿って県及び

市が住宅供給公社から買収しているところでありま

す。なお、Ａ棟の跡地については公社の事業用地と

なっていることから、土地の所有者は引き続き住宅供

給公社となります。

　同じく、Ａ棟の跡地の公共的利用についてお答えい

たします。

　Ａ棟の跡地は、住宅地区改良事業において住宅供給

公社の事業用地に位置づけられております。公社が平

成21年度に策定した中期経営計画において、当該跡地

の利用について、「行政や地域のニーズに対応した福

祉関連施設等を中心とした民間事業者の誘致や当該用

地の一部を処分するなど、地域の住宅施策に貢献する

事業等も導入し、借入金の償還原資を確保する。」と

なっております。

　続きまして、饒波川の親水公園計画の進瀧状況につ

いての御質問で、親水公園計画の進瀧状況についてお

答えいたします。

　県は、平成19年３月に「国場川水系水に親しむ川づ

くり整備構想」を策定し、その中で饒波川について

は、河川公園ゾーンと川まちづくりゾーンとして位置

づけております。これまで地域住民や関係機関との協

議を図りながら同構想に基づく親水護岸等の整備を実

施してきており、今後とも水に親しむ川づくりを推進

していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

○当銘　勝雄君　豊かな海づくり大会についてなんで

すが、いろんな団体との分担とか、あるいは経費の問

題とか調整する必要があるというんですが、これはや

はりこれだけ大事な事業を知事も真剣になって検討し

ていただきたいと、こういうことでこれは要望してお

きます。

　それから、我が会派の代表質問関連で、知事はやは

り説明を受けて判断するということでこれを繰り返さ

れているわけですけれども、ずっときょうはそういう

形での知事の答弁ですが、８月にはもう位置や工法が

決まってしまう。そうすると、ますますこれが固まっ

てきたら、知事がどんなにお願いしても叫んでも、こ

れはもうだめになっちゃうんですよ。ですから、それ

についてきちっと今のうちに反対ですと明確に申し上

げていただきたいと、こういうことを我々は質問して

いるんですよ。どうぞひとつお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時49分休憩

　　　午後２時50分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の当銘議員の御質問です

が、何度も繰り返しておりますが、やはり基本的に一

体なぜ180度もこの政策を変更したのかその理由を聞

きませんと、それから今ある合意の文書についても私

どもは中へ入れませんよとこう言っているわけで、確

かにあの中では、政府は政府で８月までにどうのこう

のとこう書いてありますけれども、それは私ども、政

府がこちらの意見や了解を経ずにやったことによる一

応の予定であって、私どもは中を聞いてそれから判断

したいと言っているわけで、何でこの説明を得ること

を疑問に思っておられるのか、私の方が理解に苦しん

でいるんですが。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

○当銘　勝雄君　知事、同じ言葉を繰り返しておりま

すけれども、沖縄のことわざに、「ハイヌフニヌル　

トゥミラリール　ハランフニヤ　トゥミララン」とい

うのがありますよ。要するにもう８月というのは決

まっている。これに間に合わなければ乗れないんです

よ、知事は、どう反対しようにも。だから、ハイヌフ

ニはとめられない、乗りおくれたら大変ですよという

ことなんですよ、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時50分休憩

　　　午後２時51分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。
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　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　どうもちょっとすれ違って

いますが、その彼らが決めた日米合意というものの中

に、確かにおっしゃるように８月までにスペックを決

めたいようなことが出ているんですが、その以前の問

題で説明も聞かないのに入れないし、いわんや８月に

決めますよというのは我々は全く同意できないといい

ますか、そういう内容だと思う。ただこの内容に今

ちょっと入っていってない。我々はこの入り口のとこ

ろでいかがかとこう言っているわけですから。せかし

ていただいてもそのものに我々入らないし、それその

ものに同意しているわけじゃありませんから。これは

ほとんどノーに近いという意味でもあるんですけれど

もね。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　通告に基づき一般質問をします。

　初めに、知事の政治姿勢についてお聞きします。

　茨点目、４・25県民大会について。

　ア、知事の参加で文字どおり県民ぐるみの大会とな

り、普天間基地問題で県民の総意を国内外に発信でき

たことは多くの県民を勇気づけ、歴史に残る出来事と

なりました。知事の所感を伺います。

　イ、この県民の総意を踏みにじる新たな日米合意は

絶対に認められません。けさのニュースを見ますと、

菅首相とオバマ大統領が昨日会談を行い、改めて辺野

古への新基地建設を進める確認を行っています。絶対

に認められません。その撤回を求めて新たな県民運動

をさらに強化すべきだと考えますが、知事の決意を伺

います。

　芋点目、米軍基地問題について。

　ア、民主党政権は、米軍は抑止力であると強調して

いますが、米軍基地が沖縄を守ってきたという事実は

ないと思いますが、知事の所見を伺います。

　イ、９・11テロの際、沖縄の米軍基地が標的にされ

テロ攻撃に遭い、戦争に巻き込まれる危険性が高いと

いうことで、最高の警戒体制がとられました。沖縄の

米軍基地を守るために全国から大量の警察官が動員さ

れ、基地警備が強化されました。そのために県民生活

に大きな影響を与えました。それでも米軍が県民を守

る、抑止力と言えますか。

　ウ、移設条件つきの返還論は、海兵隊は抑止力とい

う立場であります。しかし、海兵隊はこれまでベトナ

ム、イラク、アフガンヘの侵略戦争で大量の住民虐殺

を行い、米軍の中で最もどうもうで危険な軍隊である

ことは明白であります。沖縄県民への加害行為、犯罪

もほとんどが海兵隊員によるものです。まさに抑止力

移設論は、海兵隊を美化するものです。知事も海兵隊

は抑止力という立場ですか、見解を伺います。

　エ、人殺し軍団である海兵隊をよりよき隣人と知事

は考えますか。それとも招かざる客と考えますか。

　オ、世界一危険な米軍普天間基地の問題は、移設先

探しでは解決しないことは明確になっています。ＳＡ

ＣＯ合意以来の基地の県内たらい回しは完全に破綻し

ています。この際、無条件撤去を日米両政府に求める

べきです。決意を伺います。

　カ、戦後及び復帰後の米軍関係の事件・事故、犯罪

の実態はどうなっていますか。

　鰯、米軍関係者の基地外居住について。

　４・25県民大会での「あれ、ここって日本だよね、

いったいフェンスで囲まれているのは、基地なの、私

たちなの」という高校生の問いかけは、改めて沖縄の

米軍基地の抱えている矛盾を痛感させられるものでし

た。日本の固有の領土でありながら憲法や国内法が及

ばない米軍基地、これで一体独立国と言えるのか。主

権国家として米軍基地に関する法的問題を明らかにす

べきです。

　そこで質問です。

　ア、沖縄で米軍基地に領土主権があるのか、基地外

にあるのか。

　イ、米軍基地はアメリカの法の支配のもとにあるの

か。日本国の法律の支配のもとにあるのか。

　ウ、米兵が日本の主権の及ばない基地から住民地域

に出かける場合は、明らかに出国になると考えます。

出入国の手続はどうなっていますか。

　エ、日本国への入国をアメリカ兵が業務を行ってい

ますが、法的根拠はあるのか。

　オ、米軍関係者の基地外居住の法的根拠は何です

か。

　カ、住民基本台帳法との関係はどうなっています

か。住民税は支払いせず、行政サービスは受けている

のですか。

　キ、県民に対する人権侵害・犯罪を繰り返し、強引

に基地を押しつける米軍の態度は許されない。この

際、米軍への非協力運動を県民に呼びかけて、県民の

協力なくして基地の維持は不可能だということを示す

べきだと考えますが、所見を伺います。

　次、泡瀬干潟の埋立問題について。

　茨、泡瀬干潟の埋め立ては、新たな事業計画を沖縄

市が策定中ですが、その内容は経済的合理性が証明で

きない内容になっています。その内容を説明してくだ

さい。
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　芋、県として、経済的合理性がある計画だと考えま

すか。それであれば根拠を示してください。

　鰯、県財政が綻迫している中で、この事業に執念を

持って進める理由は何ですか。

　３番目に、沖縄市の産業廃棄物処理施設問題につい

て。

　茨、沖縄市の北部地域に産業廃棄物処理施設が集中

している問題で、地域の自治会などから要請が出され

ていますが、どのような内容ですか。それに対してど

のような対応をしていますか。

　芋、農振法違反の実態はどうなり、解決のための努

力をしてきたか明確にしてください。

　鰯、ごみ山問題の解決策は進展がありましたか。

　４、教育問題について。

　茨、教師がいじめ、不登校、いわゆる学級崩壊など

解決すべき課題に取り組む際に最も障害になっている

ことは何だと認識していますか。

　芋、教師がもっと生徒と向き合い話し合いを深め充

実した指導を貫徹するためには、どうしても多忙化問

題を解決すべきですが、どのような取り組みをしてき

たか、具体的に改善された実績があれば説明してくだ

さい。

　鰯、学校評価システムの導入で教育的効果は上がっ

たか。教師の多忙化の大きな要因になっています。廃

止すべきだと考えますが、所見を伺います。

　允、学力向上推進運動が差別と選別、競争主義教育

を激しくしていると考えます。これまでの取り組みの

結果について総括をすべきだと思いますが、どうです

か。

　５、古島団地の建てかえ問題について。

　茨、老朽化が深刻で倒壊しそうな状況にあります

が、現場の調査はやっていますか。

　芋、今のまま放置し、団地が倒壊した場合には、県

の責任はありますか。

　鰯、これまでバークレー社に対してどのような取り

組みをしてきたか、議会に報告してください。

　允、今後の解決の見通しはありますか。

　最後に、ひめゆり同窓会の運営について。

　支部活動費の打ち切りについて相談が寄せられてい

ます。実情を調査して、改善のための指導をすべきで

はありませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　嘉陽宗儀議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、県民大会につ

いての御質問にお答えいたします。

　去る４月25日に開催されました県民大会において、

９万人という多くの方々が集まったことは、沖縄の過

重な基地負担を軽減したいという共通の思いのあらわ

れであり、政府に対して大きなメッセージになったも

のと考えております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、日米合意の撤回につ

いての御質問にお答えいたします。

　今回の日米共同発表は、県外移設の実現に期待する

県民の声がますます高まっている中で唐突に行われた

ものであり、県民の間に大きな失望を招いておりま

す。県といたしましても、地元の了解を経ずにこのよ

うな移設案が決定されたことはまことに遺憾であり、

受け入れることは極めて厳しいと言わざるを得ませ

ん。

　県といたしましては、政府が県外移設をどこまで真

摯に検討したのか、そして、どのような経緯で移設先

を辺野古とする日米合意に至ったのか、合理的な説明

を行うべきであると考えております。

　次に、同じく政治姿勢の中で、海兵隊への認識につ

いての御質問にお答えいたします。

　海兵隊を含む米軍は、日米安全保障条約に基づき駐

留するものであり、よき隣人、あるいは招かざる客と

いう観点で論ずるものではないと考えております。

　次に、政治姿勢の中で、普天間飛行場の無条件撤去

を求めることについての御質問にお答えいたします。

　県としましては、先ほども申し上げましたとおり、

地元の了解を経ずに辺野古への移設案が決定されたこ

とはまことに遺憾であり、受け入れることは極めて厳

しいと言わざるを得ません。

　また、この問題の原点は、普天間飛行場の一日も早

い危険性の除去であります。政府に対し、同飛行場が

現状のまま固定化されることは断じて容認できないこ

とを強く訴えてまいります。

　同じく知事の政治姿勢の中で、県民の協力なくして

基地の維持は不可能と示すべきとの御提案に関して答

弁いたします。

　在日米軍基地は、日米安全保障条約に基づき日本政

府が提供しているものであります。その運用において

は、沖縄県民の理解と協力が不可欠であると考えてお

ります。しかしながら、その協力のあり方については

さまざまなお考えがあることから、御提案として承ら

せていただきたいと思います。

　その他の御質問については、部局長等から答弁させ

ていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。
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　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につき

まして、米軍は沖縄を守ってきたかとの趣旨の御質問

にお答えいたします。

　県としましては、戦後の日本が国際紛争に巻き込ま

れることもなく、経済発展を遂げたことや平和な国民

生活を享受してこられたのは、日米安全保障体制を含

む日米同盟関係が我が国及び東アジアにおける国際の

平和と安定の維持に寄与していることによるものと理

解しております。

　次に、米軍及び海兵隊の抑止力への見解につきまし

て、１の芋のイ及び１の芋のウにつきまして一括して

お答えをいたします。

　政府は、国会答弁において、「抑止力とは、侵略を

行えば耐え難い損害を被ることを明白に認識させるこ

とにより、侵略を思いとどまらせるという機能を果た

すものである」、また、「沖縄に駐留するアメリカ合

衆国の海兵隊は、抑止力の重要な要素の一つとして機

能していると認識している。」との見解を示しており

ます。

　抑止力につきましてはさまざまな御意見があり、沖

縄県として現在研究を行っているところでございます

が、県としましては、抑止力の議論にかかわらず、過

重な基地負担の軽減やさまざまな事件・事故の防止な

ど米軍基地問題の解決促進が日米両政府において着実

に進められることが重要であると考えております。

　次に、知事の政治姿勢につきまして、戦後、復帰後

の事件・事故につきましての御質問にお答えいたしま

す。

　復帰後の米軍による事件・事故につきましては、沖

縄県警察本部の資料によりますと、平成21年12月まで

に、米軍構成員等による犯罪検挙件数は5634件、この

うち殺人や強盗等の凶悪犯は562件となっておりま

す。一方、県の把握しているところによりますと、航

空機関連の事故につきましては、平成21年12月までに

497件発生しております。

　復帰前における事件・事故の発生数につきまして

は、復帰前におきましても、米軍による数多くの事

件・事故が発生したとされておりますが、正確な記録

が残されておりません。

　次に、米軍基地の領土主権についてとの御質問にお

答えいたします。

　外務省によりますと、米軍の施設・区域は日本の領

域であり、日本政府が米国に対しその使用を許してい

るものであるので、アメリカの領域ではないとしてお

ります。

　次に、米軍基地の法の支配についての御質問にお答

えいたします。

　御質問の法の支配のもとという意味がはっきりしま

せんが、条約を含む法的根拠という意味であれば、在

日米軍基地は、日米安全保障条約に基づきまして、我

が国が米国に施設を提供しているものであります。ま

た、日本国の法令の適用という意味では、外務省によ

れば、一般国際法上、米軍の行為や、米軍人及び軍属

の公務執行中の行為には、原則として日本の法律は適

用されませんが、日本の法令を尊重しなければならな

い義務を負っているとされております。さらに、公務

執行中でない米軍人等については、日米地位協定上の

規定がある場合を除き、日本の法令が適用されるとさ

れております。

　次に、基地から住民地域への外出についての御質問

にお答えいたします。

　米軍人は、米国あるいは海外から我が国の領域に入

る際に入国手続は終了しており、基地から住民地域へ

の移動は出国には当たりません。

　なお、日米地位協定第５条第２項におきまして、合

衆国軍隊の構成員及び軍属並びにそれらの家族は、合

衆国軍隊が使用している施設及び区域に出入りできる

ことが規定されております。

　次に、入国業務を行う法的根拠についての御質問に

お答えいたします。

　米軍関係者の我が国への入国につきましては、日米

地位協定第９条第１項におきまして、「合衆国は、合

衆国軍隊の構成員及び軍属並びにそれらの家族である

者を日本国に入れることができる。」と規定しており

ます。

　次に、基地外居住の法的根拠についてお答えいたし

ます。

　米軍関係者の基地外居住の法的根拠について外務省

は、日米地位協定には、米軍人等の基地外居住を禁止

する規定はないと説明しております。

　次に、住民基本台帳法との関係及び行政サービスに

つきましてお答えいたします。

　日本国籍を有しない者につきましては、住民基本台

帳法第39条により同法に規定する住民基本台帳への記

録等、同法を適用しないこととなっております。

　また、行政サービスにつきまして、基地外に居住す

る軍人・軍属・家族については、一般住民と同様に道

路、水道、ごみ処理、し尿処理、消防等の公共的サー

ビスを受けておりますが、住民税につきましては、日

米地位協定の実施に伴う地方税法の臨時特例に関する

法律により非課税となっております。
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　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　泡瀬干潟の埋立問題

についての御質問で、沖縄市の作成する土地利用計画

の内容についてお答えいたします。

　現在、沖縄市においては、「東部海浜開発土地利用

計画検討調査委員会」の審議結果等を踏まえ、土地利

用計画の精査を行っているところであります。当該計

画の概要は、スポーツ、健康・医療、交流・展示を

メーンテーマとし、出島方式の海に囲まれた緑豊かな

環境の中で、スポーツや医療・保養などを通じて県民

や市民、観光客が交流し、健康づくりを行える空間を

創出するものであります。

　同じく経済的合理性についてお答えいたします。

　経済的合理性の有無については、控訴審判決を踏ま

え、収支の見通しが統計データや調査報告書等根拠を

有する資料を基礎としたものになっているかどうかで

判断されるものと考えております。

　土地利用計画見直し作業については、現在沖縄市に

おいて入域観光客数や宿泊日数等の実績に係る各種統

計データ及び類似施設の事例等をもとに、需要や施設

規模に係る検証が行われているところであります。

　県としましては、国と連携しながら、当該土地利用

計画が経済的合理性を有する計画となるよう市に協力

していきたいと考えております。

　同じく事業を進める理由についてお答えいたしま

す。

　泡瀬地区埋立事業は、本島中部東海岸地域の経済活

性化を図るための経済振興策として、地元からの強い

要請に基づき進めてきたものであります。また、本事

業は新港地区における港湾整備と密接に関係してお

り、新港地区東埠頭背後地における企業誘致にも寄与

することから、本県の経済活性化を図る上でも重要な

事業であり、早期に再開できるよう努めていきたいと

考えております。

　続きまして、古島団地の建てかえ問題についての御

質問で、古島団地の調査についてお答えいたします。

　古島団地の管理者であるバークレー社は、平成21年

１月に１号棟の劣化調査を行ったとのことでありま

す。

　同じく団地が倒壊した場合の県の責任についてお答

えいたします。

　入居者の安全確保のために必要な建物の維持・修繕

は賃貸人の義務であることから、その責任は賃貸人で

ある当該事業者にあるものと考えております。

　県としましては、当該事業者が居住者の安全確保に

留意した団地経営に努めるよう、旧郵住協に係る推進

協議会の中で話し合いを進めているところでありま

す。

　同じくバークレー社に対する取り組みについてお答

えいたします。

　県としましては、事業者が行う再開発事業を円滑に

推進するため、事業者に対し推進協議会への参加を呼

びかけるとともに、これまでに推進協議会を４回開催

してきたところであります。その中で、事業者の再開

発の見通しや建物の補修実績等の入居者からの質問事

項等について回答を求めるとともに、建物の劣化調査

結果の情報開示について、事業者と入居者間で積極的

に行うよう働きかけてきたところであります。

　同じく今後の解決の見通しについてお答えいたしま

す。

　当該事業者は、推進協議会の場において、現在、再

開発に向けて邁進いたしておりますが、百年に一度と

言われる不況の影響もあり、いまだ具体的な構想を開

示できる段階に至っておりませんと答えており、現在

のところ、事業者の行う再開発の見通しは明らかでは

ありません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　沖縄市の産業廃棄物

処理施設問題に関連して、地域自治会などからの要望

とその対応についてお答えいたします。

　沖縄市北部地域に焼却施設が計画されていることに

関連して、沖縄市長、池原、登川、知花自治会、倉敷

ダム流域振興促進協議会から県に対し要請がございま

した。その内容は、株式会社倉敷環境及び株式会社環

境ソリューションの新炉の建設に反対であること、産

業廃棄物処理施設の沖縄市北部地域への過度の集中を

避け、県内に分散・平準化すること、違法状態にある

貯留産業廃棄物を是正するよう指導することでありま

した。

　株式会社環境ソリューションの焼却施設について

は、平成20年10月に産業廃棄物処理施設設置許可申請

がなされたことから、廃棄物処理法に基づき告示・縦

覧を行うとともに、沖縄市長、住民及び専門家の意見

を聞いた上で審査を行い、平成21年10月に許可処分を

行ったところであります。

　また、株式会社倉敷環境の焼却施設については、現

在沖縄県環境影響評価条例に基づく手続を行っている

ところであり、条例に基づく手続終了後、同社から産
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業廃棄物処理施設設置許可申請が提出された際は、廃

棄物処理法に基づき審査をしていきたいと考えており

ます。

　同じくごみ山問題の対応についてお答えいたしま

す。

　県では、当該事業者に対し平成16年12月に警告書を

発出するとともに、平成19年７月より同社、沖縄市及

び県による改善に向けた進行管理会議を定期的に開催

し、改善作業の進瀧管理を行っているところでありま

す。その結果、本年４月末現在、安定型区域約８万

4000立方メートルのうち約６万3000立方メートル――

75％ですけれども――の改善が図られているところで

あります。

　今後とも改善作業の進瀧管理を行い、平成23年中に

安定型区域を終了させ、あわせて管理型区域について

も早期に改善作業に着手させたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　沖縄市の産業廃棄物

処理施設問題の中で、農振法違反に対する取り組みに

ついてお答えします。

　沖縄市にある産業廃棄物処理場全体の面積は約６ヘ

クタールで、そのうち沖縄市所有地の約３ヘクタール

が農用地区域に指定されております。この農用地区域

においては、農振法第15条の２の規定による開発行為

を行う際の都道府県知事許可を受けずに産業廃棄物の

集積を行っていたことから、農振法違反となっており

ます。

　県では、農業振興地域整備計画の管理主体である沖

縄市に対して原状回復等の改善の指導を行うととも

に、関係機関と連携して定期的に廃棄物の撤去作業の

管理を行っております。その結果、当該農用地区域内

にある廃棄物８万4000立方メートルのうち、約75％に

当たる６万3000立方メートルが撤去されており、平成

23年中には撤去終了することとなっております。

　今後とも関係機関と連携して、廃棄物を撤去するよ

う指導してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育問題につい

ての御質問で、いじめ等の課題への取り組みについて

お答えいたします。

　いじめに関しては、「しない、させない、見逃さな

い」という毅然とした姿勢で、学校、家庭、地域、関

係機関等がそれぞれの役割を果たしつつ防止に取り組

んでおります。

　不登校への対応としては、一人一人を十分理解し、

個に応じたきめ細やかな指導・支援が大切であると考

え、スクールカウンセラーや「子どもと親の相談員」

等を活用することにより、学校における教育相談体制

の充実に努めております。

　課題については、さまざまな要因が関係しており一

概には言えませんが、夜型社会や他人の子供に無関心

であるなどの地域社会の課題、規範意識の低さや基本

的な生活習慣の未確立などの児童生徒の課題、親と子

の触れ合いの少なさなどの家庭の課題、子供への指

導・支援などの学校の課題などが挙げられます。

　県教育委員会としましては、今後とも児童生徒の健

やかな成長をはぐくむため、学校、家庭、地域、関係

機関・団体と緊密な連携を図ってまいります。

　次に、教職員の多忙化解消についてお答えいたしま

す。

　教職員の多忙化解消につきましては、定時退校日や

ノー部活動日等の設定、会議の精選、報告書の簡素化

等を推進するとともに、働きやすい職場づくりを目指

して全県立学校に負担軽減検討委員会等を設置し、業

務の簡素化に向けて各学校の実情に応じた取り組みを

行っているところであります。さらに、今年度から２

年間で全県立学校に負担軽減推進員を配置し、負担軽

減検討委員会等の活性化を図っているところでありま

す。

　具体的な改善策としましては、平成22年２月現在、

定時退校日を設定したのが県立学校61校、小中学校53

校、ノー部活動日を設定したのが県立学校57校、中学

校40校となっております。また、教育委員会では、報

告事項等の見直しや精選を行い、文書の簡素化や電子

メールによる発送、指定研修の期間縮減等を行ってお

ります。今後とも多忙化の解消に向けて取り組んでま

いります。

　次に、学校評価についてお答えいたします。

　学校評価の目的は、学校運営の組織的・継続的な改

善を行うことにより、保護者や地域住民等との連携・

協力による開かれた学校づくりを推進するとともに、

子供たちに一定水準の教育の質を保障し、その向上を

図ることにあります。

　学校においては、学校評価の実施により、学校運営

や教育活動の課題の明確化、生徒、保護者の意見の把

握、次年度諸計画の充実と改善が図られているものと

認識をしております。

　県教育委員会としましては、学校評価の取り組みが
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一層効果的・効率的に行われるよう努めるとともに、

今後とも事務量の軽減を図るなど、信頼関係に満ちた

働きやすい職場づくりを支援してまいります。

　次に、学力向上対策についてお答えいたします。

　本県の子供たちに一人の人間として自己実現を図

り、未来を切り開き世界に羽ばたくなど、県内外を問

わず堂々と振る舞うことができる確かな学力を身につ

けさせることは、全県民の願いであり責務だと考えて

おります。

　県教育委員会としましては、今後とも幼児・児童生

徒一人一人が学びを楽しみ、高める「わかる授業」の

構築を基軸に、「生きる力」の要素である確かな学力

や豊かな心、健やかな体などをバランスよくはぐくむ

ため、学校、家庭、地域、行政が一体となった県民総

ぐるみによる学力向上の取り組みを推進してまいりた

いと考えております。

　次に、ひめゆり同窓会の運営についての御質問で、

支部活動費の打ち切りについてお答えいたします。

　「財団法人沖縄県女師・一高女ひめゆり同窓会」

は、これまで任意団体であるひめゆり同窓会に対して

支部活動費の一部について補助を行ってきました。本

年度、当財団が新公益法人への移行準備を進める中

で、当該補助金が「公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律」の特別な利益の提供に抵触する

ことから、平成23年度以降の補助金を廃止することに

なったと聞いております。

　当財団に確認したところ、来る７月６日の同窓会幹

事会において説明を行い、理解を得ていきたいとのこ

とであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　質問の途中でありますが、時

間の都合もありますので、嘉陽宗儀君の再質問は休憩

後に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時27分休憩

　　　午後３時50分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き嘉陽宗儀君の再質問を行います。

　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　副議長、２点ほどきちっと答弁して

ほしいのがあります。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後３時51分休憩

　　　午後３時54分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　それでは復帰前の米軍

関係の事件・事故につきまして、現在把握している数

字、資料について御説明申し上げます。

　復帰前の米軍関係の事件・事故につきましては、こ

れは県の資料ではございませんけれども、1945年から

1972年までの間の米軍関係の事故の件数が1986件と

なっているという資料はございます。ただ、十分な記

録が残されていないことから、これを正確な件数と把

握できるかどうかということについては、ちょっとま

だはっきりしていない状況でございます。

　以上でございます。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後３時54分休憩

　　　午後３時54分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　では、嘉陽宗儀議員の質

問についてちょっとすれ違いだということで、再度答

弁いたします。

　教師がいじめ等の解決すべき課題に取り組む際に障

害になっていることについては、さまざまな要因が関

係していることが考えられます。一概には言えません

けれども、まず１つは、やはり規範意識の低さや基本

的な生活習慣の未確立などの児童生徒の課題があると

思います。また、しつけ、養育能力など保護者などの

家庭の課題がございます。そして、教師自身が抱え込

みなど学級経営上、それから多忙化などの課題がある

と思います。

　それから学校においては、情報連携、それから行動

連携等が不十分など生徒指導体制等の学校の課題など

が挙げられると考えております。

　以上でございます。

○副議長（玉城義和君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　再質問します。

　まず、ひめゆり同窓会の問題です。

　私のほうにひめゆり同窓会のほうから支部活動費の

補助金がカットされて、同窓会も持てない、それから

同窓会の活動そのものができなくなるという訴えがあ

りまして、総会資料を手に入れましたら、ひめゆり同

窓会の活動は、すべてこの財団から出している100万

円で賄われていて、会則を見ますと、この会則の会計

は財団からの助成金、その他寄附金で充てるというこ

とになっています。

　先ほどの説明で、特別の利害を与えないものである
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ということの規定に照らしてみても、こういうぐあい

に打ち切るというのは全く不当だし、しかもひめゆり

の悲劇を６月の時点でもっともっと戦争体験を引き継

がなければならないという状況の中で、ひめゆり同窓

会の活動を解体するような措置をやっぱり許しちゃだ

めですよ。

　だから、あれはひめゆり同窓会をつくった財団です

から、母屋を取られるようなものじゃだめですから、

県教育庁がしっかり指導をして、少なくともお年寄り

といったらちょっと……、昔の娘たちですね、みんな

集まって楽しみにしているのを、わざわざこれは破壊

されたといって悲痛な叫びで訴えに来ていますから、

ぜひしっかりこれは指導して、復活させてください。

どうですか。

○副議長（玉城義和君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　お答えいたします。

　当財団の理事の中には、任意団体であるひめゆり同

窓会の会員を兼ねている方がおられまして、その他の

職員についてもひめゆり同窓会の会員である者がほと

んどでありまして、その補助金につきましては、その

利益を受ける団体の構成員に財団の理事や職員が含ま

れていることから、特別の利益に当たると判断し廃止

に至ったということでございます。

　しかしながら、ひめゆり同窓会につきましては、私

たち沖縄県の過去の悲惨な歴史、沖縄戦を県民に語り

継ぎ、平和教育の充実を図る上で大変重要な役割を果

たしてきたと私は認識しておりますので、県教育委員

会としましては、ひめゆり同窓会の運営につきまして

どのようなことができるか、その財団法人、ひめゆり

同窓会等と情報交換を行うなど努力していきたいと考

えております。

○副議長（玉城義和君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　皆さん方からもらった文書で法的に

解釈するにしても、特別の利益を与えないものである

ことと。これは、特別の利益を与えるものではなく

て、ひめゆり同窓会の活動はお互い同士の問題じゃな

くて、やっぱり県民の戦争体験の継承でしょう。そう

いうものについて、これは特に利益を与えるからカッ

トというのは、これはちょっと乱暴過ぎる。だから、

改めてちゃんと復活できるようにしてほしい。

　知事も政治姿勢として、ひめゆり同窓会の皆さん方

が引き続きこれまでのように継続できるようにちょっ

と御尽力してほしいと思うんですが、どうですか。

○副議長（玉城義和君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　教育長とも相談はさせてく

ださい。なるべく前向きに対応できるようにやってま

いります。

○副議長（玉城義和君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　では、質問、前に進めます。

　米軍関係者の基地外居住の法的根拠は何ですかと聞

きましたところ、外務省も同じ答弁ですね。特別に基

地外に居住を禁ずるということがないからという答弁

でした。

　そうすると、日本の法治国家というのは、あくまで

許可が基本的なものですよ。居住していいかどうかと

いう許可を当然与えないといけない。アメリカ合衆国

の人が日本に入る場合に、ちゃんとパスポートを持っ

て入国許可をもらってから入国すると。

　ところが、基地外居住については全く規定がないか

ら自由というのは、ちょっとおかしい。そうすると、

全部規定主義の中で規定がないからといったら、強盗

しても、強盗してはよくないという規定はないです

よ。殺人をやっちゃいけないという規定もない。規定

がないから何でもやっていいというこんな解釈が成り

立つんですか。

○副議長（玉城義和君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　沖縄県として、外務省

にこの件につきましては累次照会をしております。

　繰り返しになりますけれども、日米地位協定には、

米軍人等の基地外居住を禁止する規定はないと。さら

に、米軍が基地外に居住できる基準を米軍が独自に作

成し、米軍人等を基地外に住まわせているものと理解

しているということでありまして、日米地位協定の対

象になる軍人・軍属等につきましては、米軍の管理下

にあるということでございます。

○副議長（玉城義和君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　この地位協定が問題ですけれども、

地位協定の細部にわたるものをいろいろ調べてみても

全くないですよ、穴があいている。それについて、や

はり独立国家なら米国の軍隊であろうが軍人であろう

が、あくまでアメリカ兵に対する地位の協定について

定めるべきですよ。なければ何でもやっていいという

ものではない。それについては改めて精査させて、た

くさん基地外に居住しているでしょう、法的根拠は何

もない。これについては、県知事としてもやっぱりた

だしていくと、どうするんだと。そのまま認めるの

か、あるいは規定をつくるのか整理すべきだと思うん

ですけれども、どうですか。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後４時３分休憩

　　　午後４時３分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。
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　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　まさしく外国軍隊の駐

留を我が国に認めるに当たりまして、軍人・軍属の行

動をしっかり規定するという意味で日米地位協定はあ

るものだと理解しております。

○副議長（玉城義和君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　答えてないよ。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後４時４分休憩

　　　午後４時５分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　ちょっと休憩お願いし

ます。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後４時５分休憩

　　　午後４時５分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　お答えいたします。

　御質問の趣旨は、要は基地外居住を認めるという規

定がないということは確かでございます。しかしなが

ら、地位協定上は我が国の法令を尊重する義務がある

と言っているわけでございまして、一定の管理、ある

いは制限は加えられていると考えられますが、今議員

の御指摘のように、この有権解釈というんですか、そ

の部分につきましては政府にあるということで、しっ

かりその辺は政府に確認をしてまいりたいと思いま

す。

○副議長（玉城義和君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　地位協定についてたくさん問題があ

りますけれども、例えば基地外に外出する場合でも法

的根拠がないですよね。米軍の行動を認める場合に

は、施設間移動は認められているけれども、個人で遊

びに行く、飲みに行くというのは、あれは認められて

いないんですよ。そういう面ではもっと、基地の重圧

で苦しんでいる沖縄ですから、そういう地位協定を含

めて、私は米軍に対する非協力運動を今呼びかけて質

問しましたので、これはきちっと調べてください。

　それから、住民登録しないで沖縄県民の出したお金

で住民サービスを受けると、日本の法律からいえば背

任行為じゃないですか。どう思いますか、米軍のこう

いうサービスを受けるというのは。横領なのか、背任

なのかですね。

○副議長（玉城義和君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　住民サービスを無負担

で受けているということにつきましては、これをかん

がみまして、基地外に居住する米軍人等に伴う市町村

の財政負担の問題につきましては、昭和45年から「施

設等所在市町村調整交付金交付要綱」というのがござ

いまして、調整交付金が交付されており、財政的な補

てんがなされているということでございます。

○副議長（玉城義和君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　この問題については、引き続き次回

の議会でやっていきます。

　質問を前に進めます。

　普天間基地移設の問題ですけれども、知事の答弁

の、極めて厳しいという態度は、あいまいもことして

よくわかりません。知事、普天間基地の問題は県内移

設を認めるのか、それとも拒否するのか、二者択一し

か選択肢はないと思います。知事の態度はどちらです

か、明らかにしてほしいと思いますけれども。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後４時８分休憩

　　　午後４時９分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の点ですが、普天間基地

の移設を認めるか、認めないかという御質問ですか。

○嘉陽　宗儀君　二者択一しかないでしょう。

○知事（仲井眞弘多君）　県内移設を認めるか、認め

ないかという御質問に対しては、１月ごろまではやむ

なしということで、私いろんな諸条件を考えてやって

おりましたけれども、それから後はいろんな状況の変

化がありましたから、今は厳しいという考えでござい

ます。

○嘉陽　宗儀君　だから、厳しいという意味がわから

んから聞いているんだよ。

○知事（仲井眞弘多君）　厳しいは、厳しいですよ、

そのもの。

○副議長（玉城義和君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　この厳しいという意味がわからんか

ら私は質問したんですけれども、また厳しいと言うん

で……。

　先ほどの答弁では、地元の了解を経ずにこのような

移設案が決定されたことはまことに遺憾でありますと

いう移設案の話がありましたけれども、それでは知事

は、政府へはっきり知事の態度を移設問題では表明し

たことがありますか。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後４時10分休憩

　　　午後４時11分再開
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○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の話は、鳩山前総理に対

しても、先日お会いした菅総理に対しても申し上げて

きたところでございます。

○副議長（玉城義和君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　６月27日、カナダでの日米首脳会談

で改めて日米合意を確認し、辺野古崎と隣接水域に移

設を目指すと約束しました。県議会決議や４・25県民

大会で県民の意思は明確であるにもかかわらず、この

仕打ちは全く許されません。県民を侮辱するのもほど

ほどにすべきです。米軍基地を押しつけておきながら

民主党政権が感謝の意を表明したり、アメリカ議会が

感謝決議をするなど、全く県民を侮辱し愚弄していま

す。まさに屈辱的です。知事、県民がこんな仕打ちを

受け、尊厳を踏みにじられていることに対して抗議

し、怒りを表明すべきではありませんか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと待ってください。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後４時12分休憩

　　　午後４時12分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私も今の議員の思いといい

ますか、その感じはほとんど同じでございますし、私

も申し上げるべきことは先ほどのような表現で両総理

にも申し上げておりますし、確かにアメリカ議会の下

院での感謝決議というのは、ちょっと人様の国の議会

の話ですから、私がどうこうコメントする立場にむし

ろありませんし、やらないほうがいいと思うんです

が、ただ、日本のたしか総理ですか、感謝すると言わ

れても、これは全くすとんと落ちません。そして、む

しろどういう意味だろうかというぐらい奇妙な感じを

持っておりますし、おっしゃるように４・25の後のと

んとんとんと180度変わった決定をするというのは、

少し県民をないがしろというか軽く扱い過ぎではない

かという感じは私も持っております。

○副議長（玉城義和君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　政府が180度姿勢を転換したという

ことは、政府が沖縄県民を裏切ったと、こういうぐあ

いに考えますけれども、知事はどう考えますか。

○副議長（玉城義和君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　非常に強烈な表現を議員は

お使いになりましたが、それに近い感じだと思いま

す。

○副議長（玉城義和君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　この問題でやっぱり大切なのは、知

事が県政を担う最高の責任者として県民の願いにこた

えて、県内移設はだめだということをはっきり示さな

きゃならないんですよ。そのために、政府も今迷走し

ている。迷走をとめるためには、知事が即時無条件全

面返還、沖縄県民の気持ちを明確に述べるべきだと思

うんですけれどもどうですか。

○副議長（玉城義和君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員のおっしゃっている全

面返還というのは、県外も含めてでございますか。

　県外も含めて全面返還という意味は、ちょっと先ほ

どから全面返還とか、即時撤去とかという意味である

とすれば、考え方としてはありますが、なかなかこれ

は実現可能性においていかがかなというのが私の考え

でございます。

○嘉陽　宗儀君　ちょっと休憩してください。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後４時15分休憩

　　　午後４時15分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　知事がなかなか県民の期待するよう

なものに答えられないと、その原因は何かということ

を疑問を持たざるを得ないわけです。

　ちょっと休憩してください。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後４時15分休憩

　　　午後４時18分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　今、私は知事のほうに沖縄県の公共

用財産使用協議書作成準備手続に関する特別採捕許可

申請に対しての許可書を６月３日付で那覇防衛施設局

に、知事が自然環境アセスを調べるときにさまざまな

ものを採取してもいいという許可書をお見せしまし

た。

　つまりは辺野古崎のほうに基地を建設する、それか

らこの図面を見ると、特別採捕許可書で全部黒塗りに

なっていますけれども、表立っては厳しい厳しいと言

いながら、裏のほうでは基地建設推進の立場での手続

はちゃんと防衛局に許可書を出すと、粛々と進めると

いう二枚舌のような態度になっていると思うんです

よ、知事。こんなことを県民が知ったら、みんな怒り

ますよ、一体何だと。

　だから、知事が県民の要求に基づいて４・25県民大

会にも参加して、県内移設反対を明確に言い切れない



－ 194 －

のは、本音ではこれはやむを得ぬと思って、こういう

基地建設のための環境アセス含めて必要な許可書を出

している。ここが本音じゃないですか。だから、改め

て本音かどうかをはっきりさせて、本音じゃないとい

うのであれば、この許可書は撤回すべしと思いますけ

れども、いかがですか。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後４時20分休憩

　　　午後４時21分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　ただいまの文書につき

ましては、まず大事な点は、政府によるアセスにつき

ましては、現在準備書の手続まで進んでいて、政府は

アセスそのものを中止していないと。その準備書に対

する県の対応としまして、必要な調査を求めたところ

でございます、県側がですね。それに対して、採捕許

可という形で出してきたものでありまして、これはい

わゆる行政手続上進められているものでありまして、

文書の撤回ということは考えられないということでご

ざいます。

○副議長（玉城義和君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　知事が県内移設反対を明確にできな

い大きな要因だと私は指摘したんですけれども、知事

はいかがですか、これについては。ありませんか、

根っこには。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後４時22分休憩

　　　午後４時22分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　補足させていただきま

すと、この手続につきましては、県のいわゆる準備書

に対する意見に基づきまして採捕許可を１年ごとに更

新しているものでございまして、今回それを更新した

ということでございます。

　政府は、まだアセス手続については中止していない

というのがその理由でございます。

○副議長（玉城義和君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　この許可書を見ると、使用目的は非

常に明確ですね。新たな基地建設のためのデータ収集

のためにいろんな資料を採取するということになって

いますよ。だから、こういうものを一方で知事は防衛

局との間で許可を出していながら、県議会では厳しい

厳しいという答弁だけで終わっているというのは、

やっぱり甚だ遺憾ですね。

　やはり沖縄県民、心を一つにして４・25の大会も

やって、これから８月に向けてその具体化が迫る中

で、改めて知事も含めて議会、県民が一致団結して基

地建設の攻撃についてはね返さなきゃならない。こう

いう御時世に継続しましたとか、更新しましたとかと

いう問題じゃなくて、明らかに基地建設のための許可

書ですから、それについては知事が明確に責任を持っ

て、あるいは基地建設に協力するわけにはいかないか

ら、あの許可書を取り消しますということを迫るべき

だと思うんですよ。それができなかったら、知事の議

会での答弁はみんなが疑問を持ちますよ。最後に決意

を聞いて終わります。どうですか。

○副議長（玉城義和君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の点は、ちょっとエクス

キューズを言うわけじゃありませんが、今現在私も確

認をしたところです。ただし、手続的にはこれはとめ

る理由がないというか、これはとめられませんから、

アセスそのものはまだ防衛省は終わってないというこ

とですから、これはこれでとめる理由は特にありませ

ん。ただし、今度の辺野古に舞い戻ってきたというこ

とについては、厳しいというのはもう当然でございま

す。変わりません。

○副議長（玉城義和君）　上里直司君。

　　　〔上里直司君登壇〕

○上里　直司君　民主党の上里でございます。

　通告に従いまして質問をいたします。

　基地問題は取り上げておりません。ただ一言だけ申

し上げますけれども、５月28日の日米共同声明、私た

ちもこの内容については全く納得はしておりません

し、地元の名護市長や県知事、そして県議会が納得を

していないというものを頭越しに進めるというのは、

到底この移設というものは無理だろうということも申

し上げております。その意味では私たちの姿勢は変わ

ることはありません。

　ただ、この問題で県議会の皆さんが一致をしてこの

問題に取り組むという姿勢ができた。この取り組みを

貫くことがこの問題解決につながっていくだろうとい

うふうに思っています。基地問題が一朝一夕に解決で

きるというふうに私は思ってはおりませんでした。た

だ、これほど早く日米同盟に屈服をするとも思ってお

りませんでした。ですから、この問題は当分続くだろ

うと。ですから腹をくくって、覚悟をして県民ととも

にやっていくということでございます。

　この基地問題を含めて沖縄の自己決定権がこれほど

にもないんだということを改めて知らされました。実

はこの問題は基地問題だけではありません。基地問題
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だけでなく、経済問題やこれまでの振興策についても

沖縄が主張している問題に一向に政府が真剣に取り組

まなかった。そういうところに起因をして所得の格差

や教育の格差やそういうものが発生していったものだ

というふうに思っています。ですから、基地問題だけ

ではなく、経済問題やその他の問題についても県議会

は一致して取り組んでいくべきだろうと思っています

ので、県知事もどうかその意思を貫いていただきます

ようお願いを申し上げます。

　それでは、その経済問題の物流コストの軽減と企業

立地について質問をいたします。

　茨、県は、沖縄振興計画総点検の中で物流課題をど

のようにまとめたのでしょうか。また、沖縄振興審議

会等について物流コスト軽減を図る指摘はあったのか

どうか、その内容についてお聞かせをください。

　芋、船舶法第３条の特区提案への政府回答とそれに

対する企業誘致の効果及び今後の対応についてお伺い

をいたします。

　鰯、自由貿易地域と特別自由貿易地域の課題解決に

向けて沖縄振興特別措置法の改正が必要ではないかと

考えますが、いかがでしょうか。

　10月27日、ＡＮＡの国際物流ハブがスタートをいた

しましたが、この業績と航空物流の今後の展望につい

てお伺いいたします。また、この全日空がローコスト

キャリアを導入しようということが新聞で報じられて

おりましたが、県内路線の導入について把握をしてい

るかどうかお聞かせください。

　２、那覇港の管理運営についてお尋ねをいたしま

す。

　茨、那覇港は物流拠点として県経済に占める割合、

大変大きいものがあります。その割合と位置について

お伺いをいたします。また那覇港港湾計画の達成と国

際トランシップの実績と県のかかわりについてお聞か

せをいただきます。

　芋、那覇港管理組合における人員配置についての課

題とその解決に向けた取り組みについて知事の姿勢を

お伺いいたします。

　３、図書館行政についてお尋ねをいたします。

　私は、もう随分この図書館行政と図書館サービスに

ついて質問をさせていただいています。どうも教育長

やまた知事部局の皆さん方にその図書館行政というも

のがいかに重要なのかということについてまだまだ理

解がされていないのだと思っています。ただ徐々にで

はありますが、この図書館行政についての進瀧もされ

てきているのかというふうに考えています。

　そこでお尋ねをいたしますが、図書サービスによっ

て経済活動、または市民生活にどのような効果をもた

らすのか県教育長の見解をお伺いいたします。

　また、前定例会で提案をいたしました「県立図書館

及び県内公共図書館における就労支援等の事業展開」

の進瀧についてお伺いをいたします。また、５月に始

まりました「グッジョブ相談ステーション」を県内の

公共図書館で開催できないか提案をいたしますが、見

解をお伺いいたします。

　続いて、八重山分館は条例の中で位置づけるべきで

あると考えていますが、いかがでしょうか。

　４、環境政策について。

　茨、日米両政府は６月17日、沖縄県とハワイ州にお

いて離島における最適なエネルギーシステムについて

共同実証事業を行うことで合意いたしました。情報技

術を駆使した次世代送電網(スマートグリッド)分野で

の現状をお伺いいたします。また、今後取り組みを加

速させるべきだと考えますがいかがでしょうか。

　続いて、環境政策が成長戦略や地域経済に与える影

響は大きいのでありますが、県庁内でもそれに対応す

る体制を整えるべきだと思いますが、いかがでしょう

か。

　続いて５、沖縄振興一括交付金（仮称）の創設に向

けて、準備をされ政府にも提案をされたと聞いており

ます。政府との協議を加速させるべきだと思います

が、いかがでしょうか。

　続いて６、「沖縄待機児童対策スタディ・グルー

プ」の提言内容についてお聞かせください。

　茨、提言を実現するためにまず何に取り組もうとす

るのか。

　芋、｢保育ママ」家庭的保育事業の導入の展開につ

いてお聞かせをいただけますか。

　最後に、口蹄疫対策について、政府の対応と県の防

疫対策及び畜産農家への支援についてお伺いをいたし

ます。

○副議長（玉城義和君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　上里議員の御質問に答弁い

たします。

　まず第１に、沖縄の物流コストに係る御質問の中

で、全日空国際物流ハブの業績と航空物流の今後の展

望についてという御質問にお答えいたします。

　那覇空港を拠点としました全日空による国際航空貨

物ハブ事業は、平成21年10月に開始され、海外は香港

等５都市、国内は羽田等３都市をハブ・アンド・ス

ポーク方式で結んで運航いたしております。

　那覇空港の国際貨物取扱量は、当該事業が開始され
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る前は月間約160トン――平成20年平均でございます

が――でありましたが、事業開始後の平成22年４月に

は約１万3700トンと約80倍に増加いたしております。

これは、成田、関空に次ぐ国内第３位の取扱量となっ

ております。将来的には、年間約40万トンの国際航空

貨物を取り扱う計画となっております。

　県としましては、全日空の国際航空貨物ハブ事業に

よる物流ネットワークを最大限活用し、物流産業や臨

空型産業の集積等により国際物流拠点の形成を図ると

ともに、県産品の販路拡大を推進し、自立型経済の構

築を目指してまいりたいと考えております。

　なお、県では今年度約７億円の特別調整費を用いて

県産品の販路拡大、臨空型企業の誘致及び新たな航空

路線の誘致に向けた事業を行う予定となっておりま

す。

　次に、那覇港の管理運営についての御質問の中で、

那覇港の県経済に占める割合及びその位置についての

御質問にお答えいたします。

　沖縄県における平成20年の港湾取り扱い貨物量は、

約2800万トンであります。そのうち那覇港は約1040万

トンで約37％を占めております。那覇港は、沖縄県の

拠点港湾として県の経済社会活動を支えるとともに、

アジア・太平洋地域の結節点に位置する地理的特性を

有しており、我が国の南の玄関口、国際物流・交流拠

点として重要な港湾でございます。

　次に、環境政策に係る御質問の中で、スマートグ

リッドの現状と今後の取り組みについてという御質問

にお答えいたします。

　日米両政府、沖縄県、ハワイ州の４者は、６月17日

に自然エネルギーやスマートグリッド等の分野におい

て情報交換や実証プロジェクトの検討に関する覚書に

署名をいたしました。

　スマートグリッドは、太陽光や風力発電等の自然エ

ネルギーを効率的に活用するために欠かせない技術で

あります。世界各地で研究開発に取り組んでおりま

す。沖縄県においては、沖縄電力株式会社が事業主体

となり、４月から宮古島で自然エネルギーを従来の電

力系統に導入するスマートグリッドの実証事業が開始

されております。現在、ハワイ州におきましても同様

な実証事業が進められております。沖縄とハワイが協

力することで双方の技術開発の促進が図られるものと

期待いたしております。

　今回の「沖縄・ハワイクリーンエネルギー協力」に

よりまして、自然エネルギーの活用モデルの構築に向

けました取り組みを加速させてまいりたいと考えてお

ります。

　次に、沖縄振興一括交付金に係る御質問の中で、沖

縄振興一括交付金の創設に向けた政府との協議につい

ての御質問にお答えいたします。

　沖縄県としましては、政府が次年度から導入を予定

いたしております一括交付金につきましては、地方み

ずからが創意工夫を発揮でき、地域の活性化につなが

るものと大いに期待いたしております。

　沖縄振興一括交付金は、「沖縄21世紀ビジョン」で

示されました沖縄が目指すべき将来像の実現を支える

財源としてぜひとも創設すべきものと考えておりま

す。政府に対しましては、沖縄振興予算の総額を確保

し、全国よりもさらに使途の自由度が高い制度とする

よう強く働きかけてまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○副議長（玉城義和君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖縄の物流コスト軽減と

企業立地についての御質問の中で、総点検における物

流の課題及び県振興審議会等からの意見についてお答

えいたします。

　沖縄振興計画等総点検では、物流に関する課題とし

て、本県は広大な海域に散在する島々を結ぶ交通手段

が海路・空路に限られ、そのコストが人的・物的な移

動の大きな障害となっており、運賃の低減化を図る新

たな仕組みの構築等が必要である、大消費地から遠隔

にある島嶼県であるため、鮮度保持技術の向上、共同

配送などの流通効率化、輸送コスト低減策に取り組む

ことが求められるなどとされております。

　一方、県振興審議会からは、島嶼県沖縄における交

通・物流面の条件不利性は、農林水産業や製造業など

移出産業の振興や離島の振興・発展を著しく阻害して

いる、自立した農林水産業を確立するため、輸送コス

ト低減を制度化し、流通条件の不利性を解消すること

が必要であるとの意見が出されております。

　次に、全日空のローコストキャリアの県内路線就航

についてお答えいたします。

　全日空は、ローコストキャリアについての検討を進

めているとのことですが、具体的な路線等詳細につき

ましては、今後検討されるものと承知しております。

　以上でございます。

○副議長（玉城義和君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　沖縄の物流コスト軽

減と企業立地についての中で、船舶法第３条関係、特

区提案の政府回答とそれに対する企業誘致の効果及び
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今後の対応についての御質問にお答えします。

　カボタージュ規制の一部緩和に係る構造改革特区申

請につきましては、３月25日「特区としての対応は困

難」と、構造改革特別区域推進本部が政府の対応方針

として発表したところであります。しかし、３月26日

国土交通省より、沖縄の特別自由貿易地域及び自由貿

易地域制度の趣旨等を踏まえ、両地域に立地する企業

が扱う貨物については、両地域と本土間の外国籍船に

よる輸送を特別に認めることとする。本措置は、構造

改革特区としてではなく、船舶法第３条に基づく国土

交通大臣の特許として実施するとの発表があったとこ

ろであります。

　県としては、国土交通省が改正する特許基準によ

り、物流コストの低減化が図られ、国際加工貿易等を

行う企業の誘致が進むものと期待しております。今

後、同特許については、企業誘致活動において広く周

知してまいりたいと考えております。

　同じく物流コスト軽減と企業立地の関係の中で、自

由貿易地域と特別自由貿易地域の課題解決に向けた沖

縄振興特別措置法の改正の必要性についての御質問に

お答えします。

　自由貿易地域と特別自由貿易地域については、割高

な物流コスト、関連企業の集積がないこと及び高い分

譲価格などの課題があります。このため、自由貿易地

域制度及び特別自由貿易地域制度の一本化を初め、租

税特別措置の見直しなど抜本的な拡充強化策を検討し

ているところであります。今後、検討結果を取りまと

め、その内容を実現できるよう国と協議してまいりた

いと考えております。

　以上でございます。

○副議長（玉城義和君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　那覇港の管理運営に

ついての御質問で、那覇港港湾計画の達成と国際トラ

ンシップの実績及び県のかかわりについてお答えいた

します。

　那覇港は、沖縄県の物流・人流の拠点港湾として県

の経済社会活動を支えるとともに、国際物流産業の展

開や国際観光・リゾート産業の振興等を目指した重要

港湾であります。

　港湾計画における目標貨物量は、平成20年代後半で

1950万トンであり、平成20年の貨物量の実績は約1040

万トンで達成率は約53％となっております。また、国

際トランシップ貨物の実績については、現在のところ

ありません。

　県としては、那覇港のアジア・太平洋地域の結節点

に位置する地理的優位性を生かして、今後とも国及び

那覇港管理組合と連携し、港湾計画の目標に向けて取

り組んでいきたいと考えております。

　同じく那覇港の管理運営についての御質問で、那覇

港管理組合における人員配置の課題とその取り組みに

ついてお答えいたします。

　那覇港管理組合の常勤職員は、常勤副管理者と沖縄

県、那覇市及び浦添市からの派遣職員で構成されてお

ります。

　職員の異動については、これまで年度によっては偏

りがあったことから、今後は業務への影響を少なくす

るため、原則として３分の１程度の職員異動になるよ

う各母体間で調整していきたいと考えております。ま

た、常勤副管理者については、これまで母体の要請に

より国からの職員が就任しておりますが、今後は県内

の人材育成に取り組んでいきたいと考えております。

　なお、那覇港管理組合の課題等に関して協議・調整

する場として、６月４日に「那覇港管理組合構成団体

調整会議」を立ち上げ、取り組みを始めたところであ

ります。

　以上でございます。

○副議長（玉城義和君）　教育委員会委員長。

　　　〔教育委員会委員長　比嘉梨香さん登壇〕

○教育委員会委員長（比嘉梨香さん）　それでは上里

議員の図書館行政についての御質問で、市民生活等へ

の効果についてお答えいたします。

　図書館にある書籍や資料、情報等は、県民の知的好

奇心を満たしてくれるだけでなく、想像力・思考力を

はぐくみ、人生を豊かにし、県民一人一人の潜在的能

力を引き出す力を持っていると考えております。ま

た、子育てや学習支援、障害者・高齢者のためのサー

ビスや地域情報の発信は、県民生活を向上させること

につながり、資格や技術取得のための専門書を初め多

様なビジネス関連図書や情報は、県民の仕事力向上や

就労を支援し、県経済の活性化を促すものだと考えて

おります。

　以上でございます。

○副議長（玉城義和君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは図書館行政につ

いての御質問で、就労支援等についてお答えいたしま

す。

　県内の公立図書館では、「お仕事・就職に役立つ本

コーナー」、「職業紹介書籍コーナー」、「資格取得

に関するコーナー」等を設置し、就労支援を進めてお

ります。また、ハローワークと提携した「就職情報
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コーナー」や「就職・お仕事に役立つリンク集」等を

通して14機関、232団体へリンクさせ業務を紹介して

おります。さらに、「産業支援センターの事業及び講

座の紹介」、「就職相談窓口の紹介」、「市町村役場

の求人情報の提供」等を行っております。

　なお、「グッジョブ相談ステーション」について

は、産業支援センター内に事務所を設置するととも

に、県内９市町村役場内で巡回相談を実施し、求職者

や求人企業に対し、国や県、市町村等が行っている最

適な雇用支援施策の情報提供、関係機関の案内等を

行っております。

　県立図書館では、引き続き資料の収集及び情報提供

の充実に努めるとともに、今後とも関係機関と連携

し、グッジョブ・ステーションを紹介することも含

め、就労支援を行ってまいりたいと考えております。

　次に、八重山分館の位置づけについてお答えいたし

ます。

　図書館法第３条で、図書館は、図書館奉仕のため次

に掲げる事項の実施に努めなればならないとされてお

り、同条第５号で「分館、閲覧所、配本所等を設置

し、及び自動車文庫、貸出文庫の巡回を行うこと。」

とされております。

　「沖縄県立図書館」は、同法第３条の規定に基づ

き、県立図書館の事務の一部を分掌させるために「沖

縄県立図書館八重山分館」を設置しており、県立図書

館と分館が一体となって、同法第２条に定められてい

る図書館サービスを実施しております。

　県立図書館の事務の一部を分掌している八重山分館

につきましては、教育委員会規則で定めることが妥当

であると理解しております。

　以上でございます。

○副議長（玉城義和君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　環境政策に関連し

て、県庁内での取り組み体制についてお答えいたしま

す。

　沖縄県は、生物多様性やサンゴ礁の保全、赤土など

の流出対策、地球温暖化防止など本県特有の環境問題

を有しており、独自の環境対策を推進することで本県

の豊かな自然を守り、はぐくみながら、次世代へ引き

継いでいくことが重要であります。また、県内の厳し

い雇用情勢が続く中、経済対策の強化が求められてお

り、環境をキーワードとして持続的な地域経済の振興

と雇用の創出に取り組む必要があると考えておりま

す。このため、県としましては、本年度、地球環境対

策チームを設置し、環境施策を戦略的に推進すること

で、雇用の創出と産業振興、経済成長を目指す「沖縄

県版グリーン・ニューディール」の策定に取り組んで

いるところであります。

　今後とも、環境保全と経済発展が両立した環境共生

型社会の形成が図られるよう、必要な取り組み体制の

整備に努めていきたいと考えております。

　以上であります。

○副議長（玉城義和君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　「沖縄待機児童対

策スタディ・グループ」の提言を実現するための取り

組みについてお答えします。

　提言書においては、沖縄の現状を踏まえた待機児童

の解消に向けて、今後考えられる対応の方向性と具体

的施策の例が示されております。その内容は、制度改

正が必要なものから運用改善で対応できるものまで多

岐にわたっております。

　県としましては、市町村と連携し、安心こども基金

や待機児童対策特別事業基金などの積極的活用を図

り、待機児童の解消に努めてまいります。さらに、待

機児童解消の具体的施策を「新たな沖縄の振興に向け

た基本的な考え方（案）」へ位置づけることなどにつ

いても取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、保育ママの導入の検討についてお答えしま

す。

　提言書においては、保育需要の増加に対応するた

め、認可外保育施設の一部を「保育ママの共同実施施

設」として位置づけ、家庭的保育を実施することを検

討するとしております。

　県としましては、保育ママの共同実施が待機児童解

消策の一つとして考えられることから、実現可能性に

ついて国及び市町村や関係団体と協議を重ねてまいり

ます。

　以上でございます。

○副議長（玉城義和君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　口蹄疫対策の中で、

口蹄疫に対する政府の対応と県の防疫対策及び畜産農

家への支援についてお答えします。

　国においては、宮崎県での口蹄疫の発生を受け、発

生地域及び移動・搬出制限区域を対象とした「口蹄疫

対策特別措置法」を制定し、口蹄疫の蔓延防止対策や

農家支援等を行っております。また、関係都道府県に

対し、家畜の健康観察や消毒の徹底、早期の診断や殺

処分、発生に備えた体制整備、車両及び家畜用コンテ

ナ等の消毒等に関する通知をしております。
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　県としては、県内の口蹄疫侵入防止対策として、県

外からの家畜導入の自粛、農場への立入制限、消毒の

徹底、空港、港湾での靴底消毒や車両タイヤの消毒な

どを実施しております。また、沖縄県口蹄疫防疫対策

本部や現地対策本部を設置し、関係機関や団体等と連

携し口蹄疫侵入防止に係る危機管理体制を強化してお

ります。

　口蹄疫に係る農家などに対する支援としては、家畜

の飼料代の補助、生活資金または運転資金の利子助成

などに対し、約１億1000万円を予備費で対応しており

ます。また、６月補正予算としては、家畜の飼料代の

補助、生活資金または運転資金の利子助成、出荷遅延

による肉用牛の価格差補てん、新たな輸送ルート確保

のための貨物船コンテナ輸送料の補助などで約８億

3600万円を計上し、予備費、補正を合わせて総額約９

億4600万円の支援を考えております。さらに、万全な

防疫対策や農家支援等について、去る６月17日に市町

村、ＪＡと連携し、国へ強く要請しているところであ

ります。

　以上でございます。

○副議長（玉城義和君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは再質問させていただきま

す。

　政権がかわりましてその直後の県議会で、知事に一

括交付金の導入の覚悟はあるかというふうな質問をさ

せていただきました。そのときに知事から、随分乱暴

な議論なのでなかなか答えづらいという答弁をいただ

きましたけれども、その後、企画部を中心としてここ

の提案にまでこぎつけたというのは本当に高い評価を

受けるべきだと思っております。全国的にもまだこの

地域主権の中での一括交付金の中身というのがまだわ

からない中で、実はその担当する首相補佐官の逢坂誠

二衆議院議員にもお会いしましたけれども、ここまで

制度について積極的に取り組むということは非常に驚

いているという話をしておりましたので、これが今後

どういくのかなということも含めて沖縄の自己主張を

ぜひ展開していただきたいと思っています。あわせ

て、政権交代して政府にどう県が向き合うのかという

ことの中で、やはり船舶法第３条の特区申請いわゆる

カボタージュ規制の一部緩和の特区申請をめぐっての

取り組みは、まさに沖縄が抱えるこの物流コストの

事、政権交代を機にこの問題に取り組むという姿勢も

これは高く評価されるべきだろうというふうに思って

います。

　その２つの課題についてきょうは質問をさせていた

だきますけれども、まず先ほどの答弁の中で、物流コ

ストの課題が意見を出されているという話は出ていま

した。

　そこで質問をいたします。

　物流コストの軽減には、単純に言って２つぐらいな

んだろうとその手法というのは。１つは、今県が申請

しているような規制緩和、または規制緩和に伴う新た

な制度の創設でしょう。もう一つは補助金の投入、こ

れは今県もやられておりますけれども、県としてはこ

れは国との関係もありますけれども、今後この物流コ

ストの軽減ということを図る上で、どちらに軸足を置

いてこの物流コストの軽減を図っていくのか考え方を

お聞かせください。

○副議長（玉城義和君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今回、ビジョンそれから

総点検の議論の中で、非常に物流コストの議論がたく

さん出てまいりました。復帰後37年間のこの沖縄振興

の中の大きな課題というのが１つ、産業振興というの

がいまだ道半ばだと。その産業振興の足かせになって

いるのが実は物流コストだったり、あるいは交通コス

トだったり、そういうふうなものを受けてビジョン、

それから総点検にもさまざまなことが書いてあるわけ

ですけれども、具体的な施策というのは実はこれから

展開していくことになります。

　今、議員が言われたように、補助金投入というのも

一つのやり方としてはあるんだろうと思うんです。た

だそれは永遠に続くかというふうな問題が一つあろう

かと思います。既に県として行われているものが航援

税の引き下げとか着陸料の引き下げ等による航空運賃

の引き下げというふうなものは既に行われておりまし

て、今回このＡＮＡの国際貨物便についてもそれが適

用されるというふうな動きになっております。そうい

う意味ではまず公租公課というふうなものの提言とい

うのは、一つの方向かなと思っております。

　それからまた観光商工部でやっております港湾の関

係で、新たな特区制度に向けた取り組み、そういうふ

うなものを模索をしていく必要があろうかと思いま

す。今、全体的にこれは民間企業がやはり提供する

サービス、それをどう落とし込むかというのはさまざ

まな研究が必要かというふうに思っております。非常

に現状においてはＪＡＬの運営も厳しい中で、そうい

う民間企業の協力も得ながら航空運賃なり、あるいは

またその物流コストをどう低減をしていくのかこれか

ら研究をしていきたいというふうに思っているところ

でございます。

○副議長（玉城義和君）　上里直司君。

○上里　直司君　続きまして、先ほど船舶法第３条の
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特区提案の政府回答についてお答えをいただきました

が、大臣特許によってこの規制の一部緩和を実現をす

るという方向性だとお答えをいただきましたが、この

大臣特許によって実際に船舶事業者が何社参入すると

いうことになるんでしょうか。それの効果というのは

どうなっているんでしょうか。

○副議長（玉城義和君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　企業誘致をこれを機

会に大いに我々としては広げていきたいということで

すけれども、今のところ御相談しているのは１社相談

しているところです。

　成果につきましては、今までの内航といいますかそ

の一部が緩和されたことにより、例えば東京―沖縄間

のコストがヒアリングでは５割ぐらい減になるという

ようなお話は伺っているところでございます。

○副議長（玉城義和君）　上里直司君。

○上里　直司君　今、たった１社というお答えでした

けれども、この１社で十分なんでしょうか。満足して

いるんでしょうか。

○副議長（玉城義和君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　特許が認められたと

ころであり、まだちょっと日にちが少ないところです

けれども、１社についてもかなり大きな企業でござい

まして、その件は十分我々としては勢いがついていく

ものだというふうに認識しております。

○副議長（玉城義和君）　上里直司君。

○上里　直司君　企業誘致の効果じゃなくて特許基準

というのは、極めて限定的なものになっているはずで

す。それだと本当に特別自由貿易地域及び自由貿易地

域の企業が恩恵にあずかるのかというところが課題な

んだろうと。続いて私が質問したかったのは、やはり

ここは最初の原点にまた戻って引き続き政府と交渉す

べきなんではないかと。その特区の提案も含めてこれ

ではまだまだ足りないということの提案をし続けるべ

きだろうと考えているので、その辺についてのお考え

を聞かせてください。

○副議長（玉城義和君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　我々としてもその一

部特許ということで承りましたけれども、当初の申請

どおり特区申請、さらには物流の総合的なシステムで

すね。いろんな形で支援していけるような仕掛けを今

後とも検討していきたいというふうに思っています。

○副議長（玉城義和君）　上里直司君。

○上里　直司君　前議会でも知事に質問と提案をいた

しましたけれども、どうもこのカボタージュ規制の一

部緩和というのは、このカボタージュという言葉が与

えるイメージというのは日本全体のカボタージュを変

えるようなイメージがつく上に、そもそもその意味が

よくわからないと。さらに知事がどのように取り組も

うとしているのかというのは見えづらいと。ですか

ら、沖縄物流特区及び沖縄物流コスト軽減特区など

もっとわかりやすい事業またはその取り組みにして、

県は今こういうことに取り組んでいるんだということ

のもう少し県民にわかりやすい名前で取り組むべきだ

ろうというふうな指摘をいたしましたが、改めて提案

しますけれども、知事いかがでしょうか。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後５時10分休憩

　　　午後５時11分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員がよく知っておられて

御質問されているものと思いますが、確かにこのカボ

タージュ規制一つ前に進めるのに随分苦労して、今の

新政権になってようやく穴があいたといいますか前へ

進んだと。こういう中でちょっと慎重に進めなければ

いかんという環境もあります。ですが、基本的には自

由貿易地域であるとか、沖縄の産業振興とか物流コス

トの大幅な低減とかそういうことをやっぱり目的にし

ていますから、当然これから可能な限り拡大していく

方向で取り組んでいきますし、わかりやすい内容・名

称で県民に知っていただく、力をかしていただくとい

うのは必要だと考えております。

○副議長（玉城義和君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは少し先を飛ばしまして、那

覇港の管理運営についてお尋ねいたします。

　私は、これは続いて質問をする沖縄振興一括交付金

の問題も絡みますけれども、実は常勤副管理者として

の能力を有した人材が県内にはいないということで県

外からお招きをして座ってもらったと。確かに、この

意見も納得する部分もありますけれども、これから一

括交付金であるとか物流の問題だとかそういう問題に

県が取り組む、または沖縄県内で取り組むんだという

覚悟や姿勢を見せないといけないときに、もうお願い

をして連れてくるというそういう時代はそろそろ終え

なければならないし、やはりそれを県内の人材を育成

しながら座ってもらう、または担ってもらうという体

制が必要だろうかと思っているんですね。その意味で

は、知事も那覇港管理組合の議会でもそのことを述べ

られましたが、改めて次、またはその次も含めて常勤

副管理者及びその管理組合内の人員配置について、県

内でできるだけ調達または育成をするということをぜ
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ひ御検討していただきたいんですけれども、いかがで

しょうか。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後５時13分休憩

　　　午後５時14分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員が今おっしゃったよう

な方向で、特に次の約４年後を目指してまず県内から

副管理者たり得る人を選び、または４年しかありませ

んが養成してやっていけるようにしていきたいという

ふうに考えております。

○副議長（玉城義和君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは続いて質問をいたします

が、この沖縄振興一括交付金、随分思い切った提案だ

なというふうに――私も提案をしましたけれども――

よくそこまで覚悟をお決めになって提案されたなとい

うふうに考えています。といいますのも、私が最初に

その話をしたときに、直轄事業も含めてどうなんだと

いう話をしたら、直轄事業までというのはどうなんだ

ろうという知事からの御答弁があったわけなんです

ね。ただ、今回提案されたのは直轄事業も含めての一

括交付金という形であります。となると、当然その直

轄事業を担っている国の総合事務局及び総合事務局の

出先機関の仕事というものが当然減ってくるんだろう

なと。これは強いて一括交付金と国の出先機関のあり

方というのは必ずしもリンクするものではありませ

ん。ただ、その流れからいくと県の国から寄せられる

振興予算の部分は県が責任を持つと。または県がある

程度予算の配分も含めてやっていくということになっ

ていけば、私は総合事務局の役割というものはかなり

縮小されたものになるだろうと思っているんです。

　そこで、知事に今すぐに総合事務局はもう要らない

んじゃないですかということをお尋ねするつもりはあ

りません。ただ、この国の出先機関の見直しというの

は今どんどんどんどん進んでいます。中にいる方に聞

いてみますと、県がどういう考え方を持っているのか

というところから、その出先機関の見直しを進めると

いう話もされております。ここは内輪の話だと思いま

すので。という意味においては、この出先機関、もち

ろんすべてなくして人だけ来て、それにかかわる予算

またはその権限というものがどうなるのかということ

を全く無視して進めるということはこれは乱暴な話で

すので、人の予算または権限の移譲、そういうものが

ある程度環境を整えられるというような見解を皆さん

ぜひ検討していただいて、このことを検討するという

国から照会を受けたとか、国から打診を受けたときに

答えられる準備をぜひつくっていただきたいというこ

とをお願いしたいんですけれども、県知事どうでしょ

うか。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後５時17分休憩

　　　午後５時17分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　確かにお国の組織について

県が実は直接あれやこれや言うというのはなかなか難

しい面もありますし、ちょっと表現はあれですが、現

実に人が働いていますから国家公務員として。いろい

ろ経過的な措置とかいろんな配慮が十分なされること

を前提に、確かにもう40年たちますと時代が大分たっ

てきて、それぞれの出先機関の使命――いろいろよく

やってくれたんですが――とか役割がおおよそ終わり

に近づきつつあるのも結構あると思います。ですか

ら、そういう意味では今の政権に期待している地域主

権であるとか一括交付金とか、そういう意味で沖縄県

が一皮も二皮も脱皮して、自立度を強烈に高めていく

時代に差しかかりつつあるなという気もします。た

だ、これは無論広い範囲に関係しますので、県議会の

議員のいろんな御指導等御意見もいただきながら進め

るべきことだと思いますが、ただそういう時期に来つ

つあるという感じは強く持っております。

○副議長（玉城義和君）　上里直司君。

○上里　直司君　もちろん他の行政機関ですから、な

かなかそれについて県知事が明快に答えるというのは

難しい話だとは思っているんですけれども、いずれに

いたしましても恐らくその機関を整理縮小、または廃

止をということになれば当然知事のお考えをお聞きに

なると思うんですね、政府は。ですから、それは全く

ないという話じゃなくてかなり実現というか、かなり

そういう方向にいくだろうということでありますの

で、ぜひそのことは念頭に入れていていただきたいと

思っております。

　それでは図書館について再質問させていただきま

す。

　比嘉教育委員長にお話を聞いたのは、企業経営の中

で随分私は情報というものに触れていらっしゃる方だ

と評価をしてお聞きをいたしました。

　なぜこの図書館というものが幅広く根づかないんだ

ろうというふうに今私自身も思っているんですけれど

も、１つは情報という考え方、個々の図書館というも

のが情報を整理する機関なんだということをとらえれ
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ば、ただ本を貸し借りする場所ではなくて情報を入手

し整理をして、本当に必要な情報を手に入れる場所な

んだというふうにとらえるべきなんだろうと思ってい

るんですね。

　そこでお伺いいたしますけれども、企業にとっての

情報入手のあり方、そのためにどれだけお金を使うの

か、どれだけ苦労するのか、そのことについてお聞か

せいただけますか。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後５時20分休憩

　　　午後５時21分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　教育委員会委員長。

○教育委員会委員長（比嘉梨香さん）　上里議員おっ

しゃいますように、企業にとっても情報の入手という

のは大変重要なことでありますし、その方法はイン

ターネットの時代になってもなかなか難しいものがあ

ると思います。それは１つには、やはりインターネッ

トは最新の情報はすぐ手に入りますけれども、例えば

過去にさかのぼっていったものの情報がとりにくかっ

たりとか、あるいは表面的なことではなくて報告的な

ものであったり、技術的なものであったりというもの

の内容を入手しようとしますと、これはやはりお金が

かかるものでございます。ですから、そのデータベー

スにアクセスし、それからそれを入手するということ

は確かにビジネスの世界においては大変ではございま

す。よろしいでしょうか。

○副議長（玉城義和君）　上里直司君。

○上里　直司君　企業社会が情報を入手するときはこ

れだけお金がかかる。しかし市民がその情報を入手し

ようとすれば、それは企業と同じようにかけられない

わけなんですよ。だから図書館があって、情報を提供

する。そういう施設が市民社会にとって必要な施設な

んですね。それは教育施設においても例えば学校の図

書館においても同じようなことなんです。だから学校

図書館の司書というものは重要なんです。そういう意

味で企業経営も経験されている比嘉委員長のような方

がもう少し情報入手、または市民社会における生涯学

習における情報入手のあり方についてもっともっと発

言をしていただきたいということを要望いたしまし

て、質問を終わります。

○副議長（玉城義和君）　新垣清涼君。

　　　〔新垣清涼君登壇〕

○新垣　清涼君　こんにちは。

　社大・結の会、新垣清涼、一般質問を行います。

　あと少しですので、おつき合いよろしくお願いしま

す。

　まず最初に、知事の政治姿勢についてお伺いしま

す。

　鳩山前総理は、普天間基地の移設は国外、「最低で

も県外」と県民に約束をしながら、アメリカの圧力と

官僚たちの反撃に負け辺野古への移設に戻ってしまい

ました。なぜ国外・県外移設がだめで、だれとどのよ

うな交渉をしたのかなど、県民に対し説明もないまま

無責任にも総理大臣をやめてしまいました。総理大臣

をやめればその責任が問われないのでしょうか。許さ

れないことです。「最低でも県外」と言ったのだか

ら、最後まで問題解決に取り組むべきであり、そうで

なければ移設先を決め切れないから総理をやめますと

言ってやめるべきだったんだと思います。今回の場

合、総理をやめるだけではなく衆議院議員もやめるべ

きだと私は思います。その責任はやめたからといって

決して消えるわけではありません。

　元名護市長の比嘉市長もそうでした。名護市民や県

民の願いを裏切る名護市への移設受け入れを表明し市

長をやめました。市民に対する裏切り行為をしたので

す。このようなやり方を私たちは決して許すことな

く、いつまでも忘れないし、また消えることもないで

しょう。

　そこで伺います。

　鳩山前政権は、普天間基地の移設は「最低でも県

外」の公約が守れず、県民の期待を裏切る県内移設に

戻りました。知事の見解を伺います。

　菅新総理は、鳩山前政権が決めたことを踏襲するの

だから、自分には責任がないかのごとく県民への基地

負担を押しつけ続けようとしています。御自身が副総

理を務めていたときに内閣の一員として署名もしたは

ずです。同罪だと思います。

　そこで伺います。

　菅政権は、県民の願いを裏切った鳩山前政権の施策

を踏襲するとのことです。知事は、菅総理と２度お会

いになっていると思いますが、会見で何を求められ、

そしてどのような約束が交わされたのか伺います。

　９万人余の県民が集まり、大会が終わってもなお会

場に向かう車で58号は渋滞をしていた県民大会。大会

に参加できない人は黄色のカラーでその意思を示す、

そんな取り組みがありました。

　４・25県民大会の県民の願いを実現するために、知

事として今後どのような取り組みをなさるのか伺いま

す。

　次に、基地問題についてです。

　米軍基地普天間飛行場について。
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　知事は、３年をめどに普天間基地の危険性除去に取

り組むと約束されました。普天間基地の危険性は取り

除かれることなくさらに高まるばかりです。一体いつ

になったら私たち宜野湾市民は静かな日々、安全で安

心した生活ができるのでしょうか。昨夜も10時20分ご

ろヘリが飛び、そして11時近くまでそのヘリの音が鳴

り響いておりました。

　そこで伺います。

　知事公約である３年めどの危険性の除去について、

具体的にどのような取り組みをされたか伺います。

　イ、普天間基地の現状について知事の認識を伺いま

す。

　ウ、自公政権から民主党連立政権にかわった今日ま

での政府方針について、知事の御見解を伺います。

　去る４月７日に米軍基地関係特別委員会で、「米軍

車両によるひき逃げ事件に関する意見書」及び「抗議

決議」の要請行動の日でありますが、在日米軍沖縄調

整事務所長のケビン・Ｒ・ビショップ大佐は、県民人

口に対する軍人・軍属の割合から事件・事故の割合な

どを示し、大したことではないと言っているのではな

いと断りながら、ゼロにすることは難しいとか、抗議

決議に書いてある要請事項は既に行われているもので

あると発言して、皆さんがやっているのは無駄なこと

ではないかというような態度に私は受け取りました。

　そこで伺います。

　軍人・軍属の事件・事故の発生状況について、この

状況についてはビショップ大佐も、最近ふえていると

いう発言をされておりましたので、また資料もいただ

きましたからよろしいんですが、その在日米軍沖縄調

整事務所長ケビン・Ｒ・ビショップ大佐の発言につい

て伺います。どういうふうにお感じになっているの

か。

　次に、平成21年10月に沖縄県軍用地転用促進・基地

問題協議会から、「基地から派生する諸問題の解決促

進に関する要請」がなされ、政府から回答が来ている

と思います。そのことについて知事の御見解と今後の

取り組みを伺います。

　３番目に、観光行政についてであります。

　今年度の観光入域客数の目標は何人でしょうか。そ

の経済効果の予測はどうなっていますか。目標達成の

ためにどのような取り組みがなされていますか。国内

向けあるいは外国向けの取り組みがありましたら示し

てください。

　次に、沖縄観光の魅力を高める取り組みについて伺

います。

　県が取り組んでいらっしゃること、そしてまた県民

が努力をすることなど、そういう分けての項目があり

ましたらお示しいただきたいと思います。

　次に、国際線ターミナル施設及び観光案内などの施

設の充実整備について伺います。

　観光案内や宿泊施設、飲食店における多国言語によ

る食文化の紹介などソフト面の充実が求められている

と思いますが、そういった取り組みはどうなっていま

すか。

　亜熱帯地域の沖縄はよく草木が伸びます。観光立県

として道路沿いの雑草はとても気になります。去る20

日の日曜日には、私たち地域で草刈り作業をしたので

すが、両側のバス停を中心として前後100メートルぐ

らいしかできませんでした。

　そこで、県として、道路沿いの清掃（雑草の処理）

についてどのような方針で取り組まれているのか、お

示しいただきたいと思います。

　次に、４番目に、環境行政について伺います。

　生物多様性条約締約国会議について伺います。

　本年10月、名古屋市で同条約第10回締約国会議が開

催されるようですが、どのような会議なのでしょう

か。

　そして、その会議の趣旨に沿った県の取り組みにつ

いて伺います。

　次に、泡瀬沖合埋立事業を現行計画で実施した場

合、県内の貴重度別による何種類の生物に影響が出て

くるのかお示しいただきたいと思います。

　鰯番目、東村の「ノグチゲラ保護条例」についてで

ありますが、村は条例制定をされたようです。県はど

のようなかかわりをされたのか。これからまたどうい

う支援をされるのかお伺いします。

　允番目に、サンゴの保護育成についてであります

が、「海―その望ましい未来」は沖縄海洋博のテーマ

でした。国内では沖縄県周辺海域がサンゴ礁の宝庫だ

と思います。近年、異常気象などの影響でサンゴの白

化現象が起こり、それについても研究がなされている

ようですが、サンゴ礁を守り育てるために国あるいは

県はどのような取り組みをしていますか。

　イ、宜野湾市の西海岸地区にサンゴ礁園の研究計画

（案）が民間団体から何度か出されていると思います

が、その概要と県の対応を伺います。

　ウ、サンゴ礁を守るための今後の課題と取り組みを

伺います。

　次に、労働行政についてでありますが、知事公約で

ある失業率の改善が目標になかなか達しておりませ

ん。原因は何でしょうか。「みんなでグッジョブ運

動」という取り組みをされているようですが、そのイ
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ベントだけで終わってしまっているのではないか気に

なっております。

　次に、県と沖縄県信用保証協会との関係についてで

ありますが、今回、副知事をおやめになった方が理事

長になられるとのことです。人事権は県にあるんで

しょうか、お尋ねをいたします。

　あとの項目については取り下げます。

　答弁によってまた再質問をさせていただきます。

○副議長（玉城義和君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣清涼議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、鳩山政権が公

約を守らなかったこと及び今後の取り組みについてと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。これは１の

茨と鰯が極めて関連いたしておりますので一括して答

弁させていただきます。

　今回の日米共同発表は、県外移設の実現に期待する

県民の声がますます高まっている中で唐突に行われた

ものであり、県民の間に大きな失望を招いておりま

す。県といたしましても、地元の了解を経ずにこのよ

うな移設案が決定されたことはまことに遺憾であり、

受け入れることは極めて厳しいと言わざるを得ませ

ん。

　県といたしましては、政府が県外移設をどこまで真

剣に検討したのか、そして、どのような経緯で移設先

を辺野古とする日米合意に至ったのか、合理的な説明

を行うべきであると考えております。

　同じく政治姿勢の中で、菅総理との面談に関する御

質問にお答えいたします。

　去る６月15日及び23日の菅総理との面談におきまし

ては、菅総理から、日米共同発表を踏まえつつ、沖縄

の基地負担の軽減に取り組みたいとの趣旨の発言がご

ざいました。私からは、今回の日米共同発表はまこと

に遺憾であり、名護市辺野古への移設は極めて厳しい

旨申し上げたところでございます。あわせて、事件・

事故の発生状況など基地負担の現状を御説明し、大幅

な軽減が必要であることを申し上げたところでありま

す。このような県の考えは総理に十分に伝わったもの

と考えております。

　次に、基地問題に係る御質問の中で、自公政権から

民主党連立政権までの政府方針についてという御質問

にお答えいたします。

　普天間飛行場移設問題につきまして、政府は、地元

名護市や宜野座村との基本合意を経て、平成18年５月

の米軍再編最終報告に基づき環境影響評価手続を進め

てきたことから、県といたしましては、県内移設もや

むを得ないものと考え、これまで対応してきたところ

でございます。

　こうした中、昨年９月の政権交代を機に、県内では

県外移設の実現を期待する県民の声が非常に高まりま

した。加えて、名護市長選挙の結果、県議会の意見書

の議決、そして県民大会の開催などの諸状況を踏まえ

ますと、現時点においては名護市辺野古への移設案を

受け入れることは極めて厳しいというのが私の考えで

ございます。

　次に、観光行政についての御質問で、沖縄観光の魅

力を高める取り組みについてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　沖縄の美しいサンゴ礁の海や貴重な動植物、そして

琉球舞踊などの伝統芸能や食文化、首里城を初めとす

る世界遺産などは世界的にも高く評価されておりま

す。ホスピタリティーあふれる県民性とあわせて沖縄

観光の大きな魅力となっております。

　沖縄県では、こうした沖縄の魅力をさらに高めるた

め、ことし新たに「全国エイサー大会」を開催するほ

か、新たなスポーツイベントの発掘や世界遺産を生か

した文化イベントなどの創出に取り組んでまいりたい

と考えております。また、観光情報サイト「おきなわ

物語」を活用した多言語による情報発信や、国内外の

マスメディアを活用し沖縄の魅力発信に努めてまいり

ます。さらに、空港、港湾、道路などの観光基盤イン

フラの整備や多言語案内標識の整備に取り組みますと

ともに、多様なニーズに対応する観光人材の育成な

ど、受け入れ体制の強化を図っているところでござい

ます。

　次に、環境行政に係る御質問で、生物多様性条約締

約国会議及び県の取り組みについてという御質問にお

答えいたしますが、４の茨のアと４の茨のイは関連い

たしておりますので一括して答弁させていただきま

す。

　今回の生物多様性条約締約国会議は、2002年のＣＯ

Ｐ６で採択された、締約国は現在の生物多様性の損失

速度を2010年までに顕著に減少させるという「2010年

目標」の達成状況の検証や、新たな目標設定に関する

会合が予定されております。

　沖縄県におきましては、こうした生物多様性に関す

る内外の動向を踏まえ、今年度より沖縄県の生物多様

性を保全し利活用を図るための行動計画等を定める

「生物多様性地域戦略」の策定に取り組みを開始した

ところでございます。地域戦略の策定に当たりまして

は、多様な主体の参画や連携を通して生物多様性の恵
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みを持続的に享受できる自然と共生する社会の実現を

目指していきたいと考えているところでございます。

　次に、労働行政に係る御質問の中で、完全失業率の

改善が目標に達していない原因いかんという御趣旨の

御質問にお答えいたします。

　沖縄県の雇用の課題は、雇用の場の不足、そして求

人と求職のミスマッチ、若年者の就業意識の低さなど

が挙げられております。これまでその解決に向け企業

誘致や産業振興による雇用の場の創出などさまざまな

雇用対策に取り組んでまいりました。その結果、就業

者はここ３年で２万人増加し、相当の効果は出ている

と思いますが、世界的不況の影響を受け、企業の求人

意欲の回復がおくれていることもありまして、完全失

業率の大幅な改善に至ってはおりません。また、これ

まで家事に従事していた非労働力人口の人たちが職を

求めたことから、労働力人口が大幅に増加したことな

ど、これらも要因となっております。

　完全失業率の全国並みの達成は無論簡単ではありま

せんが、今後とも雇用再生特別基金を活用するなど全

県的に雇用の場の創出を図り、雇用情勢の改善及び公

約の実現に向けて全力で取り組んでまいる所存でござ

います。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○副議長（玉城義和君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題につきまし

て、危険性除去の取り組みについての御質問にお答え

いたします。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、あら

ゆる方策を検討し具体的な方法を示すよう政府に求め

てまいりました。このような県の主張に対し政府は、

平成19年８月に「普天間飛行場に係る場周経路の再検

討及び更なる可能な安全対策についての検討に関する

報告書」を発表し、昨年５月21日までに報告書に記載

された諸施策をすべて実施したとのことであります。

また、平成20年７月末には、さらなる危険性除去策を

検討する実務者レベルのワーキングチームが設置さ

れ、政府と率直な意見交換を重ねてまいりました。さ

らに、今年度は普天間飛行場の場周経路等の客観的

データを把握・評価するため、普天間飛行場の継続的

な飛行航跡調査が開始されております。

　また、県は、総理を初め各大臣との面談など機会あ

るごとに普天間飛行場の一日も早い危険性の除去を求

めており、去る５月23日の鳩山前総理との面談におい

ては、前総理から「普天間飛行場の危険性の除去につ

いては、返還までの間、できる限りの措置を講じてい

きたいと思っており、今後ともしっかり取り組んで参

りたい」との発言がありました。

　県としましては、新内閣におきましても引き続き積

極的にこの問題の解決に取り組んでいただけるものと

考えております。

　次に、普天間基地の現状認識についてとの御質問に

お答えいたします。

　普天間飛行場では、ヘリコプターによる住宅地上空

における低空飛行や固定翼機の飛行訓練などにより周

辺地域に騒音が激しい状況が続いております。県が

行っております航空機騒音測定結果によりますと、平

成20年度におきまして９測定局中３局で環境基準値を

超える騒音が発生しております。

　また、普天間飛行場の騒音につきましては、周辺住

民から提訴された一審判決におきまして騒音被害を認

定する司法の判断が示されるなど、周辺住民に深刻な

影響を与えております。さらに、平成16年の沖縄国際

大学への米軍ヘリ墜落事故は、県民に大きな不安を与

えたものであります。

　県としましては、普天間飛行場につきましては依然

として危険な状況が続いているものと認識しておりま

す。

　次に、事件・事故発生状況と在日米軍沖縄調整事務

所長の発言につきましてお答えをいたします。

　平成22年１月から５月末までの米軍構成員等による

犯罪検挙状況は、沖縄県警察本部の資料によりますと

27件、31人となっており、昨年の同時期と比較します

と件数で10件、人数で16人増加しております。

　在日米軍沖縄調整事務所長の事件・事故をゼロにす

ることは難しいとの趣旨の発言につきましては、報道

等で承知しておりますが、もしそのような趣旨であれ

ば、沖縄の基地問題の現状や県民感情に対する配慮を

欠くものと考えております。

　次に、軍転協要請に対する政府の回答につきまして

お答えいたします。

　県は、これまで軍転協とともに米軍基地等に起因す

る諸問題を解決するため、日米両政府及び米軍等に対

し累次にわたる要請を行ってまいりました。これに対

し政府から、去る５月31日付文書で、平成21年10月に

軍転協として要請した事項に対する回答が示されたと

ころであります。現在、軍転協会員市町村と連携し、

回答内容等について精査をしているところであり、県

としましては、その結果を踏まえ適切に対応してまい

りたいと考えております。

　以上でございます。
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○副議長（玉城義和君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光行政についての

中で、今年度の観光入域客の目標と取り組みについて

の御質問にお答えします。

　沖縄県では、本年度の「ビジットおきなわ計画」に

おいて、入域観光客数の目標値を600万人、そのうち

外国人観光客数を30万人、観光客１人当たりの県内消

費額を７万3000円、観光収入を4380億円と設定しまし

た。目標達成に向けては、外国人観光客の誘致、付加

価値の高い旅行の促進、新規市場の開拓、受け入れ体

制強化による満足度の向上を誘客戦略として位置づけ

ています。

　具体的には、中国を初めとするアジア各国や欧米・

ロシアなど新規市場の開拓を強化し、外国人観光客の

大幅な増加を図っていきたいと考えております。ま

た、国内においては、修学旅行やリゾートウエディン

グ、ＭＩＣＥなどの付加価値の高い旅行の促進に加

え、「全国エイサー大会」など魅力ある新規イベント

の開催などを通じてプロモーション活動を積極的に展

開し、目標の実現を図ってまいりたいと考えておりま

す。

　同じく観光行政について、観光施設等におけるソフ

ト面の充実についての御質問にお答えします。

　沖縄県では、外国人観光客の受け入れ体制の整備の

ため、那覇空港観光案内所での外国語対応や観光施設

の従業員等を対象としたセミナーの開催、各観光関連

施設への外客受け入れアドバイザーの派遣などを行っ

ております。また、市街地などにおける多言語の観光

案内板の設置や観光案内パンフレットの作成などを

行っております。さらに、今年度はＩＴを活用した外

国人観光客への情報提供やコールセンターによるサ

ポート等を行うモデル事業などを実施するなど、外国

人観光客の利便性向上に努めてまいりたいと考えてお

ります。

　次に、県と沖縄県信用保証協会との関係についての

御質問にお答えしたいと思います。

　沖縄県信用保証協会は、信用力の低い中小企業者に

対し適切な信用を与えることによって金融機関からの

資金調達の円滑化を図ることを目的として、信用保証

協会法に基づき設立された特殊法人であり、中小企業

が金融機関から融資を受ける際の債務保証を主たる業

務としております。

　沖縄県は、この目的に沿い、中小企業者への信用の

付与が積極的に推進されるよう、信用保証協会の財政

基盤強化のため出捐を行うとともに、運営面での指導

等を行っております。

　沖縄県信用保証協会の役員については、協会の経営

基盤が県に大きく依存しており、また、協会の業務が

県の中小企業施策に密接な関係があることから、知事

が信用保証協会の定款に基づき任命することとなって

おります。

　以上でございます。

○副議長（玉城義和君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　観光行政についての御質

問の中で、国際線ターミナル施設の充実整備について

お答えいたします。

　現状の国際線旅客ターミナルビルは、施設が狭隘で

老朽化が進み、またボーディングブリッジが設置され

ていないなど、利便性の低さが指摘されております。

このため、現在、那覇空港ビルディング株式会社にお

いて、国の「那覇空港ターミナル地域整備基本計画」

に基づき、新施設の整備に向けた作業が進められてお

ります。

　同社の計画によりますと、今年度中に基本設計を実

施し、次年度以降の３年間で実施設計及び建設工事を

行った後に供用を開始する予定となっております。

　県としましては、同社及び国等の関係機関と緊密に

連携して、施設整備の早期化を図るとともに、国際線

ターミナルビルの利便性及び国際交流拠点としての機

能の向上、アジアゲートウエイとしてふさわしい国際

競争力のある施設の整備に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○副議長（玉城義和君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　観光行政についての

御質問で、道路沿いの雑草の処理についてお答えいた

します。

　道路管理の目的は、道路を常に良好な状態に維持す

ることにより、安全、円滑で快適な交通を確保するこ

とであります。しかしながら、現状は厳しい財政事情

のため維持管理に要する予算が少なく、十分な管理が

行き届かない状況にあります。

　今後は、維持管理負担の少ない道路構造の工夫、道

路利用状況に応じた効果的な管理、さらに道路ボラン

ティア団体の協力も得ながら適正な道路管理に努めて

いきたいと考えております。

　次に、環境行政についての御質問で、泡瀬地区埋立

事業を現行計画で実施した場合の生物への影響につい

てお答えいたします。

　平成11年度から平成17年度までの泡瀬地区埋立事業
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実施区域における調査において、「レッドデータおき

なわ」のカテゴリー区分による絶滅危惧Ⅰ類が２種、

絶滅危惧ⅠＢ類が８種、絶滅危惧Ⅱ類が15種、準絶滅

危惧が32種などが確認されております。これらの種は

埋立予定地外においても確認され、その生育・生息環

境が広く分布しており、また、必要に応じて適切な保

全措置を講じることから、これらの種への影響は少な

いものと考えられます。

　なお、本事業の実施に当たっては、環境監視委員会

及び環境保全・創造検討委員会の指導助言を受けなが

ら、植物・動物等の環境監視調査を実施し、必要な保

全措置を講じております。

　環境行政についての御質問で、宜野湾市西海岸地区

のサンゴ礁園計画についてお答えいたします。

　平成20年４月に民間団体から、海洋生物の飼育実証

実験のためサンゴ礁を掘削した人工池とそれを囲むさ

くの設置のための水域専用許可申請書が提出されまし

た。当該水域は宜野湾トロピカルビーチに隣接してお

り、水上バイク等がさくに衝突する危険性があるこ

と、また、設置する人工池掘削のために使用する重機

で踏みつぶされるサンゴ礁の原状回復は困難と考えら

れることから、平成20年５月に当該申請を不許可とし

たものであります。同年５月、当該不許可処分につい

ての苦情申立書が行政オンブズマンに提出されました

が、調査の結果、「当該申請が不許可となったことは

やむを得ないものと判断する」旨の意見が、同年８月

に当該民間団体あてに通知されております。

　以上でございます。

○副議長（玉城義和君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　環境行政についての

御質問で、東村のノグチゲラ保護条例制定と県の支援

についてお答えいたします。

　東村においては、ノグチゲラの保護地区を指定し立

ち入りを禁止するなどの条文を盛り込んだ「東村ノグ

チゲラ保護条例」を去る６月18日から施行しておりま

す。ノグチゲラは沖縄島北部の固有種であり、個体数

が少ないことから、国においては「絶滅のおそれのあ

る野生動植物の種の保存に関する法律」に基づき、国

内希少野生動植物種に指定し、保護増殖事業を進めて

おります。

　県としては、東村の取り組みに対し、ノグチゲラの

生息状況に関する情報の提供及び沖縄県鳥獣保護員に

よる現場での監視パトロールや指導助言など、技術的

な支援を行っていきたいと考えております。

　同じく環境行政に関連して、サンゴの保護育成に対

する国・県の取り組みについてお答えいたします。

　沖縄県の豊かな自然環境の基盤となるサンゴ礁は、

近年、高水温による白化現象、オニヒトデによるサン

ゴの食害、赤土など陸域からの環境負荷によりサンゴ

の被度が減少している状況にあります。

　このようなことから、国においては、西表石垣国立

公園内の石西礁湖を対象に、自然再生推進法に基づき

「自然再生マスタープラン」を策定し、サンゴ礁の修

復事業などを実施しております。

　沖縄県におきましては、平成21年度から平成23年度

にかけて離島を含めたサンゴ礁の全県調査を実施して

おり、その中でオニヒトデ駆除事業やサンゴ礁の保

全・再生等の方策を検討しているところであります。

　次に、サンゴ礁を守るための今後の課題と取り組み

についてお答えいたします。

　サンゴ礁の保全と持続的な利活用を図るためには、

地域の多様な主体の参加・連携のもとで一体的な取り

組みを行っていくことが課題となっております。その

ため、官民協働の「沖縄県サンゴ礁保全推進協議会」

を中心とする取り組み体制の強化を図るとともに、Ｎ

ＰＯや地域団体によるサンゴ礁保全活動への支援策の

充実強化に努めることとしております。また、陸域を

含めた沿岸域の総合的な管理の観点から、「沖縄県サ

ンゴ礁保全・再生・活用計画（仮称）」を策定し、効

果的なサンゴ礁の保全・再生に取り組んでいく考えで

あります。

　以上であります。

○副議長（玉城義和君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　公室長、普天間の危険性の除去のた

めにいろいろ政府は取り組みをしているということで

ありますけれども、一向によくなってないわけですよ

ね。そういう意味で、返還されるまで、あるいは閉鎖

――私たちは即時の閉鎖・返還を求めているわけです

けれども――されるまでにこの危険性の除去というの

を、政府は本当に何をすれば危険性が取り除かれると

いうふうに考えていらっしゃるのか。そういう答弁は

あったのかどうか、お伺いします。

○副議長（玉城義和君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　休憩してください。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後６時５分休憩

　　　午後６時６分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　お答えいたします。

　先ほど答弁申し上げましたけれども、政府は平成19
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年８月に「普天間飛行場に係る場周経路の再検討及び

更なる可能な安全対策についての検討に関する報告

書」というのを出しておりまして、場周経路の見直し

でありますとか、あるいは航空保安灯の設置でありま

すとか、幾つかの対策をそこで示しまして、昨年５月

21日までに報告書に記載された施策につきましては、

既に実施したというふうに言っておるわけでございま

す。

○副議長（玉城義和君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　御承知だと思うんですが、現場は宜

野湾市のど真ん中にあって、場周経路をどんなに変え

ても危険性は変わらないんですよ。だから、先ほどの

軍転協ですか、回答に対して宜野湾市からさらに追加

で政府に回答を求めるということで届いていると思う

んですが、３ページの１の芋の１に、同飛行場の返還

までの間においても早急に同飛行場の危険性除去を進

めていかなければならないと認識していますという回

答があるわけですが、本当に現場は、周りはみんな住

宅地なものですから、どこから飛んでいっても、本当

にそこに網をかけない限り危険性は取り除くことがで

きないんですよ。そういう意味で、この基地はやはり

閉鎖を早目にすることが求められていると思うんです

が、知事、御見解をお願いします。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後６時８分休憩

　　　午後６時９分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まさにおっしゃるように、

いろんな手段を講じたとしても、周辺がみんな民家で

あったり、学校もたくさんありますし、ですから早期

の一日も早い危険性の除去、そして早期返還というの

に尽きると思います。

○副議長（玉城義和君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　それで知事、先ほど県民は政府のこ

の方針転換といいますか、そのことについて失望して

いるという知事からの答弁がありました。この失望を

やはりまた希望に変えていくために、知事は先頭に

立って何らかの行動を起こさないといけないと思うん

ですが、何を次になさるんでしょうか。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後６時10分休憩

　　　午後６時11分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　普天間飛行場につきまして

は、危険性の除去というのが最も重要な課題、喫緊の

課題ということで、先ほど申し上げましたように、実

は私もそのワーキンググループのメンバーでやってき

ました。おっしゃるようななかなか効果は出なかった

ということもあったかもしれませんけれども、最終的

には訓練の移転をどうするかというところまで実は議

論は及ぼうとしていたんですけれども、政権がかわり

まして、その後、開かれなくなったということもあり

ます。

　ただ、これから菅政権のもとで、先ほど知事から話

がありましたけれども、とにかく危険性除去に向けて

あらゆる取り組みをやるということを言われています

し、これから官邸へのそういう普天間の危険性除去の

ための検討チームもつくりまして、これから各関係省

庁入ったいろんな検討が始まってくるのではないかと

いうふうに思っております。

○副議長（玉城義和君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　普天間の海兵隊は年間のうち大体半

年ぐらいは外国で訓練をしていますよね。ですから、

その訓練でずっと外国に行っておけばいいんですよ。

そういうことをぜひ求めてください。そうすれば普天

間の基地は音もなく、ある意味で機能停止といいます

か、閉鎖状態が続くだろうと予想されます。ぜひそう

いった取り組みをしていただきたいなと思います。ど

うでしょう。

○副議長（玉城義和君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　普天間のオペレーションと

いうのが、当然いろんな情勢、国際情勢によっても変

わってきますけれども、これからどういう形で日米の

同盟のあり方を含めて大きなそういう枠組みの中で当

然、沖縄の普天間を含めた基地負担の軽減に向けた具

体的プロセスを始動させるよう、我々は国に働きかけ

ていきたいというふうに考えております。

○副議長（玉城義和君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　米軍のそういう戦略だとか、日本政

府との関係だとか、それは向こう側の話であって、私

たちは毎日この飛行場からの爆音に悩まされながら宜

野湾市民は生活しているわけです。恐怖におびえなが

ら生活しているわけです。そういう意味では毎日毎日

私たちはそれを訴え続けなければならないんです。

　今、先ほども司法の、周辺住民が裁判を起こして、

差しとめはできなかったけれども違法状態であるとい

うことは示しているわけですよ。そして、現在でも私

たちは爆音訴訟団を中心に、火曜日と水曜日の朝、米

軍に対して抗議を英文字を書きながら、そういった行

動をとっているわけです。ですから、県もやはり知
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事、この間からずっと政府の説明をしかと聞かなけれ

ば次の行動がとれないようなことをおっしゃっていま

すけれども、そうじゃなくて、普天間はずっと危険な

状態が毎日毎日続いているわけです。そういう意味で

はやはりその危険性を取り除くための訴えを、もう移

すとか移さないとかそれはアメリカと日本の政府の問

題ですから、私たち県民の代表として知事は、市民を

守るために、県民を守るために、この危険性を取り除

くために何とかしてくれよということをやはり最大

限、声を出していただきたいと思うんです。よろしく

お願いします。どうでしょうか。

○副議長（玉城義和君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩してくださ

い。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後６時16分休憩

　　　午後６時16分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員からの御下命もありま

すけれども、日々の危険性の除去に早急に政府もいろ

んな知恵を出し、そして我々もいろんな要求をして危

険性の除去に努めてまいりたいと考えております。

○副議長（玉城義和君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　ぜひ日々そういう取り組みをしてい

ただくように要望いたします。

　次に、ＣＯＰ10の会議についてですけれども、先ほ

ど地域戦略を策定されるということですけれども、こ

れについて、やはり地域戦略というのは地元の野生動

植物の保全や外来種対策、そういった中長期的な計画

が必要だと言われています。私は、沖縄観光の魅力づ

くりは、やはり私たちそこに住んでいる人、あるいは

動植物を初め自然を大事にすることだと思っているん

です。そういう意味ではやはりこの沖縄周辺にしかな

いサンゴ礁も大事にしていかなければならないだろう

と。そういう取り組みをぜひしていただきたいと思う

んですが、どうでしょうか。

○副議長（玉城義和君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　お答えします。

　提案のとおり、まさに生物多様性年でありますこと

し、そういったこともありまして、先ほども少し触れ

ましたけれども、特にサンゴ礁については平成21年か

ら３年間かけて、まさに全県調査をしております。そ

ういったものも踏まえまして、今後どのような形でこ

れを再生・保全していくかというのを今後、計画の中

でしっかり位置づけていきたいと考えております。

○副議長（玉城義和君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　前々回でしたか、ダイビング大会

も、ダイビングに向けても沖縄の海がこれだけすばら

しいというアピールをしているわけですから、ですか

らそういった意味でもしっかりと取り組みをしていた

だきたいと思います。

　それから雑草の処理の件なんですが、県はいろいろ

地域ボランティアに対する補助金を出されたりされて

いますね。その要件が地域にとっては非常に窮屈な要

件になっていはしないかなと。もっと本当に少人数の

人たちでも、あるいは距離が短くても取り組めるよう

に、少しやわらかくしていただいて、そして多くの県

民がそういったものに取り組めるようにしたらどうか

なと思うんですが、どうでしょうか。

○副議長（玉城義和君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　道路関係のボラン

ティア団体につきましては、おかげさまで県内で225

団体が参加しておりまして、そして人数にしますと約

5000名が参加しております。これの団体になる要件に

つきましては、特段明記はされておりませんので、ぜ

ひ近くの土木事務所なりに相談をしていただければ、

参加していただく方については大歓迎でございますの

で、その方向でまた皆さんの御協力をお願いしたいと

思います。

　以上でございます。

○新垣　清涼君　ちょっと休憩してください。

○副議長（玉城義和君）　休憩いたします。

　　　午後６時20分休憩

　　　午後６時20分再開

○副議長（玉城義和君）　再開いたします。

　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　それでは、今、清掃すると、要する

に不要木だとか草をいろいろ加工というのか、処理す

るために肥料に変えたり、そういった取り組みをして

いる会社もありますよね。そういったものともいろい

ろ組み合わせるとか、あるいは年にこの道路は２回だ

とか、皆さん業者に委託してされていると思うんです

が、そこを年２回の予算でもう年間契約して委託して

しまうと。そうすると草は１メートルも伸びてからだ

と非常に刈りにくいんです、機械を使っても。ところ

が、30センチぐらいだとやりやすいんですよ。そうす

ると、この会社に１年間の契約をしてしまえば、会社

は伸びないうちにさっささっさと刈って仕事もしやす

いし片づけもしやすいので、そういう取り組みができ

ると思うんです。今、１メートルぐらい伸びてからや

ると、非常に手間暇かかるものだから、ある意味で高
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額になっているんじゃないかなと思うんですね。その

辺の取り組みをぜひ考えて、いろいろ相談をして、観

光立県としていつもきれいな道路の状態が保てるよう

に取り組んでいただきたいと思います。

　ありがとうございました。

○副議長（玉城義和君）　以上で本日の一般質問及び

議案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明30日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後６時22分散会
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　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ２ 回

（第 ６ 号）
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議　　事　　日　　程　第６号

平成22年６月30日（水曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案、乙第１号議案及び乙第４号議案から乙第16号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案、乙第１号議案及び乙第４号議案から乙第16号議案まで

甲第１号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県立青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第９号議案　工事請負契約について

乙第10号議案　指定管理者の指定について

乙第11号議案　沖縄県人事委員会委員の選任について

乙第12号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第13号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

乙第14号議案　沖縄県公害審査会委員の任命について

乙第15号議案　専決処分の承認について

乙第16号議案　専決処分の承認について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）

　　　　　　平成22年
　　　  沖縄県 議会（ 定例会 ）会議 録（第６号）　　　　　　第 ２ 回

　

平成22 年６月 30日（ 水曜日）午前 10時２分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　新　垣　清　涼　君

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　奥　平　一　夫　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　昨日、知事からお手元に配付いたしました議案２件

の提出がありました。

　また、６月14日から25日までに受理いたしました陳

情31件は、お手元に配付の陳情文書表のとおりそれぞ

れ所管の常任委員会に付託いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情文書表　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案、

乙第１号議案及び乙第４号議案から乙第16号議案まで

を議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼　　　　　　　　　平　田　善　則　君
課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　さん

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　比　嘉　梨　香　さん委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公 安 委 員 会　　　　　　　　　安　里　昌　利　君委　　員　　長

警 察 本 部 長　　黒　木　慶　英　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん
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る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　仲宗根　悟君。

　　　〔仲宗根　悟君登壇〕

○仲宗根　悟君　おはようございます。

　一般質問も３日目に入りました。皆さん、頑張って

いきましょう。

　議席18番、社民・護憲ネットの仲宗根悟です。

　サッカーワールドカップ、イッペー残念でなりませ

んでしたけれども、大会前のこの日本の下馬評は、３

敗してもう決勝にも残らないで帰ってくるだろうとい

うような国民だったんですけれども、その予選リーグ

を見事に勝ち抜いて決勝進出したときには、もう日本

じゅうが熱狂して騒ぎ立てると。今の日本人を象徴し

ているんじゃないのかなというような思いがしてなり

ませんが、きょうも睡眠不足に悩まされている皆さん

も多いんじゃないでしょうか。さあ、選手に負けず

に、お互い議員も一緒に頑張ってまいりましょう。

　それでは、通告に従い一般質問を行いたいと思いま

す。

　まず最初に、基地問題に関してであります。

　茨、米軍普天間飛行場の名護市辺野古周辺への移設

を盛り込んだ日米共同声明について、どのような対応

で臨むか伺います。

　芋、菅首相は、就任会見で、８月末までに名護市辺

野古での建設場所や工法を決めるその方向性につい

て、日程上の約束になっているとして沖縄への理解を

求めるとしていますが、このことについてどのように

対応するのか伺いたいと思います。

　鰯、米軍普天間基地の辺野古周辺移設は、４・25県

民大会での９万人余の結集、そして普天間基地包囲行

動でも見られるように、県民の理解が得られる状況に

はないと考えますが、このまま理解が得られない場合

どのような姿勢で臨むか伺いたいと思います。

　允、対米交渉のやり直しを求めるべきと思うがどう

でしょうか、伺います。

　印、嘉手納飛行場への米空軍最新鋭のステルス戦闘

機Ｆ22Ａラプター機のたび重なる飛来の抗議にもかか

わらず常駐化をしています。あわせて数多くの外来機

の訓練飛来による爆音被害は増加するばかりでありま

す。米軍に対しての県の対応を伺います。

　咽、非人道的兵器として国際的にも非難のあるクラ

スター爆弾を装着しての訓練も見られ、周辺住民は不

安におびえています。全面禁止条約の発効を目前にし

ての使用であり、県としての抗議や禁止を訴えるべき

であると思うがどうか伺います。

　次に、雇用対策に関してお聞きをいたします。

　茨、雇用創出と雇用安定確保についての取り組み、

課題について伺います。

　芋、国際労働機関により権利が保護され、十分な収

入を生み、適切な社会的保護が供与される生産的な仕

事とされる「ディーセント・ワーク」の実現に向けた

取り組みが提唱をされています。国内において雇用環

境が厳しい本県においては積極的な取り組みが必要と

考えます。その状況について伺います。

　鰯、ふるさと雇用再生事業特別基金の事業終了後の

継続雇用が見込まれる産業分野をどのようにとらえ、

予算規模やどの程度の雇用創出を図るのか伺います。

　３番目に、観光振興に関してでありますけれども、

茨、美しい海、豊かな自然、独特な歴史、文化の島、

県別の人気観光地ランキングでは本県は常に上位にラ

ンクをされ、その位置を優位に活用し、リーディング

産業としての施策は最も重要であります。観光立県と

しての魅力形成についての施策を伺います。

　芋、顧客ニーズにこたえる新たな魅力づくり、新た

な観光資源の開発が求められているように思います。

沖縄の独自性を生かした方向性、取り組みについての

基本的な考え方を伺います。

　４番目に、農林水産振興に関してお聞きをいたしま

す。

　茨、亜熱帯気候等の地域特性を生かした農林水産業

の振興を図ることから、主要施策を掲げながら取り組

みを展開しているが、その達成状況、問題点、課題に

ついて伺います。

　芋、こちらは通告書のほうが少し誤りがありますの

で、どうぞ訂正方をお願いしたいというふうに思って

います。

　旧読谷飛行場跡地整備状況についてです。

　我がふるさと読谷村は、「ユタサアルフウシ　マサ

ルチムグクル　サチフクルハナヤ　ガンジュウヌシ

マ」を村づくりの目標とし、環境と調和した持続可能

な産業として農業の振興を村の大きな産業として推進

しているところであります。これまで読谷村において

返還された軍用地跡地は、地主と行政の協力のもと土

地改良事業等により基盤整備が実施され、読谷村の農

業振興に大きく寄与したところであります。

　読谷村において長年の懸案だった旧読谷飛行場跡地

は、その解決に向けて跡利用計画を策定し、国へ要望

を続け、平成18年度に国有地と村有地の交換が行わ

れ、道路整備や土地改良事業が待ち望まれておりまし

た。

　事業が決定した県営土地改良事業が不法耕作者との

訴訟問題で整備計画がおくれていると思われますが、
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今後の整備計画と現在の状況はどうなっているか伺い

ます。

　最後に、環境行政に関してであります。

　茨、読谷村土地造成センターの安定型最終処分場跡

地の経緯、状況について伺います。

　芋、今後の対応についてどのように当たるのか伺い

ます。

　鰯、県内安定型最終処分場の浸透水取水施設の設置

指導を行っておりますけれども、その進瀧状況につい

て伺います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　仲宗根議員の御質問に答弁させていただきます。

　まず第１に、基地問題の中で、日米共同発表への対

応及び対米交渉のやり直しについてという御趣旨の御

質問にお答えいたします。そして、１の茨及び允が関

連しておりますので、一括して答弁させていただきま

す。

　今回の日米共同発表は、県外移設の実現に期待する

県民の声がますます高まっている中で唐突に行われた

ものであり、県民の間に大きな失望を招いておりま

す。県といたしましても、地元の了解を経ずにこのよ

うな移設案が決定されたことはまことに遺憾であり、

受け入れることは極めて厳しいと言わざるを得ませ

ん。

　県としては、政府が県外移設をどこまで真剣に検討

したのか、そしてどのような経緯で移設先を辺野古と

する日米合意に至ったのか、合理的な説明を行うべき

であると考えております。

　同じく基地問題の中で、総理が沖縄の理解を求める

としていること及び県民の理解が得られない場合につ

いての御質問にお答えいたします。この御質問も１の

芋と鰯が関連いたしておりますので、一括して答弁い

たします。

　県としましては、地元の了解を経ずに移設案が決定

されたことについてまことに遺憾であると考えてお

り、菅総理との面談においても、このような県の考え

を申し上げたところでございます。日米合意に至った

経緯等の説明を行うよう申し入れたところでありま

す。

　いずれにいたしましても、この問題の解決に当たっ

ては、政府は、頭越しではなく地元の理解と協力を得

なければならないことは当然のことであり、丁寧かつ

十分な説明を行うよう強く訴えているところでござい

ます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題に関しまし

て、Ｆ22Ａラプターの飛来につきましての御質問にお

答えいたします。

　県は、今回のＦ22Ａの展開につきましては、あくま

で一時的なものであると説明を受けておりますが、米

軍は、これ以上地域住民の負担が増加しないよう万全

を期すべきであると考えております。

　最近の嘉手納飛行場をめぐりましては、外来機の飛

来が相次いでおり、依然として目に見える形での負担

軽減が図られているとは言えない状況でございます。

　そのため、今回のＦ22Ａ一時配備の通知があった５

月21日、県は、米軍及び日米両政府に対し、あらゆる

策を講じ、騒音を初めとした周辺住民の負担軽減を図

ること及び演習・訓練内容の公表を強く要請したとこ

ろでございます。

　次に、クラスター弾についての御質問にお答えいた

します。

　クラスター弾の使用につきまして、県の照会に対し

米軍は、運用上の理由から、詳細については答えられ

ないと回答しております。

　また、外務省は、米国はクラスター弾に関する条約

を締結しておらず、条約上の義務は課されない。我が

国も米軍による使用等を禁止する義務を負っていない

との見解を示しております。

　県としましては、世界的な使用禁止の流れの中で、

我が国もいわゆる「クラスター弾に関する条約」を批

准していることから、米軍によるクラスター弾の使用

はやめるべきだと考えております。

　米軍によるクラスター弾の使用につきましては、現

在確認できていないことから、県としましては、訓練

内容の公表を強く求めているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　雇用対策に関しての

中で、雇用創出と雇用安定確保の取り組み、課題につ

いての御質問にお答えします。

　沖縄県は、積年の課題である高い失業率を改善する

ため、「みんなでグッジョブ運動」を展開し、雇用情

勢の改善に努めているところであります。

　沖縄県の雇用の課題は、雇用の場の不足、求人と求
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職のミスマッチ、若年者の低い就業意識等が挙げられ

ます。その解決に向けて、企業誘致や産業振興などに

よる雇用の場の創出・拡大、助成金の活用などによる

雇用の安定・維持、女性・障害者対策などの求職者支

援、労働者福祉の推進などの雇用環境の改善、産学官

が連携したキャリア教育の推進を基本的な柱として取

り組んでいるところであります。

　今後は、現下の厳しい雇用情勢の改善のため「みん

なでグッジョブ運動」をエンジンとして広く県民運動

を展開して、継続的に実施していく考えでございま

す。

　次に、同じく雇用対策に関して、「ディーセント・

ワーク」の取り組み状況についての御質問にお答えし

ます。

　「ディーセント・ワーク」とは、「働きがいのある

人間らしい仕事」の実現に関することだと言われてお

りますが、厚生労働省では、働く機会があり、持続可

能な生計に足る収入が得られること、家庭生活と職業

生活が両立でき、安全な職場環境や雇用保険、医療・

年金制度などのセーフティネットが確保されることな

どが集大成されたものであると整理しております。

　また、政府は、新成長戦略において、「ディーセン

ト・ワーク」の実現に向けて最低賃金の引き上げなど

に取り組むとしております。

　雇用環境が厳しい本県においても、「ディーセン

ト・ワーク」の実現は重要であると認識しており、県

としては、国の動向を見守りつつ、ワーク・ライフ・

バランスの推進など「ディーセント・ワーク」の実現

に向けた取り組みを行ってまいりたいと思います。

　同じく雇用対策に関して、雇用再生特別事業におけ

る産業分野、予算、雇用者数についての御質問にお答

えします。

　ふるさと雇用再生特別事業基金については、沖縄県

に74億6000万円が配分されており、その内訳として

は、産業振興・情報通信分野で約40億円、教育・福祉

分野で約13億円、観光分野で約10億円、農林漁業分野

で約７億円などとなっております。

　また、当該基金事業を実施することにより、平成21

年度から平成23年度までの３年間で延べ2440名の雇用

創出を見込んでおります。

　沖縄県としては、今後当該基金により実施したそれ

ぞれの分野の事業が軌道に乗り、地域の活性化や安定

雇用につながるようフォローアップに努めてまいりた

いと考えております。

　次に、観光振興に関して、観光立県としての魅力を

形成するための施策についての御質問にお答えしま

す。

　沖縄県が実施した「平成21年度観光統計実態調査」

では、観光客の約95％が沖縄旅行に対し「満足」と回

答しており、特に「海の美しさ」、「スポーツ・レ

ジャー」、「文化体験」などの項目で満足度が高く

なっております。

　沖縄県では、亜熱帯の自然を活用したエコツーリズ

ムの促進や、歴史や文化資源を活用した誘客イベント

の創出、青い海や白い砂浜などのロケーションを活用

したリゾートウエディングの推進などに取り組んでお

ります。

　これらの取り組みについては、情報サイト「おきな

わ物語」を活用した多言語による情報発信や国内外の

マスメディアの活用により沖縄の魅力発信に努めてお

ります。

　また、観光客の受け入れ体制の強化を図るため、空

港、港湾、道路など基盤インフラの整備や多言語案内

標識の整備に取り組むとともに、多様な観光ニーズに

対応する観光人材の育成を図っているところでありま

す。

　同じく観光振興に関して、沖縄の新たな観光資源の

開発に対する考え方についての御質問にお答えしま

す。

　沖縄観光が持続的に発展していくためには、地域の

魅力をさらに高め、観光客の多様なニーズに対応する

と同時に、国内外に向けて積極的に情報発信を行う必

要があると考えております。

　現在の観光は、周遊型から体験滞在型へと変化して

おり、形態も団体旅行から個人・家族旅行などへ変化

しております。

　沖縄県においては、こうした観光を取り巻く環境変

化に的確に対応するため、地域の文化資源を活用した

体験型イベントの発掘、音楽や映画などをテーマとす

る国際的イベントの開催、医療と観光を組み合わせた

医療ツーリズムなど新しい観光資源の開発に取り組ん

でいるところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産振興に関し

ての中で、農林水産業振興計画の達成状況と課題につ

いてお答えします。

　県では、農林水産業振興計画に基づき、おきなわブ

ランドの確立と生産供給体制の強化を図るため、拠点

産地の育成、農業基盤整備など各種施策・事業に取り

組んでおります。
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　主な指標の達成状況について、平成23年度の目標値

と比較すると、ゴーヤー、菊、マンゴーなどの戦略品

目の拠点産地認定数については、142地区に対して平

成21年度までに75地区を認定し、達成率は53％、農業

産出額は、1300億円に対して平成20年度は920億円

で、達成率は71％、認定農業者数は、3000経営体に対

して平成21年度は2927経営体で、達成率98％、かんが

い施設整備率は、49％に対して平成20年度までの整備

率が39％で、達成率80％、圃場整備率は、72％に対し

て平成20年度までの整備率が52％で、達成率72％、町

と村の交流人口は、平成20年度109万6000人で、達成

率110％などとなっております。

　農林水産業振興計画の目標達成に向けた課題といた

しましては、農業者の高齢化の進行、後継者の減少、

耕作放棄地、価格の低迷等があります。

　そのため、県といたしましては、農業大学校におけ

る実践的な教育や新規就農を促進し、就農定着まで一

貫した支援を行うための「農でグッジョブ推進事業」

の実施など担い手育成対策、耕作放棄地の再生利用に

よる農用地の有効利用と生産の拡大、量販店等におけ

るフードアドバイザーやコーディネーターの配置によ

る地産地消の推進、海ブドウなど県産水産物ブランド

の構築のための「おきなわ型つくり育てる漁業推進事

業」の実施など、引き続き各種施策・事業を総合的に

推進してまいります。

　同じく県営土地改良事業の実施状況と整備計画につ

いてお答えいたします。

　旧読谷飛行場跡地整備につきましては、平成17年３

月に読谷村が策定しました「読谷補助飛行場跡地利用

実施計画」に基づき、平成20年度に圃場整備81ヘク

タール、平成21年度にかんがい施設整備110ヘクター

ルを採択したところであります。平成22年度は約９ヘ

クタールの圃場整備とかんがい施設の測量設計を行う

こととしております。

　県としては、今後とも関係機関と連携し、計画的に

県営土地改良事業等により圃場の整備等に努めてまい

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　環境行政に関連し

て、最終処分場跡地の経緯、状況についてお答えいた

します。

　当該処分場跡地については、平成３年12月、有限会

社読谷土地造成センターにより産業廃棄物処理施設設

置届け出がなされております。また、産業廃棄物処理

業については、平成４年２月に許可を取得しておりま

したが、平成９年２月に処分業許可が失効していま

す。その後、同処分場は維持管理がなされないまま、

さらに平成10年には競売により第三者に所有権が移転

しております。

　こうした中、読谷村の村道整備計画があったことか

ら、平成17年12月に産業廃棄物処理施設設置許可の取

り消し処分をしております。

　なお、当該処分場跡地については、読谷村の村道整

備に係る事前調査の結果、廃棄物の不適正処理に伴う

高濃度のメタンガス発生や埋立地内部の温度が高いこ

となどが確認されております。

　同じく環境行政に関連して、今後の対応についてお

答えします。

　今後の対応については、去る６月17日に、座喜味、

楚辺、都屋区長及び役場職員の立ち会いのもと、水

質、発生ガス及び悪臭の調査を行っており、現在衛生

環境研究所などにおいて分析中であります。

　県としては、調査結果を踏まえ、専門家の意見を聞

いて適切に対応していきたいと考えております。

　同じく環境行政に関連して、浸透水採取設備の設置

指導についてお答えいたします。

　浸透水採取設備については、平成21年９月18日に安

定型最終処分場設置者に対し説明会を開催するととも

に、同年12月28日には文書で通知しております。

　現在、県内12カ所の安定型最終処分場のうち２カ所

で改善済みであり、残りについても早急に改善するよ

う指導を継続しております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　それでは再質問を行いたいと思いま

す。

　まず、基地問題に関してでありますけれども、日米

共同声明の撤回を求めるべきだというような問いに対

して、日米合同委の説明は受けてないので、説明を受

けた上で判断をしたいと。この代表質問、そしてきの

うまでの基地に対する撤回を求めることに対しての知

事のこれまでの答弁でありましたけれども、もうこれ

はやいやいやいやい言われて知事も大変だとは思うん

ですけれども、私自身もそして県民もその説明を受け

てから、それから判断をしたいと。その判断に対し

て、私自身もそうなんですけれども、県民の皆さんが

非常にこちらのほうに関心を示しているんだというふ

うに思うんですよ。その一連の答弁やあるいはこれま

でのやりとりを見ている間では、やはり知事の決意

は、まさにその県議会決議を受け、そしてまた県民世
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論、４・25の結集もさることながら、そういった世論

も同様だと、私はその判断材料としてそういうふうに

思っているんですが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時31分休憩

　　　午前10時32分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の御質問に対しまして何

度かお答えしましたように、県議会の決議であるとか

４・25の県民の思い、さらにまたちゃんとした説明が

ないまま180度あっという間に方針を変えたというこ

とに対する県民の失望、そういうものを踏まえて、無

論話をきちっと聞いた上で判断したいと思っています

が、思いは、何度も申し上げましたが、ほとんど同じ

だと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　政府は、８月末までに位置や工法を

決める日程上の約束になっているんだとしているわけ

ですよね。その頭越しのやり方、そのことをまた通そ

うとするような政府の姿勢に対して、やはり県民を代

表して知事には毅然とした態度で臨んでいただきたい

と思います。また、そうするんであろうと私も思って

います。

　辺野古に移設しなければ、この普天間が動かない。

普天間基地の固定化につながるんだとする、恫喝にも

似たような言い方あるいは論評ですよ。これはまさに

県民そのものに踏み絵を踏ますようなこそくな手段と

私はそのように思っているんですね。そういう論理は

成り立たないんではないのかなというふうにも思うん

ですが、知事に関してはどのように感じておられるん

でしょうか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩してくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時33分休憩

　　　午前10時33分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まさに議員御指摘のところ

で、特に外務大臣でしたか、固定化をちらつかせるよ

うなたしか発言があったと思うんですが、これは、私

も県民大会で強くむしろ要求をしたとおり、固定化は

とても容認できないということを申し上げました。

　確かに、あれも難しい、これも大変、あれも大変と

いう感じに実はなりつつある中で、しかし、これこそ

県民・国民たる我々の危険性を除去するというのは、

我々もそうですが、政府の無論当然の責任でして、い

い形を考えて解決するというのは当然だと私は思って

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　知事の強い決意で、県民の意思その

ものをぶつけていただきたいなというふうに思ってい

るんです。

　本当にいつかは出ていかなくてはいけない基地、米

軍が優先されて、未来永劫にこの地に暮らす、この地

に住む、そして子々孫々までこの地で暮らすという沖

縄の県民が後回しにされたんじゃ、これは憲法の精神

にも反するわけですから、その辺も含めてぜひ突っぱ

ねていただきたいというふうに要望いたしたいと思い

ます。

　それでは知事公室長にまた伺いたいんですが、この

嘉手納飛行場の運用上の問題とは思うんですけれど

も、騒音防止協定からしますと、確かに晩の10時から

翌朝６時までの間は飛行してくれるなと。この辺は

守ったり、あるいはもう守られなかったり――守られ

ないほうが多いんですけれども――そのようにあるわ

けですが、まず、６時までと決めた以上、６時から飛

ぶのは筋なんだろうと思うんですが、必ずしも６時か

らどんどん飛ぶあの音も私の住む読谷までも聞こえて

きます。ところが、時々見ていますと、８時ごろから

ぴたっととまったりするときがあるんですよ。その６

時の飛行がなぜ８時にできないものかなと常々思った

りもするもんですから、その辺も負担軽減につながる

んじゃないかと思うんですが、細かいと思うんですが

ね、その辺のことも事あるたびに要望ができないもの

かどうか、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　議員御指摘のように、

現在の嘉手納飛行場をめぐる騒音につきましては、こ

れは住民への負担軽減が果たされていないと、日米合

同委員会合意の中で、所定の時間については運用上の

必要のあるものに限られるということが合意されてい

るわけですけれども、やはり住民はそれにもかかわら

ず、現在そういう負担にさらされているという現状は

県としても認識しております。

　具体的には、これは一例を挙げますと、早朝離陸と

いうものがございました。これは、米本土における訓

練のために飛行を制限される時間帯に離陸するという

ことにつきましては、強く県からも申し入れまして、

地元嘉手納町の働きかけもありまして過去１年におい

ては行われておりません。
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　そういった形で粘り強く、県としましても申し入れ

ていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　ぜひ粘り強く要請をお願いしたいと

思います。

　それでは次に、農林水産振興についてでありますけ

れども、読谷村では旧軍読谷飛行場跡地利用計画は、

村の最重点施策です。この県営土地改良事業ですと

か、あるいはＪＡファーマーズマーケットとか、今後

の事業転換に大きく村民は期待を寄せているところで

あります。

　これまでの農林水産部の関係各課の御尽力には高く

評価を申し上げたいというふうに思っているんです

が、その事業にやはり心配をおかけしております。ぜ

ひここは比嘉部長を先頭に、引き続き支援体制でお願

いしたいと思っているんですが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　裁判のこともありま

すけれども、その経過を見守りつつ、裁判と関連しな

い箇所については、地元村とも連携しながら整備を進

めていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　ぜひ御支援よろしくお願いします。

　それでは最後に、土地造成センターの件に関してな

んですけれども、そもそも６月17日に部長は調査を

行ったとしておりますけれども、どういった目的に基

づく調査なのか、お願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　目的は、やっぱり周

辺の生活環境はどういうような形かということで一応

調査しておりまして、大まかに言いますと５項目の調

査をしております。浸透水、メタンガス、悪臭、それ

から地中の温度、ガスの流量、こういった調査を実施

しております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　実は、これは住民から皆さんに公文

書の開示を求める通知書というのを出してありますよ

ね。その中で、この処分場の廃止に当たってどういう

日時で廃止をしたのか、それからどういう理由で廃止

したのか。そして、廃止したのであれば、土壌・水質

調査を義務づけられているんだろうということで開示

を求められているんですが、その開示の中で返答が、

その調査をしなかったために不開示通知というのを出

されているんですね。

　ここで、非常に矛盾するなと思うのが、その職権で

廃止をした処分場に、廃止をするためにその水質、２

年間にわたって検査が必要な法令で定められているん

ですが、それを行わなくて村が道路整備をしたいから

廃止をしてやったんだというふうなことであるんです

が、このことについてどういうふうな、これまで２年

間の調査義務を負わなかったのか、その辺いかがです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　廃棄物最終処分場の

廃止と許可の取り消しというのは、基本的に違いま

す。

　廃止は、埋立終了届、いわゆるこの廃棄物処分場は

もう終わりですという届けを出した後に、その処分場

が、例えば浸出水であるとか、周辺環境にごみが飛ば

ないとか、そういったものがしっかり対応できるとい

うのを踏まえて、最終的に廃止を県が許可するわけで

す。

　今回の場合は取り消しという処分をしたわけです。

取り消しは、基本的には廃棄物の処理基準違反をして

いるということ、それからその後もできるだけ最終処

分場というのは、長い間埋め立てられた廃棄物が安定

するまで、そのまま施設として設置されたほうがいい

んですけれども、今回は村の計画もあって取り消しを

したということで、ある面２つの理由から処分場の取

り消しをしたということであります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　取り消しというのは、業とする、な

りわいとする業者の取り消し処分ですよね。この廃止

というのは産廃場を文字どおり閉めちゃうということ

なんですが、じゃ今、廃止してはいないということ

は、まだ産廃場としての位置づけなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　廃棄物処理施設の設

置許可を取り消していますので、廃棄物処理施設では

ありません。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　では、話は戻りますが、処理施設で

はない。しかし、県はやっぱり廃止なわけですよね。

ということは、その法令、その省令から定められると

廃止するための条件というのがあるわけですよね。廃

止するための条件の中に、埋立地からガスの発生が認

められないこと、あるいは２年以上にわたって増加が

認められないこと、そして、埋め立ての内部の周辺の

地中の温度が周辺と異常な温度差がないことを条件に

して廃止をしなさいという法律なんですが、それを皆

さん、検査もしないで、そしてほったらかして、そし

て廃止をしたというのはおかしいんじゃないですか。
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○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　繰り返しになります

けれども、廃止ということと許可の取り消しというの

は基本的に違うんですね。どちらも廃棄物処理法上の

行政処分ですけれども、廃止はもうこの処分場は埋め

立てが終わりましたということで、事業者が終了届を

出します。そうしますと、おっしゃるように、県で水

であるとか、それから悪臭であるとかいろんなものを

測定して、問題がなければ、じゃこの事業場は廃止で

いいですという許可をおろすわけです。

　しかし、今回の場合はそういう廃止届を出す事業者

もかわっていますので許可取り消しをしていますし、

コンタクトもできないというふうな状況、それからそ

の処分場自体の土地の所有権が第三者に渡ったという

いろんな事情があって廃止ができないということで、

この施設自体が廃棄物処理法上の基準にも違反してい

るということもあり、先ほどお話ししたようにその村

の計画もあって、廃止の手続ができないんで行政上の

処分、いわゆる許可の取り消しをしたというような経

緯なんです。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　どうもよくわかりませんが、説明を

受けたときには、職員の中には確かに職権で廃止をし

たとおっしゃったんですよ。それで、説明会では廃止

は業者が行うもので、取り消しは県が行うもので。だ

から今、どういうことをなさっているんでしょうか

ね。私たちへの説明では、職権で廃止をしたという職

員もいれば、今みたいに部長がおっしゃるような言い

方をされる職員もいるんです。この辺どうなんでしょ

うか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　済みません、繰り返

しになりますけれども、廃止もやっぱり事業者が終わ

りだということで、終了届を出した上で、県がしっか

り環境調査をした上で、問題がないという場合にその

廃止を許可するということになります。

○仲宗根　悟君　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時46分休憩

　　　午前10時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　どうもよくわからないんですが、皆

さん本当に、この土地はつぶれてしまって、業者が廃

止届け出をできないわけですから、じゃかわって管理

監督のある県のほうが、倒産してどこか行方知れずの

業者にかわってやるべき筋のものではないんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　現在の土地の所有者

というのは、その所有に係るいろんな責任があります

ので、ここの廃棄物処分場の跡地ということも多分承

知だと思いますので、問題があった場合は、その現在

の土地の所有者といろんな調整をしながら、県も含め

ていろんな対応はしていくということになると思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　ちょっと待ってくださいよ。今の所

有者がいろんな責任を負うなんていうのはおかしい話

じゃないですか。

　皆さんが廃止、それからもちろん競売を落としたわ

けですけれども、それでもってそこの土地を買って、

その埋設したもとの業者が起こした不法であるような

不適切で埋めたところを買った業者も負わんといけな

いわけですか。

○文化環境部長（下地　寛君）　ちょっと休憩お願い

します。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時48分休憩

　　　午前10時48分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　廃棄物処理法上の措

置命令というのは、その土地の所有者に対しても発す

ることはできますので、基本的には、現在の土地の所

有者に対して適切に対応するようにということは指導

としてはできます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　非常におかしい話で、そこでほった

らかされたその土地が処分場としてもう廃止をしたん

だと、取り消しをしたんだと、そこを入札して競売で

落として取得して、これから建物を建てようとして掘

削した、そこから出てきた処理に関してはその所有者

がしか責任を負わないというようなことなんでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　基本的には、土地の

所有者にその土地から出るいろんな環境問題に対して

は責任があると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　じゃ皆さん取り消ししたら、そのま

ま逃げ得になっちゃうんですか、県は。こんな無責任

な話はないと思うんですがね、いかがですか。
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○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　設置許可の取り消し

というのは、基本的には、法令に違反しているんで設

置許可を取り消したということですので、現在その方

にもコンタクトはとっているんですけれども所在がつ

かめないということもあって、そういう事態に陥った

というのもあります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　この辺は、周辺住民も訴訟まで起こ

さんといけないというところまで来ているんですよ。

　ですから皆さん、本当に真摯になって皆さんと話し

合いながら、どういう解決策があるのか、今本当に環

境行政が問われているところなんですよね。だから公

共関与も進まないんですよ、遅々と。

　以上です。もう終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

　　　〔山内末子さん登壇〕

○山内　末子さん　おはようございます。

　きょうは６月30日、皆さんもおわかりだと思いま

す。宮森小学校ジェット機墜落事故があった日です。

　ただいまは10時52分。10時20分に近くの民家をなぎ

倒しながら校舎に激突をしました。この10時50分、51

年前のこの時間、墜落直後のその場所は、本当に戦場

さながらだったと聞いております。事故に遭った児

童、一般住民の泣き叫ぶ、本当に修羅場の様子が脳裏

から離れません。

　犠牲になった皆さんの心からの御冥福をお祈りいた

したいと思います。

　私は、けさ子供たちの慰霊祭に参加をしてまいりま

した。その中で校長先生が、平和について一人一人が

何ができるのか、未来に向かって本当に何をしなけれ

ばならないのか考えてほしいということをあいさつを

いたし、そして子供たちは、平和をつくる心を磨いて

いく、そういうことを誓っていました。

　私も改めて、政治の責任で基地のない沖縄を子供た

ちに手渡していかなければならない、そういうことを

誓ってまいりました。

　また、先日、校庭にある「なかよし地蔵」の中に、

これまでは犠牲になった子供たちの名前だけが台座に

刻まれておりましたが、近くにいた一般住民の皆さん

――特に４歳の子供も亡くなっていました――そうい

う一般住民の皆さん６人も改めてその「なかよし地

蔵」に、慰霊の塔に祭られて、本当に今一緒になって

この基地のない平和な沖縄を祈っていると思っており

ます。

　基地があるゆえのこの事故を、本当に負の教訓とし

て語り継がなければなりません。

　今週の月曜日より、こちらの基地対策課の協力を得

まして、県庁１階ロビーにおきまして、宮森小学校の

移動パネル展を開催しております。知事には、初日に

ごらんになっていただきましてありがとうございまし

た。ぜひ議員の皆様、そして執行部の皆様、県民の皆

様も足を運んでいただき、その当時のことをぜひ見て

いただきたいと思います。

　それでは一般質問を進めます。

　まず基地問題につきまして、茨点目の、知事は、高

江区で住民との意見交換を行いましたが、その感想を

伺うと前段にありますが、その件につきましては、こ

れまでありましたので削除をいたします。

　後段の、県は、基地問題について政府と県民の間に

立ち、県民の目線で対応すべきである。その意味でも

県民の人権を踏みにじるような国による提訴を取り下

げるよう要請すべきではないのか。その知事の見解を

伺います。

　芋点目、今月17日に県議会決議の要請を軍特委員会

で行いました。在沖米四軍調整官事務所長のケビン・

ビショップ大佐は、普天間基地について、基地周辺に

は最初は何もなかった。基地に県民が近づいていると

いう趣旨の発言がありました。以前からこのような発

言が続いておりますが、知事は、これらの発言は在日

米軍及び米国政府の公式見解なのか、また、その真意

を確認をいたしまして、事実であれば抗議をするべき

だと考えますが、見解を伺います。

　鰯点目に、嘉手納基地及び普天間基地周辺の住宅防

音工事の対象区域の80Ｗ、75Ｗ地区における告示の設

定を平成22年まで引き上げるよう要請すべきだと思い

ますが、見解を伺います。

　允点目に、集落内防音エリアで分断されている区域

の見直しを実現させるべきであるかどうか伺います。

　印点目に、政府による事業仕分けによって、住宅防

音事業とその仲介を行う団体、整備協会にメスが入り

ました。これらによって県の影響はどうなるのか。ま

た、県民の生活を支えるという観点から、これらの住

宅防音事業の窓口を県及び市町村に委託をすべきでは

ないかと考えますが、見解を伺います。

　咽点目に、現在返還作業が行われている地域におき

まして、土壌汚染または有害物質が発見された場合、

県内で処理をする場所があるのか伺います。

　２点目に、スポーツ振興についてです。

　きのうのワールドカップ決勝トーナメント、残念な

がら敗れましたが、多くの感動、勇気を国民に与えて

くれました。老若男女問わず、元気、希望、夢を描け
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るスポーツ振興について伺います。

　茨点目に、今春選抜、興南高校の優勝に県内が沸き

ました。選手派遣費用について、県はどのような対応

をとったのか伺います。

　芋点目に、県の代表チームが大会及び練習試合など

で県外へ出る際の金銭的負担は父母らに重くのしか

かっております。これらの派遣費用を幅広く県内外に

募る必要があるが、県人材育成財団によって基金を創

設し、その受け皿づくりの環境を整えるべきではない

のか見解を伺います。

　３点目に、観光政策について。

　観光客誘致1000万人目標にほど遠い厳しい状況が続

いております。地域に密着した新しい観光民泊の分野

が県外で定着、注目されております。本県の状況を伺

います。

　茨点目に、農家民泊について。

　ア、県内での開業箇所について、過去３年での推移

を伺います。

　イ、経済効果についてお聞かせください。

　ウ、老朽化した住宅を改築し、宿泊ニーズを高める

努力をする際に、農家が支援を受けられる金融商品を

つくるべきであるが、見解を伺います。

　芋点目に、県内の民宿について。

　ア、県内の民宿への宿泊数の推移はどうか、過去５

年間の推移についてお聞かせください。

　イ、民宿の評価を上げるための工夫をとるべきであ

るがどうなっていますでしょうか、お聞かせくださ

い。

　ウ、老朽化した施設の改修などの補助を検討すべき

ではないのか伺います。

　鰯点目に、外国人観光客誘致に向け、とりわけ中国

からの誘客について期待が高まりますが、環境整備を

急がなければなりません。

　そこで伺います。

　ア、中国からの観光客に対応する中国語ガイドは県

内に何人いるのか。また、それらのガイド養成に努め

る専門学校、教育機関は何校あるのか。県も力を注ぐ

べきではないのか、見解を伺います。

　４点目に、子供の虐待未然防止のための対策につい

て伺います。

　またもや起きてはならない悲惨な事件が起きてしま

いました。今回の事件を通して未然防止のための支援

策、実効性のある支援策を早急に打ち出し、二度とこ

のような事件が起こらないようにしなければなりませ

ん。

　以下、質問いたします。

　茨、現在、市町村で行われている乳児家庭全戸訪問

事業の実績について伺います。

　芋点目に、24時間保育体制の実施の推進について伺

います。

　鰯点目に、医療機関における被虐待児の早期発見に

ついて伺います。

　５点目に、「沖縄待機児童対策スタディ・グルー

プ」の提言内容について伺います。

　茨点目に、認可外保育所の関係者からは今回どのよ

うな意見が出されていたのか。その意見への対応を伺

います。

　芋点目に、少人数での認可化促進が提言されており

ますが、これに対する県の対応について伺います。

　以上、よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　山内末子議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、基地問題に係る御質問の中で、要請に

おける米軍関係者の発言についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　去る６月17日に、県議会米軍基地関係特別委員会が

要請を行った際の在日米軍沖縄調整事務所長の発言に

つきましては、報道等で承知いたしておりますが、そ

の内容、事実関係につきまして私どもも照会させてい

ただいております。

　いずれにいたしましても、基地に県民が近づいてい

るという考え方は、とんでもない話でして、沖縄県の

基地形成の歴史を踏まえないものでもあります。県民

感情への配慮も全く欠けているものであるとしか言い

ようがありません。

　恐縮ですが、議員の御質問の取り下げなどがござい

まして、この１件しかございませんが、その他の御質

問につきましては、部局長等から答弁させていただき

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題につきまし

て、高江区におきます国による提訴についての御質問

にお答えいたします。

　去る１月29日に沖縄防衛局が東村高江区のヘリパッ

ド建設をめぐり、通行妨害禁止を求める訴訟を提起し

たことは承知しております。

　県としましては、現在本件が係争中であることか

ら、コメントについては差し控えさせていただきたい

と思います。
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　次に、同じく基地問題につきまして、住宅防音工事

対象区域等の見直しについてとの御質問にお答えいた

します。１の鰯及び１の允につきまして一括してお答

えをいたします。

　県は、これまで渉外知事会を通じて、政府に対し、

区域指定後の新築・増改築住宅への制度の拡充や住宅

防音工事の対象区域を拡大すること、対象区域の指

定・変更に当たっては、騒音被害の実態、住宅の分布

状況、地形等を考慮し、特に区画については、地元地

方公共団体及び地元住民の意向を十分に尊重の上対処

することを要請しております。また、軍転協を通じま

して同様の趣旨の要請を行っております。

　次に、事業仕分けによる住宅防音事業への影響と

県・市町村を窓口とすることについての御質問にお答

えいたします。

　今回の事業仕分けでは、地方事務費が補助金として

財団法人防衛施設周辺整備協会に還流する仕組みが問

題視され、事業は廃止すべきとの結果になったことは

承知しております。

　事業仕分けの結果が次年度以降の予算にどのような

影響を与えるかにつきましては、現時点では明らかで

はございませんが、県としましては、住民に負担をか

けることなく国が責任を持って対応すべきであると基

本的に考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　基地問題に関連し

て、汚染土壌の県内処理についてお答えします。

　土壌汚染対策法では、有害物質による土壌汚染が見

つかった土地においては、土壌飛散による被害防止措

置として、盛り土や汚染土壌不溶化による埋め戻しな

ど現場内での処理を原則として掲げております。

　平成21年４月、搬出土壌の適正処理を確保する観点

から法の改正が行われ、本年４月１日以降、汚染土壌

を規制対象区域外へ搬出する場合は、県知事の許可を

受けた汚染土壌処理業者の施設において処理を行う必

要があります。しかしながら、法施行間もないことか

ら、現在のところ県内においては、汚染土壌処理業の

許可を取得した業者はおりません。

　県としましては、汚染土壌の処理が県内でも適切に

行われるよう処理業者の育成・指導に努めてまいりた

いと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それではスポーツ振興に

ついての御質問で、派遣費用の基金創設等について一

括してお答えいたします。

　本県児童生徒のスポーツ面における活躍は目覚まし

く、高校野球の全国制覇を初め各競技の全国大会等に

おいて優秀な成績をおさめていることは大変喜ばしい

ことであります。

　県教育委員会としましては、中学校体育連盟、高等

学校体育連盟主催の九州大会や全国大会については、

各体育連盟を通して旅費の補助を行うなど、児童生徒

のスポーツ活動への支援に努めておりますが、現在県

高野連への補助金は交付しておりません。また、その

他の県外大会や練習試合への生徒派遣費については、

各学校で対応しているところであります。

　御質問の県人材育成財団による基金創設につきまし

ては、財団の目的に該当しないため厳しい状況にあり

ますが、今後とも児童生徒のスポーツ活動に係る父母

負担軽減に努めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　観光政策の中で、県

内の農家民泊の箇所数、経済効果、農家の支援等につ

いてお答えいたします。

　農山漁村地域においては、農林水産業のなりわい体

験のための宿泊を行う体験・滞在型のグリーン・ツー

リズムが行われているところであります。県内におけ

る農家民泊の現状は、平成18年度において約180軒、

平成19年度は約260軒、平成20年度は約300軒となって

います。経済効果として全体は把握しておりません

が、伊江村からの聞き取りによりますと、平成21年度

は約２万3000人が訪れ、年間約１億5000万円の収入が

あったと聞いております。

　また、農家民泊の実践者に対する支援としては、農

業制度資金により旅館業法による営業許可を受けた農

家民宿を対象に融資が受けられる制度がありますが、

農家民泊に対しては対象外となっております。

　県としては、市町村と連携して、旅館業法による営

業許可をとるよう指導を行うとともに、地域情報の発

信や研修会を通じて農家などの質的な向上に努めてい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　観光政策について

の御質問の中の、県内の民宿の宿泊者数の推移、評価
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向上のための対策及び老朽化施設の改修への支援につ

いて一括してお答えいたします。

　民宿を初めとする旅館業法に基づく簡易宿所営業の

宿泊者数につきましては、統計データはございませ

ん。

　民宿に限らず宿泊施設の評価につきましては、宿泊

者の快適性、安全性を確保することが重要であり、営

業者が施設基準の遵守や衛生管理の向上に努めること

で評価が向上するものと考えております。また、施設

改修等への支援につきましては、生活衛生資金等、沖

縄振興開発金融公庫の低利な融資制度があります。

　県としましては、当制度の積極的な活用が図られる

よう、財団法人沖縄県生活衛生営業指導センターと連

携して対応してまいりたいと考えております。

　次に、子供の虐待未然防止のための対策についての

御質問の中の、乳児家庭訪問事業の実績についてお答

えします。

　乳児のいる家庭を保健師等が訪問する「こんにちは

赤ちゃん事業」、「養育支援訪問事業」の平成21年度

の実施状況につきましては、「こんにちは赤ちゃん事

業」が40市町村で実施され、訪問件数が１万3631件、

「養育支援訪問事業」が15市町村で実施され、訪問件

数が2615件となっております。

　次に、24時間保育体制の実施についてお答えしま

す。

　沖縄県が設置認可した夜間保育所は、那覇市、沖縄

市、名護市に各１カ所、合わせて３カ所となっており

ます。夜間保育所においては、通常保育の11時間にあ

わせて延長保育を行うことによって、午前２時までの

夜間保育を実施しております。

　24時間保育の実施については、保育士の人員確保な

どさまざまな課題があることから、今後必要性を含

め、市町村及び関係団体と議論してまいりたいと考え

ております。

　次に、医療機関における被虐待児の早期発見につい

てお答えします。

　医療機関は、出産や子供のけが等の診察時において

子供や保護者と直接かかわることができるため、虐待

を受けた子供を早期に発見しやすい機関であります。

このため、県では平成12年３月に「医療機関用子ども

の虐待対策マニュアル」を作成し、医療機関へ配布を

行うとともに、虐待に気づいた場合の児童相談所への

通告などについて連携を図ってきております。

　虐待の早期発見のためには、今後さらに医療機関の

役割は重要になってくるものと考えており、県では同

マニュアルの更新、再配布を行うとともに、県立病院

や県医師会を通じて医療機関との連携の強化を図って

まいります。

　次に、「沖縄待機児童対策スタディ・グループ」の

提言内容についての御質問の中の、認可外保育施設関

係者からの意見と対応についてお答えします。

　「沖縄待機児童対策スタディ・グループ」が平成22

年３月に実施した「認可外保育施設へのアンケート調

査」及び「認可外保育施設団体からのヒアリング」に

おいては、さまざまな意見がありました。主な意見と

して、認可化を希望しても市町村が財政難等を理由に

認可化を認めない現状があること、認可外保育施設に

対する人件費などの運営費を補助すること等の意見が

あったところであります。このような意見を踏まえた

上で、今後考えられる対応の方向性と具体的施策の例

が提言として取りまとめられております。

　県としましては、今後の具体的施策の実現に向け、

国及び市町村や関係団体と連携しながら取り組んでま

いります。

　次に、少人数による認可化促進についてお答えしま

す。

　提言書においては、待機児童の多い沖縄県におい

て、先駆的・モデル的な事業として「小規模な認可外

保育施設の認可促進事業」等が挙げられております。

　県としましては、同事業が待機児童解消策の一つと

して考えられることから、市町村と協議を重ねてまい

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光政策についての

中で、中国語ガイドの人数、養成学校の数とその現状

に対する県の見解についての御質問にお答えします。

　現在県内においては、中国語の通訳案内士が４人、

地域限定通訳案内士が29人、合わせて33人が中国語ガ

イドとして登録されております。

　県内における中国語の通訳案内士等の養成機関は、

専門学校１校となっております。

　なお、名桜大学が平成23年度から通訳案内士などの

資格取得を目指したカリキュラムを組む予定と聞いて

おります。

　沖縄県では、沖縄観光コンベンションビューローと

連携し、地域限定通訳案内士試験事前対策セミナーや

ボランティア通訳ガイドなどを対象としたセミナーを

実施するなど、増加が見込まれる中国人観光客に対す

る受け入れ体制の強化を図っているところでありま

す。
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　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　それでは再質問させていただきま

す。

　まず最初に基地問題ですけれども、知事から今お答

えをいただきました基地に県民が近づいているという

発言についてですけれども、ただいま照会していると

いう御答弁がございました。これは知事の中でも本当

にとんでもないということでありますが、これを正式

にしっかりと抗議をし、そして訂正をさせる必要があ

るかと思いますか、その件についてどうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　恐縮ですが、ぜひこの確認

だけちょっとさせてください。その上で、おっしゃる

ような訂正、抗議というようなことも考えてみたいと

思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　これは今回初めての発言ではない

んです。いろんな場所で、いろんな関係者の皆さんが

そういう発言をなさっておりますので、ぜひその辺

は、そんな確認確認だと悠長なことをおっしゃらず

に、これは本当に基地問題に対する根幹的な問題だと

思っておりますので、ぜひ早目に正式にしっかりとし

た県側の姿勢を示していただきたいと思います。

　次に、高江区の問題について移ります。

　知事公室長もおっしゃっています、本当にこれは係

争中です、確かに。係争中ですので、何も裁判所にで

すとか、司法のところに申し入れをしてくれと言って

いるわけじゃないんです。ただいま係争中ですので、

今もう高江区の問題は、和解の勧告が今なされており

ます。近々どういう和解になるのかということで提示

がされるでしょう。

　しかし、この問題については、やっぱり基地問題に

ついてこういう形で、司法の場で住民の表現の自由、

住民に対して基地の問題をわからないからと言って教

えてくれと、そう国に問いかけたことについて、司法

の場に引きずり込むということのそういった意味で

の、これは県民に対して、本当に国民に対しての人権

ですとかそういった問題が大きく今後も広がっていき

ます。私何度も、前回もそのことを発言いたしまし

た。ぜひそれは県民を守る知事の姿勢といたしまし

て、しっかり政府に対してこれは取り下げの要請を行

うべきだろうと思いますが、もう一度知事の御所見を

お願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時20分休憩

　　　午前11時20分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　この訴訟の背景には、

議員がおっしゃるように、高江区、この基地のヘリ

パッドの移設を認めるか認めないかという一つの住民

の考え方、反対運動等が背景にあるということは承知

しております。

　ただ、この訴訟そのものは、これはいわゆる通行妨

害の禁止の事実関係を争っているという訴訟でござい

まして、これに対して司法の判断が下されるというふ

うに承知しておりますので、この訴訟そのものに対し

て、当事者たらない県がコメントを申し上げることは

できないという趣旨で申し上げたわけでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　通行妨害について、なぜ通行妨害

になったかというと、高江区の皆さんがその基地につ

いて、なぜ自分たちの近くに基地が来るのかと、詳細

を教えてくれと、今まさに知事がおっしゃっておりま

す辺野古の問題で、政府から何も言ってこない、この

問題について何も詳細がわからない、その問題と一緒

なんですよ。だから、ちゃんと伝えてくれということ

を、それを政府に求めて座り込みをしたのが出発点で

すので、そういった観点からすると、これは基地問題

について一緒なんです。辺野古の問題で知事が本当に

今防御をしております、それと一緒なんですよ。です

から裁判になっていることについて、こういう問題は

司法の場に行くのはおかしいんじゃないかということ

を強く求めてくれと言っていますので、知事、もう一

度お願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　繰り返しになってしま

うんですけれども、確かに知事と私も同行いたしまし

て地元住民のお話を先般お聞きしたり、その高江のヘ

リパッドの移設につきましては、県としましても一つ

の方針というんですか、考え方を持っているわけでご

ざいますけれども、この訴訟につきましては、先ほど

から申し上げておりますように、これは通行妨害その

ものの事実関係を争っている訴訟でございますので、

この訴訟に対して何か物を言っていくということはで

きないと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　時間がありませんので、後は委員

会で続きをやりたいと思います。

　次に、住宅防音工事について知事公室長にお伺いを

いたします。
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　これまで要請をしている中で、全然告示が変更され

ていませんけれども、なぜこれが変更になっていない

のか。厚木飛行場周辺の地域では、昭和60年から平成

18年ということで拡大の見直しとかできているんです

よね。同じような状況の中で、80Ｗ、75Ｗ、その地域

一緒なんですけれども、なぜ沖縄ではできないのか、

その辺をきちんと照会をしたことがありますでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　照会の有無と言われま

すと、これはなぜできないのかという照会をしたこと

はございません。しかしながら、今議員がおっしゃっ

たように、他の都道府県におきましては、その後見直

しが行われたということはございます。したがいまし

て、県としましては、引き続き、先ほど答弁で申し上

げましたように、告示後に建設された住宅等につきま

しても、これは見直しをしてくれと、適用されるよう

にしてくれということは累次申し上げているところで

ございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　現状といたしましては、今58年以

前の建物が対象となっておりますが、59年以降それが

見直しされるとなると、何軒が対象になるのか調査を

したことがありますでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時24分休憩

　　　午前11時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　申し上げます。

　今、嘉手納町のデータしかございません。嘉手納町

の最初の告示が平成14年１月18日でしたけれども、こ

としの５月31日までに建てられた建物は、建築確認件

数ベースでいいますと、住宅が308軒、住宅以外が67

軒の合計375軒となっております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　ぜひその対象地域がどれだけある

かというそれぐらいのことはしっかり調査していただ

いて、手元に持っていただいて、そういう状況を他県

と比べてみると、本当にそういった意味では騒音の被

害というものは、この議場でも何度も皆さんからある

ように、決して軽減にはなっていないんですよね。そ

ういったことを考えますと、その騒音の被害というの

は建物の被害じゃないんです。住民に対する補償なん

ですよ、被害に対する補償なんです。ですから、建物

が昭和58年だろうが、平成20年だろうが、そこに住ん

でいる人たちの被害というのは、しっかり補償させな

ければならないんですよ。

　そういうことを考えますと、本当にそういった意味

で、これが基地に対する振興策だとか、あめだとかと

いうふうにそういうふうなことで、もしかすると沖縄

県の中にはそういうことを要請をすると基地が固定化

されるんじゃないかというそういう住民も確かにいま

す。そういうことを要求をすると、基地が本当にずっ

とここに居座ってしまうんじゃないかと。そういうよ

うなことではなくて、そういった騒音被害に対する補

償ですから、人権への補償だと考えて、ぜひそこは

しっかりと県のほうがもっとしっかり調査をしていた

だいて、積極的に対処していただきたいと思います

が、その決意のほどをお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　議員御指摘のとおり、

これは長年の基地の騒音被害に苦しむ嘉手納飛行場周

辺住民の負担に対する措置であるということですの

で、そういう数字的なデータも含めまして県でしっか

り把握いたしまして、引き続き渉外知事会、軍転協と

も連携しながら強く申し上げていきたいと考えており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　観光について少しお伺いいたしま

す。

　今、農家民泊について、かなりこの３年間で現状的

には大変いい数字が伺えました。そういった意味で、

今後その農家民泊が観光資源としても大変重要になっ

てくるということを含めて、もっと状況的な整備をし

ていかなければならないかと思います。そういった観

点からもう少しお伺いいたしますが、福祉保健部のほ

うで、この民泊について旅館業法の営業許可取得が必

要だということで、民泊事業者や保健所などに通知を

いたしましたが、その件について混乱とかそういった

ものはないのかどうか、お伺いをいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　民泊に対する取り

扱いということで、各保健所等を通じてその方針とい

うか、適正な指導ということでやっておりますが、今

の御質問は事業者との混乱ということかと思います

が、それについては、福祉保健部のほうでは直接は

やっておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　じゃ、それはだれがやるんです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。
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○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉保健部のほう

は、その許可ということでの役割でございまして、衛

生部局としての立場からは、民泊を営む者に対して施

設の衛生の維持や向上を図るための講習会等を保健所

を通じて実施はしております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　ですから、それを農家の民泊はど

こで、許可はどこで、何はどこでとかと一つずつ自分

たちの仕事だけをやればいいということじゃないんで

すよ。そういうことをしっかりと連携をとらないと、

本当にこれは利用者も、そしてそこで旅館業を営む、

民泊業を営む皆さん方も混乱を起こす、混乱が起きて

いるんです、実際に。そのことについて、ちょっと

今、後ろからありましたけれども、以前からそういう

指摘があったかと思いますけれども、以前からの指摘

に対しましても全然変わっていない状況について、だ

れがこれは、どこがまとめていくんでしょうか。それ

をひとつ、どなたかお答えください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時31分休憩

　　　午前11時32分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　民泊につきまして

は、農山漁村の活性化、あるいは観光との連携は重要

だというふうに考えていまして、宿泊を開業する場合

には旅館業法の許可を得るということになっておりま

して、これについては、それも含めて福祉、それから

観光、それから農林水産部が連携して、しっかり民泊

のあり方について検討したいと考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　ぜひ、指摘をされてからではなく

て、それぞれの部署でしっかりとそれぞれの仕事をや

るのは当然ですけれども、かかわっていることについ

ては、本当にお互いで連携をとりながら、足りないと

ころは補完をし合いながら一つの目的に沿って進めて

いくということは、とてもこれは沖縄の観光にとって

も大変重要なこれからの産業だと思っておりますの

で、ぜひその辺のところを本当に積極的にやっていた

だきたいと思います。

　それと観光商工部長、今、部長のほうからありまし

たけれども、宿泊数の推移についても把握してないと

いうことは、今しっかりやっていると言ったんですけ

れども、しっかりやってないんですよね。そういう意

味で、もっとこれは次の段階までには、ぜひしっかり

その数字を出して示していただきたいと思いますが、

決意をお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　どちらかというと、

うちのほうの担当、役割としては、修学旅行生が年々

相当ふえておりまして、21年度で大体４万6000人ぐら

いの修学旅行生が民泊しているところで、そのガイド

ラインみたいなものは、我が部でも考えているところ

ですけれども、今御指摘のとおり、農林水産部と福祉

保健部と連携して対応していきたいと思っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　頑張っていただきたいと思いま

す。

　スポーツ振興について、ちょっと急いでお願いいた

します。

　人材育成について、基金についてはもちろんそれは

こういうものにはできないと思っています。今、沖縄

県内で、野球に関して言えば、プロのキャンプが本当

に多くありますよね。そういったところ、例えば韓国

なんかサムスンが来ているんです。ＬＧツインズが来

ているんです。そういうところから寄附金を募って、

キャンプ地・沖縄に入ってくる皆さん方から寄附金を

募ってその基金をつくっていく。それをまた子供たち

に還元していく。これが小さな公共だということで、

寄附金控除も含めてありますので、そういうことも含

めて決意をお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　基金につきましては、山

内議員の今おっしゃられたプロ野球がいろいろなとこ

ろから来ているということもありましたので、こうい

う提言を受けて検討していきたいと考えております。

○山内　末子さん　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　通告に従いまして一般質問を行いま

す。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、知事公約の達成状況を伺う。

　芋、知事は、県民に約束した公約を果たしたと考え

ているかを伺う。

　鰯、11月の知事選挙への決意について伺う。

　允、参議院選挙において、島尻氏の選対本部長に就

任したそうですが、それは知事選挙を意識してのこと

かどうかを伺う。

　印、参議院選挙で消費税増税の論議が活発に議論さ

れておりますが、特に本県への影響は大きいと思うが
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知事の認識を伺う。

　咽、日米合意について知事の認識を伺う。

　員、知事は、普天間基地問題の対応を今後どうされ

るのかを伺う。

　因、米軍基地負担でこれまで「あめとむち」という

表現がされてきましたが、これまでに沖縄県は「あ

め」をもらったという認識があるのかを伺う。

　姻、本県の財政状況について知事の認識を伺う。

　引、天下りについて知事の認識を伺う。

　飲、不適正経理問題について知事の認識を伺う。

　淫、県内自殺者が増加していることに対して知事の

見解を伺う。

　胤、改正貸金業法について知事の見解を伺う。

　２番、福祉行政について。

　茨、児童虐待問題について喫緊の状況と対策を伺

う。

　芋、県内保育所等での事故状況を伺う。

　鰯、知事公約である認可外保育施設への給食費助成

は11円だけで済ませるおつもりですか。

　允、「沖縄待機児童対策スタディ・グループ」の提

言に伴う予算について伺う。

　印、知事公約の保育所待機児童ゼロの実績を伺う。

　３番、医療行政について。

　茨、県立病院の現状と課題を伺う。

　４番、観光商工行政について。

　茨、観光部門を観光部もしくは観光局として単独で

設置すべきであると思うが見解を伺う。

　芋、中国やアジア近隣諸国市場への経済戦略を伺

う。

　鰯は飛ばします。

　允、観光商工部として「美ら島沖縄総体2010」を活

用した戦略を伺う。

　５番、土木建築・交通政策・環境行政について。

　茨、土木建築・交通政策・環境を一体的にとらえた

施策について県の認識を伺う。

　芋は飛ばします。

　鰯、国関係発注工事・米軍工事の発注（ボンド）に

対する県の対応策を伺う。

　允、エコカー、電気自動車等の普及推進に向けた取

り組みを伺う。

　印、沖縄県全体をエコサイクリングロードにする施

策について伺う。

　咽、モノレール延伸の進瀧状況を伺う。これはあえ

て延伸というふうに聞いております。

　６、我が会派の代表質問との関連について。

　鉄軌道導入について多くの議員から質問があります

が、知事御自身の決意をお伺いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　赤嶺昇議員の御質問に答弁

をいたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、選挙公約の達

成状況と県民との約束を果たしたかについての御質問

ですが、１の茨と１の芋が関連いたしておりますの

で、一括して答弁させていただきます。

　私は、知事就任以来、雇用の創出・拡大や企業誘致

など産業振興に取り組みますとともに、県民福祉の向

上や過重な基地負担の軽減など沖縄が抱える諸問題の

解決に全力で取り組み、あらゆる面で施策を展開して

まいりました。県民と約束をしました公約に係る14の

政策目標と170の施策につきましては、そのすべてに

おいて着手ができたものと考えております。

　これまでに、沖縄県中小企業振興条例の制定、ドク

ターヘリの導入による救急医療体制の整備、離島地区

のブロードバンド環境の整備、沖縄国際アジア音楽祭

の開催などについて実現をしてまいりました。また、

「沖縄県産業・雇用拡大県民運動（みんなでグッジョ

ブ運動）」の展開、ＩＴ津梁パークの整備、情報通信

関連産業の集積など、雇用の拡大と産業の振興に取り

組みますとともに、大学院大学の設置推進、那覇空港

拡張整備の促進、国際物流拠点の形成に向けた那覇空

港ターミナル地区の整備促進など、各種基盤整備の促

進を図っているところでございます。さらに、保育所

入所待機児童の解消対策を初め、畜産・園芸作物の沖

縄ブランド産地の育成など農林水産業の振興、新石垣

空港建設・伊良部架橋などの離島・過疎地域の振興、

県立病院の経営健全化に向けた取り組み、その他多く

の施策につきましても事業化するなど、諸問題の解決

に向けまして着実に前進していると考えております。

　今後とも県民福祉の向上、そして県勢発展のために

産業振興、雇用情勢の改善や基地問題などの課題に全

力で取り組んでまいる所存でございます。

　同じく知事の政治姿勢の中で、11月の知事選出馬に

ついてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　私は、知事に就任して以来、県民の皆様、そして議

員各位の御理解と御協力によりまして掲げた公約のほ

とんどは着手できたものと考えております。現段階で

は、公約実現に向け、残る任期に全力を尽くしてまい

りたいと考えております。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、島尻氏の選対

本部長就任についての御質問にお答えいたします。

　私は、島尻氏が県政与党である自民党の公認、そし
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て公明党の支持を受け参議院選挙に出馬され、日ごろ

県政運営に当たっても御協力いただいておりますこと

から、選対本部長を引き受けたものでございます。

　同じく政治姿勢の中で、普天間飛行場移設問題に関

する対応についてという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　今回の日米共同発表は、県外移設の実現に期待する

県民の声がますます高まっている中で唐突に行われた

ものであり、県民の間に大きな失望を招いておりま

す。県としましても、地元の了解を経ずにこのような

移設案が決定されましたことはまことに遺憾であり、

受け入れることは極めて厳しいと言わざるを得ませ

ん。

　県としましては、政府が県外移設をどこまで真剣に

検討したのか、そして、どのような経緯で移設先を辺

野古とする日米合意に至ったのか、合理的な説明を行

うべきであると考えておりますし、さらに政府が県民

が納得のいく解決策を示すべきであるとも考えており

ます。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、不適正経理問

題について知事の認識を聞くという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　沖縄県では、昨年の会計検査の対象とならなかった

期間の国庫補助事業と、県単独事業に係る経理の処理

状況について独自に調査を進めてまいりました。この

結果、総額で5358万3427円の不適正な経理処理及び補

助金の目的外使用が判明したところでございます。昨

年の会計検査報告に引き続き、多額の経費が確認され

たことはまことに申しわけなく、深くおわびを申し上

げます。不適正な経理処理は、適正な会計経理に関す

る認識や、内部チェック体制が不十分であったことな

どが大きな原因であると考えております。

　県では、法令遵守の周知徹底、検査体制の強化を図

るなど、再発防止に努めているところであります。今

後とも職員一人一人が県民全体の奉仕者であるという

高い使命を改めて肝に銘じ、適正な経理処理の徹底に

努めてまいる所存でございます。

　次に、観光商工行政に係る御質問の中で、中国・ア

ジア近隣諸国市場に向けての経済戦略についてという

御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、経済発展の著しい中国及びアジア近隣

諸国を対象に、観光客の誘致、県産品販路拡大及び県

内企業の進出支援等を重要な施策として位置づけてお

ります。この取り組みの拠点といたしまして、これま

で沖縄県産業振興公社を通して、上海、香港、福州、

台北に海外事務所を設置いたしているところでありま

すが、今年度から現地スタッフ増員等により事務所機

能の強化を行っております。さらに、新たにタイ、シ

ンガポール、中国の成都に委託駐在員を配置し、新た

な市場開拓に向けて取り組んでいるところでございま

す。また、具体的には、チャーター便誘致活動など海

外誘客プロモーション、県産品等販路拡大に向けまし

た物産展、商談会の開催、香港、沖縄間のインター

ネット回線ＧＩＸを活用しました企業のアジア進出支

援を実施しているところであります。今後もさまざま

な形で中国及びアジア近隣諸国市場に向けた取り組み

を実施してまいる所存でございます。

　次に、土木建築・交通政策に係る御質問の中で、モ

ノレール延伸の進瀧状況いかんという御質問にお答え

いたします。

　沖縄都市モノレールの延長につきましては、平成21

年度から着工準備調査として、環境調査、そして関連

街路の設計及びモノレールの基本設計等を実施いたし

ているところであります。今後、都市計画決定など所

要の手続を進め、平成23年度の本格的な事業着手に向

け取り組んでいきたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　答弁の途中でありますが、時

間の都合もありますので、赤嶺昇君の質問及び質疑に

対する残りの答弁は午後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時54分休憩

　　　午後１時24分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前の赤嶺昇君の質問及び質疑に対する答弁を続行

いたします。

　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　 規君）　知事の政治姿勢に関す

る質問のうち、消費税率の引き上げについてお答えい

たします。

　消費税は、商品の販売やサービスの提供などの取引

に税を課するもので、他の税と比べ景気変動による影

響を受けにくいことから、少子・高齢化がますます進

展する中で安定的な歳入確保のためその役割は重要と

考えております。

　一方で、低所得者ほど重税感が増す「逆進性」の問

題も指摘されているところであります。現在、消費税

につきましては、税制全般の見直しの一環として、引

き上げの是非、引き上げ時期、低所得者層の負担軽減

などさまざまな観点から国において議論されていると
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ころであり、県といたしましては今後の動向を見守っ

ていきたいと考えております。

　次に、同じく政治姿勢のうち、本県の財政状況につ

いてお答えいたします。

　本県財政は、県税等の自主財源の割合が低く、国の

地方財政制度に大きく依存した脆弱な構造であるとと

もに、人件費等の義務的経費の割合が高く、弾力性に

乏しい構造となっております。国・地方を取り巻く厳

しい財政状況の中、県税や地方交付税等の歳入の大幅

な増加が期待できない反面、歳出においては、社会保

障関係費や公債費等の義務的な経費の増加に伴い、今

後も多額の収支不足を生ずることが見込まれ、厳しい

状況が続くものと認識しております。

　次に、天下りの認識についてお答えいたします。

　昨年11月に閣議決定された政府答弁書によります

と、「「天下り」とは、府省庁が退職後の職員を企

業、団体等に再就職させること」と定義されておりま

す。

　県の退職者が外郭団体等へ再就職する際には、県は

団体からの要請に応じて、県の行政目的、施策推進の

観点も踏まえ、実務能力等を総合的に判断して推薦す

るものです。各団体における人事につきましては、

個々の団体における所定の手続のもとに行われるもの

であり、それぞれの個々人の経験、力量等が評価され

て選任されるものと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

て、日米合意についての認識との御質問についてお答

えいたします。

　先ほど知事から答弁がありましたとおり、今回の日

米共同発表は、県外移設の実現に期待する県民の声が

ますます高まっている中で唐突に行われたものであ

り、県民の間に大きな失望を招いております。県とし

ましても、地元の了解を経ずにこのような移設案が決

定されたことはまことに遺憾であり、受け入れること

は極めて厳しいと言わざるを得ません。

　県としましては、政府が県外移設をどこまで真剣に

検討したのか、そして、どのような経緯で移設先を辺

野古とする日米合意に至ったのか、合理的な説明を行

うべきであると考えております。また、ホテル・ホテ

ル訓練区域の一部解除や環境に関する合意の検討など

も示されておりますが、その具体的な内容は明らかに

されておらず、沖縄県としましては、今後具体的かつ

実効性のある負担軽減策が示される必要があると考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、これまであめをもらったという認識

があるかについてお答えいたします。

　県としては、本土との遠隔性・隔絶性、戦後26年余

に及ぶ米軍の施政権下にあったこと等の特殊事情に基

づく他府県との格差の是正、沖縄の特性の発揮と不利

性の克服を目的に、沖縄振興開発特別措置法及び現沖

縄振興特別措置法による各種の振興策が実施されてき

たものと認識しております。

　次に、我が会派の関連質問についての御質問の中

で、鉄軌道に関して今後の具体的な取り組みについて

お答えいたします。

　県においては、昨年、中南部都市圏における新たな

公共交通システムを調査し、その課題と可能性につい

て整理しております。今年度から行う「沖縄県総合交

通体系基本計画」の検討に当たっては、外部有識者で

構成する委員会を設置し、幅広い知見を取り入れて課

題等の整理に取り組んでまいります。また、国が実施

する鉄軌道調査は２年間の予定で行われますが、県と

しても積極的に協力していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　知事の政治姿勢に

ついての御質問の中の、県内自殺者の増加についてお

答えします。

　県内の自殺者数は、平成10年に350人に急増した

後、12年連続して300人を超えております。また平成

21年の自殺者数は406人と前年に比較して20％ふえて

おり、自殺対策は重要な政策課題であると認識してお

ります。自殺の原因としては、健康問題のほか、経

済・生活問題など複雑多岐にわたることから、総合的

な対策が必要であると考えております。

　次に、児童虐待の喫緊の状況と対策についてお答え

します。

　県の児童相談所が処理した虐待相談処理件数は、平

成17年度が451件、18年度364件、19年度440件、20年

度408件、21年度が435件となっており、年度による増

減はありますが高どまりの状況となっております。

　児童虐待の防止のためには、早期発見と迅速な対応

が必要であり、引き続き児童相談所の体制強化を進め

るとともに、警察、教育庁等の関係機関との連携強化
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を進めてまいります。

　次に、県内保育所等での事故状況等についてお答え

します。

　県内保育所及び認可外保育施設における昭和62年度

以降の重大な事故発生状況は、29件となっておりま

す。そのうち死亡事故は20件となっており、死亡原因

が熱中症によるものが２件となっております。直近の

事故としては、平成22年２月、石垣市内の託児所にお

いて、生後３カ月の男児がうつぶせ寝状態で心肺停止

状態となり、死亡しております。

　保育所等における事故防止対策については、これま

で研修会などを通して注意喚起を促してきたところで

あります。県としましては、今後も、研修会や施設の

立入調査等を通じた安全・衛生面の指導助言等を図っ

てまいりたいと考えております。

　次に、認可外保育施設への給食費助成についてお答

えします。

　認可外保育施設への給食費助成については、平成20

年から牛乳代に加え、新たに米代の助成を行うなど、

これまで段階的に支援の拡充を図ってまいりました。

しかしながら、現下の厳しい財政状況の中、現時点で

は給食費の増額は困難と考えておりますが、認可外保

育施設職員への各種研修会の実施や「認可外保育施設

指導監督の指針」に基づく施設の立入調査を通じた安

全・衛生面からの指導助言等により、入所児童の処遇

向上を図ってまいりたいと考えております。

　次に、「沖縄待機児童対策スタディ・グループ」の

提言に伴う予算についてお答えします。

　提言書においては、沖縄の現状を踏まえた待機児童

の解消に向けて今後考えられる対応の方向性と具体的

施策の例が示されております。その内容は、制度改正

が必要なものから運用改善で対応できるものまで多岐

にわたっております。具体化については、今後、国の

関係省等と予算の確保を含め調整を行うこととしてお

ります。

　次に、保育所待機児童ゼロの実績についてお答えし

ます。

　待機児童の解消については、２つの基金事業を活用

した保育所整備や認可化の促進等を図ってまいりまし

た。これらの取り組みの結果、平成21年度は860人の

定員増が図られ、平成22年４月１日現在の待機児童数

の速報値は1680人で、前年度に比べて208人減少して

おります。

　県としましては、今後とも両基金の活用を図ります

とともに、「沖縄待機児童対策スタディ・グループ」

の提言を踏まえ、国及び市町村や関係団体と連携をし

待機児童の解消に努めてまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　知事の政治姿勢につ

いてに関連し、改正貸金業法に係る知事の見解につい

てお答えいたします。

　改正貸金業法は、深刻化した多重債務問題の解決等

を図るため、平成18年12月に制定され、段階的な施行

を経て去る６月18日に完全施行されました。

　改正の主な内容は、貸金業者には純資産額の引き上

げや貸金業務取扱主任者の必置、上限金利の引き下げ

などの規制が強化され、一方、総量規制の導入により

年収の３分の１を超える個人の新たな借り入れができ

なくなりました。今回の法改正により、貸金業者の適

正化や新たな多重債務者の発生が抑制されるものと期

待しております。

　県においては、法の趣旨を踏まえ、引き続き県知事

登録貸金業者の指導監督に努めるとともに、国や市町

村、弁護士会、司法書士会など関係機関と連携し、法

改正の周知を図ってまいります。また、借り入れで

困っている人への相談会などを県内各地で開催してき

たところであり、今後も関係機関と連携しながら適切

に対応していきたいと考えております。

　次に、土木建築・交通政策・環境行政に関連して、

エコカー、電気自動車等の普及推進に向けた取り組み

についてお答えいたします。

　エコカー、電気自動車などの普及については、二酸

化炭素の排出削減等による地球温暖化対策を図る観点

から重要であると考えております。県内では、観光関

連事業者が電気自動車の導入を進めており、また急速

充電器の設置を目的とした企業が設立されるなど、民

間レベルでの取り組みが活発化しております。

　県としては、このような民間の取り組みを支援する

とともに、電気自動車等を広く県内へ普及させるた

め、関係機関等と連携して、国が実施する「電気自動

車・プラグインハイブリッド車タウン構想」の実施地

域の指定に向けて取り組んでいるところであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　県立病院の現状と課

題についてお答えいたします。

　県立病院においては、医師不足により北部病院産婦

人科や内科、中部病院眼科や小児科及び宮古病院眼科
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で診療制限をしております。そのため、あらゆる手段

を講じて医師等の確保に努めてまいります。また、経

営面では、診療報酬上の各種加算の新たな取得や、薬

品費の縮減プロジェクトなど、収益・費用両面での改

善の取り組みと一般会計からの支援の強化により、平

成21年度において経常収支が黒字となり、経営再建計

画初年度として経営再建が着実に進んでいる状況にあ

ります。一方で、平成21年度末で約70億円の長期債務

を抱えるなど経営課題を抱えており、今後とも計画の

達成に向け全力で経営改善に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光商工行政につい

ての中で、観光部門の単独部局設置についての御質問

にお答えします。

　観光に関する行政組織については、本県の自立型経

済の構築に向けた観光・リゾート産業の一層の振興を

図るため、平成17年度に観光・リゾート局から観光商

工部へ組織改編したところであります。観光商工部の

設置により、商工部門を初め農商工連携事業などによ

り農林水産業などと各分野の連携が強化され、観光行

政の強化が図られたものと理解しております。

　沖縄県としましては、観光ニーズがさらに多様化か

つ増大していることから、今後こうした観光ニーズに

的確に対応するためにさらなる観光推進体制の強化に

ついて検討していきたいと考えています。

　同じく観光行政について、「美ら島沖縄総体2010」

における観光分野の取り組みについての御質問にお答

えします。

　美ら島沖縄総体は、選手・監督及び関係者を含め約

３万6000人の来県が見込まれており、県では、さまざ

まな機会をとらえ、来県者に向けた観光ＰＲを行うこ

ととしております。

　具体的には、昨年６月からリハーサル大会として行

われている各種競技会において、プログラムへの広告

掲載や観光パンフレット等の提供を行っております。

また、来県時の歓迎ムードを高めるため、那覇空港

ターミナル内での歓迎看板設置や、沖縄産業支援セン

ターでの歓迎懸垂幕を掲げることなどを計画しており

ます。大会期間中においては、総合開会式会場にブー

スを出展し、沖縄観光を強力にＰＲするほか、スポー

ツ・コンベンションに関するパンフレットを配布し

て、県内スポーツ環境のＰＲ等を行う予定としており

ます。このような取り組みを通して大会の盛り上げに

寄与するとともに、参加者・関係者を将来のリピー

ターにつなげていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　土木建築・交通政

策・環境行政についての御質問で、土木建築・交通政

策・環境を一体的にとらえた施策についての御質問に

お答えいたします。

　沖縄県の社会資本整備については、沖縄振興計画に

基づき、自然環境や景観等に配慮し、「環境共生型社

会の形成」、「持続的発展を支える基盤づくり」など

の施策を推進してきたところであります。また、「沖

縄21世紀ビジョン」においては、高齢化社会と脱自動

車社会に対応した移動環境と交通手段の確保、自転車

や歩行者中心のコンパクトな都市づくりなど「人間優

先のまちづくり」の実現を目指すこととしており、次

期社会資本整備計画において取り組んでいきたいと考

えております。

　同じく土木建築・交通政策・環境行政についての御

質問で、国関係発注工事及び米軍工事のボンドに対す

る県の対応策についてお答えいたします。

　国関係発注工事の地元企業への分離・分割による受

注機会の拡大については、国関係機関への要請を行っ

ており、その結果、国においては入札参加資格要件の

緩和や分離・分割発注を行うなど、県内企業の受注機

会の拡大が図られております。今後とも、あらゆる機

会を通して要請を行っていきたいと考えております。

また、米軍発注工事におけるボンド支援については、

現在、関係部局で構成する「米軍発注工事に係るワー

キンググループ」において、米軍発注機関や金融機

関、建設業界等から情報の収集、受注に当たっての課

題の整理を進めているところであり、これらをもとに

県として対応可能な支援策の検討に取り組んでまいり

ます。

　同じくエコサイクリングロードについてにお答えい

たします。

　県内におけるサイクリング専用ロードは、県道玉城

那覇自転車道があり、整備を推進しているところであ

ります。また、国道58号などにおいては、広い幅員の

自転車歩行者道を整備しており、自転車通行ができる

ようになっております。昨年度、那覇市の赤嶺・壺川

地区において、自転車通行環境整備のモデル地区とし

て国、公安委員会と連携し、自転車通行帯の整備を行

いました。今後とも、環境や健康、観光の観点から、

関係機関と調整し、サイクリングが安全で気軽にでき

る道路づくりを進めていく考えであります。
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　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　再質問をさせてもらいます。

　その前に、きょうは平日にもかかわらず多くの傍

聴、本当にありがとうございます。

　まず公室長にお聞きしたいんですけれども、知事は

菅総理が誕生してからこの間、２回会っているという

ことなんですけれども、１回目と２回目のそれぞれの

時間をまず教えてもらっていいですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　正確な時間につきまし

ては、ちょっと記憶の面もあるんですけれども、いず

れも１時間前後であったと記憶しております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　２回総理とお会いになって、この間

の知事の答弁は、まず政府の方針が180度変わったん

だと、その説明を受けないといけないということを

言っているんですね。それぞれ１時間ずつ菅さんと会

う時間があって、なぜそのときにこれまでの民主党政

権の鳩山さんからここまで至った経緯の説明を求めな

かったんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時48分休憩

　　　午後１時48分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　申しわけございませ

ん。訂正させていただきます。

　まず１回目の会談は、総理官邸において行ったんで

すけれども、約20分程度でございました。２回目の会

談は、本県で慰霊の日に行ったんですが、これが１時

間10分程度、正確なところでございます。そこは訂正

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時49分休憩

　　　午後１時49分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これまで答弁したようなこ

ととか、その方針が180度変わったとかいうこと、そ

してそれが極めて遺憾であるし、なかなか極めて厳し

いですよということは無論申し上げて説明が必要であ

るということも――これは２回目ですね、１回目はほ

とんどあいさつみたいなものです――申し上げたので

すが、そのときこれはちょっとあらあらの記憶なんで

正確性があれなんですが、２回目のほうではちょっと

総理も今勉強中だというようなたしか趣旨の御返事

だったと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　代表質問から一般質問にかけて、知

事はいわゆる日米合意に反対するべきじゃないかとい

う指摘がある中で、まずは説明を求めるべきだという

話をされているんですね。２回目の会談が23日、１時

間20分ぐらい本土マスコミから話を聞いているんです

ね、昼食を挟みながら。これだけの時間がありながら

これまでの経緯を求めるのは私は当然だと思います

よ、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時50分休憩

　　　午後１時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　だから今申し上げたよう

に、求めたわけですよ。ところが勉強中だという御趣

旨の発言があったと記憶しております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事、沖縄を代表する知事として菅

さんが、勉強中の総理がですよ、なぜ日米合意に対し

て鳩山さんが日米合意に踏み切ってそれを踏襲すると

いうことになるんですかということは、通常だったら

我々は指摘するわけですよ。勉強中ということを言っ

ている総理に対して、なぜあなたは勉強中でありなが

ら鳩山さんのその意見に対して踏襲するんですかとい

う指摘もなかったんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　それはあなたの意見であっ

て、私は勉強中だと、勉強をしっかりやってもらいた

いという気でいるのは当然じゃありませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　怒っていることはウチアタイしてい

ると思いますよ。あのですね、勉強中というのは今、

一国の総理が沖縄の問題でこれだけ重圧がかけられて

いて、勉強中という答弁で、じゃあ勉強する時間を知

事は与えるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　赤嶺議員、あなたの哲学を

言ってもらっても困るんで、勉強中という言葉だった

かどうかは正確にはあれなんですが、おおよそそうい

う感じのことを言われたんですから、それはそうです

か、しっかりやってもらいたいということですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　勉強中と言いながら、８月までに工
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法とか決めると言っているんですよ、政府は。じゃ一

体いつまで勉強されて具体的な説明を求める予定です

か。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　それこそ政府に質問してく

ださい、あなたの党を通じて。

○赤嶺　　昇君　休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時53分休憩

　　　午後１時54分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　あなたの党というのは、確

かにどの党かはっきりしませんから、訂正させていた

だきますが、あなたのほうから確認されたらいいと思

いますよ。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事、沖縄県民を代表して菅総理と

公式にお会いしたのは知事ですよ。我々は会っていな

いんですよ。沖縄県のトップリーダーとして２回も

チャンスがあって、総理が２回も勉強していると。そ

れであればいつまでに勉強を終えてこれまでの経緯を

説明されるんですかということぐらい本来だったら聞

くべきじゃないですかということです。いかがです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　どうもそういうあなた自身

の考えによる物事の進め方を私に強制してもいかがか

と思うんですが、それは可及的速やかにとは申し上げ

ましたよ、およそそういう趣旨のことは。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時55分休憩

　　　午後１時55分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　それでは知事、政府から経緯の説明

をいただきたいと答弁されていますから、経緯の説明

をもらった後に日米合意について賛否を明らかに表明

する考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時56分休憩

　　　午後１時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　無論この説明を伺って、こ

れは県民が物すごく失望していますから、どういうこ

とでどう変わったのかというのを含めた説明を受けて

後、あの案について私のほうでは態度を表明します

よ。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事は、現時点で辺野古移設は極め

て厳しいと表明されていますね。いろんな議員からこ

れははっきりしていないという意見も指摘もありま

す。私が聞きたいのは、政府の説明次第では知事は辺

野古移設に明確に反対することもあり得ますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　仲村議員にお答えしたとお

り、拒否することはあり得るべしということです。そ

れも選択肢に入っているということですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　賛成するという選択肢もあります

か。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　それは恐らく極めて厳しい

だろうと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時57分休憩

　　　午後１時58分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事は、この間答弁の中で、御自身

の気持ちが菅総理に伝わっているという御答弁があっ

たんですけれども、実際知事の気持ちは総理に伝わっ

ているというお考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時58分休憩

　　　午後１時58分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これは相手がどう受けとっ

ているかもあるんですが、私はきちっと伝えましたか

ら、天下の総理大臣ですから伝わっているだろうと推

測いたしますよ。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　そういう答弁をされたんですね。し

かし、もうきのうの新聞でオバマ大統領と辺野古推進

するという記事が出ているんですね。それは伝わった

ことがああいう態度に出ているということに対して知

事どう思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時59分休憩

　　　午後１時59分再開
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○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　報道の表現でしかわかりま

せんけれども、日米両政府は一応共同声明の内容を発

表しておりますから、前の鳩山総理の時代のものを踏

襲するのであればああいう趣旨の報道に相なるだろう

とは思いますが、私は説明を受けてないんで、やはり

日本政府のほうからちゃんと説明を受けた上で私は私

の立場から物を言うというのはもう当然だと思ってお

りますが。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事が選挙に出られる際に、知事公

約でキャンプ・シュワブ内の暫定ヘリポートの公約を

打ち出していますが、これはまだ生きていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時０分休憩

　　　午後２時０分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　基本的には、その当時普天

間の危険性を一日も早く除去すると、そしてそのとき

に普天間の危険性を除去するために向こうにヘリポー

トをつくって分散する。それによってその分だけの危

険性を確率的にも下げるとそういう趣旨でありました

から、考え方としてはあり得るんですが、そもそも辺

野古そのものを否定していた民主党政権がまたもとへ

戻ってきたというここのところというのは、今まで申

し上げていますように政府からきちっと話を聞かない

限りよくわからぬ。したがって、前に申し上げた危険

性の除去という考え方そのものは基本的に何ら変わっ

ておりません。ですから、ヘリポートの話というのは

もともと辺野古を前提としたものですから、この辺野

古そのものが厳しい中にあってこれが生き続けられ得

るのかどうか。ただし、危険性除去のためにいろんな

手段を政府も提案すべきだということを申し上げてい

るわけです。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時２分休憩

　　　午後２時３分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　そうしますと、政府から説明があれ

ばこのヘリポートについてもそれは公約として残すか

残さないかというこれもはっきりされるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　そういうレトリックを弄し

てくると、だんだんだんだん辺野古をあんたは認める

ということになっていくでしょう。だけど、辺野古そ

のものが動いているんだから、ですから私の公約の前

提であったものが揺らいでいる中では揺らいでいる状

況を答えるしかない。そしてその中で普天間の危険性

の除去という思いと考えは変わらないと申し上げてい

るんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　あのですね、知事は選挙に出るとき

にこの沖縄大躍進の中でこう言っているんですね。

「「独立独 歩の精神」と「主体性 のある相 互依

存」」、「私たちが自ら考え、実行し、責任を負う」

と言っているんですね。

　私は、この間３年半ぐらい知事といろいろ議論をさ

せてもらって決断力も含めて、みずから考え、確かに

政府があってのことではあるんですけれども、今の公

約そのものもそれが生きているかどうかもわからない

というのはいかがなものかなということを指摘してお

きたいと思っています。

　それと副知事にお聞きします。

　長年、県政に携わった副知事として、先ほどのあめ

とむちの話なんですけれども、沖縄県はあめをもらっ

たという認識は持っていますか、上原副知事。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　お答えいたします。

　まず質問の趣旨ですけれども、あめとむちと言われ

るけれども沖縄はあめをもらっているかという認識が

あるかどうかということですよね。

　まず結論を言えば、これだけの基地負担をしている

にしてはその代償は僕は少ないというふうに思いま

す。すなわちそのあめをもらっているという認識では

なくて、逆にこれだけの基地があることによるマイナ

ス面を考慮したときには、これまで以上の財政的な措

置等があってしかるべきだというのが私の認識です。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　私も同じ認識なんですね。今、消費

税の増税の議論がされております。私たち沖縄県民は

これはバーターの話じゃなくて、普天間の辺野古移設

の駆け引きじゃなくて、既に嘉手納飛行場であったり

大きな重圧に県民は苦しめられているんですね。した

がって、沖縄県として例えば安保によって日本の安全

保障を守られているということを菅総理が感謝の意を

述べているわけですね。そうであれば、もう乱暴な議

論かもしれませんけれども、安保税とか直接国に対し

て日本の安全保障が守られるとしたら、国民１人当た

りから１万円ずつ約１兆3000億ぐらい求めるぐらいの
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――私はこれは乱暴な議論じゃないと思いますよ。全

国知事会で17名の知事が欠席もするわけですよ。そう

いう気概を持ってしっかりとそれを訴えていくという

ことは私は大事だと思いますけれども、副知事いかが

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　先ほどの話とちょっと関連

いたしますけれども、復帰して25年、大きな動きはあ

りませんでした。あの95年の暴行事件以降ですね、沖

縄の基地問題が大きく揺れ動きまして、そこで1996年

のたしか９月でしたけれども、橋本総理が閣議決定し

た総理発言があります。その中で言っているのは、沖

縄に対して十分でなかったと言ったんですよ。それは

沖縄側から今のあめとむちの議論でありますとか、あ

るいは基地か経済かというようなことで自縄自縛に

なってきて、自己規制してしまったという面は僕はあ

ると思います。ですから、もちろんあめをもらったか

ら基地を認めるんじゃなくて、順序が逆だと思いま

す。これだけの基地負担すれば当然しかるべき代償を

とらなきゃいけないということでは、これがどういう

制度的なことを検討しているかというのは、我々が検

討していかなきゃならないということだと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事、今あえて長年行政の中にいた

上原副知事にそれを質問させてもらったんですけれど

も、この中でも認可外保育施設の給食費の問題であっ

たり、やらなければならない多くの政策があるんです

ね。恐らく知事の公約の中で、なかなか着手したとは

言っても前に進めないのはやはり財源だと思うんで

す。ここに来てこれだけ政府が沖縄の重圧について認

めているわけですから、先ほど言いました安保税につ

いて私は具体的に言及をするべきだと思うんですよ。

それは向こうの政府が考えることであって、いわゆる

今後ただ北部のような1000億という額の振興策ありき

じゃなくて、このような政策を私たちはやりたいか

ら、そのためにこれだけの財政が必要なんだと、日本

の安全保障のために沖縄は寄与しているわけだからと

いうことで、それは知事がこれを言うカードを持って

いると思うんですね。仲井眞知事いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時９分休憩

　　　午後２時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　確かに財政の問題が何をや

るにしても大きいし、沖縄にとっても非常に大きな問

題であります。ただ、御提案としていただいておきた

いと思います。安保税という概念の税がつくり得るか

どうかは別にして、ただちゃんと自立した政策、自立

を目標にした政策を展開していく上ではやはり沖縄の

財政では少し心もとない、ちゃんとした財源が要ると

いうのはもう明らかですから、議員の御提案としてい

ただいておきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひこういった認識も国民に対して

沖縄のこの現状を訴えるのも知事の役割だと私は思っ

ております。

　続いて、モノレールについてなんですけれども、浦

添市の第４駅について、浦西駅周辺の整備について、

これは浦添市側も積極的に提案をしていきたいという

ことなんですけれども、それについて県として地元の

提案もしっかり認めていくかどうかについてお聞かせ

ください。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　ただいまの件でござ

いますけれども、このモノレールを延長するに当たり

まして沖縄自動車道と結節するところの結節地点だと

いうことで認識しております。そこのところにつきま

しては、浦添市のほうのまちづくりの観点から、提案

があれば私どもは一緒になって検討していきたいと考

えております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひお願いいたします。

　続いて、認可保育施設における――認可外も含めて

――事故について20名の子供が昭和62年から亡くなっ

ているんですね。これは報道される部分とされない部

分があるものですから、そのあたりについてもっと最

近もそういう事故がありましたので、福祉保健部とし

て知事も含めてしっかり事故が起きないように対処し

てもらいたいと思いますけれども、部長いかがです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　保育所または認可

外施設も含めてですけれども、指導監督の指導とか、

あとは監査を通じて、研修会を通じて、対象施設に対

しては、その児童の安全管理に関することの喚起を促

しております。今後ともそれに強力に努めていきたい

というふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事の公約について総括的な部分で

ちょっとお聞きしたいんですけれども、知事は公約の

実現に向けてほとんどの公約に着手したという答弁を
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されているんですね。本来であれば着手することが公

約じゃないんですね、着手するのは私は当然だと思っ

ております。この公約を掲げて具体的に県民に対して

何ができて、何ができなかったかということを、もし

くはどう進んでいるのか。これは稲嶺県政も終盤に

なって、ほとんど種をまいたということでこれから咲

くということを言ったんですけれども、私は咲いてき

た状況が余り見えてないものですから、そのあたり知

事として公約を掲げた以上は着手したというのはやは

りなかなか県民にわかりづらいと思うんですね。その

あたりについて、知事としてしっかり示すべきだと思

いますが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時13分休憩

　　　午後２時13分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　無論これはつくった以上、

どこまで進んでいるか、どこまで進めることができた

か、完成したかという点で無論私もしょっちゅう

チェックしております。

　そういう中で先ほども答弁させてもらいましたが、

中小企業振興条例などなどやりますと言って既に完成

したものもありますし、道半ばのものもありますし、

まさにおっしゃったように着手したものというものも

ありますし、ただ稲嶺知事の時代からの継続したもの

がやはり大きなこれは政策の連続性でもありますし、

これも無論たくさんありますよ。稲嶺さん時代に種を

まいて花が咲き始めたというものも結構あると私は

思っております。これは我々、一個一個実はチェック

をしておりますので、時間があるときにいつでも詳し

く御説明したいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

　　　〔平良昭一君登壇〕

○平良　昭一君　一般質問を行います。

　先日の慰霊祭の日に行われた平和祈願慰霊大行進に

参加しました。平和の願いを込めて一歩一歩、平和の

とうとさを語り継ぐ責任のもと、糸満市役所から平和

祈念公園までの約7.5キロ、子供たちも高齢者の方々

もたくさん参加し行われました。

　一つ残念に思ったことがございます。

　毎年行われている行事にもかかわらず、歩道の整

備、いわゆる草刈りを行っておらず、歩く方々が大変

不自由な思いをしていた箇所がたくさんございまし

た。平和を願う行進があのような状態では全く情けな

い。全戦没者慰霊祭の一環として行われる平和行進の

コースメンテナンスができないということは、大変失

礼な話ではないかと思います。遺族の方々の思いを踏

みにじってしまっており、残念に思いました。これ

は、一緒に歩いた何人かの同僚の県議も同感だと思い

ます。その辺、知事はどう感じていらっしゃいます

か。できるなら御意見を聞かせてもらいたいと思いま

す。暑い中を歩く方々に対しての配慮はあって当然で

あるべきです。そのことを強く訴え、質問に入らせて

いただきます。

　１点目、知事の政治姿勢について。

　茨、基地問題について。

　ア、直接米政府に対し沖縄の過重な基地負担の軽減

を求めていくとの考えで、ことし訪米したいとの意向

だったが、２月議会では鳩山政権の日米地位協定の見

直し等に関する方針や、日米両政府の協議の進展を踏

まえ調整したいとのことでありました。首相がかわ

り、今後の日程はどうなるのか伺います。

　イ、知事は、15日に菅新首相と面談したが、その内

容はどのようなものか伺います。

　ウ、普天間の代替施設が辺野古には極めて厳しいと

の発言を繰り返しているが、その発言と公有水面埋め

立ての許可に対する知事の所見を伺います。

　芋、知事公約について。

　任期最後の年であり、以前の答弁では公約のほとん

どに着手することができたとのことであります。公約

の実現ができたのか伺います。

　２点目、北部活性化特別振興事業について伺いま

す。

　茨、北部振興策の総括について。

　10年間行われてきた北部振興策が昨年度末で失効し

ました。北部地域の振興は、県土の均衡ある発展を図

る観点から重要である旨、沖縄県及び北部12市町村か

ら国に対して継続実施の要望を受け、平成22年度内閣

府沖縄振興予算の北部活性化特別推進事業として70億

円の予算が組まれました。その予算執行に当たり大事

なのは、これまで投じた振興策が本来の目的の達成に

どれだけ効果があったのか。厳密にチェックをしなけ

ればならないことであります。北部振興策の基本方針

は、北部地域の産業振興による雇用の創出と生活環境

整備による定住人口の増加を図ることがテーマであり

ます。

　そこで伺います。

　ア、過去10年間の北部各市町村の投資割合を示して

ほしい。

　イ、沖縄本島内において過疎地域指定を受けている

のは北部の４町村のみであります。基地とリンクしな
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いのであれば、過疎地域脱却を目指す振興政策でなけ

ればならない。この４町村及び３離島村に徹底した北

部活性化特別振興事業を導入すべきであると思います

がいかがでしょうか伺います。

　３点目、土木建築行政について。

　茨、総合評価方式について。

　県内でも地方に行けば行くほど中小企業は厳しい状

態を強いられており、建設業とて同様であります。公

共事業の落ち込みにより危機的な状況であります。地

方の建設業は都市部の建設業者とは違い、経営基盤は

脆弱であり、地方の建設業者育成強化を図るための対

応策について伺いたい。

　ア、実績評価以外の地域制単位の点数を考慮できな

いか伺う。

　イ、国発注のダム工事は地域制に配慮していると聞

きます。県発注も指名競争入札に地域制を導入できな

いか伺います。

　４点目、松くい虫対策について。

　予防対策の方法について。

　松くい虫は、昭和48年に初めて発見されて以来、県

木であるリュウキュウマツに重大な被害を及ぼし、中

北部を中心に被害が蔓延しております。平成14年度に

は県条例も制定し、積極的な防除対策に取り組んでい

ることだと思いますが、以下の点をお聞きします。

　ア、県は、樹幹注入と薬剤散布を行う方法のみの防

除方法しか持ち合わせておりませんが、その成果はど

うなっているのか。

　イ、その他の方法についての予防対策はないか伺い

ます。

　５点目、「山羊サミット」について。

　「全国山羊サミット」は、毎年、ヤギ牧畜関係者が

一堂に会して情報交換と交流を行っております。こと

しは沖縄県での開催になっており、10月の開催の「山

羊サミット」の概要についてお聞きしたい。

　また、ヤギ農家に対する口蹄疫対策はどうなってい

るのか。特別な対応策等はないか伺いたいと思いま

す。

　６点目、海岸漂着ごみについて。

　多種多様な漂着ごみの処分に離島地域は苦悩してお

ります。処分にも経費がかかり、財政圧迫につながっ

ております。県の何らかの対応策が必要だと思います

が伺います。

　７点目、港湾行政について。

　茨、本部港の整備について。

　北部地域は美しい自然や海洋資源を有し、国際的な

クルーズの拠点として高いポテンシャルを有している

と考えられ、このため、北部地域の振興を図るべく拠

点港である本部港を活用した観光振興計画を検討する

ため、内閣府沖縄総合事務局開発建設部港湾計画課を

中心に、観光関係の有識者や地元関係者等14名の委員

構成で、本部港観光振興協議会を設置し検討を進めて

まいりました。４月22日には北部地域の観光振興の基

本方向、本部港の今後の整備の進め方や受け入れ体

制、魅力づくりなどの振興策を含む本部港観光港計画

の方向性について了承され、国際クルーズ港を整備し

ようという整備構想案の発表がありました。

　そこで、本部港観光振興協議会の答申が出たようで

ありますが、同港の国際クルーズ港としての整備構想

案に対する県の考え方を伺います。

　芋点目、船舶航路の問題について。

　伊江島、水納島、本部沖合の狭い海域に集中して船

が航行している状況であり、大変危険な状態がありま

す。2008年10月には同海域で那覇市沿岸漁業所属の漁

船と貨物船が衝突し、漁船の乗組員３人が死亡する事

故が起きております。事故が起きた水納島沖は、沖縄

と本土を結ぶ貨物フェリーや漁船が多く行き交う場所

であり、原油高騰のあおりから、本来、伊江島西沖を

航行していた大型船が、燃料費削減のためにいわゆる

ショートカットをして航路を変更している状況だと聞

きます。地元定期航路の関係者によりますと、いつま

た同じような事故が起こってもおかしくない状況と話

す。その対策方についてお聞きしたいと思います。

　８、警察行政について。

　県警察本部において、各警察署の管轄区域を越えた

県内全域のパトロールを行う組織である自動車警ら隊

の活動と配置について伺います。

　９点目、我が会派の代表質問との関連について。

　「美ら島沖縄総体2010」の県全体の取り組みについ

ての関連ですが、28日から高速道路の社会実験が行わ

れまして、渋滞あるいは事故６件発生との報道がなさ

れました。会場への選手搬送に影響が出るのではない

かと思います。渋滞の現状と対策を聞きます。

　そして、産業廃棄物処理施設に関する県の方向性に

関する質問で、公共が関与する産業廃棄物管理型最終

処分場の整備についての取り組みについて伺います。

　23年度までの完成予定だと思うが、進瀧状況はどう

なっているか伺います。また、沖縄市の民間産廃施設

に対する県の関与、考え方をお聞きしたいと思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　平良議員の御質問に答弁さ
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せていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、菅総理との面

談についてという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　去る６月15日及び23日の菅総理との面談におきまし

ては、菅総理から、日米共同発表を踏まえつつ、沖縄

の基地負担の軽減に取り組みたいとの趣旨の発言があ

りました。私からは、今回の日米共同発表はまことに

遺憾であり、名護市辺野古への移設は極めて厳しい旨

申し上げました。あわせて、事件・事故の発生状況な

ど、基地負担の現状を御説明し、大幅な軽減が必要で

あることを申し上げたところであります。このような

県の考えは総理に十分伝わったと考えております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、選挙公約の実現につ

いてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　私は、知事就任以来、雇用の創出、そして拡大や企

業誘致など産業振興に取り組みますとともに、県民福

祉の向上や過重な基地負担の軽減など、沖縄が抱える

諸問題の解決に全力で取り組み、あらゆる面で施策を

展開してまいりました。

　これまでに沖縄県中小企業振興条例の制定、ドク

ターヘリの導入による救急医療体制の整備、そして離

島地区のブロードバンド環境の整備、沖縄国際アジア

音楽祭の開催等について実現してまいりました。ま

た、「沖縄県産業・雇用拡大県民運動（みんなでグッ

ジョブ運動）」の展開、そしてＩＴ津梁パークの整

備、情報通信関連産業の集積など、雇用拡大と産業振

興に取り組みますとともに、大学院大学の設置推進、

那覇空港拡張整備促進、国際物流拠点の形成に向けた

那覇空港ターミナル地区の整備促進など、各種基盤整

備の促進を図ってまいりました。さらに、保育所入所

待機児童の解消対策を初め、畜産・園芸作物のおきな

わブランド産地の育成など農林水産業の振興、そして

新石垣空港建設・伊良部架橋などの離島・過疎地域の

振興、県立病院の経営健全化に向けた取り組み、その

他多くの施策についても事業化するなど、諸問題の解

決に向け着実に前進していると考えております。

　今後とも県民福祉の向上、そして県勢発展のために

産業振興、雇用情勢の改善や基地問題などの課題に全

力で取り組んでまいる所存でございます。

　次に、土木建築行政に係る御質問の中で、総合評価

方式の地域性評価についての御質問にお答えいたしま

す。

　土木建築部が実施いたします総合評価方式において

は、地域精通度・地域貢献度の評価項目を設けており

ます。その中で原則として特Ａ対象以外の工事につい

ては、地域内での営業拠点の有無並びに近隣区域での

施工実績を評価の対象とし、地域性を考慮いたしてい

るところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につき

まして、訪米要請につきましてお答えいたします。

　今年度の訪米につきましては、日米安保条約・日米

地位協定締結50年という節目の年に、米国政府や連邦

議会等の関係機関に対し沖縄県民の声を直接伝え、沖

縄の過重な基地負担の軽減について、日本政府との早

急な協議を働きかけるとともに、日米地位協定の見直

し等基地問題の解決促進を求めていきたいと考えてお

ります。

　訪米の時期や日程等につきましては、政府の日米地

位協定の見直し等に関する方針や、日米両政府の協議

の進展等を踏まえ、今後調整してまいりたいと考えて

おります。

　次に、公有水面埋立申請に対する所見についてお答

えいたします。

　普天間飛行場移設問題につきまして、今後の政府の

対応としましては、８月末までの専門家による代替施

設の位置、配置及び工法に関する検討、日米安全保障

協議委員会での合意等が行われるとされております。

　政府から知事に対して埋立承認願書が提出されるの

はこれらの手続を経た後となっており、現時点では移

設案を受け入れることは極めて厳しいというのが県の

考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　北部活性化振興事業につ

いての御質問の中で、過去10年間の北部各市町村の投

資割合についてお答えいたします。

　北部振興事業は、平成12年度から平成21年度までの

10年間に423事業、909億7700万円の事業採択が行われ

ております。

　北部各市町村ごとの投資割合は、名護市約34％

（309億1400万円）、国頭村約6.3％（57億7200万円）、

大宜味村約4.6％（41億7500万円）、東村約3.6％（32

億5700万円）、今帰仁村約5.9％（53億8000万円）、

本部町約9.9％（90億3400万円）、恩納村約4.2％（38

億800万円）、宜野座村約6.3％（57億1000万円）、金

武町約5.4％（48億8400万円）、伊江村約2.5％（23億
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円）、伊平屋村約2.5％（22億3800万円）、伊是名村

約3.0％（27億5900万円）、その他複数市町村にまた

がる事業として約11.8％（107億4200万円）となって

おります。

　次に、過疎地域への北部活性化振興事業の導入につ

いてお答えいたします。

　本県では、現在、18市町村が過疎地域として公示さ

れており、うち北部地域においては７町村がありま

す。これら過疎地域の振興については、沖縄振興開発

計画や過疎地域自立促進特別措置法に基づく諸施策が

講じられ、道路やごみ処理施設等の生活基盤の整備を

実施しております。また、北部地域の振興策は県土の

均衡ある発展を図る観点から実施されてきており、平

成22年度の北部活性化振興事業として、過疎町村の港

湾改修事業や特産品加工施設整備等の施策を国に要望

しているところであります。

　沖縄県としましては、これらのさまざまな施策を活

用し、７町村の過疎地域からの脱却に努めてまいりた

いと考えております。

　次に、港湾行政についての御質問の中で、本部沖合

における船舶航行の安全対策についてお答えします。

　船舶の航路の設定については、海上運送法に基づき

沖縄総合事務局においてその許認可がなされていま

す。

　県としても、船舶の航行の安全の確保は最も優先さ

れるものであると認識しており、国及び関係機関と連

携して取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　土木建築行政につい

ての御質問で、指名競争入札における地域性の導入に

ついてお答えいたします。

　県発注の公共工事の指名競争入札に当たっては、

「県内企業への優先発注及び県産品の優先使用基本方

針」に基づき地域要件を設定し、県内建設業者の受注

の確保に取り組んでおります。また、各土木事務所に

おける指名に当たっては、事務所管内を基本とし、業

者数の多い区域では、市町村ごとの指名も行っており

ます。

　今後とも、地域の建設業者に配慮して、受注機会の

確保に努めてまいりたいと考えております。

　次に、港湾行政についての御質問で、本部港観光振

興協議会の整備構想についてお答えいたします。

　本部港は、現在、２万トンクラスのクルーズ船に対

応できる水深９メートルの岸壁と海洋レクリエーショ

ンを支援する緑地の整備を進めているところでありま

す。ことし４月に本部港観光振興協議会において本部

港国際観光港計画（案）の整備構想がまとめられてお

り、その内容は、本部港に７万トンクラスの大型ク

ルーズ船対応の４バース等を新たに整備するものであ

ると聞いております。

　県としましては、今後、クルーズ船の寄航動向や港

湾計画との整合性等を踏まえながら、今後の対応につ

いて検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　松くい虫対策の中

で、松くい虫防除対策に対する薬剤散布と薬剤樹幹注

入の効果についてお答えいたします。

　松くい虫防除対策については、伐倒処理による駆除

と組み合わせて薬剤散布及び薬剤樹幹注入を実施して

おります。県全体の松くい虫被害量は、平成17年度が

４万914立方メートルに対し、平成21年度は１万5887

立方メートルとなっており、約39％に減少しておりま

す。

　そのうち、薬剤散布による防除では、公益的機能の

高い保全松林の被害量が、平成17年度の9819立方メー

トルに対し、平成21年度は1085立方メートルと約11％

に減少しております。被害発生の低減が図られており

ます。また、薬剤樹幹注入による防除では、薬剤散布

ができない水源地周辺の松や巨樹・名木等に実施して

おり、被害の発生が抑えられ一定の効果があらわれて

いると考えております。

　同じく薬剤散布及び薬剤樹幹注入以外による防除方

法についてお答えいたします。

　薬剤散布及び薬剤樹幹注入以外の防除対策といたし

ましては、県森林資源研究センターにおいて、マツノ

ザイセンチュウ病に抵抗性を有するリュウキュウマツ

の選抜・育種の研究及び天敵昆虫を活用した防除技術

の開発を行っております。抵抗性松については、平成

18年度から暫定的に植栽を開始し、これまでに約3000

本を植栽しております。

　また、天敵昆虫を活用した防除対策として、マツノ

マダラカミキリに寄生するクロサワオオホソカタムシ

について、大量増殖や野外放出に向けた調査研究に取

り組んでいるところであります。

　次に、「山羊サミット」についての中で、「山羊サ

ミット」の概要についてお答えいたします。

　「山羊サミット」は、第13回「全国山羊サミット」

沖縄大会実行委員会の主催により、10月29日から31日
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までの３日間、宜野湾市で開催が予定されています。

　サミットの概要は、ヤギに関する研究発表、ヤギ振

興に係る基調講演や事例報告、おきなわ山羊品評会、

ヤギ関連品の展示即売などが計画されています。

　同じくヤギ農家の口蹄疫防疫対策についてお答えい

たします。

　県内のヤギに対する口蹄疫侵入防止対策について

は、県外からの家畜導入の自粛、農場への立入制限、

消毒の徹底、異常家畜の早期通報などを実施しており

ます。また、ヤギ農家に対しては、消毒剤の無償配布

の実施に加え、飼料代の補助を行ってまいります。

　今後とも、牛、豚、ヤギの偶蹄類の家畜飼養農家に

対して、口蹄疫の侵入防止対策を徹底してまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　海岸漂着ごみについ

てに関連して、離島地域の漂着ごみへの対応策につい

てお答えします。

　離島地域における海岸漂着物については、島内では

処理困難な種類や量の漂着物があることから、その処

理について離島市町村に過重な財政負担が生じていま

す。そのため、県では、地域グリーンニューディール

基金の７億8700万円を活用して海岸漂着物対策を実施

しております。昨年度は「沖縄県海岸漂着物対策地域

計画」を策定したところであり、今年度から同計画に

基づき、離島を含めた県内各地の回収処理作業を行っ

ていく予定であります。

　次に、我が会派の代表質問との関連で、公共関与に

よる最終処分場の整備についてお答えします。

　公共関与による産業廃棄物最終処分場の整備につい

ては、現在、地域の理解が得られるよう鋭意取り組ん

でいるところであります。

　今後とも、地域との信頼関係の構築に向けた取り組

みを推進し、早い時期に整備に向けた環境が整えられ

るよう取り組んでいきたいと考えております。

　同じく我が会派の代表質問との関連で、沖縄市の民

間廃棄物処理施設への県の関与と進瀧状況についてお

答えします。

　沖縄市北部地域における廃棄物処理施設の設置計画

については、現在、事業者において、沖縄県環境影響

評価条例に基づく手続を行っているところでありま

す。

　県としては、同条例に基づく手続終了後、産業廃棄

物処理施設設置許可申請があった場合は、廃棄物処理

法に基づき審査をしていきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　自動車警ら隊の活動と

現在の配置状況についてお答えいたします。

　まず初めに、自動車警ら隊の活動は、パトカーによ

る管轄区域を越えた広域的な機動警ら、それから急訴

事案、事故等に対する初動措置等の警察活動を強化す

るために、平成８年４月１日、隊長以下22名体制で発

足しました。現在、警察本部地域課の附置機関として

運用しております。本年４月１日からは県内全域のパ

トロールをさらに強化するため15名増員し、隊長以下

38名体制としたところであります。

　次に、現在の自動車警ら隊の本島内の配置状況につ

いてお答えいたします。

　警察本部を拠点として南部エリアにパトカー４台、

沖縄警察署を拠点とした中部エリアにパトカー２台、

名護警察署を拠点として北部エリアにパトカー１台を

それぞれ配置しております。

　なお、パトカー１台には警察官２名が乗車し、管轄

警察署と連携を密にして各種事件・事故に迅速・的確

に対処し、地域の安全・安心の確保に努めているとこ

ろであります。

　次に、高速道路の無料化社会実験に伴う交通渋滞の

現状と対策についてお答えいたします。

　６月28日から実施されました「高速道路無料化の社

会実験」に伴い、沖縄自動車道の交通量は全体で６割

ほど増加いたしております。

　これに伴う交通渋滞の状況につきましては、28日、

当日の朝・夕の出退勤時間帯におきまして、沖縄北イ

ンター以南の各インターや同インターと接続する国道

や県道との各交差点で渋滞が見られました。

　具体的に申し上げますと、28日の朝は特に高速道路

では沖縄南インターにおいて那覇方面からの流出車両

が約1.2キロメートル、一般道路では西原インターと

接続する国道330号上において、伊祖トンネル方面か

ら約2.5キロメートルの渋滞が確認されたため、交通

の安全と円滑を図る必要から信号機制御の調整による

渋滞緩和対策を講じております。

　しかし、翌６月29日につきましては、高速道路にお

ける渋滞は、朝の時間帯に那覇インターでの流出車両

による約400メートルの渋滞のみでありました。

　本日は、西原インターへの流入車両により国道330

号で那覇方面から約900メートル、同じく国道330号の

那覇向けの浦添市沢岻を先頭に約５キロメートルの渋
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滞が確認されております。

　今後も、交通量の変化を把握しつつ適切な渋滞対策

を講じていきたいと考えております。

　また、高速道路の無料化社会実験に伴っては、利用

者が増加することによって二輪車や高速走行にふなれ

な高齢運転者等の流入増加による事故の増加、大型車

両の流入増加に伴う積載物等の落下・飛散による事故

の危険性などの問題が生じることも懸念されましたの

で、県警察におきましては、道路管理者等の関係機

関・団体と連携して、高速道路の無料化社会実験に伴

う事故防止に関する広報チラシの作成配布や、県警

ホームページへの掲載による広報、トラック協会等へ

の積載物の落下・飛散防止対策に係る安全講話の実施

及び協力要請、関係機関と連携した原付車等の規制車

両の流入防止のためのインターチェンジ出入り口への

注意看板の設置などを行っているほか、実施当日には

沖縄自動車道出入り口付近や、接続する国道において

積載物落下防止を図るための過積載違反取り締まり

や、白バイ隊員を配置しての交通監視活動を行うなど

の事故防止対策を講じたところであります。

　高速道路における交通事故の発生につきましては、

無料化社会実験開始当日に５件、昨日29日に１件の物

損事故が発生しております。

　今後も、関係機関と連携を図りながら、交通状況の

実態を把握し、交通の安全と円滑を図るため、想定し

得る諸対策を鋭意推進することといたしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　再質問をさせていただきます。

　まず、北部活性化振興事業についてですけれども、

これまで10年間の北部振興策の総括でありますけれど

も、これまで12市町村につぎ込んだパーセンテージを

挙げさせていただきましたけれども、この北部振興策

の目的は、もう何度も言いますけれども、「人と産業

の定住条件の整備による地域の持続的な発展」がテー

マであります。名護の34％は異常なぐらいだと思いま

すけれども、それ以外はそれなりにつぎ込んでいると

思います。しかし、なぜ南の１市１町２村だけが人口

がふえたのか、その辺を考えたことがございますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今御質問の北部活性化に

係るさまざまな事業によって情報関係、それからまた

観光・リゾート関係で産業の振興が一定程度図られ

た。それによって雇用、それから人口等の増加、北部

全体としてはその効果があったものというふうに理解

をしております。しかしながら、議員の今御指摘にあ

りますように、名護市以南での人口増加と以北での減

少というふうなもののバランスの問題が出てきている

というふうなことでございます。

　これにつきましては、今後、北部12市町村と連携を

図りながら、圏域内における特性を生かした産業振

興、定住条件の整備を図って県としても取り組んでい

きたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　新しい制度ができたわけであります

けれども、実際この沖縄本島内で過疎化地域指定を受

けているのは、いわゆる国頭、大宜味、東、本部、こ

の４つなんですよね、本島内では。離島はほとんどす

べて受けているかもしれませんけれども。実際10年間

でそれを脱却できなかったこと、それは大きな問題だ

と思うんですよ。その辺、どうお考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　過疎町村につきまして

は、先ほど答弁しましたように、県内で18の市町村が

ございます。これらの市町村はそれぞれ地理的な位置

だとかそういうふうな状況の中でなかなか厳しい環境

にあるというふうなことで、これまで過疎地域の指定

を受けてさまざまな施策を展開をしております。ま

た、その過疎法に基づく手当てだけじゃなくて、県の

振興策につきましてもさまざまな配慮をしながらここ

まで進めてきているところでございます。

　今後とも、こういうふうな地域については、特に地

域の定住条件、それから産業の育成に留意して進めて

いくことが重要だというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　過疎法の関係で言っているわけじゃ

ないですよ。あくまでもこの北部振興策というのはそ

れに対してできるものである。人口の増加だったんで

すよね、実際は。それができなかった。新たな制度は

それを踏まえて徹底して、この過疎を脱却できなかっ

た地域に対して徹底して私は取り組むべきだと思いま

すけれども、その辺はどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　北部活性化振興事業につ

きましては、これは北部の雇用、それから産業の振

興、一定の目的で実施をされております。これにつき

ましては、この配分のこの考え方につきましては、こ

れは北部12市町村が主体的にそれぞれの計画、整合性

を図りながら、北部広域市町村圏事務組合が中心と

なって一体的に実施をしている振興策というふうなこ

とでございます。

　しかしながら、その配分に当たっては、今、議員か
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ら指摘がございますように、できるだけ柔軟にその圏

域内で主体的にさまざまな地域の均衡ある発展が図れ

るような活用の仕方を検討していただくように、ま

た、県のほうもそういうふうな形でサイドから支援を

していきたいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　いわゆる北部はヤンバルと言われて

いますけれども、ヤンバルらしさ、それが定住人口に

つながっていくものだというふうに思っています。那

覇と同じようなことをしていたらだめだということ

で、そういうふうな人口がふえるような、ヤンバルら

しさがふえるような仕組みの状況をぜひつくっていた

だきたいというふうに思っております。

　そして続きまして、港湾行政についてでありますけ

れども、先ほど本部港の整備について土建部長からお

話がありましたけれども、その本部港観光振興協議会

の中には観光商工部長も委員の一人として入っておら

れますけれども、それに関してどういう見解をお持ち

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光商工部として

も、クルーズ観光による北部地域の新たな魅力づくり

に向けて、地元自治体などと協力していきたいと思っ

ているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　提言はなされているわけであります

から、委員の一人としてこれがいかに北部地域の観光

に役立つか、起爆剤になるかという観点からどうお考

えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　クルーズ船は今、那

覇に泊まっております。石垣も停泊しておりますけれ

ども、北部も豊かな資源を有していますので、その付

近のバランスを考えながら北部の発展については、大

いにクルーズ船というのは非常に魅力的だと思います

けれども、ただ、いろんな整備、環境整備があります

ので時間がかかるというようなところも中では指摘さ

れました。その目の前にあります海洋博記念公園、こ

こをやはりがっちりつかまえるということが北部振

興、今、300万近く毎年訪れておりますので、そこだ

けを拠点として素通りするというような形ではなく

て、北部振興もきちっとそういった地元の足元にある

資源も活用するというような話もその委員会の中では

話をしたところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これまで那覇、石垣、宮古あたりに

クルーズ船が泊まっていますけれども、１隻入港する

とどれぐらいの経済効果がありますか。大きさにもよ

りますけれども。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　１隻当たりさまざま

で、経済効果というのは非常に難しいんですけれど

も、大体１人当たり消費額といいますか、２万5000円

ぐらいは消費するというようなデータなどが出ており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　内閣府によると、県内にクルーズ船

１隻が寄港した場合の経済効果は約2300万円。今回の

事業は500億と言われているんですよ。決して事業と

して将来的に見たら難しい話ではない。これまで土木

だけが走って、観光と一緒になって連携してないんで

すよ、全く。これまで私、何度もこれを提言しました

けれども。今後、観光、土木、２つが連携してこれに

対応するような状況づくりができますか。地元はもう

動いておりますけれども、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　先ほどお答えしたと

おり、地元自治体、土木とも連携して、北部の新たな

魅力づくりに取り組んでいきたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　この実現のために沖縄県がやるべき

こと、地元がやるべきこと、その辺をどう理解してい

ますか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　提案の中身はいろい

ろでございますので、その件は地元と相談していきた

いと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　先ほどの船舶航路の問題、これは総

合事務局で行っているとおっしゃっておりますけれど

も、事故が起きてからその状況を変えるような取り組

みをしてきましたか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　先ほどお答えいたしまし

たように、海上運送法に基づく船舶航路の設定につい

ては総合事務局の許認可でございますけれども、この

事故が起こった後、県のほうの取り組みとしまして

は、漁業協同組合長、それからまた漁業組合長あてに

沖合操業における注意喚起等々、文書を配布してござ

います。そういうふうな形で海難事故の未然防止に取

り組むというふうな形で今進めております。

　それからまた、総合事務局、それから第11管区海上
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保安本部と連携をして、船舶の航行の安全確保にこれ

から取り組んでまいりたいというふうに考えていると

ころであります。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　私、最初の登壇で、本来なら大型貨

物船は伊江島の西沖を通っていたんですよ。原油高騰

が始まってショートカットをするようになってきてい

るんですよ。その辺、知事としてこの辺は県民の安全

を守るために、漁船も多いし、あの地域はダイビング

スポットで係留している船も多いんですよ。その辺を

今後、どういうふうにして伝えていくか。今のままで

はまた事故が起きますよということを地元の定期航路

の船長も言っていますので、その辺は強い姿勢で知事

のほうからお願いをしたほうがいいと思いますけれど

も、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これも今後とも総合事務

局、それから海上保安本部等々と連携をしながら取り

組みを強化していきたいというふうに思います。

○平良　昭一君　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時０分休憩

　　　午後３時０分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　平良昭一君。

○平良　昭一君　松くい虫の予防対策についてですけ

れども、いわゆる樹幹注入と薬剤散布が主ですよね。

ここに来て樹幹注入の穴あけ工法は、その穴あけの傷

口から腐敗が発生することがはっきりしてきたんです

よ。これは森林組合の方々もそうおっしゃっていま

す。実際、間違った方法を県が指導してきているとい

うふうになりますけれども、その辺、どうお考えで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時１分休憩

　　　午後３時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　今、議員からお話が

あったとおり、一部は樹幹注入する際にカビが生えた

りしたことがあったというふうに聞いています。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　いわゆる方法が間違っているわけで

すよね。それを認識していながら、まだまだそれを続

けさせている事実があるわけですから、その辺はどう

お考えですかということを聞いているんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時３分休憩

　　　午後３時３分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　樹幹注入の工法とい

うことではなくて、やはり木によって年齢がいって老

樹化しているとか、あるいはその中にカビが生えると

か、そういったことで一部広がるというふうな状況で

ございまして、工法ではございません。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これは後で見てくださいね。実際そ

ういうふうになっているんですよ。いわゆる樹幹注入

剤よりももっといい方法ができたんだということを、

県のほうでもっと知ってほしいんですよ。それを勉強

してほしい。いわゆる宮城県では、海からとれるカキ

殻を粉状にして根元にまいて、そういうのもあるし、

広島県ではいわゆる林野庁のもう認可済みになってい

るようなこともありますから、そういうものもありま

すから、ぜひその辺をもっともっとこれまで以上に勉

強して、各市町村に伝えてほしい。その辺どうでしょ

うか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　国のほうでは土壌改

良剤とかもありますし、それから先ほど説明した天敵

とかそういったこともありますので、今、それ以外で

も松くい虫の防除に効果があるということであれば、

それについてはしっかり資源研とも連携して指導して

いきたいと考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これは新しい方法もぜひ努力してほ

しいと思う。そのままではみんな松はなくなってしま

いますので、この辺、よく頑張ってください。

　それと、我が会派の代表質問との関連で、高速の無

料化の実証実験ですけれども、インターの出口は特に

ひどいですね。予想以上の多難なスタートだと思いま

す。実証実験を国に要請する際、予算特別委員会の中

で県警本部長との調整を知事はなされなかったという

ことが明らかになりました。当然それに対する予算は

確保されてないと思います。それに対する対策です

ね。これは国がやるべきものなのか、県がやるべきも

のなのか、その辺どうでしょうか、対策。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　沖縄高速道路の無料化に

つきましては、これまで10年間、特別調整費を投入を

してやってきたものが今年度で廃止をされるという流
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れの中で、県民の利便性を維持、それから拡充してい

くというふうな観点で今回、その実験を要望したわけ

でございますけれども、この社会実験に伴う経費をど

う措置するかということについては、現時点において

国のほうから具体的なものは出てきておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　県警はそれ以上の仕事が３日前から

始まっているわけですよね。それに対する人員の配

置、増員も自分たちで考えないといけない。予算の配

分は全くなくて、県警だけに勝手に頑張れということ

なんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時６分休憩

　　　午後３時６分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これに対する経費、公安

委員会だけじゃなくて、土建部とかいろんなところに

影響するものがあるかもしれませんけれども、その辺

のものについては今後、確認をしながら関係機関、内

部でまた調整をしていきたいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　知事にお伺いしますけれども、この

実証実験は知事が国のほうに出向いてお願いをしたと

いうふうに我々は聞かされておりますけれども、その

ときにそれに伴う事故、そして予想される渋滞、その

辺を考えながら公安委員会、いわゆる県警も含めて話

はされなかったということでありますけれども、実

際、今置かれている状況がもっとひどい状況になった

場合に、一体これは予算が伴わないものであれば、話

し合いされてないわけですから予算が伴ってないと思

うんですよ。その辺はどう、だれが責任をとるような

状況になるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時８分休憩

　　　午後３時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これは社会実験でありま

して、どういうふうなことが起こっていくのかという

ふうなものをまさにこの実験の中で見ていくというふ

うなものがございます。その中で予期せぬ状況もあろ

うかと思いますけれども、そういうふうな状況を踏ま

えながら、関係部局で適切に対応をしていきたいとい

うふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　時間もないので移りますけれども、

産業廃棄物の管理型最終処分場の件ですけれども、３

カ所候補地が挙がって、何ら作業が進展していない。

これは知事の公約の中にもうたわれておりますよね、

「自然力おきなわ」の中で。いわゆる環境負荷の少な

い循環型社会の構築の中で、どうしても産業廃棄物処

分場を整備しないといけないということであって、こ

の話が出てきてもう３年目になるわけですよね。二、

三年になるわけですけれども、一向に進まない状況。

そろそろ知事が出向いて説得をするような時期に来て

いるんじゃないかなというふうに思いますけれども、

いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　公共関与による産業

廃棄物最終処分場の整備について、現在、文化環境部

の中で、地元に行って合意形成に向けたいろんな話し

合いを続けております。こういった話の中で、今後、

例えば先進事例を視察していただくとか、そういった

いろんな状況の変化が出てきた場合に地域住民、いろ

んな意見交換を踏まえまして、状況が整いましたら知

事にもお会いしていただきたいというふうに考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　23年度完成予定でしたよね。それで

いけるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　鋭意取り組んでおり

ますけれども、方向性として今年度中に出せるかなと

いうことですので、うまくいっても来年か再来年着手

ということですから、予定の23年は非常に厳しいと考

えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　沖縄市の民間産廃に対しても同じで

すけれども、きょう朝の読谷村の問題も同じです。県

の責任はあるわけですよね、許認可の問題で、当然出

すわけですから。いずれも最終的には逃げ腰になって

いるような感じがしてならない。その辺、県民から批

判を浴びてもしようがないですよ、このような体制づ

くりをずっと続けているんであれば。その辺、どう考

えますか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　産業廃棄物の関連

は、やはり周辺に住む環境、それからまた経済活動を

支えるという意味での処理施設の整備と両面、確かに

あると思います。そういった中で、やはり廃棄物につ

いてはお話のように、20年前、30年前に余り適切でな
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かった事案があって、現在に影響が出るということが

あります。今後、現在パトロール体制とか施設の管理

体制、行政としてしっかりしていこうという体制も整

備しつつありますので、その中でしっかり対応してい

きたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　最後に、知事の政治姿勢について伺

いますけれども、菅首相と15日に20分、23日に１時間

10分、お話する機会があったわけですよね。先ほど赤

嶺議員の質問の中でありましたけれども、話をする機

会があったにもかかわらず合理的な説明を聞かなかっ

たということに関して、その辺が県民から知事に対す

る不信感が出てきているものなんだと思うんですよ。

その辺、私も思いますけれども、もうちょっと県民か

ら頼られるような知事になってもらいたいと思います

けれども、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時13分休憩

　　　午後３時13分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員からはどうも頼りない

知事だと思っておられるかもしれませんが、前の鳩山

さんもそうでしたし、今度の菅さんに対しても、私は

私なりにきちっと物を言っているつもりですし、政府

が180度転向した中身はきちっと聞いた上で、私ども

としては対応をもう一度つくり直そうと、こう思って

いるところでもあります。ですが、ただ議員の、――

赤嶺議員もそうでしたが――どうもちゃんと言うべき

ことを言ってないんじゃないかという点は、別にちゃ

んと言っておりますので、もし何でしたらお聞きに

なってみてください。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　知事公約ですね、着手のみであっ

て、私は結果はまだ出てないと思うんですよ。まだ着

手のみですよ。政治家は結果があって初めてのもので

すから、当然まだ完成されてないということでありま

すから、当然11月に対しては出馬を私はもうそろそろ

明言すべき時期だと思っていますけれども、いかがで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　たくさんの公約を上げて、

今やっております。無論着手のものもそれなりにあり

ますが、完成したのもあるし、道半ばのものもありま

す。ですが、今はこの残った期間、一生懸命この完成

に向け取り組んでまいりたいと考えているところでご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　こんにちは。

　私もきのう、夜中２時までサッカーを見ておりまし

て、予選通過したものですから、まだうちはアナログ

だったのでデジタルに変えた途端負けてしまいまし

た。うちの同僚からは、甲子園の決勝はあなたのとこ

ろの自分のテレビで見ないようにということで言われ

たんですが、チームワークで、今回あれだけ酷評をさ

れた部分が、もう戻ってくると皆さんから、岡田監督

頑張ったというような部分があります。

　そして、サッカーのこれだけの盛り上がりの部分

と、きのうからまた奥武山新球場では横浜とヤクルト

の35年ぶりのプロ野球も開催されているということを

考えると、やっぱり観光の中にスポーツという部分で

の――ただ単に何か物を見にということではなくて

――これからはスポーツもやる、そしてスポーツも見

に来るというような形の沖縄の観光のあり方というこ

ともあるのかなということも所見で述べながら、質問

に移らさせていただきます。

　それでは１番目に、知事の政治姿勢について。

　茨、基地問題について。

　ア、基地問題公約実現と普天間基地早期閉鎖に向け

ての解決策を伺う。

　イ、辺野古代替地の日米合意は知事の承認がかぎで

あり、早期の決断をすることが次へのステップになる

が、見解を伺う。

　芋、雇用問題について。

　ア、公約実現は極めて厳しい状況にあるが、対策を

伺う。

　イ、雇用対策は、かけ声だけではなく、当然に強い

経済をつくることが重要であるが、景気、経済対策を

伺います。

　鰯、東シナ海ガス田開発について。

　ア、条約締結交渉を早期に開始することで政府が一

致したということであります。東シナ海を友好の海に

していきたいとのこと、これから県の果たす役割は何

かをお伺いいたします。

　イ、尖閣諸島の知事の視察が行われておりません

が、今後何か予定はあるのかお伺いをいたします。

　ウ、今後の新エネルギー政策の展望と課題をお伺い

いたします。

　允、菅内閣のほうで出されております「新成長戦

略」をどのようにとらえ、沖縄県の施策に反映してい

くのかをお伺いいたします。
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　２、ポスト振興計画について。

　茨、総合事務局との統合や一括交付金など、沖縄が

総合特区モデルになるチャンスと考えるが、見解をお

伺いいたします。

　芋、那覇空港について。

　ア、平行滑走路の着工時期と進瀧状況をお伺いいた

します。

　イ、国際旅客ターミナル改築の見通しと課題をお伺

いいたします。

　ウ、国際路線の着陸・施設利用料軽減についてお伺

いいたします。

　鰯、産業物流軽減対策について。

　ア、国際物流貨物ターミナルでの県内取扱量と対策

について伺います。

　イ、ユニバーサルサービスとしての視点で物流コス

ト軽減を行うことが重要と考えるが、対策と課題をお

伺いいたします。

　ウ、酒税軽減措置の再延長について対策と課題をお

伺いいたします。

　允、離島振興について。

　ア、離島の新造船への対応と今後の計画をお伺いい

たします。

　イ、南部離島町村学生宿舎（学生寮）の整備につい

てお伺いいたします。

　印、鉄軌道導入について。

　ア、知事の鉄軌道への認識と意気込みをお伺いいた

します。

　イ、国も調査費を計上しておりますが、今後の国と

県との連携をお伺いをいたします。

　咽、金融特区の現状と課題についてお伺いいたしま

す。

　員、観光政策について。

　ア、新成長戦略でも観光を重点項目としておりま

す。観光庁との連携強化についてお伺いいたします。

　イ、スポーツ観光、医療観光の認識と取り組みをお

伺いいたします。

　ウ、海外観光客誘致について、特に台湾、中国への

対策と課題をお伺いいたします。

　答弁によりまして、再質問させてもらいます。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの當間盛夫君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回し

たいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時20分休憩

　　　午後３時44分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の當間盛夫君の質問及び質疑に対する答弁を

願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　當間盛夫議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、基地問題、公

約実現についてという御趣旨の御質問にお答えいたし

ます。

　私は、「解決力おきなわ」を公約に掲げ、「米軍基

地の整理・縮小」、そして「日米地位協定の抜本的見

直し」、「基地から派生する事件・事故の根絶」、

「普天間飛行場の移設問題の解決促進」、「跡地利用

対策」などの実現に向け、知事に就任して以来、全力

で取り組んでまいりました。また、総理を初め各大臣

との面談など、機会あるごとに米軍基地問題の解決を

求めてまいりました。

　普天間飛行場移設問題につきましては、移設協議

会、ワーキングチーム会合などにおいて政府と意見交

換を重ねてきたところでありますが、昨年９月の新政

権発足後はこれらの協議会等は開催されておりませ

ん。

　県政の最重要課題の一つであります基地問題につい

ては、今なお多くの課題が残されており、一朝一夕に

解決できるものではありませんが、引き続きあらゆる

機会を通じ、公約の実現に向け、日米両政府に対し、

県民の目に見える形での米軍基地の整理縮小や基地問

題の解決を粘り強く求めてまいる所存でございます。

　同じく政治姿勢の中で、普天間飛行場の早期閉鎖に

ついてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　県は、総理を初め各大臣との面談など機会あるごと

に普天間飛行場の一日も早い危険性の除去を求めてお

り、去る５月23日の鳩山前総理との面談においては、

前総理から、普天間飛行場の危険性の除去について

は、返還までの間、できる限りの措置を講じていきた

いと思っており、今後ともしっかり取り組んでまいり

たいとの発言がありました。

　県といたしましては、新内閣におきましても、引き

続き積極的にこの問題の解決に取り組んでいただきた

いものと期待をしているところでございます。

　同じく知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場移設問

題に関する対応についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　今回の日米共同発表は、県外移設の実現に期待する

県民の声がますます高まっている中で唐突に行われた

ものであり、県民の間に大きな失望を招いておりま
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す。県といたしましても、地元の了解を経ずにこのよ

うな移設案が決定されたことはまことに遺憾であり、

受け入れることは極めて厳しいと言わざるを得ませ

ん。

　県としましては、政府が県外移設をどこまで真剣に

検討したのか、そして、どのような経緯で移設先を辺

野古とする日米合意に至ったのか、合理的な説明を行

うべきであると考えております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、完全失業率の公約実

現のための対策についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　平成19年秋以降の世界的不況のもと、雇用情勢を取

り巻く状況が厳しく、平成21年の全国の就業者数は、

平成18年に比べまして100万人減少し、同様に完全失

業率も4.1％から5.1％と１ポイント悪化いたしており

ます。

　このような中、沖縄県の就業者数は平成18年と比較

して平成21年は２万人増加いたしております。また、

完全失業率は、平成18年以降7.5％前後で推移してい

るものの、全国との差は、平成18年時の3.6ポイント

差から平成21年は2.4ポイント差に縮まっておりま

す。このことは、「みんなでグッジョブ運動」を取り

組んできた成果の一つであると考えております。

　完全失業率の全国並みの達成は無論容易ではありま

せんが、就業者数は増加いたしていることから、さら

なる取り組みをすることにより全国並みに近づいてい

くと確信いたしております。

　今後とも「みんなでグッジョブ運動」をエンジンと

して産業と雇用の拡大に取り組み、雇用情勢の改善及

び公約実現に向けて全力で取り組んでまいる所存でご

ざいます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いて、景気、経済対策についての御質問にお答えしま

す。

　世界的な景気低迷の中、国においては緊急総合経済

対策が実施され、県では、これと連動した独自の景

気、経済対策を実施してまいりました。

　特に、雇用対策においては、「雇用再生特別事業基

金」及び「緊急雇用創出事業臨時特例基金」に約163

億円の基金を造成し、雇用創出効果の高い事業を実施

しております。

　県としましては、本県のリーディング産業である観

光・リゾート産業や情報通信産業のさらなる振興を図

るとともに、雇用の拡大につながる企業誘致や健康食

品・バイオ産業分野などのオキナワ型産業の振興に加

え、新たに文化・スポーツ活用型ビジネスの創出など

へ積極的に取り組むなど、足腰の強い経済の構築に取

り組んでまいります。

　次に、同じく政治姿勢について、東シナ海での県の

果たす役割についての御質問にお答えします。

　本年５月末に開催された日中首脳会談において、東

シナ海資源開発問題に関しては、国際約束締結に向け

た交渉を早期に開始することで一致しており、日中両

国間で問題の解決に向けた協議が続けられておりま

す。その後、６月27日のカナダ・トロントでの日中首

脳会談においても、日中共同開発に向けた条約締結の

ため早期交渉開始が確認されたと報じられておりま

す。

　県としては、引き続き国の動向を注視してまいりた

いと考えております。

　同じく知事の政治姿勢について、尖閣諸島の視察時

期についての御質問にお答えします。

　今後の視察予定については、日程を確保するのが難

しい状況が続いておりますが、適当な時期に視察を計

画したいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢について、新エネルギー政策

の展望と課題についての御質問にお答えします。

　本県は、資源に乏しく、化石燃料への依存割合が他

県に比べ非常に高いため、化石燃料の世界的な需要増

に伴う価格高騰や供給不安、地球温暖化防止等の問題

への対応が必要となっております。そのため、現在策

定中の「沖縄県エネルギービジョン」においては、石

油依存度の低減や太陽光発電導入等によるエネルギー

供給源の多様化及びエネルギー自給率の向上等を目標

としております。具体的には、太陽光・風力発電等を

導入するとともに、このような再生可能エネルギーを

安定的に利用できるようにするスマートグリッドの普

及促進を図り、県民生活と産業活動の環境面での調和

や低炭素社会の実現に努めてまいります。

　また、６月17日に日米両政府、沖縄県、ハワイ州の

４者が覚書に署名した沖縄・ハワイクリーンエネル

ギー協力により技術開発の促進が図られるものと期待

しております。

　ポスト振興計画についての中の、酒税軽減措置の再

延長における対策と課題についての御質問にお答えし

ます。

　復帰特別措置法に基づく酒税軽減措置の再延長に関

する課題としては、同措置が本土復帰に伴う激変緩和
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措置であり、平成24年５月を末として40年間にわたり

継続されていることなど、その制度趣旨等を勘案した

場合、さらなる延長は非常に厳しいものがあると認識

しております。

　他方、酒造業界としては、景気低迷等による出荷数

量の減少や県外メーカーとの競争激化など、その経営

環境は厳しくなっており、再延長は必要であるとして

おります。

　県としては、酒造業界と意見交換を継続的に実施

し、今後前回延長以降における酒造業界の自立に向け

た取り組みや酒造事業者の経営状況及び酒税軽減措置

が終了した場合における県民生活や県経済への影響等

の検討を行い、同措置に対する県の考え方を取りまと

めていく考えであります。

　同じくポスト振興計画の中で、金融特区の現状と課

題についての御質問にお答えします。

　金融特区は、金融業務の集積を図るため平成14年に

指定されており、平成22年４月現在、金融関連企業10

社が進出し、621名の雇用を創出しております。その

内訳は、オンライントレード証券会社のほか、外国為

替保証金取引業者、金融系のコールセンターやデータ

センターなどとなっております。

　今後、さらに企業立地を促進し、金融業務の集積を

図るためには、レンタルオフィスや通信環境の整備、

人材育成などが課題となっておりますが、地元名護市

と連携して解決に努めてまいります。

　同じくポスト振興計画の中で、観光庁との連携強化

についての御質問にお答えします。

　ことし６月18日に閣議決定された新成長戦略におい

て、観光については、訪日外国人を2020年初めまでに

2500万人、経済波及効果約10兆円、新規雇用56万人を

目指すと定められております。

　沖縄県においては、観光客数1000万人、うち外国人

観光客数100万人、観光収入１兆円を目指しており、

観光庁等と連携して「ビジット・ジャパン・キャン

ペーン」などの外国人観光客誘致やＭＩＣＥの誘致な

どに取り組んでいるところでございます。また、平成

21年度から県職員を観光庁に派遣し、さらなる連携強

化に努めているところであります。

　今後は、文化・芸術、スポーツ等を活用した新たな

観光資源の開発などについても観光庁と連携を図って

まいりたいと考えております。

　同じくポスト振興計画の中で、スポーツ観光と医療

観光の認識と取り組みについての御質問にお答えしま

す。

　沖縄県では、スポーツ観光及び医療観光について、

本県の地域特性を生かせる高付加価値で長期滞在型の

新たな観光メニューと認識しております。

　スポーツ観光については、プロ野球キャンプなどを

成功事例として広く展開するため、今年度スポーツの

活用により観光を推進、活性化するための基本的考え

方をまとめるとともに、民間等が主体的に取り組むイ

ベントや旅行メニューの開発、プロモーションや情報

発信など、スポーツ・ツーリズムを推進する各種プロ

ジェクトを公募し、支援することとしております。

　医療観光については、今年度、国や関係機関と連携

して、沖縄の多様な観光資源と健診や健康増進サービ

ス等を組み合わせた特色ある医療ツーリズムの戦略を

構築するとともに、県外・海外に向けたプロモーショ

ンやモニターツアーを実施することとしております。

　同じくポスト振興計画の中で、海外観光客誘致、特

に台湾、中国への対策と課題についての御質問にお答

えします。

　今年度は、ビジットおきなわ計画で「沖縄インバウ

ンド強化年」と位置づけ、10カ国語に対応した観光情

報サイトの運営のほか、海外事務所の強化や委託駐在

員を配置し、グローバルな事業展開を図っておりま

す。

　最も入域客の多い台湾については、個人旅行化に対

応した商品造成が課題とされているため、観光事業者

と連携してサイクリングやリゾートウエディング、八

重山との交流など離島観光を盛り込んだ新しい旅行商

品の造成を支援してまいります。

　また、中国では知名度が低いことと定期航空路線が

十分でないことから、テレビドラマ、映画のロケ地誘

致及び沖縄物産展などを活用して知名度向上を図ると

ともに、チャーター便の支援や新たに四川省成都に配

置した委託駐在員を通じて、内陸部からの観光誘客に

も積極的に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、「新成長戦略」についてお答えいた

します。

　「新成長戦略」は、10年後の2020年度を見据え、

「強い経済」、「強い財政」、「強い社会保障」の一

体的な実現に向けた戦略を示すものとして閣議決定さ

れたものです。本戦略は、現在の経済社会が抱える課

題に正面から向き合い、その処方等を提示することに

より新たな需要と雇用を創造するとされています。

　本戦略には、環境、健康、アジア、観光、科学・技
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術などの沖縄の特性を生かした発展可能性の高い産業

分野が多く盛り込まれていることから、県としては、

今後本戦略に基づいて具体化される施策を積極的に取

り入れ、本県の自立型経済の構築につなげていきたい

と考えております。

　次に、ポスト振興計画についての御質問の中で、沖

縄が総合特区のモデルになるチャンスについてお答え

いたします。

　総合特区制度は、６月18日に政府が発表した「新成

長戦略」の中で、「地域の責任ある戦略、民間の知恵

と資金、国の施策の「選択と集中」の観点を最大限活

かす」制度として新たに創設するとしたものです。

　沖縄県としては、新たな沖縄振興のための制度の検

討の中で、総合特区制度の内容も取り入れた上で沖縄

の自立に資する制度の創設に取り組んでまいりたいと

考えております。

　次に、平行滑走路の着工時期と進瀧状況についてお

答えします。

　那覇空港の滑走路増設については、昨年８月に滑走

路間隔1310メートルに基づく施設計画案が策定され、

今年度は、環境影響評価法に基づく方法書の作成や現

地調査等が事業主体である国において実施されます。

　現地着工までに実施される環境影響評価の手続や調

査等におおむね３年程度かかると想定されております

が、県としては、一日も早い供用開始を目指し、引き

続き国と連携して同事業を推進するとともに、必要な

予算の確保及び工期の短縮等を国に要請してまいりま

す。

　次に、国際線旅客ターミナル改築の見通しと課題に

ついてお答えいたします。

　国際線旅客ターミナルについては、那覇空港ビル

ディング株式会社が、国の「那覇空港ターミナル地域

整備基本計画」に基づき、旧貨物ターミナル敷地に新

施設を整備する予定であります。

　同社の計画によりますと、今年度中に基本設計を実

施し、次年度以降の３年間で実施設計及び建設工事を

行った後に供用を開始する予定となっております。

　次に、国際路線の着陸・施設利用料軽減についてお

答えします。

　県では、那覇空港の国際競争力を高め、国際航空物

流産業や国際観光を振興していくため、国内貨物路線

の航空機燃料税と国際貨物路線及び旅客路線の着陸料

及び航行援助施設利用料の軽減を国に対し求めてまい

りました。その結果、ことし４月１日から国内貨物路

線の航空機燃料税が２分の１に軽減されました。ま

た、国際貨物路線の着陸料及び航行援助施設利用料に

ついても、７月１日から６分の１に軽減されることが

決まりました。

　残る国際線旅客路線の着陸料及び航行援助施設利用

料の軽減については、現時点で国から具体的な実施予

定は示されておりませんが、引き続き沖縄県における

国際観光振興の重要性を説明し、実現に向けて努力し

てまいります。

　次に、国際貨物ターミナルの取扱量と対策について

お答えします。

　那覇空港を拠点とした全日空による国際貨物ハブ事

業は、平成21年10月26日に開始され、海外は香港等５

都市、国内は東京など３都市をハブ・アンド・スポー

ク方式で結んで運航しております。

　県内の国際航空貨物取扱量につきましては、月平均

で0.4トンであった輸出量が昨年12月より実施した航

空コンテナ確保事業により月８トンに増加しておりま

す。これを年換算いたしますと、年間約５トンから約

100トンへと20倍程度の増加になると見込んでおりま

す。

　今後も海外における県産品のプロモーション活動と

県内生産者への働きかけを強化することにより、さら

なる輸出量の増大に取り組んでまいります。

　次に、ユニバーサルサービスとしての視点で物流コ

スト軽減を行うことが重要と考えるが、対策と課題に

ついてというふうな御質問にお答えいたします。

　島嶼県である我が県において、物流コストは、農林

水産業や製造業等の産業の振興を初めさまざまな面で

ハンディとなっており、県としてもユニバーサルサー

ビス的視点でのコスト軽減は重要であると認識してお

ります。

　航空路線については、航空機燃料税、着陸料、航行

援助施設使用料の軽減措置がなされ、また、離島路線

に対する航空機購入補助、海上航路についての航路事

業者への補助等を行っており、物流コストの軽減につ

ながっているものと考えております。

　今後ともこれらの負担軽減措置や補助制度等の拡充

を図るとともに、さらなる物流コスト軽減策について

検討してまいりたいと考えております。

　次に、新造船への対応と今後の計画についてお答え

します。

　離島航路の新造船につきましては、平成23年度の大

東航路、平成24年度の渡嘉敷航路などが計画されてい

るほか、老朽化した船舶から逐次代替船の建造が行わ

れるものと認識しております。

　新造船の建造に対する補助制度としては、１つ目

は、船舶の減価償却費及び借入金の利息並びに船舶の
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リース料を含む離島航路欠損額に対して間接的に補助

する離島航路補助事業、２つ目は、公設民営化や省エ

ネ化のための船舶建造等に対して一部補助する離島航

路構造改革支援補助、３つ目は、平成22年度から創設

された社会資本総合整備交付金制度による船舶の改造

等に対して補助する方法等があります。

　県としましては、離島航路補助事業者の意見を踏ま

え、国及び関係市町村と連携して、航路事業者及び離

島住民にとって適切な方法を検討していきたいと考え

ております。

　次に、鉄軌道導入への認識と意気込みについてお答

えします。

　県土の均衡ある発展、交通渋滞の緩和、基地跡地の

整備、観光振興、環境負荷の軽減を図るためには、鉄

軌道の導入を含めた県内公共交通の基本的なあり方を

検討する必要があります。

　県においては、昨年、中南部都市圏における新たな

公共交通システムを調査し、その課題と可能性につい

て整理しております。

　また、国においても、鉄軌道に関する調査が今年度

から開始されることとなっております。

　鉄軌道導入については、県民の利便性が向上する反

面、建設コストや維持コスト等の問題もあることか

ら、県では、国が行う調査も参考にしながら、今年度

から行う「沖縄県総合交通体系基本計画」の見直しの

中でさらなる検討を進めてまいります。

　同じく鉄軌道の関連で、国と県との連携についてお

答えいたします。

　国が実施する鉄軌道調査は、沖縄県の県土構造と新

たな公共交通システム導入の意義を整理した上で、住

民、観光客等のニーズの把握を行い、交通システムの

比較を踏まえた事業採算性、大規模な返還跡地の有効

活用との関係などについて２年間の予定で行われます

が、県としても積極的に協力していきたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それではポスト振興計画

についての御質問で、南部離島町村学生宿舎について

お答えいたします。

　離島出身の生徒が安心して学習や生活ができるよう

支援することは大切なことであると考えております。

現在、県立高等学校11校に寄宿舎を設置し、離島出身

の生徒の入寮を優先した配慮を行っております。

　南部離島町村学生宿舎の建設については、事業主体

や用地、建設費の確保、管理運営などの課題がありま

す。

　県教育委員会としましては、離島出身の生徒の入寮

について、他の学校の寄宿舎にも入寮できるシステム

づくりで対応しているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　それでは再質問をさせてもらいま

す。

　今、最後に学生寮のものがありましたので、これか

らまずさせてもらいたいんですが、11あるというよう

なお話なんですが、那覇のほうには１つだけなんです

よね。沖縄工業高等学校だけにしかないんですが、そ

の沖縄工業高校の寄宿舎の定員、入居率はどうなって

いるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　沖縄工業高校の定員は24

名で、今入所者数が24名で100％でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　那覇には１つしかなくて、100％で

あって、その分でほかの学校に行っている皆さんが入

れないという状況があるはずなんでしょうけれども、

ましてやその沖縄工業に通わない、県内の普通学校に

通っている皆さんがその沖縄工業の寄宿舎に入って、

その生活環境というのは整えられると思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　那覇にはもう１つ――那

覇というよりも南風原なんですけれども――開邦高校

のほうに204名の定員に対して113名しか入っていな

い、55.4％のところもございます。ですから、まだ空

きはあるということであります。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時15分休憩

　　　午後４時15分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　今、名護のほうで名護商

工と名護高校の生徒が一緒に入っている寮がございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　特に問題がないではなくて、知事、

今名護のという話をしたんですが、これは、北部のい

ろんな複数の高校の皆さんの宿舎を島懇事業でつくっ

たんですよ。ですから、今言われている部分での話で

はないわけですよ。

　開邦高校に宿舎があって、その開邦高校に例えば那
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覇商業だとか小禄高校に通う子供たちが全く違う学校

に入ること自体が、私はその子供たちの精神状態を考

えたらどうなのかなと思うんです、その点を聞いてい

るんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　先ほどの北部の件は、名

護の県立の名護高校にある寮なんです。県議がおっ

しゃるさくら寮の件は、あれは別個の話です。その名

護高校の寮のほうに、名護高校の生徒とそれから名護

商工の生徒が一緒に入っております。さくら寮のほう

は北部農林、そして名護商工、そして名護高校、そう

いうところが入っております。特に、今のところ問題

があるということは聞いておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　何で問題がなくて、周辺離島の皆さ

んからその要望が出てくるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　やはり離島出身の生徒が

安心して学習や生活ができるように支援することは大

事ですし、また、離島の皆さんの父母の経済的負担を

見ると、そういうことは必要なことだと考えておりま

す。

　ただ、現在お話のあるこの件につきましては、文部

科学省では、国庫事業としては、１つの学校に位置づ

けられた寄宿舎を対象にしております。それで複数の

学校に通う生徒の入寮を前提としたどの学校にも位置

づけない寄宿舎の建設は課題が多いです。

　ただ、今名護にあるさくら寮の場合は、名護市が主

体となって、国の補助を受けて建設をした経緯がござ

います。ですから、名護のさくら寮という形であれ

ば、可能性はあると考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　国の予算の設置運営の部分には、複

数の県立高校の教諭の寄宿舎の位置づけということで

あるわけですよ。だから、複数の部分での高校のもの

があればいいわけですよ。そして施設整備の部分でも

国が３分の２、知事、これ負担するんですよ、県が３

分の１ということで。では、用地取得はどうなのかと

なると、用地は例えば県有地であいているところがあ

ればそれを提供してくださいと。この部分での国から

の補助金はないですよと。運営費もできたら、国が出

せるんであれば国で出してくださいと。そうでなけれ

ば、今南部離島周辺の部分で、今度の過疎対策事業債

というのは、これソフトにも使えますので、そういっ

た部分での運営費の拠出はできますよということのも

のが出ているわけですから、皆さん離島からそういっ

た部分での要望がある。今言われたように、安心して

父兄が出せるような部分の学生寮というのは大変必要

でありますので、これはもう提言として終わらせてい

ただきますので。

　続きまして、ポスト振計についてなんですが、民主

党が改めて菅政権のもとで「新成長戦略」ということ

で、観光、健康、アジア、環境ですか、４つの分野と

いうことで、知事、これ４つ我々沖縄が全部とれるよ

うになるはずなんですよ。そしてその中で、国際戦略

総合特区というのをうたっているんですよ、その中

に。その総合特区というのは、国際戦略というぐらい

なものですから、またその中には、やっぱり大都市だ

という位置のつけ方もしているんですよね。その大都

市を中心にそういったものをやっていくんだというん

ですけれども、知事、我々がアジアに向かってのもの

からすると、この４分野からすると、我々沖縄が最も

これまで求めていた部分ですので、ポスト振計からす

ると、我々は、この国際戦略総合特区というのをかち

取るべきだと思うんですけれども、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　「新成長戦略」に位置づ

けられています総合特区、これは今議員が言われるよ

うに、この国際戦略総合特区、これは大都市を予定を

していると。全国で３つ程度の大都市を特定地域とし

て後押しをするというふうなことになっております。

　それからまた、地域活性化総合特区というふうなも

のが、それは全国展開するということになっているわ

けでございますけれども、この国際戦略総合特区につ

きましては、これは産業や外資系企業の集積を促進す

るために必要な規制の特例措置、それから法人税等の

引き下げをすると、そういう意味では、まさに言われ

るように、この国際戦略総合特区的なものを目指し

て、次のまた展開を考えるべきだというふうに考えて

いるところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　もう我々沖縄は道州制で単独でいこ

うというような形になっております。以前は一国二制

度、国際形成都市構想をどうするかということを、

我々はもう以前から模索してきているこの沖縄県であ

るからこそ、この国際戦略総合特区ということをかち

取ると。この中にしか法人税の数値はないわけですよ

ね。あとのほかの地方に与える部分には、税制、財

政、金融上の支援措置しかないんだということである

わけですから、知事、我々はそれに向かってぜひやる

べきだと思うんですよ、このポスト振計、どうでしょ

うか。
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○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　現在、実は県のほうで

は、次の計画それから制度に向けてさまざまな検討を

始めております。この中で、この「新成長戦略」の中

でこの総合特区というふうな考え方も打ち出されて、

まさにこの時宜を得たというふうな状況でございま

す。まだ国はこの具体的な内容を示しているわけでは

ないですけれども、また、この特定の都市というふう

なものはどこどこというふうなものを具体的に示して

いるわけじゃないですけれども、県としては、中身を

検討しながら、それがその意味あるものであれば、ぜ

ひそういうふうなものに取り組んでいきたいというふ

うに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　まだ示されないからいいんですよ。

我々が示してそれをとってくるわけですよ。

　知事、きょうの新聞で、中台の自由貿易協定という

ことが締結されたと。周りはもう間違いなく、台湾と

中国というその大陸間の部分というのは、本当に自由

貿易のものに進みつつあるわけですよ。それからする

と、我々は、この戦略をしっかりと持ってやらない

と、本当にただ沖縄は観光だけのということではなく

て、アジア的には我々拠点だというような言い方する

んですけれども、取り残される状況にならないように

我々頑張らないといけないと思っているんですけれど

も、知事、きょうのその中台の自由貿易協定、どうい

うふうにお考えになりましたでしょうか、締結に。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時23分休憩

　　　午後４時24分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　次の沖縄の振興計画という

のは、今まで企画部長が中心に話をしておりますが、

先ほどから議員のおっしゃっている国際総合特区とい

うような感覚、そして中身が健康に、観光に、アジア

に、環境というような柱もおっしゃるようにぴったり

沖縄そのものでもありますから、そして、中台の今の

あれはＦＴＡに近い概念だと思うんですが、ああいう

ものも始まっている中で、とりあえず私どもは観光を

通じた中国との特に関係、ビジネスを拡大する。さら

に、今の全日空さんがやっているようなああいう物流

ハブ的なもの、それから科学技術大学院大学を通じた

サイエンス上の往来・往復、ここら辺は一つのやっぱ

りコアになる可能性があると思います。

　ですから、そういう意味では、ぜひひとつ今の民主

党政権のみならず、政府の与党の先生方の御指導も得

て、次の沖縄の振興計画といいますか、その概念はほ

とんど今おっしゃる感じ、方向と似ていると思います

し、さらに、きのうも申し上げたやっぱり地域主権と

いうような考え、政府にべたべたではなくてちょっと

距離を置くとまではいきませんが、自主性を非常に高

めていくものと一括交付金と絡み合わせると、結構い

い形の方向と基本の構造が出てくるのではないかと考

えておりますが、これから約１年かけてここら辺はぜ

ひいろんな御意見と御提案と御指導を賜りたいと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　我々、一般質問も基地のもの――沖

縄の基地問題は大変重要でもあるんですけれども――

やっぱりその基地経済をもっと小さくするという意味

合いからすると、沖縄にとって強い経済をどうつくる

かというのが我々の方向性になってくると思うんです

よね。強い経済をつくって、やっぱり財政をしっかり

としていって、子供たちの教育からお年寄りの介護だ

とか医療を、沖縄は自分たちでできるんだというよう

な方向性をしっかりとやっていければなというふうに

思っておりますので、ぜひ一緒になってまた頑張って

いければなというふうにも思っていますので。

　次に、沖縄のもう一つの問題で物流があるんですけ

れども、私は、鹿児島から東京までの部分、沖縄から

東京まで物を運ぶものから考えると、ＮＴＴだとか、

やっぱり郵便局のゆうパックという形になると、これ

ユニバーサルサービスで鹿児島から出ても、沖縄から

出ても一緒なんですよね。そういった点をやっぱり

しっかりと踏まえたほうがいいと思っているわけです

よ。

　その点を、今もう物流になるとやっぱり農林水産物

が一番多いということになっているはずでしょうか

ら、農林水産部長、今の農林水産の県外出荷量と、例

えば沖縄―東京の運賃が鹿児島―東京間の運賃並みに

なった場合の削減額、現状は幾らになっているか。

じゃ沖縄も鹿児島―東京間の運賃並みになったら、削

減どれぐらいで、その削減額はどうなのかということ

が出ていましたら説明してもらえますか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　まず県外出荷ですけ

れども、これは平成19年度で申し上げますと、園芸品

目で約２万5000トン、それから豚で6000トン、それか

ら水産物で２万5000トン、それから子牛で２万1000ト

ンということで、これを金額に直しますと約430億円

を県外出荷しているところでございます。
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　それから、鹿児島並みの運賃ということで考えます

と、沖縄を鹿児島にもっていったというふうに理解し

ますと、47億円程度がやはり鹿児島よりはかかってい

るということで、今おっしゃるように、ユニバーサル

的なゆうパックみたいなところにもっていきますと、

47億円程度のコスト低減ができるものではないのかと

いうことで試算をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　知事、年間47億円ですよ。これを先

ほど言いましたように、ＮＴＴだとか郵便局と同じよ

うな形での離島の不利性を解消するんだと、ユニバー

サルサービスなんだと、これも、ということをやらな

いといけないはずなんです。

　きのう、おとといから始まっています高速料金の無

料化、これ全国で1500億円の経済効果があるわけです

ね。本県から県外のメリットは何にもないわけです

よ、我々は、この高速無料化。県内にはそのことはあ

りますよ。ところが、陸続きじゃないわけですから、

そのことが全くないと。

　たばこ特別税に関しても、これは年間約15億円、沖

縄が負担しているわけですよね。何にも国鉄に関して

のものが我々恩恵がない中で、それがあると。そして

また日本本土は全国インフラ整備されていますよ。鹿

児島まで新幹線が来ている。高速料金も無料化される

ということになると、ますます我々とのその格差は広

がっているということになるんですけれども、知事、

その辺の認識はどうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時31分休憩

　　　午後４時31分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今その認識というふうな

ところでございましたけれども、きのうもちょっとお

答えしましたが、この物流コストというふうなもの

が、実は、県の産業振興の中で非常に大きなネックに

なっている。これはビジョンの議論、それから総点検

の中でも大きく出ておりました。

　それから、二、三年前に県がやった調査の中で、県

外の製造業に実はアンケートをした結果、沖縄県に投

資をしない理由の38％はやはり物流コストというふう

な結果もあったというふうに聞いております。そうい

う意味では、離島島嶼県である沖縄県にとって、物流

コストというふうなものの軽減というのは、これは今

後の産業振興を考える上で非常に大きなテーマになっ

てくるだろうと思います。これまで37年間の中で、

我々は、空港・港湾そういうふうな基盤の整備はほぼ

できつつあるかなというふうに見ているわけでござい

ますけれども、それを運用していくコストの部分で、

なお少しまだ足りない部分があると。じゃそれをどう

いうふうな形で提言をしていくか、それをことしから

計画を策定する中で議論をして、整備をしてまいりた

いと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　この物流のものは、やっぱりユニ

バーサルサービス、先ほども言いましたが、やっぱり

鹿児島並みの輸送コストにするんだと、恒久的な枠組

みでこれは補助金ではなくて制度としてもらうという

ことも大変大事です。

　前の質問で、どういうネーミングにしようかという

のがあったんですけれども、「沖縄農林水産物　海の

高速道路無料化事業」という形でやります、海の高

速。

　我々、やっぱり海路でしか物は大量に運んでないは

ずでしょうけれども、なかなかその海路に対しての補

助がない。例えば県内の内航の部分に関しても固定資

産を安くしているのかといえば、そうでもない。じゃ

燃料で安くしているのかといえばそうでもない。カボ

タージュとったんですけれども、あれは特区ではなく

て特例なんですよ。カボタージュというのは、相手国

もそのことの了解があって、２国間で初めてその了解

があってカボタージュというのはなるわけですから、

沖縄のカボタージュというのは、国土交通省からした

ら、別に特例ですからいいですよというようなもの

で、カボタージュ分の一つのものは、ペトロブラスが

あってどうなのかということになってくるはずでしょ

うから、そういった部分の海の物流をしっかりと取り

組んでいってもらいたいと思いますので、これはまた

提言として終わらせてもらいます。

　振興策の部分できょうもありました。マスコミのほ

うで振興策の課題、点検ということで、先ほども酒税

の部分があったんですが、きのうも泡盛業界の皆さん

が、観光業界に対して感謝の夕べということであった

んですけれども、影響は、業界の皆さん、もう本土出

荷額が泡盛の部分でも半分になってしまっているとい

う部分があります。

　私も、上原副知事も、仲井眞知事も泡盛大好きで

しょうから、その分の軽減がなくなると、オリオン

ビールも泡盛も値上げするという状況になるんですけ

れども、その部分でやっぱり40年間やっているから、

なかなか国にそれを求めていくのは厳しいということ

ではなくて、物づくりという我々沖縄の製造業の観点
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からすると、これは最も大事な部分で、泡盛の製造業

の割合からするとオリオンビール含めても、知事、

6.4％あるんですよ。約360億円近く泡盛業界の部分が

製造業の部分で割合占めるわけですよね。

　そういった面からすると、やっぱりもう単なる軽減

ではなくて、これから物づくりしっかりとやってもら

うための、活性化も含めた今度の軽減策をしっかりと

国に求めていくべきだと思うんですけれども、知事、

どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　非常にいい御提言だと思い

ますし、泡盛業界にしても、ビール業界にしても、沖

縄の製造業の大半が食品工業と言われている分野で、

しかし、よく競争を生き抜いて、戦後の40年、ここに

来ている分野でもあります。

　ですから、製造業がいわゆる最新型の大量・大生産

の大きな工場を擁するような製造業ではなくて、非常

に伝統的かつ古典的ではあるけれども、最新の設備と

技術を入れてあるというものはやっぱり生き抜いてい

けると思いますし、今の御提言は、私どももさらに安

定するまでといいますか、もう一度元気が取り戻せる

までいろいろ支援を要請していくべきものだと思って

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　最後になりますが、きょうも公安委

員会で安里頭取もお見えなんですが、金融特区の部分

は、やっぱり特区のみの事業所を有するということで

現実的でないんだとか。所得控除額が直接、人件費の

20％以上という上限があると、その法人税の部分でで

すよ。それは、やっぱり撤廃しないとだめだという部

分。常時使用する従業員の数が20名から10名になった

んですよね。ところが、その10名でもやっぱりファン

ドをいろんな持つ者からすると、10名でもどうなのか

ということがあるわけですから、その従業員の10名と

いう数も見直すべきだというような形での提言がいろ

いろともろもろ出ているんですよね。現実には、今の

金融特区の部分で１社しかそれが該当されていないと

いうところがあります。

　私、琉銀の大城頭取からも、あなたたち議会がしっ

かりしないからだめだというふうにおしかりも受けた

ところがあるんですけれども、金融特区、これからど

うされていきますか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　議員、御指摘のとお

りでございます。

　我々としては、国のほうにいろいろ要望しておりま

すけれども、なかなか認められていないということで

ございますけれども、今総点検を含めて改めてチェッ

クしておりまして、次期振計に向けて制度拡充、全国

で唯一の金融特区を発展させていきたいと思っており

ますので、御支援よろしくお願いします。

○當間　盛夫君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

　　　〔租田勝廣君登壇〕

○ 田　勝廣君　こんにちは。

　「ブルータス、お前もか。」と前議会でも発言しま

した。私の信頼する鳩山さんも普天間問題と金の問題

で退陣をしました。私からすれば非常に残念でありま

す。

　「人間は、忘れる動物である」とだれかが言ったこ

とを覚えていますが、普天間問題も金と政治の問題も

菅総理が登場すると舞台の幕が閉まり、またはるかか

なたの遠い島の問題となり、もとのさやにおさまって

しまいました。これが、冷徹な政治やマスコミの現状

だということかということですね。

　天台宗を公布した最澄は、「一隅を照らす　此れ則

ち国宝なり」と800年代に発言をしております。ま

た、地方分権と地方独立論をユニークに問いかけた作

家の井上ひさしさんは、その「絶筆ノート」で、「過

去は泣きつづけている――たいていの日本人がきちん

と振り返ってくれないので。　過去ときちんと向き合

うと、未来にかかる夢が見えてくる」と書いてありま

す。

　1972年に施行された沖振法も４回目の総点検の報告

書が発表されました。

　今後の沖縄の未来を構築するためにも、沖振法の立

法の原点は何だったのかを考察するためにも、最澄と

井上ひさしさんの言葉は心に響きます。

　以下、２月に続いて沖振法を中心に質問いたしま

す。

　１、沖縄振興特別措置法について。

　茨、知事は、この法律をどう評価し、今後同法のあ

るべき姿をどのように考えているか伺います。

　芋、私は、これまで各部ごとに高率補助によるかさ

上げ額は幾らか、具体的に明示を求めてきましたが、

県は、まとめていないとの回答でありました。この問

いは、今後の振興計画及び新たな法制定に向けても重

要であり、同時にその効果を分析し、かさ上げ額と地

方交付税との関係も分析する必要があると考えており

ます。したがって、再度各部のかさ上げ額を明らかに

し、今後の方向性を伺います。

　鰯、酒税法など個別に免税措置の額を明らかにし、
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その経済効果を伺います。

　允、沖縄振興開発金融公庫について。

　ア、その役割と実績を伺う。

　イ、貸付金利の本土の公庫との差を伺う。

　ウ、貸付条件の有利性を伺う。

　印、平成14年に沖振法に新たな跡地利用対策の条文

が明文化されたが、その役割と実績及びその方向性に

ついて伺います。

　咽、大学院大学の開学の見通しと地域経済及び教育

環境に及ぼす影響について伺います。

　員、この法律の実績を５つ挙げるとすれば何か。

　因、また、この法律の課題を５つ挙げるとすれば何

か。

　姻、この法律を継続、または新たな法の制定が必要

ならば、どのような骨子、項目になるのか、現時点で

伺います。

　大きい２、行政投資について。

　茨、この５年間の行政投資と類似県との比較はどう

なっているか。

　芋、①、生活基盤投資、②、産業基盤投資、③、農

業基盤投資、④、国土基盤投資はどうなっているか。

　大きい３、受益率について。

　茨、この５年間の受益率と類似県との比較はどう

なっているか。

　大きい４、沖縄の固有課題である離島振興につい

て。

　茨、伊是名、伊平屋、座間味村など財政は危機的状

況にあります。財政指標を明らかにし、その原因を問

います。

　芋、教育、保健・医療、交通、情報通信、水、下水

道、農業用水、ごみ廃棄物、火葬場など生活基盤の充

実が望まれるが、沖振法、離島振興法、地方交付税な

ど有効な支援が構築されているか。また、本島の市町

村との違いはあるか。本土離島より優遇措置はとられ

ているか伺います。

　鰯、離島振興にこそ、県・国が優先的に一括交付金

を導入する必要があると考えるがどうか。

　大きい５、基地問題について。

　茨、県は、米軍再編の際、千載一遇のチャンスだと

賛成、グアム協定に対しても賛成したが、今日、米軍

再編に対する知事の見解を伺います。

　芋、ＣＨ46ヘリが松田海岸に不時着したが、県は調

査をしたか。結果を伺います。

　鰯、在沖米軍の抑止力とは何か伺います。

　６、農林水産業の振興について。

　茨、海ブドウの生産者協議会が発足したが、海ブド

ウのブランドの確立と生産供給体制の強化をどのよう

に推進するのか伺います。

　芋、台風に強い農業の確立と生産性向上のために

も、平張りハウスの建設が必要である。これまでの取

り組みと今後の施策について伺います。

　鰯、農林水産業と観光産業及び農商工との連携は重

要であると考えるが、県の取り組みと施策について伺

います。

　大きい７、飲酒運転根絶について。

　茨、飲酒運転の現況はどうなっているか。

　芋、飲酒運転に占めるアルコール依存症の割合はど

うなっているか。

　鰯、アルコール依存症の飲酒運転を根絶するため

に、医学的、科学的見地から調査研究する必要がある

と考えるが、県警の見解を伺います。

　大きい８、億首川について。

　茨、県は、これまでマングローブ、河川周辺の生物

調査及び環境調査を実施したことがあるか伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　租田勝廣議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、沖縄振興特別措置法の評価、そして今

後のあるべき姿についての御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄振興特別措置法は、沖縄の置かれた特殊な諸事

情にかんがみ、沖縄の自立的発展と豊かな住民生活の

実現に寄与することを目的として措置され現在に至っ

ております。

　主なる内容としましては、県知事からの沖縄振興計

画の提案、そして高率補助による財政措置、地域指定

による経済振興制度、税の特例、沖縄振興開発金融公

庫による政策融資、内閣府沖縄担当部局の設置、一括

計上方式による予算の確保などがあります。これらの

措置によりまして、これまで社会資本の整備が着実に

進み、県民福祉の向上や利便性が向上しております。

また、観光産業の伸びや情報通信関連産業の集積など

一定の成果があらわれていることなど、沖振法により

ます成果につきまして評価しております。一方で、自

立的発展の条件整備は道半ばであり、少子・高齢化や

環境問題などの新たな行政ニーズへの対応、そして過

重な基地負担の軽減などの課題もございます。

　こうした状況のもと、沖縄県では初めて県民ととも

につくります基本構想として、「沖縄21世紀ビジョ

ン」を策定いたしました。その実現のため、これまで

の手法からの抜本的な発想の転換を図り、ビジョン実
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現のための基本計画を策定し、新たな制度を制定して

いくことが必要と考えております。

　同じく沖縄振興特別措置法に係る御質問の中で、沖

縄公庫の役割と実績についてという御質問にお答えい

たします。

　沖縄振興特別措置法において、国は、沖縄振興策の

目標実現に必要な資金の確保に努めることとされてお

り、沖縄振興開発金融公庫の出資及び融資は、その具

体的措置の一つとして位置づけられております。

　沖縄公庫は、昭和47年の設立以来、長期、固定、低

利の資金供給や新規の大型プロジェクトに対する出資

及び融資機能を通じ、産業開発支援や中小企業支援な

ど沖縄の振興を金融面から支える政策金融機関とし

て、沖縄県経済の振興と地域社会の発展に大きく寄与

してきたと考えます。

　公庫の昭和47年度から平成21年度末までの出資及び

融資の累計額は、約5.4兆円となっております。現時

点においても、県内金融機関の総貸付残高に占める同

公庫の融資比率は25.5％と大きな割合を占めておりま

す。

　基地問題に係る御質問の中で、米軍再編に対する見

解いかんという御質問にお答えいたします。

　米軍再編につきましては、日本全体の抑止力の維持

と沖縄を含む地元の基地負担の軽減を目的に協議が進

められてきたとされており、兵力や訓練の移転、施設

の返還・整理・統合が盛り込まれているなど、米軍基

地の整理縮小に向けた具体的な方策も示されていると

考えております。これらが実現されれば、基本的には

基地負担の軽減が図られる面もあるものと理解をいた

しております。

　次に、農林水産業の振興に係る御質問の中で、海ブ

ドウのブランド確立と生産体制の強化についての御質

問にお答えいたします。

　海ブドウは、平成４年に養殖に成功して以来、急速

に生産を伸ばし、平成21年度の生産額は７億円と沖縄

県を代表する水産物となっております。しかしなが

ら、夏場の安定生産や品質基準、衛生管理等に課題が

あります。このため、沖縄県では、平成22年度新規事

業の海藻類おきなわブランド化事業によりまして、生

産技術の改良や品質基準の設定、そして衛生管理方法

の確立に向けまして取り組んでいるところでございま

す。

　また、平成22年５月に海ブドウ生産者135経営体で

発足しました「海ぶどう生産者協議会」におきまして

は、品質基準の統一や衛生管理の徹底など、高品質で

安全・安心な海ブドウの安定供給に取り組み、ブラン

ドの確立を図ることといたしております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖縄振興特別措置法等に

ついての御質問の中で、各部ごとの高率補助によるか

さ上げ額とその効果の分析、かさ上げ額と地方交付税

の関係についてお答えいたします。

　沖縄県の平成20年度当初予算における国庫補助負担

金総額は約1677億円となっており、そのうち約34％に

当たる約570億円が高率補助によるかさ上げ額となっ

ております。かさ上げ額約570億円のうち、土木建築

部、農林水産部、企業局でかさ上げ額全体の86％を占

めております。

　高率補助の効果として、県負担が他県よりも低いこ

とに伴う県債発行額の抑制が挙げられます。このた

め、平成20年度決算における実質公債費比率は、全国

平均の12.8よりも1.6ポイント低い11.2で全国40位と

なっております。

　また、高率補助であることが地方交付税へ与える影

響としては、基準財政需要額の算定（割落とし）、そ

れから県債に係る元利償還金への措置（抑制）などが

挙げられ、県民１人当たりの地方交付税額は全国15位

となっており、高率補助によって交付税額が減額され

る動きとなっております。

　一方、現在政府が進めている一括交付金化は、高率

補助へ大きな影響を与えるものと考えられます。この

ため県においては、「予算の一括計上方式の継続」及

び「高率補助により措置されている予算の総額確保」

を目的として、「沖縄振興一括交付金（仮称）」の創

設を国に求めているところであります。

　次に、沖縄振興特別措置法等による免税措置の実績

と経済効果についてお答えします。

　復帰特別措置法による酒税軽減措置の平成14年度か

ら平成20年度までの実績額は約272億円、揮発油税軽

減措置の平成14年度から平成19年度までの実績額は約

271億円となっております。酒税軽減措置により酒類

製造業の振興や沖縄の文化、観光に寄与しておりま

す。また、揮発油税の軽減措置により主要な交通手段

が自動車である本県において、ガソリンの低価格化が

実現できているものと考えております。

　沖縄振興特別措置法による地域指定制度による国

税、県税、市町村税の課税免除等の実績額は、平成14

年度から20年度までで延べ約1500件、121億円となっ

ております。内訳としては、産業高度化地域が実績額
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の71％、情報通信産業振興地域と観光振興地域がそれ

ぞれ13％を占めております。国内旅客便に係る航空機

燃料税の軽減については、平成14年度から平成20年度

までで約615億円となっております。また、いわゆる

「経済特区」のインセンティブにより200社を超える

情報通信産業が県外から誘致されたことや県内産業の

振興、増加基調にある観光客数等に一定の成果を上げ

てきたと考えております。

　次に、沖縄公庫の貸付金利と貸付条件の有利性につ

いて一括してお答えいたします。

　沖縄振興開発金融公庫の貸付金利については、沖縄

特利制度により基準金利が本土公庫と比較して0.3％

低く設定されております。また、貸付条件について

も、沖縄振興計画と連動した沖縄独自の融資制度の担

保特例を設けるなど、沖縄公庫は振興計画の目標実現

に向けた地域的課題への対応と振興策の推進に貢献し

ております。

　次に、沖振法における跡地利用対策の役割、実績等

についてお答えいたします。

　平成11年の県の駐留軍用地跡地利用の推進に関する

要望を踏まえ、国は、平成14年に制定した沖縄振興特

別措置法の中で、跡地利用促進のための財政上の措

置、大規模跡地における国の取り組み方針の策定及び

大規模跡地や特定跡地の給付金支給等の特別措置を定

めております。

　実績としましては、国の補助である「大規模駐留軍

用地跡地等利用推進費」により、県や市町村において

跡地利用計画策定に向けた各種調査が実施されており

ます。また、キャンプ桑江北側地区や読谷補助飛行場

跡地等が特定跡地に指定され、政令に基づき特定跡地

給付金が支給されております。沖振法の制定により、

跡地利用対策は一定の成果が上がっているものの、こ

れまでの跡地整備において多くの問題点、課題も明ら

かになっております。

　県としましては、嘉手納飛行場より南の基地返還な

ど、今後の大規模な跡地利用を円滑かつ最適に進める

ためには、基地返還に伴う環境浄化、地権者の負担軽

減策、事業実施主体の確立など諸問題の解決のために

特別立法を含む新たな仕組み・法制度の創設を図る必

要があると考えております。

　次に、沖縄科学技術大学院大学の開学の見通しと地

域経済及び教育環境に及ぼす影響についてお答えしま

す。

　沖縄科学技術大学院大学については、平成24年度中

の開学に向けて着々と準備が進められております。現

在24のユニットで先行的研究が行われており、開学ま

でに50の研究ユニットを確保することとなっておりま

す。

　地域経済への影響については、大学院大学の研究

テーマであるライフサイエンスと環境科学を沖縄の地

域特性とうまく結びつけ、メディカルツーリズムやバ

イオ産業などの先端産業分野の育成や雇用創出など国

際色豊かな地域振興への効果を期待しております。

　教育環境への影響については、ノーベル賞受賞者な

どによる講演会や研究施設を一般に公開するオープン

ハウスの開催により、子供たちや若手研究者に刺激を

与えるなど人材育成の効果を期待しております。

　このように沖縄振興施策の重要な柱の一つと位置づ

けられた大学院大学の整備は、将来、沖縄の経済的自

立に貢献するとともに、次世代を担う人材の育成につ

ながるものと考えております。

　次に、沖振法等の実績についてお答えいたします。

　沖縄振興特別措置法等によるこれまでの取り組みの

主な実績については、特に次のことが挙げられます。

道路、港湾、住宅、教育施設、医療施設、ダムなど社

会資本の整備が着実に進み、県民の福祉の向上や利便

性が向上していること、地域指定による経済振興制度

等により観光産業の伸びや情報通信関連産業の集積な

ど一定の成果があらわれていること、沖縄振興開発金

融公庫の政策金融機能による産業振興や新規産業の創

出により、沖縄の自立経済の発展と雇用の確保に寄与

していること、電気の安定的かつ適正な供給の確保、

復帰特別措置によるガソリン税の軽減措置や酒税の軽

減措置、航空機燃料税等の軽減等により県民生活や企

業の経済活動の安定が図られていること、沖縄におけ

る科学技術の振興を図るための措置等により世界最先

端の沖縄大学院大学の設立等、今後の沖縄の発展と国

際貢献のための拠点形成が図られつつあることなどで

あります。

　次に、沖振法等の課題についてお答えいたします。

　沖縄振興特別措置法は、沖縄の置かれた特殊な諸事

情にかんがみ、沖縄の自立的発展と豊かな住民生活の

実現に寄与することを目的として制定されたもので

す。

　一方、さきに実施した総点検により、今後なお一層

強力に取り組むべき課題が明らかになっております。

すなわち、失業率や県民所得を改善する強力な産業施

策や制度の創設、島嶼県ゆえの交通・輸送コスト高、

市場規模の狭隘さなど不利性を解消する公平な競争条

件の整備、全国の米軍基地の75％が狭隘な県土に集中

することによる基地被害や大規模な跡地利用の対応へ

の課題、不発弾処理等の戦後処理の問題の解決、島嶼
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県である沖縄のさらに離島の教育や医療、福祉等の住

民負担の格差の解消、国・地方を通じて財政状況が厳

しくなる中、県や市町村財政を支える新たな仕組み、

支援措置の創設、福祉や医療、環境、文化等の分野に

おけるソフト的な施策の展開への支援の仕組みなどで

あります。

　今後は、これらの課題の克服に向けた新たな法制度

等を検討してまいりたいと考えております。

　新たな沖振法等の骨子、項目についてお答えしま

す。

　新たな沖縄振興のための制度については、基地跡地

の利用、離島の定住支援等の課題の解決や「沖縄21世

紀ビジョン」の実現のために必要と考えています。

　新たな法律の制定については、総点検での検証結果

や沖縄振興審議会からの総点検建議書、国の地域主権

改革の動向を踏まえ、新たな視点に立ち、構築してい

く必要があると考えております。

　骨子については、国で検討が進められている沖縄振

興一括交付金等による財源措置の仕組み、地域指定に

よる経済振興制度の充実・拡充、大規模な基地返還跡

地の利用に向けた国の責務による新たな法的な枠組

み、離島の定住支援に資する特別措置等について検討

を進めてまいりたいと考えております。

　次に、行政投資についての御質問の中で、過去５カ

年間の行政投資と類似県との比較についてお答えしま

す。

　沖縄県を含めた財政力指数0.4未満の16県につい

て、国・県・市町村を合わせた行政投資額を比較する

と、平成15年度は、１位が鹿児島県で5995億円となっ

ており、沖縄県は熊本県に次いで第５位で4922億円と

なっております。直近の平成19年度は、１位が同じく

鹿児島県で4442億円となっており、沖縄県は順位を上

げ、熊本県に次いで第３位で4027億円となっておりま

す。

　また、１人当たりの投資額について比較すると、平

成15年度は、１位が島根県で56万2000円となってお

り、沖縄県は徳島県に次いで第６位で36万6000円と

なっております。直近の平成19年度は、１位が同じく

島根県で43万8000円となっており、沖縄県は順位を上

げ、鳥取県に次いで第３位で29万3000円となっており

ます。

　次に、生活基盤投資、産業基盤投資、農林水産投

資、国土保全投資について一括してお答えいたしま

す。

　沖縄県を含めた財政力指数0.4未満の16県につい

て、直近の平成19年度の生活基盤投資を比較すると、

１位が沖縄県で1777億円となっており、第２位が鹿児

島県で1498億円となっております。

　１人当たりの投資は、１位が島根県で13万6000円と

なっており、沖縄県は第２位で12万9000円となってお

ります。

　産業基盤投資は、１位が沖縄県で1159億円となって

おり、第２位が鹿児島県で1085億円となっておりま

す。

　１人当たりの投資は、１位が島根県で11万7000円と

なっており、沖縄県は高知県に次いで第４位で８万

4000円となっております。

　農林水産投資は、１位が鹿児島県で890億円となっ

ており、沖縄県は熊本県に次いで第５位で488億円と

なっております。

　１人当たりの投資は、１位が鹿児島県で５万1000円

となっており、沖縄県は徳島県に次いで第５位で３万

6000円となっております。

　国土保全投資は、１位が島根県で556億円となって

おり、沖縄県は鳥取県に次いで最下位の16位で185億

円となっております。

　また、１人当たりの投資は、１位が島根県で７万

6000円となっており、沖縄県は長崎県に次いで最下位

の16位で１万3000円となっております。

　次に、受益率についての御質問の中で、過去５カ年

間の受益率と類似県との比較についてお答えいたしま

す。

　沖縄県を含めた財政力指数0.4未満の16県につい

て、国から県・市町村が受け入れた地方交付税、国庫

支出金、地方譲与税の合計を県民が収めた国税、地方

税の合計で除した受益率を比較すると、平成15年度

は、１位が島根県で2.35となっており、沖縄県は鳥取

県に次いで第７位で1.74となっております。直近の平

成19年度は、１位が同じく島根県で2.14となってお

り、沖縄県も順位が変わらず、鹿児島県に次いで第７

位で1.43となっております。

　次に、沖縄の固有課題である離島振興についての御

質問の中で、伊是名村等の財政指標とその原因につい

てお答えします。

　財政健全化法に基づき算定した「実質公債費比率」

において、伊平屋村が28.9％、伊是名村が28.0％、座

間味村が27.4％と、早期健全化基準の25％を超えてお

ります。

　財政悪化の要因としては、一般廃棄物処理施設など

の大型事業の実施に伴い、短期間に多額の地方債を発

行したこと、簡易水道事業などの公営企業に対し多額

の繰り出しを行っていること等が挙げられます。
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　３村とも財政健全化計画を策定しており、新規地方

債の発行の抑制、繰上償還の実施、村税等の徴収強化

など財政健全化に取り組んでいるところであります。

　次に、生活基盤の充実に係る支援策についてお答え

いたします。

　沖縄県には、沖縄振興特別措置法により国庫補助事

業への高率補助等の優遇措置が講じられております

が、同法では、本島と県内離島との間で優遇措置に差

は設けられておりません。離島振興法は、本県の離島

には適用されませんが、同法が適用されている他県離

島と比較した場合、道路整備やかんがい排水事業、簡

易水道や教育施設の整備等、生活基盤の整備等に係る

さまざまな分野の国庫補助率において、沖振法が適用

される本県離島のほうが有利になっております。ま

た、本県の離島については、普通交付税の算定におい

て、基準財政需要額の「隔遠地補正」による割り増し

が他県の離島よりもさらにかさ上げされております。

　次に、離島振興に係る一括交付金の導入についてお

答えします。

　政府においては、去る６月22日、地域主権戦略大綱

を閣議決定し、ひもつき補助金の一括交付金化に係る

枠組みが示されたところであります。これによります

と、一括交付金の対象範囲は、全国画一的なものや義

務的なものを除き最大限に広くとり、使途について

は、地方の自由度拡大のため各府省の枠にとらわれず

できる限り大きいブロックにくくり、配分について

は、現行の条件不利地域等に配慮した仕組みを踏ま

え、平成23年度以降段階的に導入することとされたと

ころでございます。

　一括交付金の制度設計の詳細につきましては、今

後、地域主権戦略会議が関係府省とともに検討し、予

算編成過程を通じて国と地方との協議の上、決定され

ることとなっております。

　県としましては、一括交付金の配分に当たって、多

くの離島を抱える本県の特殊性が勘案され、使途につ

きましても離島振興に有利なものとなるよう、今後国

に働きかけていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題についての御

質問の中で、ＣＨ46ヘリの緊急着陸につきましてお答

えいたします。

　去る６月15日に発生した海兵隊所属のＣＨ46ヘリコ

プターの宜野座村松田への緊急着陸について、県は、

沖縄防衛局からの第一報を受け、直ちに沖縄防衛局、

宜野座村役場、県警等への情報収集を行い、状況の把

握に努めたところであります。その結果、着陸場所

は、宜野座村松田の国際交流センター東側海岸で、人

身、環境等への被害はなかったことを確認したところ

であります。

　なお、着陸の理由として、米軍は、悪天候を理由に

予防着陸を行ったものであると説明しております。

　今回の事態を受け、県は、６月16日、在沖米海兵隊

及び沖縄防衛局に対し、悪天候を理由に予防着陸を

行ったことについて、気象状況の変化等にも備えた飛

行計画による航行等、安全管理に万全を期すよう要請

を行ったところであります。

　次に、在沖米軍の抑止力についての御質問にお答え

いたします。

　政府は、国会答弁において、「抑止力とは、侵略を

行えば耐え難い損害を被ることを明白に認識させるこ

とにより、侵略を思いとどまらせるという機能を果た

すものである」、また、「沖縄に駐留するアメリカ合

衆国の海兵隊は、抑止力の重要な要素の一つとして機

能していると認識している。」との見解を示しており

ます。

　抑止力についてはさまざまな意見があり、沖縄県と

して現在研究を行っているところでございますが、県

としては、抑止力の議論にかかわらず、過重な基地負

担の軽減やさまざまな事件・事故の防止など米軍基地

問題の解決促進が日米両政府において着実に進められ

ることが重要であると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産業の振興の

中で、台風に強い平張りハウス等の導入と今後の取り

組みについてお答えします。

　本県園芸作物の生産振興を図るためには、台風等の

気象条件に左右されない施設等の整備が重要でありま

す。このため、県においては、台風に強い鉄骨ハウス

や農作物被害防止施設等の整備を積極的に推進してい

るところであります。その結果、平成11年度から21年

度までに約351ヘクタールを整備しております。特に

平張り施設については、平成11年度から本格的に導入

し、平成21年度までに約160ヘクタールを整備してお

ります。また、平成22年度は8.6ヘクタールを施設整

備する予定であります。

　今後とも市町村、関係団体等と連携し、各種補助事

業等の導入により台風等に強い施設の整備を推進して

まいります。
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　同じく観光産業との連携や農商工連携による農林水

産業の振興についてお答えします。

　農山漁村の活性化及び農林水産業の生産振興を図る

ためには、観光産業と連携したツーリズム等の推進や

商工業や産学官との連携により、県産農林水産物を利

用した付加価値の高い特産品開発等を推進することが

重要であると考えております。

　そのため、県では、ツーリズムに関する情報発信や

人材育成とともに、農業体験農園、交流施設、農産物

直売所、農村レストランなど地域における受け入れ施

設の整備を支援しております。また、農商工連携とし

ましては、農林水産物の付加価値を高めるため、食品

加工企業や研究機関等とも連携して、ゴーヤー、紅

芋、モズクなど県産農水産物を利用した特色あるお土

産品の開発、機能性を高めた加工品開発などに取り組

んでいるところであります。

　今後とも農山漁村の活性化、農業生産の拡大、商品

開発や販路拡大等に向けて、観光産業等との連携強化

に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　県内における飲酒運転

の現状についてお答えいたします。

　まず、飲酒絡みの交通事故の発生状況についてであ

りますが、平成21年中の飲酒絡みの人身事故は125

件、全事故の1.98％の構成比率であります。また、死

亡事故は13件、これは全死亡事故の28.3％の構成比率

となっております。全国平均でこの構成比率を比較し

ますと、人身事故ではその割合が2.4倍、死亡事故で

は4.2倍と高い比率になっております。

　本年は、５月末現在で70件の飲酒絡みの人身事故が

発生しております。前年同期と比べて21件、42.9％の

増加となっております。死亡事故は２件で、前年同期

と比べまして３件減少しております。

　一方、飲酒運転の検挙件数につきましては、平成21

年中は1725件となっており、全国と比較しますと、実

数において７番目に多く、人口1000人当たりでは全国

平均の3.8倍となっております。

　本年５月末現在の飲酒運転の検挙件数は790件で、

前年同期に比べ28件、3.7％増加しており、飲酒運転

で検挙される者は依然として高い数値となっておりま

す。

　次に、飲酒運転に占めるアルコール依存症の割合に

ついてお答えいたします。

　県警察においては、飲酒運転で検挙された者がアル

コール依存症であるか否かについての判定は困難であ

ります。したがいまして、飲酒運転に占めるアルコー

ル依存症の割合につきましては把握しておりません。

　なお、飲酒運転の再犯率について申し上げますと、

平成21年中に飲酒運転で検挙された者のうち、任意で

調査に応じていただいた方1365人について分析した結

果、飲酒運転の再犯をした者は243人で、再犯率は

17.8％となっております。また、男女別では、男性が

1190人中212人、17.8％、女性が175人中30人、17.1％

となっております。

　次に、常習飲酒運転者の調査研究についてお答えい

たします。

　県警察では、飲酒運転根絶対策の一環としまして、

平成20年に、琉球病院との協働による飲酒運転等多量

飲酒・アルコール依存症に関する調査を実施しまし

た。この調査は、常習飲酒運転者対策に資することを

目的に、個人の飲酒習慣と飲酒運転との関連を明らか

にしようとするものであります。県内の運転免許取消

処分者講習を受講した677人に対しまして、アルコー

ルの問題があるかどうかを調査したものであります。

　平成20年11月に出されました中間発表では、男性

540人中222人、41.1％、女性66人中16人、24.2％がア

ルコール依存症の疑いがあるという結果が出ておりま

す。

　県警察におきましては、今後琉球病院による最終取

りまとめを受けて、同病院と協働した常習飲酒運転者

対策を推進してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　億首川についての御

質問で、河川周辺の生物調査及び環境調査についてお

答えいたします。

　億首川におけるマングローブや河川周辺の生物調査

及び環境調査については、億首ダム建設に伴い国が

行っているところであります。これまでの調査による

と、億首川では沖縄本島でも有数のマングローブ林が

形成されていることや多様な底生動物、魚類等の生息

が確認されております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　土建部長、やはりやったことないん

でしょう、県は。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　県のほうではやって

ございません。
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○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　いつから二級河川になりましたか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　二級河川の指定は、

平成４年に行っております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　いわゆる平成４年から県は何も調査

をしていないと。今、平成22年ですよね。いいでしょ

う、これは後でまた議論しましょう。

　県警、飲酒運転の関係で、新たな分析ができて非常

によかったと思っております。そういう意味からいう

と、根絶の条例ができて、今はやりの抑止力はなかっ

たんでしょうかね。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（黒木慶英君）　数字から見ると、なか

なかその辺のことについて、何ともお答えしにくいと

ころがあるんですけれども、ただ、これはやはり時間

がかかる問題だと思っています。一朝一夕に１年で

すっと改善するという話ではないと思っています。

　ですから、確かに厳しい数字が出ていますけれど

も、私の立場としては、こんなことではまだあきらめ

られないというか、まだしつこくやるぞというふうな

感じでおりますので、ぜひとも御協力をお願いいたし

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　アルコール依存症もしつこいんです

よね。しつこく根絶するために頑張らなきゃ、アル

コール依存症は治らないですから、この辺はまた琉球

病院と連携を深めて頑張っていただきたいと思いま

す。

　それで、先ほどの抑止力の話なんだけれども、公室

長、僕が言っているのは在沖米軍の抑止力なんだよ、

海兵隊じゃないよ。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　先ほど引用いたしまし

たいわゆる政府の答弁書におきましては、先ほど申し

上げたように、「抑止力とは、侵略を行えば耐え難い

損害を被ることを明白に認識させることにより、」と

書いてあります。

○ 田　勝廣君　時間がもったいないから……。

○知事公室長（又吉　進君）　いわゆる日米安全保障

体制でのアメリカ軍隊の抑止力については総合的に考

える必要があると書いてございまして、その中に在沖

海兵隊の抑止力について述べているわけでございま

す。

○ 田　勝廣君　聞いてわかりますか。聞いていて

ちょっとわかりません。

○知事公室長（又吉　進君）　休憩、よろしいです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時24分休憩

　　　午後５時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　失礼いたしました。

　先ほどの政府答弁書におきましては、「日米安全保

障体制の下でのアメリカ合衆国の軍隊の抑止力につい

ては、我が国に駐留するアメリカ合衆国軍隊のみなら

ず、来援するアメリカ合衆国の軍隊の運用等も併せて

総合的に考える必要があるものと認識しており、」

云々と書いてございまして、これはとりもなおさず海

兵隊のみならず、在日米軍の抑止力について言及した

その見解だと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　公室長は、どう思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　公室長といいますか、

県としましては、先ほど答弁で申し上げましたよう

に、さまざまな意見があるということで、今現在研究

中ということで、今のところ持ち合わせておりませ

ん。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　まあ、いいでしょう。

　グアム協定の中には、この地域における抑止力を強

化するものであると書いてあるわけね。例えば海兵隊

からいうと、海兵隊8000名がグアムに行く、そうする

と沖縄から海兵隊が8000名行くわけだから、沖縄の海

兵隊の抑止力というのはどうなんだろう。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　まさにそのあたりを政

府に対して説明を求めているわけでございまして、そ

の抑止力の維持のために沖縄に海兵隊が残ることが必

要だというそういう見解もあるわけですけれども、そ

れに対して沖縄県は、受動的に了としているわけでは

ございません。そのあたりは政府においてしっかり説

明される必要があると考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、普天間が残るのは抑止力と

言っているので、ここはじゃどうなんだろうかという

ことを沖縄県がやっぱり調査研究をして、その件がど

うなっているかと言わなければ、ぴしゃっとやっぱり

見解を出さんといかんのじゃないかなと私は思うけれ
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ども。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　先ほど答弁でも申し上

げましたが、その抑止力云々、抑止力のために普天間

が必要だというような議論にかかわらず、いわゆる普

天間の危険性の除去、あるいはその返還といいます

か、移設というものは必要だというのが県の考えでご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　ですから、知事を含めてある意味で

は、私たちは辺野古を容認したわけですよね。政府が

180度、360度とは言わんけれども変わった。その変

わった原因は抑止力だという言い方を鳩山さんは言っ

た。そうすると、沖縄からグアムに8000名も行くわけ

だから、あれっ、今までの抑止力とちょっと違うん

じゃないのかなと。その辺の分析は、やっぱりこれか

らまた研究中ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　議員の日ごろのそうい

う御提言、御見識については、大変敬意を表するもの

ですけれども、抑止力が代替施設建設の理由であると

いうことにつきましては、これは政府はもっと真剣に

県に対して説明する、これがいわゆる一義的だと考え

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　基地問題でこんなに議論することは

ないと思うんだけれども、在沖米軍、在日米軍、合衆

国の軍隊が抑止力というふうに政府は言っていると。

だったら別に沖縄にいようがいまいが、県外であれ行

けば、別にその抑止力はいいんじゃないの。本土でも

もしできたら抑止力になるんじゃないの、もしそうい

う論法だったら。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時28分休憩

　　　午後５時28分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　まさに議員のおっしゃ

ることが論点でございまして、抑止力としての在沖海

兵隊が沖縄にのみ必要なのか、沖縄にいなければなら

ないのかというところは、これはやはりまず政府に

よって説明されるべきであると考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから政府が説明すべきであったと

言ったら、政府が説明するとまたうのみにしちゃうの

かな。そうじゃないでしょう。

　だから、もう一つの観点からいうと、例えば、在沖

米軍というのは嘉手納にもありますね。例えばまた、

ホワイト・ビーチに入る原潜もありますよ。それとま

た韓国の陸軍。

　そうすると、沖縄はこれまで海兵隊は撤去すべきだ

ということを口酸っぱく言ってきたわけだ。いつから

言ってきたと思いますか、沖縄県、海兵隊は撤去して

くれと。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　この端緒については、

今ちょっと私記憶にございませんけれども、少なくと

も平成18年度には正式な要望をしているところでござ

います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　僕も行政やってきたわけだから、

我々も海兵隊はやっぱりいなくなったほうがいいねと

いう話をしていたわけです。平成18年よりもうちょっ

と前からやっていますけれどもね、ずっと。まあ、こ

れはいいでしょう。

　本来は沖振法ばかりやりたいなと思っていたんです

けれども。

　これですね、副知事、ずっと副知事もかかわってき

たわけだから、今のこの数字、これを分析して聞いて

ちょっとどう思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　私もかねてから沖縄に対す

る国の財政補てんといいますか、それについては県民

が思っているほど、あるいは議員の皆さんが思ってい

るほど、あるいは県庁職員が思っているほど多くない

ということはずっと言い続けてきました。それは一緒

に勉強もしましたし、だから、基地に対する財政的な

手当てといいますか、それもそうですし、今言った振

興開発についてもそれほど多くはないし、逆に、先ほ

どのデータで使途の制限された国庫補助金は若干多い

かもしれないけれども、例えば交付税が15万程度と、

いわゆる自由に使える財源が15万程度で、トータルす

ると全国で４番目なんですね。沖縄県民はみんな、

いっぱいもらっていると思っています。それが問題だ

ということは、常に指摘したつもりです。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　それで、これからつくろうとする振

興計画なのか何なのかわからんけれども、21世紀ビ

ジョンがあり、それからまた今の報告書があり、その

中でまた審議会から意見書が出ているわけですね。そ

れをどういうふうにこれから生かしていくのか、ここ

は今、企画部長の役割だから、そこをちょっとお願い
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します。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　答弁のほうでも少しお話

いたしましたけれども、審議会の中でさまざまな意見

がございました。それからまた、我々のこの点検の中

からも、先ほどまた副知事が申し上げたような、そう

いうふうな分析もしております。

　そういう中で、やはり総点検で出てきたさまざまな

課題解決、そしてまた、ビジョンで示される新しい沖

縄づくりのための財源確保のあり方、これは現在国の

ほうでは一括交付金というふうなものの議論がされて

いるわけでございますけれども、そういうふうなもの

の流れを見ながら、しっかりそういうふうなものの資

金の確保をまず考えていきたいというふうなことと、

それからまた、残された課題の一番大きなものとして

産業振興とかそういうふうなものがございます。そう

いうふうなものをこれから後支えていく新たな制度を

どう構築していくのか。それからまた、先ほども質問

にもございましたけれども、交通コストの低減だとか

離島の振興、あるいはまた、文化とか、福祉とか、そ

ういうようなたぐいのものを支える制度を考えていき

たいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　部長、部長の先ほどの高率補助のか

さ上げ分、これはちょっとアバウトじゃない。例え

ば、34％ で570億 にな ると いうの は。僕は、もう

ちょっと具体的に出てきて初めて一括交付金だとかこ

ういうことで議論できるんじゃないかなと。これだっ

たら大体僕だってわかるよ。大体かさ上げ分何％と、

アバウトに計算すれば。これはやっぱりもうちょっと

具体的に、補助金の入っている部分別にぴしっぴしっ

とやっぱりやらないと、官僚と太刀打ちできないん

じゃないのかなと私は思うけれども、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　ぴしっぴしっといいます

か、個別に積み上げた数字でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だからもうちょっと具体的にかつ分

野ごとに、例えば、この橋は幾らでこうなったよと、

そうするとここにかさ上げが来るじゃない。そこは

じゃ幾らだから、これをデータごとにあらわして、こ

こをぴしゃっとやらんとだめじゃないかと言っている

のよ。すぐできるでしょう、この計算は。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　こういう財政制度の考え

方はいろいろあると思うんですけれども、沖縄県は、

基本的には一括計上予算をベースにしてやってきてお

ります。その中のかさ上げ分が30％、35％という話で

ございまして、それを確保していく仕組みが必要であ

るということであります。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　また後でやりましょう。

　僕が言いたかったのは、伊平屋、伊是名とか離島は

インフラ整備、さっき企画部長が言ったように、なぜ

赤字になったかと、なぜ困ったかというと、いわゆる

補助率が全部同じなのよ。例えば焼却炉であり、下水

道であり。そうすると持ち出しが多いわけだ。例えば

伊是名、伊平屋でも予算は20億円だ。20億円だと、例

えば焼却炉をつくると12億円かかっているわけ。その

６億円が２分の１補助金でしょう。それと、また６億

円は起債もしないといかんわけだ。これはまた、いわ

ゆるランニングコストも出てくるわけ。ざっと計算し

て、伊平屋は約１億円のランニングコストを出してい

るわけよ、起債も含めて。そうすると、これは財政赤

字になるのは当たり前だと僕は思うわけよ。それに対

してどうするかということがこの離島振興に問われて

いることなんですよということを僕は言いたかったわ

けだ。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　特に規模の小さい離島市

町村については、今、確かに補助率の話もありますけ

れども、むしろつくった後のそのランニングコスト、

下水道とか、水道とか、ごみとか、この規模の経済を

要するような仕組みについては財源手当てをしてい

く、そういうふうなものは必要になろうと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、逆に言ってこのごみ問題と

か、下水道とか、いわゆるライフラインにかかわるも

のを沖縄県や国がどうするかと。これをしないと今の

財源は全然よくならない、このいわゆる財政赤字は。

そこを思い切った形でやっぱり何かをしてやらない

と、特別に。そうしないと、いわゆる離島村というの

はまさにナンセンス、とてもじゃないけれども経営し

ていけない。どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　基本的には、言われてい

る話は一緒だと思うんです。離島の財源を確保するよ

うな、増大していくような形で検討を進めてまいりた

いというふうに思います。

○ 田　勝廣君　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

　　　〔中川京貴君登壇〕
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○中川　京貴君　自由民主党の中川京貴でございま

す。

　一般質問を通告しております。所見を述べて順次質

問をしていきたいと思います。

　政権交代により、果たして県民・国民が望んだ政府

が誕生したんでしょうか。政権交代をすれば、必ず民

主党は普天間基地を最低でも県外・国外と言って約束

をしました。しかし政府は、県内移設で日米合意を取

りつけて県民の信頼を裏切り、国民を裏切りました。

それどころか普天間基地の周辺地域の宜野湾市民に対

し、普天間基地の周りから移りなさいと言った民主党

大臣もいました。普天間基地の県内移設ができなけれ

ば、普天間の固定化を意味する発言もありました。県

民をだまし、国民をだました民主党鳩山総理は、１年

もたたず政権を投げ出してしまった。

　普天間基地の県内移設を拒否し、罷免され、連立政

権を更迭された福島社民党党首は、菅直人新総理に対

し問責決議案、不信任案が出されましたが、社民党・

民主党は、普天間基地を日米合意に基づき名護市辺野

古に移設しようとする菅総理大臣を信任してしまっ

た。菅総理に対し、不信任案や問責決議案を突きつけ

て、県民の声、県民の怒りを示す一番のチャンスで

あったはずであります。県内の国会議員――一部を除

きますが――社民党、民主党国会議員は、普天間基地

は日米合意に基づき名護市辺野古に移設しようとする

総理大臣に対し、信任しております。なぜ普天間基地

の県内移設を進める菅総理を信任したのかが理解でき

ない。社民党、民主党、口で言っていることと行動が

伴っていない。本当に普天間基地の県外・国外という

認識があるのか疑問であります。沖縄選出の国会議員

は、不信任案を突きつけて県民の怒りをオール沖縄の

国会議員として行動すべきだったと思います。

　それでは質問いたします。

　１、米軍基地問題について。

　嘉手納基地では、ことしに入り外来機の飛来が急増

し、嘉手納町域では100デシベル以上を超える爆音が

増加し、最高108デシベルという激しい爆音被害を地

域住民に与え、生活環境を破壊しています。ことし２

月にはＢ52Ｈ戦略爆撃機、３月にはＦ22Ａラプタース

テルス戦闘機、Ｆ16戦闘機、４月にはＦＡ18戦闘攻撃

機、ＡＶ８Ｂハリアー戦闘攻撃機などほぼ毎月飛来を

し、嘉手納基地のＦ15戦闘機との訓練を実施してい

る。外来機の飛来、訓練が無制限に実施されれば常駐

化と変わらず、米軍再編合意負担軽減は実現されてお

りません。これ以上の負担増と住民無視の基地運用を

絶対に容認することはできない立場から質問いたしま

す。

　茨、嘉手納基地から発生する航空機騒音被害につい

て。

　芋、日米地位協定の見直しの進瀧状況について。

　ア、新政権になり米国に対し、日米地位協定見直し

を求めた経緯はあるか。

　鰯、米軍の制限水域及び空域により、離島県である

本県は支障を来している状況にあるのではないか。

　允、沖縄県を基地所在地市町村都道府県として国に

認めさせることができないか。

　２、防音工事について。

　茨、告示日の撤廃または告示後に建てられた建物の

件数は。

　芋、新築防音工事について。

　鰯、店舗、事務所等の防音工事について。

　允、政府による仕分け作業により、整備協会に対す

る影響は。

　印、国の買い上げた土地の有効利用について。

　３、行財政改革について。

　仲井眞知事は、完全失業率全国平均化に向けて地域

産業の振興を図るとともに、沖縄ＩＴ津梁パークの整

備や税制上の優遇措置などを活用したトップセールス

など雇用効果の高い企業誘致に積極的に取り組んでき

ましたが、米国での金融破綻に伴い全国的に厳しい状

況になっていることも事実であります。私は、国も行

財政改革を行い、仕分け作業などまた全国一律の交付

税の削減、県・市町村の自治体においても予算の組み

替えなど大変厳しいものがあります。沖縄の21世紀ビ

ジョンは、沖縄の将来像を描く上で何を残し、何を変

えていくかを明らかにし、県民全体が共有できなけれ

ばなりません。将来像の実現性を兼ね備え、英知を結

集し、実効性のある取り組みをしなければならない。

そのためにも自主財源の乏しい本県において新たな振

興策の取り組みを初め、新たな税収財源の取り組みに

ついてどう考えているかお伺いをします。

　茨、「沖縄21世紀ビジョン」について。

　芋、平成22年度沖縄県の予算について。

　鰯、本県の基地関係交付金の総額について。

　允、新たな税収財源の取り組みについて。

　４、観光振興について。

　茨、沖縄県の観光関連の総採算は。

　芋、沖縄県の観光関連の予算は。

　鰯、県内の観光状況と課題。

　５、福祉保健部関連について。

　茨、本県の子育て支援対策の状況と今後の対策につ

いてお伺いいたします。
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　芋、小学校１年生の（７歳未満）医療費の無料化に

ついて。

　鰯、沖縄県の子育て支援の現物支給制度について、

全国の取り組みについてお伺いしたい。

　６、農業関連について。

　茨、農業関連の沖縄県の予算は。

　芋、沖縄県の農家数、農業総生産、経費を引いた農

家所得、農家１戸当たりの平均年収。

　鰯、農地の遊休地について。

　７、口蹄疫防疫対策について。

　４月20日、宮崎県で発生した口蹄疫被害は、初動捜

査のおくれが指摘されましたが、私は国と都道府県と

の連絡が不十分ではなかったかと考えます。お互いの

情報がとれていない中、政府の決定権、責任の権限な

どいざというときの初動防疫対策ができていなかった

と予測されます。本県においては、宮崎県で発生した

口蹄疫対策に対し、すぐに対策本部を立ち上げ、空

港・港湾水際対策をしていただき、比嘉部長を初め赤

嶺課長、関係職員に対しては、口蹄疫ウイルスを沖縄

に発生させない努力に対しては高く評価するものであ

ります。しかし、生きるか死ぬかの本県の畜産農家は

これからが問題であります。

　それでは質問いたします。

　茨、沖縄県の取り組みについて。

　ア、発生県外においては、口蹄疫の蔓延を未然に防

ぐため、初動防疫を初めあらゆる必要な防疫対策を要

請すべきではないか。

　イ、発生地域以外における家畜市場の中止または再

開等については、開設者の判断を支援するよう国によ

る指導を図るとともに、責任とその対応について伺い

たい。

　ウ、競りの延期等に件い施設の収容能力を超え、緊

急的に簡易施設を設置する場合、建設費用を全額補助

すること｡また、建設の場合、農地法などの許認可の

規制緩和も緊急避難的に認めること。

　エ、移動制限のため出荷できない牛、豚、ヤギに係

る飼料代の全額補てんについて。

　オ、競りの延期等に伴い経営継続に支障が生じない

よう、無利子の運転資金融資を行い、現在の融資枠の

上積みと手続の簡素化について。

　カ、県内競り市場中止に伴い、市場開設者の運営支

援について。

　キ、肉用牛12カ月子牛の特例措置を設けて月齢等の

要件を緩和すること。

　ク、口蹄疫の侵入防止策のため、家畜の県外出荷や

肥料など購入先等新たな輸送ルートの開拓、それに伴

う輸送コスト上昇分に対しての助成措置について。

　ケ、競り市場を延期、中止した関係機関・団体が要

した経費について十分な予算措置ができないか。

　コ、金融支援措置について生活支援等の資金使途も

認めることができないか。

　サ、口蹄疫被害の影響により闘牛大会にも影響を及

ぼしているが、闘牛の家畜としての県の認識をお伺い

したい。

　８、我が党の代表質問との関連について。

　「沖縄21世紀ビジョン」が策定され、いよいよその

実現に向け基本計画の策定作業に着手されたと聞いて

いる。21世紀ビジョンを発案し、今副知事として新た

な時代を切り開く計画の策定を統括する副知事の思い

をお聞きしたいと思います。

　答弁を聞いて再質問いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの中川京貴君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回し

たいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後５時47分休憩

　　　午後６時11分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の中川京貴君の質問及び質疑に対する答弁を

願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　中川京貴議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、米軍基地問題に係る御質問の中で、日

米地位協定見直しの進瀧状況いかんという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　日米地位協定は一度も改正されないまま締結から50

年経過しており、人権や環境問題などに対する意識の

高まりなどの中で、時代の要求や県民の要望にそぐわ

なくなっていることなどから、沖縄県におきましては

11項目にわたる抜本的な見直しを要請いたしていると

ころであります。昨年11月、渉外知事会として訪米し

ました際には、米政府機関等から環境問題について前

向きに検討したい旨の発言があり、一定の前進があっ

たと考えております。

　同じく米軍基地問題に係る御質問の中で、制限水域

及び空域に関する御質問にお答えいたします。

　沖縄県周辺海域には、広大な米軍提供水域が設定さ

れ、漁場が制限されているとともに、漁場間の移動に

大きな制約を受けております。また、平成20年４月に

は鳥島射爆撃場の訓練水域外において米海兵隊所属機
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によります爆弾の誤投下事件が発生していることなど

漁船の安全操業が脅かされております。特に、鳥島射

爆撃場につきましては、長年の実弾射爆撃訓練により

まして島としての形状を失いつつあります。我が国の

領土保全上、重大な問題であると考えております。

　沖縄県としましては、訓練水域の存在や実弾により

ます射爆撃等が漁業の振興や県土の保全等に著しい影

響を及ぼすことがあってはならないと考えておりま

す。鳥島及び久米島射爆撃場の返還並びにホテル・ホ

テル訓練区域の一部解除につきまして、日米両政府に

対しまして要請をしているところでございます。

　観光振興の御質問の中で、県内の観光状況と課題に

ついてという御趣旨の御質問に答弁いたします。

　沖縄県への入域観光客数は、ことし２月から対前年

比で増加に転じ、５月には過去最高を記録するなど順

調に回復いたしております。特に外国人観光客は、定

期便開設やチャーター便就航などによりまして大幅に

増加いたしております。今年度は、中国などの海外市

場における誘致活動を強化し、外国人観光客の大幅な

増加を目指すほか、「全国エイサー大会」など新たな

イベントの開催によりまして新規市場の開拓に取り組

んでまいりたいと考えております。一方、景気低迷や

旅行商品の低価格化などの影響によりまして、観光消

費額が伸び悩んでいることが沖縄観光の課題となって

おります。

　沖縄県といたしましては、富裕層の開拓を初めＭＩ

ＣＥ誘致、そしてリゾートウエディングの推進など付

加価値の高い旅行の促進に努め、観光消費額を高めて

まいりたいと考えております。

　次に、福祉保健部関係の御質問の中で、子育て支援

対策の状況と今後の対策についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　県では、待機児童解消のための保育所定員の増を初

め、地域子育て支援センターや放課後児童クラブの設

置促進など、各種の子育て支援対策に取り組んでおり

ます。また、県単独の事業といたしましては、「乳幼

児医療費助成事業」や「新すこやか保育事業」を実施

いたしているところでございます。

　なお、今年度から「おきなわ子ども・子育て応援プ

ラン」の後期計画がスタートしております。今後とも

同プランに基づきまして、子育て支援のための施策を

推進してまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

　　　〔副知事　上原良幸君登壇〕

○副知事（上原良幸君）　我が党の代表質問との関連

で、21世紀ビジョンの策定に当たっての思いを聞きた

いとの御質問にお答えいたします。

　「沖縄21世紀ビジョン」は、沖縄みずから未来像を

描き、思い切った手段・手法でその実現を目指す、県

が初めて策定する基本構想であります。策定に当たっ

ては、時代の変化をチャンスととらえ、沖縄の進路を

切り開き、同時に閉塞した我が国経済社会の活路をも

探るような大胆な発想を心がけたつもりであります。

新たな仕組み・制度の導入等により、産業経済構造を

変え、国内外に新生沖縄の姿を示して人・物・情報を

呼び込む必要があります。

　一方、沖縄の豊かな自然や伝統文化及びこれらがは

ぐくんできた優しさと思いやりの沖縄の心を引き継い

でいくため、人と人とのきずなや地域コミュニティー

など沖縄の再生を図ることが重要であります。沖縄の

新生都市再生、これにより経済的強さと人間的な温か

さが両立する社会、世界に開かれた交流と共生の拠点

沖縄を創造していきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　米軍基地問題につきま

して、嘉手納基地での航空機騒音被害についての御質

問にお答えいたします。

　県と嘉手納飛行場周辺市町村が行っております平成

20年度航空機騒音測定結果によりますと、嘉手納飛行

場周辺における１日当たりの騒音発生回数は、屋良Ｂ

局で110.2回、上勢局で104.9回、屋良Ａ局で79.1回と

なっており、うるささ指数が環境基準値を超過してい

る測定局は、15測定局中９局となっております。ま

た、周辺住民から提訴された訴訟において騒音被害を

認定する司法判断が示されるなど、周辺住民に深刻な

影響を与えております。

　最近の嘉手納飛行場をめぐっては、米軍再編に伴う

一部訓練移転が実施されておりますが、大規模な合同

即応訓練や外来機のたび重なる飛来に加え、Ｆ22戦闘

機等の一時配備が行われるなど依然として目に見える

形での負担軽減があらわれているとは言えないと考え

ております。

　次に、住宅防音工事につきまして、告示日の撤廃、

新築防音工事、店舗・事務所等の防音工事の３点につ

きまして一括してお答えいたします。

　嘉手納町における住宅防音工事の助成対象外となる

いわゆる告示後の平成14年１月18日から平成22年５月

31日までに建てられた建物は、建築確認件数ベースで
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住宅308件、住宅以外67件の合計375件となっておりま

す。なお、嘉手納町以外の状況につきましては、現在

把握されておりません。

　県は、これまで渉外知事会を通じまして、政府に対

し、住宅防音工事の対象区域の拡大、区域指定後の新

築・増改築住宅への制度の拡充や補助対象施設を事務

所、店舗等にも拡大することを要請してきておりま

す。また、軍転協を通じて同様の趣旨の要請も行って

おります。

　次に、防音工事につきまして、仕分け作業による住

宅防音事業への影響についてお答え申し上げます。

　事業仕分けでは、地方事務費が補助金として財団法

人防衛施設周辺整備協会に還流する仕組みが問題視さ

れ、「廃止すべき」との結果になったことは承知して

おります。事業仕分けの結果が次年度以降の予算にど

のような影響を与えるかは現時点では明らかではあり

ませんが、住民に負担をかけることなく国が責任を

持って対応すべきであると考えております。

　次に、防音工事に関連しまして、国有地の有効利用

についてとの御質問にお答えいたします。

　国は、「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する

法律」に基づく移転措置事業として、航空機騒音が激

しい地域に指定されている区域の土地を買い上げ、国

有地化を行っております。国有地化された土地は、市

町村等からの要望に基づき無償での使用が可能となっ

ており、地元自治体の意向を踏まえた有効活用が図ら

れる必要があると考えております。

　嘉手納町においては、国有地を広場、駐車場として

利用しているとのことであり、北谷町においては、将

来的にゲートボール、グラウンドゴルフなどを行う広

場や菜園として活用することを検討しているとのこと

でございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　 規君）　米軍基地問題の質問の

うち、沖縄県を基地所在地市町村都道府県として認め

させることはできないかという趣旨の質問にお答えい

たします。

　基地所在に係る新たな財源措置の御提言は、国・地

方を通じる厳しい財政状況の中、自主財源の乏しい本

県にとって貴重でございます。既に米軍及び自衛隊の

基地が所在することによる財政需要につきましては、

平成９年度から普通交付税において措置が講じられて

いるところでありますが、御提言の件につきましては

新たな財源措置の一つとして、今後、検討してまいり

たいと考えております。

　次に、行財政改革の質問のうち、平成22年度予算に

つきましてお答えいたします。

　県では国・地方を通ずる厳しい財政状況のもと、新

沖縄県行財政改革プランを策定し、今年度から行財政

改革に取り組んでいるところであります。一方、平成

22年度は沖縄振興計画が残り２年となり、これまでの

成果を踏まえ、残された課題への対応とさらなる発展

に向けた取り組みを力強く推進するとともに、現下の

厳しい社会経済情勢を踏まえ、景気・子育て支援等の

経済対策にも適切に対応する必要があります。このた

め、産業振興、雇用創出、福祉医療の拡充及び離島振

興等の県政の重要政策の推進はもとより、国の経済対

策に伴い積み立てた基金を活用した事業などについて

6055億円の予算を計上したところであります。

　次に、同じく行財政改革の中で、新たな税収財源の

取り組みについてお答えいたします。

　本県の厳しい財政状況の中、多様化する行政需要に

対応するためには新たな税の導入が必要であると考え

ており、現在、観光関連税を中心に複数の案を検討し

ているところであります。具体的には、今年度、外部

の有識者で構成される専門委員会を設置し、受益と負

担の関係、課税の公平性、県経済に与える影響などを

検討するとともに、県民から幅広く意見を取り入れな

がら、新税の早期導入に向けて取り組んでまいりたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　行財政改革についての御

質問の中で、「沖縄21世紀ビジョン」の財源の裏づけ

についてお答えいたします。

　「沖縄21世紀ビジョン」は、県民の多くの声を酌み

上げ、県民とともに策定したおおむね20年後のあるべ

き姿を描いた長期構想であります。県においては、こ

のビジョン実現の計画を策定することにしており、計

画を支える財源、制度の仕組みの構築に向けて取り組

んでまいりたいと考えております。

　次に、基地関係交付金についてお答えいたします。

　本県市町村の基地関係収入の総額は、平成20年度決

算で276億2200万円となっており、主なものは、防衛

施設周辺の生活環境の整備等に関する法律に基づく交

付金が76億7900万円、基地交付金が68億700万円など

となっております。そのほかに、普通交付税の算定に

おいて米軍及び自衛隊の基地が所在することによる財

政需要に対する措置が講じられているところでありま
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す。平成21年度算定における措置額は、県分が約25億

円、市町村分が32市町村で約55億円、合わせて約80億

円となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光振興について、

沖縄県の観光関連の総採算についての御質問にお答え

します。

　沖縄県における平成21年度の観光関連の最終予算額

は、約24億9000万円となっております。平成21年度の

観光収入については、現在、精査中となっております

が、平成21年度の観光客数569万人と、「ビジットお

きなわ計画」で掲げた観光客１人当たり消費額の見込

み値７万452円から算出しますと、約4000億円と推計

されます。

　同じく観光振興について、観光関連予算についての

御質問にお答えします。

　平成22年度の観光関連当初予算は約14億5000万円

で、対前年度比マイナス12.4％となっております。主

な事業としましては、観光客の誘致促進を図るために

必要な経費約５億2000万円、観光客の受け入れ体制の

整備に要する経費約３億4000万円などとなっておりま

す。

　なお、６月補正予算に約15億円を計上し、誘客プロ

モーションや観光客受け入れ体制の整備など観光関連

予算の拡充を図っているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉保健部関連に

ついての御質問の中の、乳幼児医療費助成事業の対象

年齢拡大についてお答えします。

　現在、本県では市町村が実施する乳幼児医療費助成

のうち、入院は就学前まで、通院は３歳児までを対象

として、その医療費に係る自己負担金の２分の１を補

助しております。これを入院・通院ともに７歳未満ま

で拡大した場合、平成22年度当初予算と比較して約４

億円の事業費の増加が見込まれます。

　県としては、乳幼児医療費助成が子育て支援の観点

からも必要な事業であると認識しておりますが、対象

年齢拡大には大きな財政負担を伴うことから、現状で

は難しいと考えております。

　次に、乳幼児医療費助成事業における現物給付制度

の導入についてお答えします。

　平成22年４月現在、乳幼児医療費助成事業における

全国の現物給付制度の導入状況は、47都道府県のう

ち、完全実施が20カ所、一部実施が17カ所となってお

り、本県と同じ償還払い制度は、自動償還も含め10カ

所となっております。

　県としては、乳幼児医療費助成が子育て支援の観点

からも必要な事業であると認識しておりますが、現物

給付方式を導入した場合、国は、国民健康保険に係る

国庫支出金を減額調整する仕組みをとっており、市町

村国保の運営にも影響が及ぶことから現状では難しい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業関連の中で、農

業関連事業の予算についてお答えします。

　農林水産部の平成22年度一般会計当初予算は505億

5856万円で、平成21年度に比較して約67億円、率にし

て11.8％の減となっています。そのうち、農業関連予

算は約389億円で、平成21年度に比較して約56億円、

12.7％の大幅な減となっています。

　主な事業といたしましては、県営畑地帯総合整備事

業費等で16億1566万円、県営かんがい排水事業費で11

億6443万円、農業集落排水事業費で９億7040万円の減

となっております。国は、平成22年度予算の概算決定

において「コンクリートから人へ」の予算編成の基本

理念のもと、農業農村整備関係予算を国庫ベースで前

年度に対して全国で約37％、沖縄で約39％と大幅に削

減をしております。そのため、平成22年度の農業農村

整備予算の確保について、去る12月に国に対し要請し

たところであります。

　このような中、国は新たに農山漁村地域整備交付金

を創設し、農業農村整備関連予算を前年度に対し全国

で約63％、沖縄で約75％を確保しております。関係市

町村は、継続地区の予算の確保や新規地区の採択につ

いて懸念しております。そのため、農業農村整備事業

の実施においては、円滑な事業執行を図るため、平成

22年度完了地区と新規採択地区への予算確保を優先的

に行っております。

　県といたしましては、農業生産基盤の整備を計画的

に進めるため、平成23年度の農業農村整備予算の確保

について市町村・ＪＡと連携して去る６月17日に国に

対し強く要請しているところであります。

　同じく県内の総農家数、農業産出額、農業所得など

の推移についてお答えします。

　本県の総農家数、農業産出額、農業所得などの推移

について、復帰直後の1973年と直近の統計値を比較し
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ますと、総農家数は５万3980戸から2005年は２万4014

戸で、２万9966戸の減少となっているものの、農業産

出額、農業所得、農家所得などは増加しております。

農業産出額は451億円から2008年は920億円で、469億

円の増、農業所得は38万6000円から2008年は134万

9000円で96万3000円の増、農家所得は123万2000円か

ら2008年は224万2000円で101万円の増、農家総所得は

148万2000円から2008年は372万4000円で224万2000円

の増となっております。

　同じく農地の遊休地についてお答えします。

　平成21年度における耕作放棄地面積は2693ヘクター

ルで、全耕地面積３万9100ヘクタールの6.9％となっ

ています。また、平成20年度までに農業農村整備事業

で整備した圃場面積は１万8343ヘクタールで、そのう

ち1.9％に当たる353ヘクタールが耕作放棄地となって

おります。

　県といたしましては、耕作放棄地の再生利用を図る

ため、沖縄県耕作放棄地対策協議会を設置しておりま

す。また、県協議会のもと27市町村で地域協議会を開

催し、平成20年度より再生作業、土壌改良、営農定着

等を支援し、平成21年度までに約73ヘクタールが再生

されています。平成22年度は約150ヘクタールの再生

利用のほか、土壌改良、営農定着等を支援する計画と

なっています。今後、平成23年度を目途に、農業上重

要な地域を中心に、約350ヘクタールの耕作放棄地の

再生利用を進めていくこととしております。

　次に、口蹄疫の防疫対策の中で、発生源以外の防疫

対策、競り中止等の国の判断による指導、市場開設者

への運営支援、肉用子牛の月齢等の要件緩和、関係機

関・団体が農家支援等に要した経費の予算措置等につ

いて一括してお答えします。

　畜産農家は、宮崎県での口蹄疫の発生に伴い、家畜

競りが中止となり厳しい経営状況にあります。このた

め、県では、家畜飼料代補助や生活資金等への利子助

成など農家支援を行っているところでありますが、国

に対しても、発生県以外の万全な防疫対策、家畜市場

中止等の国の判断による指導、家畜競り中止に伴う家

畜市場開設者への運営支援、肉用子牛の月齢等の要件

緩和、関係機関・団体等が要した農家支援等への十分

な財政措置などについて、市町村・ＪＡと連携し、去

る６月17日に強く要請しているところであります。

　同じく簡易施設建設費用の全額補助及び農地法等許

認可の規制緩和についてお答えします。

　家畜競りの中止に伴い、滞留家畜を収容するための

簡易畜舎等の整備に係る経費の全額補助については、

国に要請しているところであります。農地法では、２

アール未満の自己所有地の転用については許可は不要

とされております。また、自己所有の採草放牧地に設

置する場合は、面積にかかわらず許可は不要となって

おります。

　なお、２アール以上の農地または借地に設置する場

合は、農地法による転用許可が必要となりますが、農

業委員会等の関係機関と事前調整を行い、農家申請か

ら許可までの期間を最短で10日程度でできるよう検討

していきたいと考えております。

　同じく飼料代の全額補てん、無利子資金の融資と枠

の上積み、手続の簡素化、輸送ルートの開拓と助成措

置、金融支援措置の使途拡大に対する国と県の支援に

ついて一括してお答えします。

　県といたしましては、畜産農家などに対する支援と

して、家畜の飼料代の補助、生活資金または運転資金

の利子助成などに対し、約１億1000万円を予備費で対

応しております。６月補正予算としては、家畜の飼料

代の補助、生活資金または運転資金の利子助成、出荷

遅延による肉用牛の価格差補てん、新たな輸送ルート

の確保のための貨物船コンテナ輸送料の補助などで約

８億3600万円を計上し、予備費、補正を合わせて総額

約９億4600万円の支援を考えております。

　また、国に対して、滞留家畜の飼料代の助成、新た

な輸送ルートの貨物船コンテナ輸送料の補助、国の金

融支援措置の無利子化や資金使途に生活資金等も含め

ることなどについて、口蹄疫の未発生地域においても

対応策を講じるよう要請しているところであります。

　家畜の県外出荷の新たな輸送ルートの開拓について

は、家畜市場開設者であるＪＡ等と連携し、博多ルー

トを確保しているところであります。なお、融資につ

いては、口蹄疫対策資金として、ＪＡや国の農林漁業

セーフティネット資金等が融資可能となっており、一

部銀行については、事務手続等について調整をしてい

るところであります。これらの資金の使途は、生活資

金等にも対応可能と聞いております。融資枠の上積み

については、セーフティネット資金の限度額が300万

円から600万円に引き上げられております。県の利子

助成に伴う無利子化については、銀行では利子の軽減

となりますが、ＪＡでは融資の際、利率の緩和による

無利子化や事務手続の簡素化が行われております。

　同じく闘牛に対する県の対応についてお答えしま

す。

　一般的に、家畜とは、「人間がその生産物を利用す

るために飼育する動物」であり、闘牛は競技用の動物

であると認識しております。

　県といたしましては、闘牛についても口蹄疫に感染



－ 272 －

するおそれがあることから、侵入防止対策として県外

からの闘牛の導入の自粛、農場への立入制限、消毒剤

の無償配布等による消毒の徹底などに加えて、各地で

行われている闘牛大会においても関係機関と連携して

靴底消毒などを実施しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時44分休憩

　　　午後６時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　中川京貴君。

○中川　京貴君　再質問したいと思います。

　嘉手納飛行場では外来機の飛来が無制限に実施され

れば、常駐機と全く変わらない。米軍再編合意の負担

軽減にはなっていない。それどころか民主党政権は嘉

手納基地の爆音被害、使用に対し、ペンタゴンやハワ

イ司令部に対し一度もそういった被害要請していない

と、米軍基地関係特別委員会の中で要請したときにそ

う言っておりました。ぜひ私はそういった米軍のやり

たい放題、使いたい放題の基地使用に、知事が訪米を

して沖縄の状況をしっかり訴えるべきではないかな

と。そしてやはり僕はその解決を県はどのように考え

ているのかなと思っているのは、まず使用協定の改定

しかないのではないかなという点と、２つ目は、腰の

重い日本政府が米国に対し要請ができないのであれ

ば、11項目の地位協定の要請を県は準備しているとい

うことでありますので、沖縄単独で要請行動すべきで

はないか。知事が訪米をし、直接米政府に対し沖縄の

基地被害の状況を繰り返し説明し、問題解決をしてい

ただきたいと思いますが、知事の見解をお聞きしたい

と思います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時48分休憩

　　　午後６時48分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　御質問のやはり騒音の

実態を訴える、騒音の解決を訴えるということに関し

ましては、知事は昨年１月と11月の２度にわたり訪米

をしております。その際には、米政府関係者及びハワ

イの太平洋軍司令官に対して、特に嘉手納の騒音が非

常に住民の負担になっているということも含めて強く

要請してきたところでございまして、これは引き続

き、現在訪米の内容については詰めているところです

けれども、要請してまいります。また、使用協定、日

米地位協定につきましても同様にしっかりと要請をし

てまいりたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　先ほど知事の答弁の中で、政府は、

菅総理大臣も、沖縄に基地負担をかけていると。精

いっぱいこの負担軽減に努力していきたいという答弁

がありました。そうであるならば、知事、これは先ほ

ど参考資料として渡したんですが、これだけ基地の面

積が本土との約280倍――これは県民１人当たりです

よ――の基地の負担をしていると。嘉手納町は1480

倍、これは皆さん新聞で見たと思うんですが、（資料

を掲示）　このような基地負担を強いられて、それと

騒音、爆音被害、そうであるならば防音工事は当たり

前だと思っています。こういう防音工事も先ほど400

件、三百七十何件告示後に建てられた建物が防音工事

の対象になっていないと。そういったことであれば、

嘉手納町はもちろんそうですけれども、この基地の周

辺の自治体、うるま市、沖縄市、そして北谷、宜野湾

市も含めてですね、告示日の撤廃をしなければこの防

音工事が該当しないんです。今85以上しか防音工事で

きませんけれども、これを75に下げる。そして防音工

事の日にちの撤廃をする。そういったことをすれば、

やはり騒音被害、爆音被害が少しは軽減されるんです

が、これについてもやはり知事、直接政府に、これは

アメリカの問題じゃないんです。日本政府の予算の問

題でありますから、日本政府の担当大臣がやろうと思

えばできることで、これまでも運用でやってまいりま

した。僕は仲井眞知事にぜひこの告示日の撤廃、もし

くは告示日の見直しをしていただいて、この地域の騒

音軽減ができるように知事に努力していただきたい。

答弁お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時51分休憩

　　　午後６時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まさに議員おっしゃるよう

にこれは国内問題でもありますから、今この時期に精

いっぱい頑張ってみたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　ぜひ知事、この防音工事については

粘り強い要請をしていただきたいと思います。

　それともう一つは、沖縄県を基地所在地市町村都道

府県として認めさせていただきたいということは、私

はこの件はもう７年前からずっと言い続けておりま

す。なぜならば、平成20年の６月にも一般質問してお

ります。そのときも自主財源が厳しい本県において新
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たな財源措置、新たな収入を考えなければいろんなビ

ジョンを計画してもなし崩しになってしまうと。そう

いった先ほども説明しましたが、沖縄の基地負担とい

うのは面積ももちろんそうでありますが、その過重な

負担できのうの一般質問にも出ておりました、もし基

地がなければ直接経済効果が那覇の新都心で51億円

あったのが608億円になると。そして誘発雇用人数そ

れが300人から5000人になると、この経済効果がこれ

だけ出ているんです。そして北谷町北前においては３

億円の直接経済効果が557億円と。基地が返還されれ

ばこれだけの経済効果、波及効果が出るということが

数字に観光商工部長の答弁で出ておりました。そう

いった理論武装をして、本当にこの沖縄県のこれから

５年後、10年後を考えたときに、基地は――21世紀ビ

ジョンでもそうですけれども――なくなります。それ

に向けて努力します。しかし今ある基地をどのような

形で整理縮小していくか。そのためにはやはり新たな

財源措置が必要だと思っております。それがあればい

ろんな事業、先ほど沖縄の21世紀ビジョンを初めすば

らしいビジョンを掲げても副知事から説明がありまし

た。75％の米軍基地を押しつけられている本県におい

ては、この歳入歳出が伴わなければやはり21世紀ビ

ジョンも実現に向けて厳しいんではないかなと。税

収、歳入をしっかり位置づけてビジョン実現に向けて

一緒に頑張らなければいけないと思っております。こ

の件について答弁お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　もうこれはお答えするまで

もなく、今議員がおっしゃったとおりだと思います。

幾つか仮定が入っておりますけれども、もし基地なか

りせばという算定も含めて、もう少し我々のほうも論

理を詰めて展開していければと思っていますし、新し

いビジョンをつくるに当たって財源の話を含めて、ま

さに今おっしゃったようなことも含め、整理整頓して

ちょっと強力に当たっていきたいなと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　福祉保健部に再質問します。

　先ほど福祉保健部では必要性は認めております。財

源がないからというそういう答弁でありましたが、今

全国ではそれでも20カ所それが実施されておりまし

て、沖縄県と同じような形でやっているのが10カ所だ

と。もう半分以上は実施されているわけであります。

もしこれが全国この国保のペナルティー制度、それが

なければ県としても実施する考えがあるのかお聞きし

たいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　この乳幼児医療制

度の現物給付につきましては、国保の減額措置だけで

はなくて、そうすることによる医療費の増加、それか

ら小児救急の負担過重、そういう別の課題もございま

すので、財源があればというそういう仮定の議論とい

うのは現在ではできませんが、そういういろんな課題

も考える必要があるんではないかというふうに思って

います。

　それから全国の状況でも最近は一部を償還払いに戻

すなどの事例も出てきておりまして、他の都道府県に

おいても同様な悩みというそういう負担が出てきてい

るのではないかと。そういう状況がありまして、県に

おきましてはその制度については全国的に広く実施さ

れている事業ということで、その負担軽減も含めまし

て、この国保の減税措置の廃止も含めて全国知事会を

通して国に要望しているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　そうであるならば、なぜ全国的に過

半数以上もそれを実施されているんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　その県自身のいろ

んな施策とは思いますが、やはりこの乳幼児医療制度

が出てきた当初というのはやはり乳幼児の保健向上と

いうのが目的ではございますが、最近は少子化で子育

て支援とか少子化対策に力を入れている都道府県もご

ざいます。そういう事情で広がってきている部分があ

るのかなというふうには考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　時間がありませんので、口蹄疫の再

質問をしたいと思います。

　実は、知事、自由民主党新垣会長、また池間幹事長

ともに口蹄疫が発生した当時、すぐに知事のほうに要

請してまいりました。それは宮古島、そして石垣、南

部の方々から自由民主党のほうにこのような形でファ

クスが届いておりました。（資料を掲示）　今現場の

声をぜひ聞いていただきたいということで、今部長は

答弁しておりましたが、実際には沖縄金融公庫とか銀

行――無利息ですね――それを要請したときにどうい

う形で具体的に説明していただきたいと思います。銀

行、公庫、農協どちらでも無利息制度が実施できるの

か。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　無利息の実施につき

ましては、まずＪＡにつきましては県が２％程度支援

するということで、無利子でそれから事務の簡素化も

実施するということになっております。
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　銀行につきましては、いろいろ事務手続上、あるい

は経営上の関係があって２％程度県が支援をしてもな

かなか無利子というのは難しいというふうな状況がご

ざいます。それから公庫については、今かなり低い利

率になっておりまして、これについては現在は相談中

でございますけれども、９月議会などでもしそういう

無利子化の話をすれば相談に乗るというような状況で

ございます。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　短目に答弁をお願いしたいんです

が、実は県がその利息を利子補給を上げればどちらで

も融資が受けられるんです。そして農協の限度額はた

しか200万じゃなかったですか。それを限度額が幾ら

なのか、500万なのか600万なのか。ＪＡさんはＪＡの

組合員じゃなければ無利息融資はできないと言ってい

るんです。じゃＪＡと取引のない農家はどうするの

か。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　先ほどもＪＡさんの

ほうは要件緩和を考えているようで、そういうことで

県としては、できるだけ無利子化ができるような形の

ところに借り入れしてもらうということで、ＪＡさん

ともいろいろ相談しながらできるだけ緩和してもらう

ような形でやるということでやっていますので、その

方向で我々としても促進をしたいと思います。

○中川　京貴君　限度額は。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　限度額につきまして

は、今セーフティネット資金が300万から600万という

ことになっていますので、その枠は拡大されると思っ

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　今、部長の答弁では、口蹄疫防止対

策で努力したことは高く評価します。ただ、９月まで

待てないんです。９月の補正の話をしては農家の人た

ちは大変もう生きるか死ぬかであります。本定例会の

補正予算の中で８億円余り組んでありますよね、１億

円はもう予備費で対応しているかと思います。その８

億円の中に利子補給があるはずですから、それで例え

ば４％だろうが５％だろうが、どこの銀行で借りて

も。県がそれをやる気があるかないかの問題なんで

す。例えば離島の方々が公庫に借りる、セーフティ

ネットを利用する場合に本島に来てやるんですか。手

続はどうなるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　離島それから本島に

あってもしっかり手続ができるように、セーフティ

ネットの場合はしっかり公庫とも調整をしていきたい

と考えていますし、それからＪＡさんについては各支

店がございますので、しっかりその借り入れができる

ようにいろいろ調整をしていきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　今８億余りの補正が組まれておりま

す。これが最終本会議で通るか通らないか議会にかか

ると思うんですが、ぜひ牛の差額が出ますよね。それ

も県としてはやるでしょう。それをできるだけ農家の

ためになるような活用をする。時によっては予算内で

の流用ができるような形で、農家のための補正予算で

あってほしいと申し上げて一般質問を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　前島明男君。

　　　〔前島明男君登壇〕

○前島　明男君　公明党県民会議の前島でございま

す。

　一般質問も３日目の一番最後の８番目でアンカー役

を務めることになりましたが、けさの10時からもう７

時を回りましたね。既に９時間も経過をし、知事、執

行部を初め議員諸兄には大変お疲れのことと思います

が、いましばらくの間、おつき合いのほどをお願いし

ます。

　質問の前に若干所見を述べてみたいと思います。

　さて、この五、六年の間に日本の総理大臣が小泉元

総理を初め福田、安倍、麻生、鳩山、菅総理と６名も

ころころかわるような国がどこにあるでしょうか。全

世界200数十カ国、どこを探してもありません。暗い

政治世相の中にあって、昨夜の奥武山セルラー野球場

におけるプロ野球公式戦は、沖縄では35年ぶりという

ことで、沖縄の野球ファン、特に少年野球ファンには

大きな夢と希望を与えたものと思います。

　昨夜はもう一つ子供たちに大きな夢を与えた出来事

がありました。それは、多くの議員が夕べのワールド

カップサッカー、日本対パラグアイ戦をテレビ観戦さ

れて、改めて日本のサッカーが世界に通用するのだな

と感じられたのではないかと思っております。これか

らますます日本のサッカー熱、いや、沖縄のサッカー

熱が燃え上がっていくものだというふうに思います。

　元ワールドカップサッカー日本代表選手でかりゆし

ＦＣの初代監督も務められた、かの有名なラモス氏

が、沖縄の子供たちは足腰が強い上に俊敏性があっ

て、南米の子供たちに似て非常にサッカーに向いてい

る。だから、沖縄に来てＪリーグにどんどん送り込ん

でやりたいんだということをじかに聞いたことがあり

ます。

　沖縄の子供たちに大きな夢と希望を与えるために
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も、ぜひＪリーグの公式戦を誘致できるようなサッ

カー場を建設してもらいたいと思いますが、教育長、

いかがでしょうか。通告外ではありますが、けさ一番

で連絡してありますので、お答えできる範囲で結構で

ございます。

　前置きが長くなりましたが、それでは一般質問に入

ります。

　１、県政運営についてでありますが、仲井眞知事

は、就任以来約３年半が経過いたしましたが、その

間、多くの実績を残してこられました。一つ一つ例を

挙げれば時間が幾らあっても足りませんので申し上げ

ませんが、県民生活の向上に大きく貢献したものと高

く評価するものであります。しかしながら、課題がな

いわけでもありません。幾つか残されております。

　そこで、次のことを伺います。

　茨、今後の財政収支の見通しについてであります。

　本県財政は、県税等の自主財源の割合が低く、国の

地方財政制度に大きく依存した脆弱な構造であるとと

もに、人件費等の義務的経費の割合が高く、弾力性に

乏しいものとなっております。そこでしっかりと現状

を把握し、中長期的展望に立って取り組む必要がある

ことから、次のことを伺います。

　ア、現在の不況がそのまま続くとすれば、５年後、

10年後収支バランスはどう推計されるか。

　イ、不足する分は基金取り崩しか、公債・県債発行

しかないと思うが、５年後、10年後の残高は幾らにな

るのか。

　ウ、抜本的な改革には何が最も必要と考えるか。

　芋、県政における事業仕分けはどうなっているか。

　ア、行っているのか、いないのか。また、今後どう

する考えなのか伺いたい。

　イ、国の事業仕分けによる影響はどうなっておりま

すか。

　鰯、県内における経済不況をどうとらえ、どう打開

する考えかお伺いをしたいと思います。

　大きな２番、米軍基地問題についてであります。

　本県には全国の米軍専用施設面積の74.3％にも上る

広大な米軍基地が所在しており、計画的な都市づくり

や交通体系の整備、産業用地の確保など、本県の振興

開発を推進する上で大きな制約となっております。ま

た、米軍人・軍属等による事件・事故の発生は県民に

大きな不安を与えており、県民生活にさまざまな影響

をもたらしております。

　そこで、次のことを伺います。

　茨、米軍人・軍属による事件・事故についてであり

ます。

　ア、近年、事件・事故がふえているように思うが、

直近５年間の状況はどうなっていますか。

　イ、事件・事故の補償状況はどうなっているか。未

解決事件はないのか。

　ウ、県議会も事件・事故によってはその都度米軍関

係当局に申し入れを行っておりますが、一向に効果が

上がっていないのが現状であります。なぜだと考える

か、抜本的な対策はないのか伺います。

　芋、地位協定の見直しについてであります。

　日米地位協定の見直しについては、県は日米両政府

に対し平成７年11月に10項目の見直しに関する要請を

行うなど、機会あるごとにその見直しを求めてきてお

ります。これに対し、日米両政府は、平成８年12月の

ＳＡＣＯの最終報告において、日米地位協定の運用の

改善などを示しました。しかし、ＳＡＣＯの最終報告

などによって日米地位協定の運用改善が示された後も

米軍基地に起因する事件・事故や環境問題など諸課題

が山積しており、これらの米軍基地をめぐる諸問題の

解決を図るためには、日米地位協定の運用を改善する

だけでは不十分であり、日米地位協定を抜本的に見直

す必要があると考えます。

　いみじくもその必要性については、去る６月23日の

沖縄全戦没者追悼式の来賓あいさつの中で横路衆議院

議長がきっぱりと、締結以来50年間一度も改正されて

いない、運用の改善では絶対だめだと明言されまし

た。ことしは締結50周年の節目の年に当たりますの

で、何としても不平等な協定を改めさせなければなり

ません。

　そこで、次のことを伺います。

　ア、ドイツや韓国の地位協定との大きな違いは何

か。

　イ、日本政府を頼っていてはいつまでたっても実現

できないので、アメリカの世論を喚起するために再度

アメリカのマスメディアを活用する考えはないか。

　鰯、米軍が発注する軍工事について伺います。

　ア、県は、発注状況や実態を掌握しておりますか。

　イ、だれでもできるよう単純な工事を本土の業者が

レンタカーを乗りつけて入札に来る状況をどう思いま

すか。

　大きな３番、福祉、医療行政についてであります。

　茨、福祉について。

　在宅老人福祉対策としては、高齢者自身の心身の健

康づくりや介護予防への取り組みを支援するなど、も

ろもろの事業が展開されておりますが、実際問題とし

て高齢者が介護や支援が必要な状態になったとき、ど

うしても家族の介護でなければ本人が納得し得ない場
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合もあり、どのような支援の方法があるのか次のこと

を伺います。

　ア、在宅介護の状況はどうなっているか。また、助

成はどうなっておりますか。

　イ、がん条例――これはがん対策推進条例のことで

ありますが――の制定について、本県の考え方と他府

県の制定状況を伺いたいと思っておりますが、このこ

とについては、本年６月定例議会にも沖縄県がん患者

会連合会から陳情書も提出されておりますが、私自身

も勉強会に参加いたしました。患者の皆様方の切実な

願いがひしひしと伝わってまいりました。

　今日、がんが県民の死因の第１位であることを考え

れば、一刻も早くがん対策推進条例を制定してがん患

者を安心させると同時に、がんの撲滅に力を入れるべ

きだと考えます。国も平成18年に法律98号がん対策基

本法を制定しておりますので、その趣旨を生かす必要

があると考えます。

　芋、医療について伺います。

　最も救急医療の進んでいるドイツでは、どのような

辺境の地にあっても15分以内に急患を病院まで運ばな

ければならないという法律が施行されていると聞き及

んでおります。人の命の大切さをこれほど現場で実践

している国もないのではないかとうらやましくも思う

と同時に、我が県でも取り入れられないのかという観

点から次のことを伺います。

　ア、ドクターヘリやドクターカー救急車など、あら

ゆる交通手段を使って医師が現場に駆けつけ治療行為

を行ういわゆる「15分ルール」が確立できないか伺い

ます。

　イ、ドクターヘリは現在の１機で十分か。もう１機

必要だと考えるがどうか。

　ウ、本来、ドクターヘリ事業は県自体が行うべきで

あるが、ＭＥＳＨサポートセンターが民間から支援金

を募り、大変な苦労を強いられながら実施しておりま

す。県は助成をすべきだと考えるがどうか伺います。

　エ、産婦人科や精神科などの医師不足解消と対策は

どうなっているか。このことについては、何年も前か

ら各議員が代表質問や一般質問で何度も取り上げてき

た問題でありますが、いまだに解決を見ておりませ

ん。本県北部地区や各離島に住んでいる方々にとって

は極めて深刻な問題であります。いつまでもこのまま

の状態を続けるのではなく、即何とかしてもらいたい

と思います。

　オ、国頭村安田診療所の問題についてであります。

県の対応を伺うわけであります。

　この問題は、県が診療所を閉鎖して３年３カ月たっ

た今日でもいまだに解決を見ず、安田区民は不安な

日々を送っております。やっと決まりかけた医師の常

駐問題も村役場の不手際で白紙に戻ったことが去る25

日の新聞で伝えられました。残念でなりません。過疎

地域の医療に関しては、県も積極的に関与すべきだと

考えるが、今回の安田診療所の医師問題に関しては、

県は何のアドバイスもしなかったのかを伺うものであ

ります。

　大きな４番、農林水産行政について伺います。

　茨、農業について。

　私ども人類がこの宇宙に存在してこの方、農水産物

資源を抜きにしては考えられません。我が県では方言

で食べ物のことをしばしば「ヌチグスイ」と表現する

ことがあります。食べ物そのものに薬効があり、滋養

になる成分が含まれているという意味であります。第

２次世界大戦以前は食材のほとんどが自給自足だった

ために、ほとんどヘルシーな食生活を送っていたと思

われます。その証拠が長寿県日本一であります。とこ

ろが、現在はその日本一に赤信号が点滅しだしてきて

おります。それは、食材の自給率にも関係があるもの

だと考え、次のことを伺います。

　ア、本県の食料自給率は幾らか。

　イ、自給率向上をどのように図っているか。

　ウ、放棄地対策はどうなっているか。

　芋、水産業についてであります。

　世界の水産業の環境は年々厳しさを増してきてお

り、特に我が国にとっては捕鯨問題やマグロの問題な

ど、遠洋漁業に携わる業者に大きな打撃となっており

ます。我が県のマグロ業者にも少なからず影響が出て

きているようであります。

　そこで、次のことを伺います。

　ア、つくる漁業の現状と対策はどうなっているか。

　イ、マグロ漁業者は、今後厳しい状況になってくる

と思われるが、その支援策を考えているか。

　ウ、魚礁の設置状況はどうなっているか。また、資

源リサイクルの面から廃タイヤを魚礁として利用する

考えはないかを伺います。

　大きな５番、観光行政についてであります。

　平成19年度観光商工部の基本方針によりますと、10

年後の観光客数1000万人を目指すとあります。あと７

年しか残っておりません。受け入れる施設や環境の整

備は目標に向かって着々と進んでいるでしょうか。単

純に計算しても現有施設の４割増しの施設が必要に

なってまいります。施設のほか、電気や水、ホテル等

の従業員の確保はできるのかなどなど、今からでもす

ぐに対策を立てなければ間に合いません。それと同時
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に、いかに観光客を喜ばせ満足させるかを考えなけれ

ばなりません。

　そこで、次のことを伺います。

　茨、県内における観光資源の開発はどのような状況

か。

　芋、今後、1000万人の観光客を受け入れることを考

えれば、読谷村から恩納村に至る西海岸一帯の観光資

源を有効に活用する意味でも面的な整備が必要である

と考えるがどうか。

　鰯、開発には時間がかかるので、その間、相互の往

来を活発にするために航空券を持った観光客であれば

いつでもどこでも乗れる低床・低運賃バスを県が補助

をして運行させてはどうか。

　允、若狭海岸の大型クルーザー専用バースから若狭

大通りの交差点までの間、歩道の整備が進められてい

るが、完成予定はいつか。また、ストリートファニ

チャーを設置したり、木陰を設けるなど、観光客がい

やされるような通りにしてはどうか。

　答弁によっては再質問を行います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前島明男議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、県政運営についてという御質問の中

で、県での事業仕分けの実施についてという御質問に

お答えいたします。

　事業仕分けについて、沖縄県では、新沖縄県行財政

改革プランに「県民視点による事業棚卸し」として位

置づけ実施していくことといたしております。事業棚

卸しは、県民とともに事業の必要性や実施主体のあり

方等を検証するために行うものであります。今年度

は、100事業を対象に来る７月21日から23日の間、県

民に広く参加を呼びかけ、公開で実施することといた

しております。

　次に、米軍基地問題に係る御質問の中で、事件・事

故防止の抜本対策についての御質問にお答えいたしま

す。

　これまで、米軍において事件・事故の防止措置とし

て実施されております夜間の基地外への外出制限の時

間中にも強盗致傷や窃盗などの事件が発生しておりま

す。綱紀粛正が徹底されていないと言わざるを得ず、

極めて遺憾であります。

　こうした中、去る６月11日にロブリング在日米軍沖

縄地域調整官から事件・事故の再発防止策が発表され

ましたが、これらの措置も含めまして日米両政府にお

いて抜本的な再発防止策が講じられるべきでありま

す。

　沖縄県は、米軍基地に起因する事件・事故は１件た

りともあってはならないと考えているところでありま

す。このことから、当該措置の検証を含め、今後、そ

の効果を見きわめてまいりたいと考えております。

　次に、農林水産行政に係る御質問の中で、食料自給

率と自給率向上対策に係る御質問にお答えいたします

が、この４の茨のアと４の茨のイが関連いたしており

ますので一括して答弁させていただきます。

　沖縄県における平成20年度の食料自給率は、カロ

リーベースで40％となっており、平成23年度の目標を

達成いたしております。

　沖縄県といたしましては、引き続き食料自給率の向

上を図るため、農林水産業振興計画に基づきまして、

おきなわブランドの確立や生産供給体制の強化、流

通・販売・加工対策の強化や地産地消の推進、農林水

産業の基盤整備など、各種施策・事業を総合的に推進

しているところでございます。

　特に、第１に、耕作放棄地の再生利用による生産の

拡大、第２に、学校給食や観光関連施設における県産

食材の利用促進、第３に、「沖縄食材の店」登録の推

進、第４に、ファーマーズマーケット等、農産物直売

所の整備によります販売促進、第５に、島野菜、カン

ショなどの地域特産物の振興、第６に、量販店等にお

けるフードアドバイザーやコーディネーターの配置に

よる地産地消の推進など、農業生産の拡大と地産地消

の推進に取り組んでいるところでございます。

　次に、同じく農林水産行政の中で、つくる漁業の現

状と対策についてという御質問にお答えいたします。

　沖縄県におきましては、熱帯性の温暖な海域に囲ま

れた立地条件を生かしまして、モズク、そしてクルマ

エビ、海ブドウ及びヤイトハタなどの養殖が各地で行

われております。

　平成20年における養殖の生産額は、クルマエビが約

25億円、モズク・海ブドウなど海藻類が約20億円、魚

類などが約13億円で、合計で約58億円となっておりま

す。

　沖縄県では、養殖業の振興を図るため、第１に、種

苗生産技術の開発、第２に、モズクの生産安定技術の

普及及び指導と消費の拡大、第３に、ハタ類の防疫体

制の強化と魚病対策、第４に、海ブドウブランド化対

策などに取り組んでいるところでございます。

　平成22年度は、新規事業のおきなわ型つくり育てる

漁業推進事業によりまして、海ブドウの生産技術の改

良や品質基準の設定、サンゴ礁海域の特性を生かしま

した海洋牧場の調査などを行い、つくり育てる漁業を



－ 278 －

推進してまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　 規君）　県政運営に関する質問

のうち、５年後、10年後の収支バランスについてお答

えいたします。

　平成22年度当初予算を基礎として、一定の仮定のも

とで今後の財政収支を試算した場合、県税や地方交付

税等の歳入の大幅な増加が期待できない反面、歳出に

おいては、社会保障関係費や公債費等の義務的な経費

の増加に伴い、毎年度多額の収支不足が見込まれま

す。この収支見通しでは、５年後の平成27年度には約

289億円、10年後の平成32年度には約583億円の収支不

足が見込まれております。これは、国が示した経済成

長率をもとに試算したものであり、仮に現在の不況が

そのまま続くとした場合、この収支不足はさらに拡大

するものと見込まれます。

　次に、５年後、10年後の基金残高及び県債残高につ

いてお答えいたします。

　平成22年３月に策定した「今後の財政収支の見通

し」における試算では、主要３基金の平成22年度末残

高見込みは約282億円となっており、今後の収支不足

に対応するため取り崩しを続けるとした場合、平成26

年度には枯渇することとなります。また、県債残高

は、平成22年度末見込みで約6922億円であり、一定の

条件で試算した場合、５年後の平成27年度では約8126

億円、10年後の平成32年度では約8746億円と見込んで

おります。

　次に、抜本的な改革についてお答えいたします。

　県では、厳しい財政状況を改善していくため、新沖

縄県行財政改革プランに基づく財政健全化策に取り組

むこととしております。歳入面においては、県税の徴

収強化や使用料・手数料の定期的な見直し、未収金の

解消に取り組むとともに、新たな自主財源を確保する

ため、新税の創設や県有施設のネーミングライツの導

入等に取り組んでまいります。また、歳出面において

は、引き続き県単補助金や事務事業の見直し、大型箱

物整備の抑制等を進めてまいります。

　こうした歳入歳出両面からの抜本的な見直しを進め

るとともに、地方交付税等の一般財源確保について国

に働きかけ、安定的な財政基盤の確立に向けて取り組

んでまいります。

　次に、国の事業仕分けによる影響についてお答えい

たします。

　国においては、昨年11月に国の事業を、本年４月と

５月に独立行政法人や政府系の公益法人が行う事業を

対象に事業仕分けを実施したところであります。その

結果、県事業のうち「田園空間整備事業」など12の事

業が廃止、予算要求縮減、地方・民間への移管などに

仕分けされ、額で申し上げますと平成22年度予算額で

は、対前年度と比較して約18億円が減少しておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　県政運営についての御質

問の中で、県内の経済動向と対策についてお答えいた

します。

　国内の景気は、一昨年秋の世界的な金融危機により

急速に悪化しましたが、現在ではアジアを中心に輸出

が回復し、着実に持ち直している状況にあります。

　一方、本県経済は輸出産業が少ないため景気悪化の

度合いは小さいものの、本土と比較して回復がおくれ

ている状況にあります。現在の県内景気は、観光客数

が回復基調にあり、また、雇用情勢についても一部指

標に持ち直しの動きが見られます。しかしながら、個

人消費については総じて弱い動きとなっており、全体

的には緩やかな後退が続いていると見られます。

　県では、平成22年度当初予算で総額約227億円の経

済対策関連予算を措置し、平成21年度予算からの経済

対策関連の繰越事業約290億円と合わせて、その迅速

かつ効果的な執行に全力で取り組んでいるところであ

ります。また、今回の６月補正予算案では、特に緊急

に対策が必要な観光対策事業を中心に予算計上したと

ころであり、本県のリーディング産業である観光・リ

ゾート産業の振興を通して県経済の持ち直しの動きを

確かなものにしたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　米軍基地問題の中で、

直近５年間の事件・事故の状況についてとの御質問に

お答えいたします。

　直近５年間における米兵等による犯罪検挙件数及び

人数につきましては、沖縄県警察本部の資料によりま

すと、平成17年が66件65人、平成18年が57件63人、平

成19年が63件46人、平成20年が70件63人、平成21年が

50件50人となっております。

　また、県が把握しております米軍関係の航空機関

連、廃油等流出、原野火災等の事件・事故の発生件数
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は、平成17年が93件、平成18年が58件、平成19年が75

件、平成20年が72件、平成21年が59件となっておりま

す。

　過去５年間の犯罪検挙件数及び演習等関連の事件・

事故件数につきましては、増減を繰り返しており、目

に見える減少はあらわれていない状況にあります。

　次に、事件・事故の補償状況についてお答えいたし

ます。

　米軍人等による事件・事故に関する被害者補償につ

いては、公務中の場合は日米地位協定第18条第５項に

基づき、日本政府が損害を賠償することとなっており

ます。また、公務外の場合は、原則として加害者が損

害を賠償することとなりますが、加害者に弁済能力が

ない場合等には、同条第６項に基づき米国政府が慰謝

料を支払うことになっております。

　沖縄防衛局によりますと、平成21年度の公務上の事

件・事故に対する賠償金支払いは109件、約7700万円

とのことであります。

　なお、公務外の事件・事故は大部分が保険や示談で

処理されており、その件数等は把握していないとのこ

とでございます。また、未解決の案件につきまして

は、同防衛局によりますと、現時点で賠償の条件等の

折り合いがついていない案件が１件あるとのことであ

ります。

　次に、ドイツや韓国の地位協定との違いについてと

の御質問にお答えいたします。

　まず、ドイツの場合は多国間条約でありますＮＡＴ

Ｏ地位協定に加え、同協定を補足するボン補足協定が

締結されております。

　日米地位協定との主な違いといたしまして、同補足

協定では、原則として受け入れ国の国内法を適用する

ことが明記されているほか、環境保全を目的とする詳

細な規定が設けられております。日米地位協定では、

日本国法令の尊重義務は明記されているものの、環境

に関する規定は設けられておりません。

　また、米韓地位協定では、刑事裁判権に関連し、被

疑者の拘禁移転を起訴時点としており、日米地位協定

と同様の規定となっておりますが、拘禁移転の対象犯

罪を12種類に限定しており、その他の犯罪について

は、判決確定後となっております。日米地位協定で

は、拘禁移転は犯罪類型にかかわらず「起訴時点」と

なっております。

　次に、アメリカのマスメディアの活用についてとの

御質問にお答えいたします。

　昨年11月、知事が渉外知事会副会長として訪米した

際には、日米地位協定の見直しについて米政府機関等

から、環境問題について前向きに検討したい旨の発言

があり、一定の前進があったと考えております。さら

に、ことしは日米地位協定締結50年の節目の年でもあ

り、また、政府においては「日米地位協定の改定を提

起する」との施策を掲げていることから、渉外知事会

とも連携しながら、引き続き粘り強く地位協定の見直

しに向けた取り組みを強化するとともに、シンポジウ

ムの開催やホームページを初めとする広報媒体を活用

し情報発信を強化してまいりたいと考えております。

　御質問のアメリカのマスメディアの活用につきまし

ては、貴重な御提言として承りたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　米軍基地問題につい

ての御質問で、米軍工事の実態及び本土業者の参入に

ついてお答えいたします。一括してお答えいたしま

す。

　米軍発注工事については、全体の契約状況が公表さ

れていないことから、県内企業の受注状況を把握する

ことは困難であります。また、米軍発注工事の中には

技術的に県内業者でも対応可能な工事が多数含まれて

いると聞いておりますが、米軍へのボンド提出等、日

本の商慣習と異なる対応が必要なこともあり、一部の

県内業者の参入にとどまっております。特に近年の大

型発注工事については、本土大手業者による受注が続

いていると聞いております。

　そのため、県では、米軍発注機関や金融機関、建設

業界等からの情報収集、県内業者が受注するに当たっ

ての課題の整理を進めているところであり、これらを

もとに県として対応可能な支援策の検討に取り組んで

まいります。

　続きまして、観光行政についての御質問で、那覇市

道松山線の完成時期及び観光客等に配慮した整備につ

いてお答えいたします。

　那覇市道松山線は、国及び那覇市において若狭海岸

から久米北交差点までの約500メートルの区間を幅員

30メートルの４車線道路として平成18年度から事業に

着手し、平成23年度末の完成を目指して整備を進めて

いるところであります。市では、地元自治会等との

ワークショップを開催し、那覇港の玄関口にふさわし

い歩道や緑陰の形成など、観光客等が心地よく散策を

楽しめる通りの整備手法を検討していると聞いており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。
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　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉医療行政につ

いての御質問の中の、在宅介護支援の状況及び助成に

ついてお答えします。

　在宅における介護者のための事業としては、家族介

護支援事業があります。

　事業内容は、介護知識・技術の習得を目的とした家

族介護教室、介護者相互の交流会の開催、介護用品の

支給、認知症高齢者の見守り等があり、これは市町村

の任意事業であります。また、介護度の重度な方で介

護保険サービスを利用していない場合に、慰労金とし

て年間10万円を支給する家族介護慰労事業を実施して

いる市町村もあります。

　次に、がん条例の制定に対する県の考え方及び他県

の制定状況についてお答えします。

　県としましては、がん対策基本法に沿って策定した

沖縄県がん対策推進計画及びアクションプランを着実

に実施し、予防から医療提供に係る適切ながん対策の

充実強化を図っていくこととしております。

　このような中で、がん条例の制定についてはその必

要性を含め総合的に検討することとしております。他

県では、島根県、新潟県、高知県、神奈川県、長崎

県、奈良県、徳島県、愛媛県の８県で条例が制定され

ております。

　次に、医師が現場で治療行為を行う「15分ルール」

についてお答えします。

　医師が救急現場に出動して早期に初期治療を開始す

ることで傷病者の救命率の向上や後遺症の軽減が図ら

れます。

　県内においては、医師が救急現場に駆けつけるシス

テムとして浦添総合病院の沖縄県ドクターヘリのほ

か、自衛隊機を活用したヘリコプター等添乗医師等確

保事業、また民間においては中部徳洲会病院及び南部

徳洲会病院のドクターカー、ＮＰＯ法人ＭＥＳＨサ

ポート救急ヘリの運用があります。

　急患搬送に当たっては、事故発生の場所とドクター

ヘリの着陸場所との距離及び救急車との連携もあるこ

とから、「15分ルール」を統一的に適用することは厳

しい状況がありますが、県としましては、ドクターヘ

リの充実を図ることで可能な限り早期の初期治療の開

始を図っていきたいと考えております。

　次に、ドクターヘリ２機目導入及びＭＥＳＨサポー

トへの支援について一括してお答えします。

　沖縄県ドクターヘリは、沖縄本島全域及び本島周辺

離島を運航範囲として県内人口の92％をカバーしてお

ります。平成20年12月から平成22年５月末までの18カ

月で412件の搬送を実施しており、要請が重複した場

合には自衛隊ヘリ等で対応しております。

　ＭＥＳＨサポート救急ヘリの活用を含めた２機目の

導入については、１機目の運航実績等を評価した上で

効率性等を十分に踏まえて検討する必要があると考え

ております。

　次に、産婦人科及び精神科等の医師確保についてお

答えします。

　県内の平成20年12月末日現在の産婦人科医の数は

145人、精神科医の数は236人となっており、ともに増

加傾向にあります。これらの医師数は、人口当たりで

全国平均を上回っておりますが、離島等での医師確保

に課題があります。

　これら診療科等の医師の確保につきましては、後期

臨床研修事業の中で養成を図っているとともに、医師

修学資金貸与事業において、産科等を専攻する医師等

に対し修学資金を貸与しております。また、｢離島・

へき地ドクターバンク等支援事業」を実施し、県内外

から医師の確保を図っております。

　次に、旧安田診療所に対する県の対応についてお答

えします。

　県におきましては、国頭村立東部へき地診療所の開

所に向けて、沖縄県へき地医療支援機構を通して医師

を紹介し、運営費や機器整備の補助も予定していたと

ころであります。

　今回の医師の突然の辞任は、国頭村の雇用契約の調

整が不十分であったことが原因と聞いております。

　県といたしましては、今後、このようなことがない

よう、国頭村に対し適切な対応を求めたところであ

り、新たな医師確保については引き続き協力していき

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産行政の中

で、耕作放棄地対策についてお答えします。

　平成21年度における耕作放棄地面積は2693ヘクター

ルで、全耕地面積３万9100ヘクタールの6.9％となっ

ております。また、平成20年度までに農業農村整備事

業で整備した圃場面積は１万8343ヘクタールで、その

うち1.9％に当たる353ヘクタールが耕作放棄地となっ

ております。

　県といたしましては、耕作放棄地の再生利用を図る

ため、沖縄県耕作放棄地対策協議会を設置しておりま

す。また、県協議会のもとに27市町村で地域協議会を

設置し、平成20年度より再生作業、土壌改良、営農定



－ 281 －

着等を支援し、平成21年度までに約73ヘクタールが再

生されております。平成22年度は約150ヘクタールの

再生利用のほか、土壌改良、営農定着等を支援する計

画となっております。

　今後、平成23年度を目途に、農業上重要な地域を中

心に約350ヘクタールの耕作放棄地の再生利用を進め

ていくこととしております。

　同じくマグロ漁業者への支援対策についてお答えい

たします。

　沖縄県の漁業生産の中核を担っているマグロ漁業に

ついては、燃油や漁業資材の高騰、魚価の低迷、後継

者不足などにより厳しい経営状況となっております。

このため、県では、沿岸漁業改善資金等による設備資

金融資、漁業緊急保証対策による運転資金への利子補

給、那覇市が行うインドネシア漁業研修受け入れ事業

への支援などの経営対策を行っております。また、マ

グロ祭りや花と食のフェスティバルを開催するととも

に、フードアドバイザーによる料理講習会の開催な

ど、県産マグロの消費拡大に取り組んでいるところで

あります。

　今後とも関係団体等と連携し、マグロ漁業者の経営

安定に向け取り組んでいくこととしております。

　同じく魚礁の設置状況と廃タイヤの魚礁利用につい

てお答えいたします。

　県においては、つくり育てる漁業を推進するため魚

礁の整備を計画的に進めております。平成21年度まで

に設置した魚礁は、沈設魚礁が258カ所、浮き魚礁が

63基となっており、浮き魚礁は平成23年度までに75基

を設置することとしております。また、廃タイヤを魚

礁として利用することについては、構造設計、魚を集

める効果及び海域への影響等に課題があるため、現時

点において補助対象としての整備は困難であると考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光行政について、

県内における観光資源の開発についての御質問にお答

えします。

　観光資源の開発については、豊かな自然を活用した

エコツーリズムの推進、独特な歴史及び地域の文化資

源を活用した誘客イベントの創出などに取り組んでい

るところであります。

　今後は、個人や家族旅行など多様な観光ニーズに対

応するため、体験型イベントの発掘、音楽や映画など

をテーマとした国際的なイベントの開催、各種団体等

と連携したスポーツツーリズム、医療と観光を組み合

わせた医療ツーリズムなど、新しい観光資源の開発に

取り組んでまいります。

　同じく観光行政についての中で、読谷村から恩納村

への西海岸一帯の整備と観光客向け低床・低運賃バス

の運行について一括してお答えいたします。

　読谷村から恩納村に至る風光明媚な西海岸一帯は、

沖縄振興特別措置法に基づく観光関連施設の集積を図

るための観光振興地域に指定されており、宿泊施設、

スポーツレクリエーション施設、販売施設等の集積を

促進する地域であります。

　当該地域における具体的な事例としては、宿泊施

設、文化紹介体験施設、販売施設等の集積が図られて

おります。

　今後とも観光振興地域制度を活用し、民間観光関連

施設の集積を図っていきたいと考えております。

　御提案の読谷村から恩納村に至る西海岸における低

床・低運賃バスの導入補助については、市町村や交通

関連事業者、観光事業者などの意見を伺ってみたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前島明男君。

○前島　明男君　大変お疲れでございますけれども、

この席に初めて立たせていただきますので、活用して

みたいというふうに思っておりますが、先ほどの執行

部の答弁でほぼ満足しておりますが、ただ１点だけ確

認という意味で質問させていただきたいというふうに

思います。

　伊江局長、出番も少ないようですのでちょっとお聞

きしたいんですが、心肺停止して、例えば５分以内な

ら助かる率が何％、10分経過したら助かる率、蘇生率

が何％とありますよね。それをちょっと教えていただ

けませんか。５分で何％、10分で何％、15分で何％。

今、資料手元にございませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　済みません、最近、

臨床現場から少し離れていたものですから、正確な数

字はちょっと忘れましたけれども、要するにその間何

をしたかということですよね。何もしなかった場合、

大体４分から５分では、頭はもうだめじゃないかとい

うことだったというふうに思っておりますけれども。

○議長（髙嶺善伸君）　前島明男君。

○前島　明男君　先生、済みません。ありがとうござ

います。

　どうして私がそれをお聞きしたかといいますと、こ

のヘリですね、今、ドクターヘリの基地が読谷にある
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んですが、そこから例えば安田まで飛行するのに、奥

村部長、読谷のドクターヘリの基地から安田まで何分

かかると思いますか。ヘリの飛行時間。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　浦添総合病院のド

クターヘリの運航範囲を見ますと、読谷のヘリ基地か

ら安田だと15分から30分の間ぐらいに位置しておりま

すので、大体十七、八分か20分ぐらいかなと思ってお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　前島明男君。

○前島　明男君　部長、十七、八分では行きません

よ。もっと時間がかかるんです。30分近くかかる。25

分ぐらいたしかかかるんじゃないかと思うんですけれ

ども、その間に名護近辺か安田の近くにヘリがもう１

機おれば、５分、10分で行けるわけですよ。厳しい状

況の人でも助かる確率が高くなるわけですよ。これは

厚生労働省も沖縄県から要請があれば考えてみたい

と。これは前政権です、今の政権じゃないですよ。前

政権でそういうこともありましたので、私が聞いたと

ころでは、知る範囲では……。ということで、もう１

機導入していただきたいということでの今回の質問で

す。御検討ください。

　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明７月１日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後７時56分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

玉 城　 満

山 内 末 子

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成22年７月１日

　　　　　　　    平成22年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ２ 回

（第 ７ 号）
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議　　事　　日　　程　第７号

平成22年７月１日（木曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案、乙第１号議案及び乙第４号議案から乙第16号議案まで（質疑）

第３　乙第17号議案及び乙第18号議案（知事説明、質疑）

第４　陳情第117号、第124号、第140号、第149号及び第150号の付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案、乙第１号議案及び乙第４号議案から乙第16号議案まで

甲第１号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県立青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第９号議案　工事請負契約について

乙第10号議案　指定管理者の指定について

乙第11号議案　沖縄県人事委員会委員の選任について

乙第12号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第13号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

乙第14号議案　沖縄県公害審査会委員の任命について

乙第15号議案　専決処分の承認について

乙第16号議案　専決処分の承認について

日程第３　乙第17号議案及び乙第18号議案

乙第17号議案　違約金存否確認等請求調停事件等の調停について

乙第18号議案　沖縄県監査委員の選任について

日程第４　陳情第117号、第124号、第140号、第149号及び第150号の付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　平成22年
　　　  沖縄県 議会（ 定例会 ）会議 録（第７号）　　　　　　第 ２ 回

　

平成22 年７月１日（木曜日）午前 10時１分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　新　垣　清　涼　君

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案、乙第１号議案及び乙第

４号議案から乙第16号議案までを議題とし、質疑に入

ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　吉元義彦君。

　　　〔吉元義彦君登壇〕

○吉元　義彦君　皆さん、おはようございます。

　自民党の吉元でございます。

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼
　　　　　　　　　平　田　善　則　君課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　さん

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教育委員会委員　　中　野　吉三郎　君

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　翁　長　良　盛　君

警 察 本 部 長　　黒　木　慶　英　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　奥　平　一　夫　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君
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　今定例会も一般質問最終日となりました。さわやか

に行きたいと思います。よろしくお願いいたします。

　今定例会も多くの皆さんが普天間移設問題について

質問されました。私は、仲井眞知事が答弁していると

おり、現政権は「最低でも県外」と言っていたにもか

かわらず、辺野古に回帰してきた。その経緯やどれだ

け真剣にこれまで県外について検討してきたのか、菅

総理からも合理的説明を聞くという知事の答弁はよく

理解できるものであります。

　菅総理は、これまで13年余りもこの問題で翻弄され

てきた名護市民を初め関係自治体に対し、説明責任を

当然行うべきものだと思います。また、稲嶺名護市長

におかれても、政府からの説明についてもただ拒否を

するだけでなく、市長としての矜持を持って説明を受

けるべきだと思います。それが道理だと私は思いま

す。

　以上を申し述べ、一般質問に入らさせていただきま

す。

　１、米軍普天間飛行場移設問題について。

　茨、政府は５月28日、代替施設を名護市辺野古周辺

に移設するとした対処方針を閣議決定しました。現行

計画案をほぼ踏襲するなど、国民・沖縄県民の期待を

裏切る決定で、社民党が連立政権を離脱し鳩山首相も

辞任に追い込まれました。菅新内閣におかれても米軍

普天間飛行場移設問題については、そのまま前政権同

様引き継ぐことを所信表明で述べております。これか

ら先のプロセスは極めて困難な長い道のりになるだろ

うと思いますが、知事の見解をお伺いします。

　芋、今回の迷走で日米同盟関係に深い傷が入り、日

米外交のてこを失っているという点で深刻な影響を与

えている。修復には今後長期にわたる努力が必要で非

常に残念だ。安全保障だけでなく経済、金融、ビジネ

スなど広範囲に及んでいると思いますが、日米同盟へ

の影響について知事の御見解をお伺いします。

　２、沖縄振興策の現状と課題に関する中間報告案に

ついて。

　内閣府の沖縄振興審議会において、2012年３月に期

限が切れる現行の沖縄振興計画後の政策について検討

しているが、今後の振興政策展開は一層の「選択と集

中」を必要とし、金融特区制度の見直しにも言及した

新たな鉄軌道系交通の検討も掲げたと新聞報道されて

いますが、ポスト振計中間報告案のその内容について

具体的に御説明願いたい。

　３、沖縄特別振興対策調整費関連事業について。

　「島しょ型ゼロエミッションエネルギーシステム構

築事業」補正額３億５万円が計上されております。事

業概要を見ますと、「エネルギー資源として期待され

る植物「ヤトロファ」の栽培技術開発・事業可能性調

査等を行う」となっておりますが、これまでの経緯と

今後の事業として「荒蕪地」対策として１次産業と連

携して地域活性化につなげていく考えなのか、具体的

な取り組みについて伺います。

　４、国道の維持管理費の削減について。

　沖縄総合事務局と北部地区市町村との行政懇談会に

おいて、国道の維持管理費が削減され、除草や路面清

掃の回数が減ることが民主党政権の事業仕分けで説明

があったとされ、市町村から、本土に比べ草の成長の

早い沖縄で全国一律の基準を導入すべきではないと

いった不満が続出したということでありますが、観光

立県を目指す県の考えをお伺いします。

　５、医療行政について。

　県立安田診療所が2007年に休止した後、村は再開を

目指して医師探しを続け、去る６月１日、３年２カ月

ぶりに「村立東部へき地診療所」として診療所を再開

しました。安田区長神山さん初め多くの区民を挙げて

医師を歓迎するニュースを見て大変うれしく思ったの

もつかの間、開所の４日後に国頭村との雇用契約締結

が進まないことを理由に医師が帰郷してしまった。宮

城村長の医師に対する謝罪と説得にも応じられないと

いうことであり、医師が戻る考えはないと言っており

ます。早期にかわりの医師を確保して再開させ、安田

区の住民の不安解消につなげていただきたいと思いま

す。

　そこで伺います。

　茨、国頭村安田の「村立東部へき地診療所」再開に

向けて県の支援について伺います。

　芋、県立北部病院の医師不足（産婦人科、内科、小

児科）の現状と医師確保の取り組みについて伺いま

す。

　県病院事業局は、県立６病院の2009年度決算見込み

を発表した。経常収益は約７億4300万円で、1978年度

以来31年ぶりの黒字転換となり、過去最高額、減価償

却減損益も約31億6000万円の黒字で大幅な収支改善と

なった。県病院事業局は、各病院の経営努力や薬品

費、診療・材料費の縮減など経営効率化が出てきたと

している。また、経営支援の民間のノウハウの活用の

効果や経営と医療の質のバランスをとっていくのが県

立病院の努めであると断言しておりますが、一向に県

立病院の医師不足問題について改善されておりませ

ん。この問題は、北部地域住民の安心を守る上から、

また定住条件の優先順位からも大変重要であります。

　病院事業局の取り組みについて伺います。
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　鰯、医師不足による患者に与える影響（他病院への

搬送や紹介された患者数）は診療ごとにどれだけいる

のか伺います。（中部病院や南部医療センター等）。

　允、現在県内で最も立ちおくれている医療僻地・過

疎地域は北部地区であるといえ、沖縄県２機目のドク

ターヘリをこの地区に配備することを必要とし、ＮＰ

Ｏ法人ＭＥＳＨサポートより北部地域緊急ヘリ事業存

続に関する要望書が提出されていると思いますが、そ

の要請事項について知事の見解をお伺いします。

　ぜひ明快なる御答弁を御期待申し上げ、一般質問と

いたします。

　以上、よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　吉元議員の御質問に答弁いたします。

　まず第１に、米軍普天間飛行場移設問題に係る御質

問の中で、普天間飛行場移設問題に関する対応につい

ての御質問にお答えいたします。

　今回の日米共同発表は、県外移設の実現に期待する

県民の声がますます高まっている中で唐突に行われた

ものであり、県民の間に大きな失望を招いておりま

す。県といたしましても、地元の了解を経ずにこのよ

うな移設案が決定されたことはまことに遺憾であり、

受け入れることは極めて厳しいと言わざるを得ませ

ん。

　県といたしましては、政府が県外移設をどこまで真

剣に検討したのか、そしてどのような経緯で移設先を

辺野古とする日米合意に至ったのか、合理的な説明を

行うべきであると考えております。また、政府は責任

を持って納得のいく解決策を提示すべきであるとも考

えております。

　次に、同じく普天間飛行場移設問題に関する御質問

の中で、今回の迷走による日米同盟への影響について

という御質問にお答えいたします。

　県としましては、日米安全保障体制を含む日米同盟

関係は、我が国及び東アジアにおける国際の平和と安

定の維持に寄与していると理解をいたしております。

鳩山前総理は、対等な日米関係の構築を掲げておりま

したが、結果として今回の日米共同発表で「代替の施

設をキャンプ・シュワブ辺野古崎地区及びこれに隣接

する水域に設置する」といたしております。この間の

政府の対応は、県民の失望を招いておりますが、現時

点において日米同盟に与える影響は明らかではありま

せん。

　菅総理は所信表明演説の中で、我が国の外交の展開

は、日米同盟を基軸とし、今後も同盟関係を着実に深

化させるとしていることから、今後両政府間でしっか

りとした協力関係が構築されることと予想されます。

　次に、国道の維持管理費に係る御質問の中で、国道

の維持管理費の削減についての御質問にお答えいたし

ます。

　国道の維持管理費は、行政刷新会議による事業仕分

けにおいて、維持管理水準の見直し等により削減され

たと聞いております。しかしながら、観光立県を目指

す県にとりまして、道路の良好な維持管理は重要であ

ると考えております。このため、沖縄総合事務局に対

して沖縄県の気候特性を踏まえた適切な維持管理水準

が確保されるよう、働きかけているところでございま

す。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖縄振興策の現状と課題

に関する中間報告案についての御質問の中で、国の沖

縄振興審議会の中間報告案についてお答えいたしま

す。

　この中間報告案では、社会資本整備については、全

体として本土との格差はかなり縮小してきていると評

価する一方で、社会資本整備の質の向上も求められて

いると指摘しております。そして、今後ともなお一層

の「選択と集中」に努めつつ、目的志向型の総合的・

戦略的な整備を図っていくことが求められているとし

ております。

　軌道系の新たな公共交通システムの導入について

は、その可能性について調査を進めていく必要がある

とされております。また、情報通信産業振興地域制度

や金融業務特別地区制度などの各種地域制度をどのよ

うに見直すべきかなどが課題として提起されておりま

す。さらに、駐留軍用地跡地の開発・利用促進につい

て、国のより積極的、具体的な関与を明記すべきであ

るなど多様な意見が出されたと承知しております。

　次に、沖縄特別振興対策調整費関連事業についての

御質問の中で、ヤトロファの調査研究事業についてお

答えいたします。

　ヤトロファは、栽培北限が沖縄県付近とされている

中南米原産の植物であり、種子を搾ると重油代替とな

る油がとれるため、食料と競合しないエネルギー植物

として世界的に注目されております。ヤトロファは、

やせた土地でも成長が早く、干ばつや病気に強いこと

が知られており、耕作不適地等の有効活用が期待でき
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ます。当事業では、本県の環境に適したヤトロファの

品種や栽培技術、重油代替等の利用技術を総合的に確

立することとしており、新たな農業とエネルギー産業

の連携を図ることにより、地域の活性化につなげてい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　医療行政について

の御質問の中の、「国頭村立東部へき地診療所」に対

する県の支援についてお答えします。

　県におきましては、「国頭村立東部へき地診療所」

の開所に向けて、「沖縄県へき地医療支援機構」を通

して医師を紹介し、運営費や機器整備の補助も予定し

ていたところであります。今回の医師の突然の辞任

は、国頭村の雇用契約の調整が不十分であったことが

原因と聞いております。

　県といたしましては、今後、このようなことがない

よう、国頭村に対し適切な対応を求めたところであ

り、新たな医師確保については引き続き協力していき

たいと考えております。

　次に、ＭＥＳＨサポートの要請事項についての御質

問にお答えします。

　沖縄県ドクターヘリは、沖縄本島中部の読谷村のヘ

リ発進基地を中心に沖縄本島全域及び本島周辺離島を

運航範囲として県内人口の92％をカバーしておりま

す。

　ＭＥＳＨサポート救急ヘリの活用を含めたドクター

ヘリ２機目の導入については、１機目の運航実績等を

評価した上で効率性等を十分に踏まえて検討すること

としております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　県立北部病院の医師

不足の現状と医師確保の取り組みについてお答えいた

します。

　北部病院における医師の不足数は、産婦人科で２

名、内科で１名となっております。小児科について

は、去る３月に臨任医師が退職したことから、診療応

援のため南部医療センター・こども医療センターから

医師を派遣しております。

　県立病院における医師確保については、臨床研修に

よる医師養成、大学医局との協力・連携による医師派

遣、人的ネットワークやホームページによる医師募集

など、あらゆる手段を講じて医師の確保に努めており

ます。

　次に、県立北部病院の医師不足による患者に与える

影響についてお答えします。

　北部病院の産婦人科の医師不足による妊産婦の搬送

件数については、北部地域各消防からの資料による

と、平成17年度から平成21年度までの５年間で中部病

院へ337件、琉大病院へ９件、その他医療機関28件、

全体で374件となっております。内科の医師不足によ

る影響で北部地域から他病院への搬送等が行われた事

例は、現在のところございません。なお、症例によっ

ては、これまでどおり病院間の連携のもと、中部病院

等へ搬送や紹介を行っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　２点ほど再質問させていただきたい

と思います。

　まず、国頭村立東部診療所の件ですが、先ほどもあ

りましたとおり、宮城村長が謝罪、それからぜひ戻っ

てきてほしいということで医者の郷里まで行ってお願

いしているんですが、なかなか聞き入れていただけな

い、もう戻らないということになっているんですが、

この問題については村の担当者の失態といえば失態な

んですが、やはり村立ということで変わってから２カ

年ですか、まだなれていない。あるいは担当になって

未熟であったということもあるわけですね。そういう

ことでぜひそういったことも勘案して、これはやはり

県の指導そういうものが行き届いていなかったのかな

ということもあるわけであります。ぜひその１点と、

あるいはまた診療所としての機材等の不備はなかった

のかどうか、その点ちょっとお聞かせ願いたいと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　診療所における医

師確保も含めて労働条件等の提示がなかったというこ

とが主な今回の要因となっておりますけれども、そう

いう再開に向けてのいろんな助言はこれまでに何回か

担当を含めて国頭村に対しては助言をしてきたところ

でございます。

　そして医師確保につきましても、先ほど答弁申し上

げましたように、へき地医療支援機構を通して紹介も

しております。機器整備に関しても、やはり最低限必

要なものとか、それから医師を確保した後、そのお医

者さんと調整しながら整備をしていくものとそういう

ふうに機器についてはありますので、その辺について

も助言をしておりまして、現にうまくいっている診療

所を紹介して、そこからいろんな助言を受けて参考に
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するようにというそういう細かい助言も含めてこれま

でやってきたところでございます。

　そういう意味では、今後は医師確保に向けてもまた

協力はしていきたいとは思いますけれども、やっぱり

国頭村としても今回のことを反省に、やっぱり医師確

保にというか、再開に向けて一生懸命やっていただけ

ればというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　これはぜひやっぱり僻地としてどう

しても早急にこの問題については県の指導も仰いで、

あれだけの整備もされて受け入れ体制はできていると

思います。ぜひ奥村部長、医師の問題についてはまだ

目鼻がついていない、やったばかりでまだめどがつい

ていないと思うんですが、早急にこの医師の問題につ

いては早目に村とタイアップしてできるようにやって

いただきたいということを御希望を申し上げたいなと

思っております。

　それと先ほど知事からもありましたが、あと１点

は、観光立県を目指す沖縄県として草刈りの問題です

ね。これは万が一負担できないとなるとどのぐらいの

予算が削除されるのかどうかというのがわかればとい

うことと、延長距離で行くと国が管理すべき国道の延

長距離はどのぐらいあるのか、その点ちょっとお願い

いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　国道の管理総延長は

ちょっと手元にデータありませんのでお答えできませ

んけれども、今回、削られることによって草刈りの延

長が減ったということよりも、回数が減った、減らさ

ざるを得なかったと。例えば年間３回やっていたとこ

ろを減らして２回にするとか、そういうことになると

いうことでございます。

　国においては、全国それぞれの気候条件が違います

ので、管理基準というのを新たに見直すということで

ございますので、国道においては――総合事務局でご

ざいますけれども――そこにおいては今回１年間の

データをとりまして、沖縄県ではどうしても草の生え

るスピードが速いということもありますので、この辺

データをとってどうしても年間、回数が必要だという

ことを出して、また次年度に予算要望していくという

ことでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　最後に、県立北部病院の産婦人科問

題。

　先ほども374件、中部病院や南部医療センターにも

搬送されているという報告がありました。早急にこの

産婦人科医の４名から５名体制を確保できるように、

局長には頑張っていただきたいと思います。知事、ぜ

ひ頑張っていただくようにお願いを申し上げ、一般質

問を終わりたいと思います。

　ありがとうございます。

○議長（髙嶺善伸君）　辻野ヒロ子さん。

　　　〔辻野ヒロ子さん登壇〕

○辻野　ヒロ子さん　おはようございます。

　７月に入り本格的な暑さもこれからだと思います

が、皆さん体調のほうは大丈夫でしょうか。知事を初

め当局の皆さん、そして今この議会と、それから熱い

夏の戦いをしておられる議員各位の皆さん、お互いに

くれぐれも体調には気をつけながらこの夏を乗り切っ

てまいりましょう。

　それから、今議会からデビューなさいました上原副

知事、新部局長の皆さん、就任おめでとうございま

す。どうぞこれからも知事をしっかり支えて、県勢発

展のために御尽力いただきたいと思います。よろしく

お願いいたします。

　それでは一般質問に移ります。

　１、新石垣空港建設整備事業について。

　待望の新石垣空港も2013年開港を目指して順調に進

んでいる様子を、上空の機内から眺めるのが楽しみで

す。滑走路と誘導路の位置がはっきりわかり、ターミ

ナルビル建設予定地も確認できます。事業推進に対し

特段の御配慮とお力添えをいただき、心から感謝申し

上げます。引き続き知事を初め当局の御支援をよろし

くお願い申し上げ、次の件についてお伺いします。

　事業の進瀧状況と開港までの計画についてお伺いし

ます。

　また、約２万年前の人骨が見つかり、化石ホールと

呼ばれる空間で、貴重な洞窟なので、国際的なレベル

で調査されるべきだとの専門家の調査体制のようです

が、人骨の洞窟調査状況と事業推進に影響はないの

か、今後の動向について伺います。

　空港ターミナルビル建設について。

　去る６月10日に定時株主総会が開かれ、基本設計が

終了したことがマスコミで報告されましたが、進瀧状

況と今後のスケジュールについて伺います。

　また、空港ターミナルビル建設について、地元の建

設産業団体の皆さんが、先日、大勢で県や県議会にも

要請されております。特に、地域精通度、地域貢献度

を重視して、地元郡内企業への最優先完全発注と分

離・分割発注を強く訴えていますが、見解をお聞かせ

ください。
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　次に、ＣＩＱ施設は海外からの定期直行便の実現に

向けて、また、国際チャーター便の海外旅客の受け入

れ体制を充実し、空港サービス機能を図る必要不可欠

な施設です。

　ＣＩＱ施設の設置計画について、どのようになって

いるのか伺います。

　また、市街地と新空港を結ぶアクセス道路の調査状

況と今後の見通しについて伺います。

　次に、新石垣空港開港に伴って閉鎖される現空港跡

地利用計画について、用地の無償譲渡、または無償貸

し付けが前提となりますが、県の考え方を伺います。

　ちなみに、国有地が約31.7ヘクタール、63.6％、県

有地が約15.2ヘクタール、30.6％となっていることか

ら、国及び県の財務関係機関との調整協議が必要かと

思われます。ぜひ、市の財政状況も厳しい中、県・国

の御理解と御支援をお願いしたいと思います。中山新

市長も新体制で練り直し、市民が思い切り活用できる

計画を早急に策定したいと張り切っていますので、知

事の前向きな答弁を期待します。

　２、農林水産行政について。

　口蹄疫対策について。

　去る４月20日に宮崎県で発生した口蹄疫の感染拡大

で、口蹄疫の侵入防止や発生時の防疫対策、畜産農家

の支援を図るため、県は５月24日に知事を本部長とす

る口蹄疫防疫対策本部を設置し、日夜対応しておられ

ることを高く評価いたします。また、八重山地区は県

内の畜産業の半数近くのシェアを占めており、八重山

家畜保健衛生所でも所長以下10名の職員が不眠不休で

頑張っておられる姿に頭が下がります。口蹄疫の恒久

的かつ長期的な防疫体制を強化し、経営が厳しい畜産

農家に対する支援など万全な対策を講じていただきま

すようよろしくお願い申し上げ、次の件についてお伺

いします。

　侵入防止対策と県の取り組み状況について伺いま

す。

　競り再開のめどと再開までの支援と防疫対策につい

て伺います。

　畜産農家への具体的な支援策について伺います。

　また、先日、石垣市内で子牛の感染疑いで一時は緊

迫状態の中で、「八重山地域口蹄疫現地対策本部」が

設置され対応したが、マンパワーで獣医師不足の問題

や職員体制などで現場はパニック状態になったようで

す。幸い陰性判定でほっとしましたが、今回のような

ことが起きると一刻を争うことなので、診断体制が最

も重要だと思います。

　そこで診断体制の確立について、どのようになって

いるのか伺います。

　次に、沖縄県産含みつ糖振興支援等と制度見直しに

ついて伺います。

　黒糖生産は、沖縄における換金作物として、それぞ

れの時代で政治経済や生活文化の発展に大きく貢献

し、沖縄経済の基盤を支えてきました。県内における

黒糖生産は、離島５町村７工場で生産されており、離

島経済を支える重要な産業であり、雇用を確保し、生

産農家の命の源となっています。去る５月10日には、

県産黒糖の消費拡大と販売促進を図る目的とした「黒

糖の日」として制定しております。私たちも知事を先

頭に、県民一人一人が黒糖のよさと守り育てることを

力強く県内外へアピールし、消費拡大を目指していけ

ればと思います。

　含みつ糖は、分みつ糖のように法律で保護されてい

ないため、常に輸入含みつ糖などとの厳しい競争にさ

らされており、黒糖の製品過剰による市況不振によっ

て地域の工場や農家に大きな打撃を与えております。

県のほうも伊江島黒糖工場建設の容認条件として国へ

要請を行っているようですが、沖縄振興特別措置法が

切れる23年までに解決できるよう強力に取り組んでも

らいたいと思いますが、いかがでしょうか。

　次に、デイゴ再生のためのヒメコバチ対策支援につ

いて伺います。

　県花デイゴのヒメコバチの被害状況は、平成17年５

月に石垣島で初めて確認され、その後、宮古島や沖縄

本島と全県的にまたがり、被害がかなり広がっており

ます。その件について、私も４年前から危機感を持っ

て駆除の研究の必要性を一般質問等で訴えてきまし

た。その後、森林資源センターでアトラック液剤の樹

幹注入が開発されたことは高く評価いたします。しか

し、それを受けて、研究成果を活用した駆除対策を実

施する施策や予算がどうなっているのか伺います。

　幸いに、石垣市では「ＮＰＯ花と緑の石垣島」が立

ち上がり、平成22年度分野雇用創出事業として「石垣

島デイゴ再生プロジェクト事業」がスタートし活動し

ており、竹富島でも「でいごチャリティー音楽祭」の

収益金での活動に取り組んでいます。しかし、一部地

域での駆除では再び被害を受ける可能性が十分あるの

で、県内一円とした駆除、防除の対策を市町村と連携

し、早急かつ継続的に実施すべきだと考えます。ぜ

ひ、県花デイゴを保全するため、財源支援措置及び県

の施策・事業としての展開が必要だと考えますがいか

がでしょうか、お伺いします。

　次に、与那国町濁畜場改修事業の支援について。

　本事業につきましては、平成21年度から県の補助を
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受け改修しているところですが、事業費削減の観点か

ら既存の浄化槽施設の活用を検討していたが、当局の

現場確認の結果、困難であるとのことで、改めて事業

の設計変更をした経緯があり、平成22年度において約

4500万円の事業が見込まれ、町財源では厳しい状況で

あります。

　県においては、昨年度同様、事業費の２分の１程度

の財政支援をお願いしたいと考えますがいかがでしょ

うか、お伺いします。

　３、離島振興について。

　波照間島海水淡水化施設の改良事業整備について、

平成23年度水道国庫補助事業の採択に向けての取り組

みについて伺います。

　波照間島簡易水道事業は、地下水（海水）を水源と

して取水し、海水淡水化施設により浄水、給水してい

ます。同施設は平成６年度に建設し、建設後15年以上

経過しており老朽化が著しく、漏水等の問題が生じ早

急な改良整備により、地域住民に安定的な清浄な水道

水の供給を図る必要があります。つきましては、平成

23年度水道水国庫補助事業の採択に特段の御高配を賜

りたいがいかがでしょうか、お伺いします。

　次に、竹富町生活安全航路について調査費がつき、

事業実施に向けて、現在パブリックコメントを実施し

ている状況です。

　竹富町生活安全航路の安全・安心の確保で、各港の

接続部分について県の支援が必要であると考えます

が、見解をお聞かせください。

　次に、離島の航空運賃の軽減化について、今議会で

「小規模離島空路利用活性化事業」として予算化され

ており、石垣―与那国間を含む６路線が対象となって

いますが、ぜひとも与那国―那覇間も同様に適用でき

ないのかお伺いします。

　次に、与那国町防空識別圏について、国は早急に見

直す考えを示していますが、その後の動向について伺

います。

　次に、竹富町が地方自治体で全国初の海洋基本計画

策定に向けて取り組んでいますが、県・国との連携が

必要不可欠であります。県としての考え方をお聞かせ

ください。

　４、医療行政について。

　このたび、11年間、県立八重山病院長として離島地

域医療に御尽力いただいた伊江病院事業局長、就任を

心からお喜び申し上げます。離島医療を初め本県の厳

しい医療行政の発展のために頑張っていただきたいと

思います。

　それでは、離島地域医療格差是正に係る離島地域医

療特別補助制度の創設について伺います。

　総合病院を有する地区までの交通費等の助成をした

り、また、過疎地域の医療拠点施設の整備、機能及び

体制の充実を図り、過疎地域の医療環境を支援してい

ただきたいと与那国町からの強い要請がありますがい

かがでしょうか、お伺いします。

　次に、県立八重山病院で私の目にとまった「かかり

つけ医を持ちましょう」というこのパンフレットで、

私の心は動かされました。（資料を提示）　県立病院

の果たす役割は、高度医療の提供、急性期や重症患者

の対応、充実した救急医療の提供です。しかし、離島

の医師、看護師不足は相変わらず深刻です。限られた

人数で外来、救急、特殊検査、入院などをすべてこな

すことは厳しい状況であり、本来の役割を十分果たせ

なくなってしまうので、病状が安定している外来の患

者さんには、かかりつけ医（開業・民間）の先生に通

院していただこうということです。今の状況だと、県

立病院も独法化の前に崩壊してしまうと、あるドク

ターが危機感を訴えています。

　そこで、どうすれば地域医療を支えることができる

のか、住民と行政が話し合いを持ちながら、住民全員

で支え守るべきだということで、住民と行政の協働に

よる地域医療再生について考えるべき時期に来ている

と思います。

　そこで、次の件についてお伺いします。

　県立病院と他の医療機関、また、市町村との連携に

ついての状況と今後の対応について伺います。

　県立病院と住民を結ぶ情報窓口の設置について見解

を伺います。

　「住民運動で守る地域医療」で住民と行政の協働に

よる地域医療再生について県の考え方を伺います。

　５、観光行政について。

　先日の地元紙で、県内観光客「５月は過去最高　４

カ月連続9.9％増」との新聞見出しで、少しずつ持ち

直してきたことにほっとしています。

　海外についても、定期クルーズ船の寄港や香港から

の観光客がドラゴン航空による定期チャーター便の運

航で大幅にふえたようです。

　しかし、離島観光については入域減で、島の経済に

閉塞感があり、人口が減少傾向になっています。

　地域経済を回復させるためにも業界だけでは厳しい

ので、積極的に県民一人一人が意識を持つことだと考

えますが、いかがでしょうか。

　それでは、次の件について伺います。

　海外観光客誘致対策について。

　県の離島地域広域連携推進モデル事業「八重山地域
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国際観光拠点づくり戦略推進プロジェクト」の一環で

実施された台湾からの観光モニターツアー実施経過と

今後の見通しについて伺います。

　クルーズ船の状況と今後の対策と推進について伺い

ます。

　次に、離島観光の状況と対策について。

　観光産業の不振で離島経済に閉塞感があることにつ

いて、県としてどのように認識し、支援ができるのか

伺います。

　離島における観光需要の掘り起こし対策の支援につ

いて伺います。

　観光産業の復活は、県民意識を高め、強力な応援隊

になることだと考えるが、見解を伺います。

　最後に、我が党の代表質問との関連について。

　池間淳議員の「不適正経理問題について」の関連

で、会計管理者に伺います。

　県財政の厳しい中で、職員は、事業、予算の対応な

ど県民や県勢の発展のために御尽力いただいておりま

す。しかしながら、職員と会計検査員の判断が難し

く、時として異なることがあると思われます。

　会計管理者として、予算の執行や経理処理について

指導、チェック体制はどのように行っているのかお伺

いします。

　以上、よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　辻野ヒロ子議員の御質問に

答弁させていただきます。

　まず第１に、新石垣空港建設整備事業に係る御質問

の中で、事業の進瀧状況と開港するまでの計画につい

てという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　新石垣空港整備事業の平成21年度末の事業費ベース

の進瀧率は、約65％となっております。おおむね計画

どおり進行いたしております。

　今後の計画といたしましては、今年度で用地造成工

事を概成させまして、そして、引き続き滑走路舗装工

事や建築工事等を進めてまいります。また、平成24年

９月末までに空港本体工事を完成させた後、国の飛行

場完成検査等を経て、平成25年３月に供用開始を行う

予定となっております。

　新石垣空港建設関連の御質問の中で、空港ターミナ

ルビルの進瀧状況と今後のスケジュールという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　石垣空港ターミナル株式会社におきましては、平成

21年10月から石垣空港ターミナルビル基本設計及び実

施設計業務を進めております。基本設計につきまして

は、６月に終了したところでございます。

　今後のスケジュールといたしましては、平成22年10

月までに実施設計を完了し、平成23年度から建設に着

手して、平成24年９月末に完成する予定となっており

ます。

　農林水産行政に係る御質問の中で、農家への支援

策、診断体制の確立等々に係る御質問にお答えいたし

ます。なお、この２の茨のウと２の茨のエが関連いた

しておりますので、恐縮ですが一括して答弁させてい

ただきます。

　沖縄県としましては、畜産農家などに対する支援と

いたしまして、第１に、家畜の飼料代の補助、第２

に、生活資金または運転資金の利子助成などに対しま

して約１億1000万円を予備費で対応いたしておりま

す。今回のこの６月議会における補正予算の中に、第

１に、家畜の飼料代の補助、第２に、生活資金または

運転資金の利子助成、第３に、出荷遅延による肉用牛

の価格差補てん、第４に、新たな輸送ルートの確保の

ための貨物船コンテナ輸送料の補助などで約８億3600

万円を計上いたしております。予備費、補正を合わせ

ますと、総額約９億4600万円の支援を考えているとこ

ろでございます。

　また、迅速な診断体制の確立など万全な防疫対策や

農家支援等につきまして、去る６月17日に、市町村そ

してＪＡと連携をし、国へ強く要請をしているところ

でございます。

　次に、離島振興に係る御質問の中で、波照間海水淡

水化施設改良事業の国庫補助に係る御質問にお答えい

たします。

　竹富町が今回改良事業を予定いたしている波照間の

海水淡水化施設につきましては、設置後16年余を経過

いたしております。設備の老朽化が進んでおり、更新

の時期を迎えております。

　県では、竹富町からの要望を受け、平成23年度から

の事業化に向け、国へ国庫補助金の要請を行っている

ところでございます。

　同じく離島振興の中で、与那国防空識別圏について

の御質問にお答えいたします。

　政府は、去る６月25日、与那国島上空の防空識別圏

を見直し、与那国島西側の我が国領空及びその外側２

海里につきまして、我が国の防空識別圏に含めること

としたと発表をいたしております。

　沖縄県は、これまで与那国島の空域の一部が我が国

の防空識別圏外にあることは重大な問題であるとし

て、その抜本的な解決を累次にわたり政府に対し要請

してきたところでございます。
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　国においては、今後も沖縄県民が安心して生活がで

きるよう、県土の安全の確保に万全を期していただき

たいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　新石垣空港建設整備

事業についての御質問で、洞窟の調査状況と事業推進

への影響についてお答えいたします。

　人骨が発見された洞窟については、平成22年５月に

県教育庁において考古学、人類学、古生物学などの専

門家で構成される調査委員会を設置し、同委員会の指

導助言を得ながら、８月から約３カ月間、発掘調査等

を実施する予定と聞いております。このため、新石垣

空港の全体工事工程への大きな影響はなく、平成25年

３月の供用開始に支障はないものと考えております。

　同じく新石垣空港建設整備事業についての御質問

で、地元企業への優先完全発注と分離・分割発注につ

いてお答えいたします。

　ターミナルビルについては、現在石垣空港ターミナ

ル株式会社において、八重山のシンボルとして、自然

に配慮した環境に優しい利便性の高いビルを目指し、

実施設計を進めているところであります。ターミナル

ビル建築工事は、同会社により発注されることになり

ますが、県としましては、同会社へ可能な限り分離・

分割による地元企業への優先発注、地元建設資材等の

優先使用を申し入れていきたいと考えております。

　次に、ＣＩＱ施設設置計画についてお答えいたしま

す。

　県が策定した「沖縄21世紀ビジョン」においては、

新石垣空港に国際線受け入れの機能を整備し観光振興

を図ることが示されております。

　国際線旅客施設（ＣＩＱ施設）については、平成24

年度末の供用に向けて、現在石垣空港ターミナル株式

会社、県、石垣市など関係機関から成る調整会議を設

置し、施設規模、整備資金等に関し協議を進めている

ところであります。

　同じくアクセス道路調査の現状と今後の見通しにつ

いてお答えいたします。

　石垣市街地から新石垣空港にアクセスする一般県道

石垣空港線については、現在、道路の構造や既設道路

との交差点形式などの詳細な設計を進めているところ

であります。

　今後の見通しについては、今年度末までに設計を完

了し、地元への事業説明会を経て平成23年度から用地

買収に着手する予定であります。

　同じく新石垣空港建設整備事業についての御質問

で、現石垣空港跡地の県有地の取り扱いについてお答

えいたします。

　現石垣空港の跡地利用計画については、石垣市にお

いて検討が進められていると聞いております。

　県有地の譲渡、貸し付けについては有償が原則であ

り、県有地を無償譲与あるいは無償貸し付けする場合

の条件等は、「沖縄県財産の交換、出資、譲与及び無

償貸付け等に関する条例」等により限定されておりま

す。このため、今後策定される石垣市の跡地利用計画

の内容を踏まえて判断していく考えであります。

　次に、離島振興についての御質問で、竹富南航路に

おける県の支援についてお答えいたします。

　竹富南航路整備事業については、国が平成23年度の

事業化に向けた検証調査を実施しているところであり

ます。本調査を効率的に進めるため、国がことし５月

に「竹富南航路延伸関係者連絡調整会」を設置し、沖

縄県、石垣市、竹富町と連携し調整を進めておりま

す。

　県としましては、竹富南航路と県管理港湾との接続

について、今後、国の検証調査を踏まえて支援してい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産行政の中

で、口蹄疫侵入防止対策、競り再開のめどと防疫対策

について一括してお答えします。

　沖縄県内の口蹄疫侵入防止対策としては、県外から

の家畜導入の自粛、農場への立入制限、消毒の徹底、

空港、港湾での靴底消毒や車両タイヤの消毒などを実

施しております。また、沖縄県口蹄疫防疫対策本部や

現地対策本部を設置し、関係機関や団体等と連携し、

口蹄疫侵入防止に係る危機管理体制を強化しておりま

す。

　家畜競りの再開につきましては、宮崎県での口蹄疫

の防疫措置状況、鹿児島・博多港での消毒体制の構

築、九州各県での競りの開催状況なども踏まえ、７月

２日からの競り再開に向けて、ＪＡや畜産関係団体、

市町村等と取り組んでいるところであります。

　次に、沖縄産含みつ糖振興と制度見直しについてお

答えいたします。

　沖縄産含みつ糖の生産は、分みつ化の困難な離島地

域において行われており、これらの離島経済において

重要な地位を占めております。国は、含みつ糖に対す
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る支援として毎年予算を計上し、補助金により生産農

家及び含みつ糖製造事業者への経営安定化を図ってお

り、厳しい状況にあります。

　一方、分みつ糖に対する支援は、「砂糖及びでん粉

の価格調整に関する法律」に基づいて、生産農家及び

分みつ糖製造事業者への支援がなされております。

　このため、県といたしましては、含みつ糖対策につ

いても同じ甘味資源作物としてさとうきびを生産振興

していることや厳しい生産条件、国土保全の観点か

ら、生産農家の所得確保や分みつ糖企業の経営安定対

策、分みつ糖地域と同等な制度が適用できるよう黒砂

糖工業会、ＪＡ、町村等の関係機関と連携し、国へ要

請しているところであります。今後とも引き続き要請

したいと考えております。

　デイゴヒメコバチ被害対策の支援についてお答えい

たします。

　デイゴヒメコバチの被害対策として、「ＮＰＯ花と

緑の石垣島」や「竹富島のデイゴを救おう実行委員

会」では、募金等により防除を行っております。

　県といたしましては、緊急雇用創出事業等により薬

剤樹幹注入や薬剤散布による防除対策を実施するほ

か、薬剤散布の技術指導や寄生している枝の除去を行

うとともに、薬剤散布機の貸与等の支援を行ってまい

ります。また、全県で防除が実施できるよう市町村等

と連携して、予算措置等も含めて対応を検討してまい

ります。さらに、防除対策の低コスト化に向けて、県

森林資源研究センターと連携し、新たな薬剤の効果試

験や使用方法の改善等について取り組んでいきたいと

考えております。

　次に、与那国町濁畜場改修事業についてお答えしま

す。

　県は、平成21年度において、与那国町の濁畜場整備

事業費4023万3000円に対し2000万円の予算を措置し、

現在整備が進められているところであります。

　なお、当該事業の追加工事につきましては、地元の

意向を踏まえ対応を検討したいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　離島振興についての御質

問の中で、「小規模離島空路利用活性化事業」につい

てお答えします。

　今回、補正予算で計上している「小規模離島空路利

用活性化事業」においては、各小規模離島と中核病院

や高等学校を有するなど、当該離島にとって最も日常

拠点性を有する地点とを結ぶ路線を対象としておりま

す。

　与那国―那覇間については、今回の社会実験の成果

を踏まえ検討していきたいと考えております。

　次に、竹富町が進めている海洋基本計画策定に当

たっての連携についてお答えいたします。

　海洋基本法では、海洋の開発及び利用と海洋環境の

保全と調和、海洋の安全の確保、海洋の総合的管理な

ど６つの基本理念が定められております。

　竹富町においては、これら法の理念を踏まえ、地域

の振興を図ることを目的に町独自の海洋基本計画の策

定準備を進めているものと理解しております。

　県としては、今後、竹富町と連携を図っていきたい

と考えております。

　次に、観光行政についての御質問の中で、台湾から

の観光モニターツアーについてお答えします。

　平成21年度離島地域広域連携推進モデル事業におい

て、八重山地域の広域連携の取り組みとして、平成22

年２月23日から同27日にかけて、台湾の旅行社の職員

７名を招聘し、台湾市場向けモニターツアーを実施し

たところであります。

　ツアーの参加者からは、八重山地域の各離島の自然

環境や独自の観光プログラムについて、台湾からの観

光客にも満足してもらえるとの意見がある一方で、通

訳や外国語標識など言語面の課題が指摘されておりま

す。

　今年度は、モニターツアーで指摘された課題を踏ま

えながら、ツアー商品等の具体的開発、ツアー提供の

ための役割分担の調整、さらにはツアー商品の販売戦

略の構築等に取り組むこととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　医療行政について

の御質問の中の、離島地域医療特別補助制度の創設に

ついてお答えします。

　離島地域における医療の確保を図るため、県におい

ては、宮古及び八重山病院を初めとして16カ所の離島

診療所を設置・運営するとともに、与那国町や竹富町

の町立診療所に対して運営費等の補助を行っておりま

す。また、離島医療の情報格差是正を図る「離島・へ

き地遠隔医療支援情報システム」を運用しているほ

か、離島からの急患空輸に係る医師等添乗の補助事業

を実施しております。

　県としましては、このように離島地域の医療の確保

についてさまざまな施策を講じているところであり、

新たな助成制度の創設については、厳しい財政状況の
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中、困難であると考えております。

　次に、住民と行政の協働による地域医療再生につい

ての御質問にお答えします。

　地域医療を守る活動に住民一人一人が協力をしてい

くことは重要なことと考えております。

　全国では、救急医療を支える医師の過重負担を解消

するため、住民みずからが夜間の救急患者数の適正化

に向けた普及啓発運動を行い、医師の安定確保につな

げた事例があります。

　県では、住民運動の中心として活動している方を招

聘し、県民等を対象とした講演会を実施したところで

あり、引き続き住民への意識啓発に関する事業を展開

していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　県立病院と他の医療

機関や市町村との連携及び県立病院と住民を結ぶ情報

窓口の設置について一括してお答えいたします。

　県立病院は、地域の中核病院として急性期医療や高

度医療等を担っており、その役割を果たすためには、

地域の医療機関等と密接な連携を図る必要がありま

す。

　そのため、各県立病院に地域連携室を設置し、地域

の診療所等の医療機関と患者の紹介や逆紹介について

調整を行うとともに、入院患者や家族からの転院、退

院等に関する相談への対応、福祉機関に関する情報提

供等を行っております。また、昨年度から県立病院ご

とに関係市町村、地区医師会等で構成する地域連携会

議の設置を進めており、かかりつけ医を持つことや、

救急のいわゆるコンビニ受診を控えるための啓発、昨

年流行した新型インフルエンザへの対策について情報

の共有と連携等を図っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光行政について、

クルーズ船の現状と今後の対策と推進についての御質

問にお答えします。

　沖縄県では、台湾や中国海岸部に近いという地理的

優位性を生かしてクルーズ船誘致に取り組んでいま

す。また、平成21年９月より、那覇港大型旅客船バー

スの供用を開始するなど受け入れ体制整備にも努めて

いるところです。その結果、平成21年度の寄港回数

は、那覇港57回、石垣港38回の合計95回となっており

ます。

　今後とも、受け入れ体制の充実に向けて、税関、入

国管理局、検疫機関等との連携強化を図るとともに、

海外で開催されるクルーズコンベンションへの参加を

通じて積極的な誘致活動を展開してまいります。

　同じく観光行政について、離島観光の不振に対する

認識と観光需要の掘り起こし対策の支援について、あ

わせて一括してお答えいたします。

　平成21年度の主要離島地域への入域観光客数は、八

重山地域が約72万3000人で対前年比6.5％の減少、宮

古島が約33万7000人で10.1％の減少、久米島が約９万

人で７％の減少となっており、沖縄県全体の減少率

4.1％と比較しても厳しい状況と認識しております。

　離島地域においては、固有の自然環境はもとより、

独特の伝統芸能、祭祀、御嶽等の貴重な歴史・文化資

源など優位性のある観光資源が多数存在しておりま

す。このような観光資源を効果的に活用するため、市

町村、関係団体、関連事業者等が連携して行うエコ

ツーリズムや体験・滞在型観光メニューの拡充などを

支援しているところであります。

　また、離島への誘客については、修学旅行関係者の

離島への招聘や沖縄ロケ地マップにおける離島の紹

介、海外セミナーでのＰＲを行うほか、特に今年度は

国際及び国内チャーター便の支援を通じて離島観光の

需要を喚起してまいります。

　同じく観光行政について、観光に対する県民意識の

高揚についての御質問にお答えします。

　沖縄県では、県民の皆様が観光への認識を新たにす

るとともに、本県の観光を広く紹介するため、８月１

日を「観光の日」と定め、毎年観光功労者表彰などを

行う「県民のつどい」を開催しております。また、官

民一体となった「めんそーれ沖縄県民運動推進協議

会」を設置し、定期的な清掃活動の実施など県民一丸

となった受け入れ体制づくりを推進しております。さ

らに、県と沖縄観光コンベンションビューローが連携

し、県内小学４年生に観光学習教材を配布し、観光へ

の理解を深めてもらう取り組みを行っております。

　沖縄県としては、本県の観光振興には県民の観光に

対する理解と協力が何よりも重要であると考えてお

り、今後も県民の意識高揚に努めていきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　会計管理者。

　　　〔会計管理者　米蔵博美さん登壇〕

○会計管理者（米蔵博美さん）　初めての議会となり

ますので、ごあいさつ申し上げます。

　４月に会計管理者を拝命しました米蔵でございま



－ 297 －

す。

　県の出納機関として適正な予算執行のチェックに努

めることは申し上げるまでもございませんが、県の公

金をお預かりしている重要性を深く認識し、全力で取

り組んでまいりますので、御指導、御鞭撻、どうぞよ

ろしくお願い申し上げます。

　それでは、代表質問との関連で、不適正経理問題に

ついて、経理処理の指導、チェック体制についてお答

えいたします。

　今回の不適正経理問題については、適正な会計事務

処理に関する職員の認識や内部チェック体制が不十分

であったことなどが大きな原因であると考えられま

す。

　このようなことから、予算執行職員と検査する職員

を別にするなど、財務規則や物品調達基金管理規則の

改正を行い、内部チェック体制の強化を図っておりま

す。

　出納事務局としては、会計担当職員等を対象とした

研修を通して、法令遵守の周知、指導等により職員の

資質向上を図るとともに、適正な経理処理の徹底に取

り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　辻野ヒロ子さん。

○辻野　ヒロ子さん　御答弁ありがとうございまし

た。

　再質問を２点ほどお伺いしたいと思います。

　まず、県産含みつ糖の振興支援についてですけれど

も、今期も糖業、各工場とも大幅増産ということで終

了しているんですが、県産黒糖が本当に二、三年前か

らかなりの在庫量を抱えており、生産農家も工場も厳

しい状況にあります。

　先ほど部長の答弁で、今、国へ要請しているという

ことなんですけれども、ぜひ知事を先頭に、もっと積

極的に要請をして、沖縄振興特別措置法がもう来年で

切れますので、来年度中にできないのか、知事の決意

のほどをお聞きしたいと思います。よろしくお願いし

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　含みつ糖地域につき

ましては、離島の離島ということで、かなり生産条件

が厳しいところで生産をしているということと、やは

り補助金でもっても支援されないということでは、経

営安定を図るということで非常に厳しい状況にありま

すので、これにつきましては、しっかり分みつ糖と同

等の制度が受けられるように、知事初め、それから関

係市町村、それからＪＡですね、関係者でしっかり要

請したいと考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　辻野ヒロ子さん。

○辻野　ヒロ子さん　ぜひよろしくお願いいたしま

す。

　次に、デイゴ再生のためのヒメコバチ対策について

ですけれども、せっかく市町村が今、盛り上がってお

ります。そういう意味で、アトラックの注入剤が１本

600ミリリットルで2000円もするということで、大き

な木でしたらもう10数本はかかるという、かなり予算

と時間がかかるものなんですね。それで、ぜひこの件

についても、できれば県のほうで９月補正でも組んで

いただいて、早急に全県的に取り組むべきだと思いま

すが、決意のほどをお聞きしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　デイゴにつきまして

は、県花ということでもございますし、観光立県とい

うことでも、やはりしっかり花を咲かせるということ

は大変重要でございますので、これにつきましては、

今の予算につきましても関係部局と調整して対応した

いと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　辻野ヒロ子さん。

○辻野　ヒロ子さん　ぜひよろしくお願いいたしま

す。

　最後に、与那国町の防空識別圏につきましては、質

問通告後に６月25日のマスコミ報道で拡大されたこと

が発表されました。

　先ほど知事の答弁にもありましたが、早速与那国町

長へ連絡しましたら、この件については長年の懸案で

あって、本当になかなか解決ができなかった。今回、

画期的なことだと、町民も喜んでいるということで、

特に仲井眞知事の特段の配慮と国への強い働きかけが

あったからだということで感謝しておられました。本

当にありがとうございました。私のほうからもお礼を

申し上げまして、今後とも離島振興にお力添えをよろ

しくお願いしたいと思います。

　以上で終わります。ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

　　　〔桑江朝千夫君登壇〕

○桑江　朝千夫君　沖縄市に住む桑江朝千夫でありま

す。

　又吉進新知事公室長のデビューを喜んでおる一人で

あります。初議会にもかかわらずてきぱきとした答

弁、頼もしい限りであります。

　一般質問を行います。

　昨年の衆議院選挙で大勝利した、そして政権を握っ

た民主党。ツルは千年、カメは万年、ハトは１年とや
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ゆされていたのが本当にハトもカメも１年ももたな

かった。冗談が本当になった感じです。

　もともとひ弱なイメージで大金持ちでお坊ちゃま的

体質の鳩山総理、その世間知らずさが墓穴を掘った。

みずから総理は辞任した形ですが、これは沖縄県民が

罷免をしたような感じがいたします。

　そしてその後の菅総理の私の印象は、大衆運動家、

どちらかというと左のほうが強いのかなという感じが

いたしました。気骨のある方だと思ってはいたんです

が、私はアメリカの言いなりにはならないと言うのか

なと思いきや、アメリカと話し合いもしないまま日米

合意を踏襲するとアメリカにすり寄るこの豹変。最近

ではきのうのニュースで見たんですが、参議院の街頭

演説で自民党の勇気ある政策を参考にしたいと、今で

は自民党にすり寄ってきています。それなら民主党は

参議院選挙、この沖縄選挙区で自民党公認を応援すれ

ばよいものをと思うぐらいであります。

　政権交代10カ月で政策が後退、変更し、昨年の衆議

院選でのばらまきの政策が今回の参議院選では軌道修

正、子ども手当減額修正、ガソリン税暫定税率廃止は

財源不足で断念、郵政改革法案は廃案、一括交付金は

やるのかやらないのか。後期高齢者医療制度はどう

なったんでしょうか。こういった多くの国民の票を獲

得するのに効力を発揮したばらまきとも言われる公約

が今現実路線となった。このような変更に行政を執行

する者として戸惑いがないか、これが国政に関しての

茨の質問であります。お伺いをいたします。

　芋、鰯は飛ばします。はしょります。

　２、地域振興に関して。

　茨、コリンザ、沖縄市アメニティプラン株式会社に

ついてであります。

　沖縄市ＡＰ社は、６月12日に株主総会において解散

を決議しました。負債超過が約27億円にも上り、経営

改善が見込まれないと判断。

　ア、現在の状況をどう認識しているのか伺います。

　イ、県はこの事業にどのようにかかわってきたのか

お伺いをいたします。

　ウ、今後の見通し、対応策をお伺いをいたします。

　芋は取り下げます。

　３、中城湾港について。

　茨、新港地区定期船航路の進瀧をお聞かせくださ

い。

　芋、新港地区東埠頭のしゅんせつ事業の現状と今後

を伺います。

　鰯、辺野古埋め立てにと現行案に戻した民主党が東

部海浜泡瀬地先を埋め立てる東部海浜開発工事は中断

をしました。その現状をどう考えておりますか、お伺

いをさせてください。

　允、東部海浜開発事業への県の今後のかかわり方を

お伺いをいたします。

　４、環境行政について。

　茨、県内産廃処理施設と排出量のバランスはとれて

いるのかお伺いをいたします。

　芋、産廃処理に関して適正配置がなされてきたの

か、県の考え方をお伺いをいたします。

　５、県経済の活性化、内需の拡大についてでありま

す。

　毎年12月のボーナス時期には、私はこういった提言

をしたりするんですが、今回は６月のボーナス、きょ

うの新聞にありました。県庁は8.8％の減、156億円が

支給されると。

　茨は、県及び市町村職員全体のボーナス支給総額を

把握をしているのかお伺いをいたします。

　芋、県民（特に公務員）の消費行動を喚起する施策

はあるかお伺いをいたします。

　茨の答弁を聞かないままにここでその趣旨を申し上

げたいというのは、つまり多くのボーナスが支給さ

れ、この２割あるいは１割が消費に回らないかという

ことです。ローン返済もあるでしょう。これを貯蓄や

たんす貯金にずっと回しておくと県経済にお金も回ら

ない。ぜひとも公務員を中心とした地域活性化、地域

におりていって沖縄市に行くとか、買い物をする、そ

して伊是名・伊平屋あるいは宮古等に島内旅行をす

る。そのボーナスの消費を外に出さずに県内で回して

いただきたい。そういった施策等を打っていただきた

いと思ってこの質問をいたしました。

　鰯、允は取り下げます。

　６も取り下げます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　桑江朝千夫議員の御質問に

答弁させていただきます。

　まず第１に、国政に関しての御質問の中で、民主党

の公約変更に対する所見についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　民主党は、昨年の衆議院選挙マニフェストにおきま

して、米軍再編や在日米軍基地のあり方等についても

引き続き見直しを進めるとし、移設問題では鳩山前総

理が「最低でも県外」としておりました。しかしなが

ら、今回の参議院選挙では、「普天間基地移設問題に

関しては、日米合意に基づいて、沖縄の負担軽減に全

力を尽くします。」となっております。
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　民主党政権が去る５月28日の日米共同発表で「代替

の施設をキャンプ・シュワブ辺野古崎地区及びこれに

隣接する水域に設置する」と合意したことは、県民に

大きな失望を与え、まことに遺憾に絶えません。一

方、「沖縄を東アジアの経済・文化交流の拠点と位置

づけ、地域の特性を活かせる施策の先行実施や、地域

独自の施策の支援を行います。」としており、沖縄の

自立型経済の構築など沖縄振興の着実な推進に取り組

まれることも掲げておられますが、これも変更なしで

実際に実行していただきたいものだと切に期待すると

ころでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　地域活性化について

の中で、沖縄市アメニティプラン株式会社の現状に対

する沖縄県の認識についての御質問にお答えします。

　沖縄市アメニティプラン株式会社は、複合商業施設

「コリンザ」の運営主体として、沖縄市や地元商店街

振興組合、金融機関等が出資して平成４年７月に設立

した第三セクターでありますが、新たな収益源の確保

が困難なことや過大な債務超過など、今後自力で経営

改善が見込めないことなどから、平成22年６月12日開

催の株主総会において会社の解散決議を行ったところ

であります。解散に当たっては、出資者である沖縄市

と独立行政法人中小企業基盤整備機構も同意してお

り、また、沖縄市はコリンザ施設の買い取りの意向を

示しております。債権者である沖縄県としては、これ

らの経緯を踏まえ、沖縄市による施設の有効活用と中

心市街地の活性化及び中小企業者の支援を図る観点か

ら、会社を解散し特別清算に付するとしたことについ

て同意するものであります。

　同じく地域活性化の中で、コリンザ施設整備事業に

対する沖縄県のかかわりについての御質問にお答えし

ます。

　沖縄県は、平成８年から平成10年にかけて中小企業

高度化資金32億円を事業の運営主体である沖縄市アメ

ニティプラン株式会社に対し融資を行いました。

　同じく地域活性化の中で、今後の見通し、対応策等

についての御質問にお答えします。

　沖縄市アメニティプラン株式会社は、平成22年６月

12日開催の株主総会で会社の解散決議を行い、債務整

理を進める清算人を那覇地方裁判所から選任されたと

ころであります。

　沖縄市アメニティプラン株式会社に対する中小企業

高度化資金の融資に当たっては、沖縄県を通して独立

行政法人中小企業基盤整備機構の財源が含まれること

から、今後は清算人の動向に注視するとともに、中小

機構と協議を重ねながら対応していくことになりま

す。

　沖縄県としては、特別清算による債権回収に努めて

いくこととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　中城湾港についての

御質問で、定期船就航に向けての取り組みについてお

答えいたします。

　新港地区における定期船就航につきましては、沖縄

国際物流戦略チームにより、中城湾港における流通加

工港湾の実現に向け、定期航路を就航させる社会実験

を行うことが提言されております。

　県としても、新港地区への企業誘致の促進や中部圏

域の活性化のため、定期船就航が重要と考えており、

現在、社会実験の事業採択に向け国と調整中でありま

す。

　同じく中城湾港についての御質問で、新港地区東埠

頭のしゅんせつについてお答えいたします。

　新港地区東埠頭については、水深7.5メートル岸壁

６バースと水深11メートル岸壁１バースが概成してお

ります。同埠頭の供用開始に向けて、国において泊地

しゅんせつを平成21年度より進めてきましたが、泡瀬

地区の工事中断によりしゅんせつも中断しておりま

す。

　県としては、新港地区の企業誘致促進のため、しゅ

んせつを早期に行うよう、平成22年６月17日に国へ要

望しております。

　同じく工事中断に対する考え方についてお答えいた

します。

　泡瀬地区埋立事業については、昨年10月の控訴審判

決を踏まえ、現在、工事を中断しているところであり

ます。本事業は、本島東海岸地域の経済活性化を図る

ための経済振興策として、地元からの強い要請に基づ

き進めてきたものであります。また、本事業は新港地

区における港湾整備と密接に関係しており、新港地区

東埠頭背後地における企業誘致にも寄与することか

ら、本県の経済活性化を図る上でも重要な事業であ

り、早期に再開できるよう努めていきたいと考えてお

ります。

　同じく中城湾港についての御質問で、東部海浜開発

事業への県のかかわり方についてお答えいたします。
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　東部海浜開発事業については、現在、沖縄市におい

て、「東部海浜開発土地利用計画検討調査委員会」の

審議結果や企業等への需要確認調査を踏まえ、土地利

用計画の精査を行っているところであります。

　県としましては、当該計画を踏まえた港湾計画や埋

立免許の変更等の必要な手続を行い、事業を早期に再

開できるよう努めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　環境行政に関連し

て、県内産廃処理施設と排出量のバランスについてお

答えします。

　県内の産業廃棄物の排出量は、年間187万5000トン

となっており、これらのうち176万5000トン、約94％

が焼却などの中間処理され、93万9000トン、約50％ま

で減量化されております。また、中間処理後の残渣物

を含めた再生利用量は91万2000トン、48％で、結果と

して最終処分量は12万1000トンとなっております。生

活環境の保全と健全な経済産業活動を支えるために

は、廃棄物の適正な処理が不可欠であります。また、

島嶼県という地理的特性により、県域を越えた広域処

理が難しいことから、可能な限り自己完結型の処理体

制を構築する必要があります。

　県としましては、管理型最終処分場が綻迫している

状況等にかんがみ、再資源化や焼却などの中間処理に

よる減量化を一層進めていきたいと考えております。

　次に、産廃処理施設の適正配置についてお答えいた

します。

　廃棄物処理法では、廃棄物処理施設の配置に関する

規制はありません。しかしながら、県としましては、

事業者が産業廃棄物処理施設を設置する際は、地域へ

の情報開示を積極的に行い、適切な施設配置を図る必

要があると考えております。そのため、平成21年４月

から「沖縄県産業廃棄物処理施設等の設置に関する指

導要綱」を定め、申請前における事業内容の公告・縦

覧、説明会の実施、住民意見の聴取、隣地地主の同意

の取得等の手続を事業者に課しております。

　県としましては、今後とも事業者に対し同要綱に基

づく手続を踏まえさせ、産業廃棄物処理施設の適正な

配置につなげていきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　 規君）　県経済の活性化、内需

の拡大の質問のうち、県職員のボーナスの支給総額に

ついてお答えいたします。

　平成21年度における期末・勤勉手当は、臨時的任用

職員は除きますが、教育職員を含む県職員全体２万

2276名に対し約345億円を支給しております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　県経済の活性化、内需の

拡大についての御質問の中で、市町村職員のボーナス

の支給総額についてお答えいたします。

　平成21年給与実態調査によりますと、市町村職員の

期末・勤勉手当につきましては、１万2497人に対し約

191億円が支給されております。

　次に、県民の消費行動を喚起する施策についてお答

えいたします。

　県としては、県民の消費行動を喚起することは重要

であると認識しております。このため、県産品奨励月

間や産業まつりの開催等を通して県産品の消費拡大に

努めているほか、「沖縄県地産地消推進県民会議」を

中心に県農水産物の地産地消の推進に取り組んでいる

ところです。また、昨年来の国の経済対策において、

家電エコポイント制度やエコカー補助制度が創設され

ているところであり、同政策効果により県内の家電製

品や自動車の消費は堅調に推移をしているところでご

ざいます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　まず地域活性化についての再質問

をさせていただきます。

　コリンザの事業の件、これは再確認ですけれども、

国の施策を実現するための一つの方策だったわけです

よね。大店法から規制緩和の中小企業支援に向けての

施策を実行する。もちろん地元の要望に沿って、要望

にある地域におりて行って政策を実現するために国

――今言う国というのは中小企業整備機構――そして

県、要望した沖縄市、この三者が一体となって推進し

てきたものと考えていいわけですよね。確認です。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　沖縄市のアメニティ

プラン株式会社については、まずは沖縄市が策定した

沖縄市特定商業集積整備基本構想に基づき特定商業集

積施設コリンザを整備するため、沖縄市が主体となり

中小企業基盤整備機構、地元商店街振興組合、商工会

議所、金融機関等が出資した第三セクターでありま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。
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○桑江　朝千夫君　沖縄市が主体ではあるんですが、

この当時の新しい法律に基づいた施策を国は実行した

い。そしてそれが市と合致したんです。そしてその間

に県が入って県が融資をするという形で、しかしその

融資の際には当然経営診断等も行うはずですが、改め

て聞きますが、しっかりとこの三者が一体となって推

進した事業ですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　先ほども申し上げま

したけれども、あくまでも事業主体は沖縄市で、これ

に中小基盤整備機構、国のほうが出資して経営に参加

したというような形です。それを受けて、県としては

そういう地域の振興のための高度化資金のために県の

ほうから資金を充てているというような状況でござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　高度化資金32億円でしたか、それ

を融資したと。そして解散をした説明の中に債務超過

が27億円にもなってしまった。その原因はどこにある

と思われますか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　６月12日の会社の株

主総会によると、解散の理由としては、平成９年11月

コリンザ施設のオープン後間もなく、大店舗型大型店

舗競合店が郊外に進出したことや、キーとなる各テナ

ントの撤退による穴埋めがうまくいかなかったこと。

それからそういった状況の中で、新たな収益源の確保

が困難なことに過大な債務超過などに陥り、今後自力

で経営改善が認められないというようなことが報告さ

れております。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　県はどのように思っていますか。

聞くところによると、当初計画がずさんだった、大き

な見込み違いがあったからこのようになったというよ

うに聞いていますが、県の考えはそう思っていいです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　県としても、支援し

ていく高度化事業等の支援につきましては、過去何回

か計画の診断や建設の診断等を行っておりまして、も

ちろん県だけでなく国の中小企業基盤整備機構と協力

のもと、計画診断を行っております。その中で、過大

な投資計画の圧縮や収支計画の見直し、こういったも

のを過去求めてきたというような経緯がございます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　融資をする際には当然調査はする

わけです。そして事業計画等も精査をして、今後の展

開の計画等もしっかりと調査はしてきてはいるんです

よね。中小企業事業団ですか、当時は。そして県は融

資するかどうかというものを計画診断の中で、その問

題点とか、それを把握していてそれも指摘しているん

ですよ、この報告書等を見ると。そうしているのにい

わゆる指摘しながら、最終的には融資をしたんです、

県は。ですから、私は県もあるところの責任はあるの

ではないかと、大変そのようにも思うわけであります

が、どうでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　経営診断等いろいろ

の経過を踏まえて最終的には融資したということに相

違ございません。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　次に、環境行政、産廃問題であり

ますが、この産廃施設が部長は綻迫する状況にあると

いうふうに聞こえたんですが、この県内処分が不可能

になったら今後どうなるんですか。そして特に建設関

係を中心とする経済界にどんな影響が出てきますか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　お話のとおり、県内

の特に最終処分場が綻迫しているということをお答え

したんですけれども、現状であと四、五年ぐらいしか

もたないという状況です。そうなりますと、やはり産

業の振興の上では県外に処理しなくちゃいけないとい

うふうな状況が起きますので、やはり財政的な圧迫と

いうのがありますので産業の振興では少し厳しい状況

になるというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　沖縄市にある倉敷環境のあのごみ

の山の問題です。あれは原状回復、決められた高さま

で減らさなきゃいけない。それはこの倉敷環境の義務

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　事業者である倉敷環

境の責任で原状まで戻すという責任があると思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　今ある倉敷環境の既存の焼却炉で

あのごみ山を原状回復するには相当な時間がかかると

思います。当然早いうちにやらなければならないと沖

縄市や県が指導するというのであれば、それが義務だ

として事業者がそれをやらなければならないとする

と、当然やるべきですが、産廃の搬入をとめて、その

ごみ山だけの原状回復のみのことをやると搬入がなく
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なるわけです。そういった状況も考えられるんです

が、いかがですか。このようにここまでの指導をしま

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　現在行っている事業

をとめるということは非常に難しいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　これは経済界に与えるダメージは

大変大きいと思います。ですから、搬入しながらこの

ごみ山を原状回復に向けていくというのは大変厳しい

ものがある。そういった状況を認識していただきたい

と思っております。

　次に、もう一点だけ、東部海浜中城湾港についてで

あります。

　東部海浜について県のかかわり方ですが、知事、

もっと踏み込んでいただきたい。これまで一般質問等

でずっと東部海浜をやってきました。知事の答弁がだ

んだんだんだんとすばらしくなっていくことに私は気

がついていっております。1000万人観光に向けてのど

うしても必要な事業だという認識になってきて、お持

ちだということを理解をしています。

　沖縄市には東部海浜開発推進協議会というのがあり

ます。沖縄市の商工会議所、観光協会、青年会議所

等、30幾つかの団体がその完成を願っているんです。

今度はこれを県レベルに、県民運動にしてもらいた

い。県レベルに県経済界の皆さんに県のほうが発起人

的になって東部海浜を推進する経済界の団体をつくっ

てくれるイニシアチブを握ってもらえないかと思って

いるんです。当然1000万人を一日も早く実現しなきゃ

いけないし、このキャパの問題もある。将来有望な東

部海浜開発を沖縄市の要望で事業をしておりますが、

しかしこれは県の観光産業にとって大きな力になり得

る。ですから、県経済界すべてでその推進を願うべき

ではないかなと思っております。いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、見直しがなされており

ますが、それを踏まえて、確かに沖縄市、空間が非常

に狭いという中で、沖縄市にとっての未来に開く大き

な空間だと私も思っておりますし、ただ単に――単に

と言ったら失礼ですが――沖縄市のみならず中部、そ

して沖縄全体の発展につながっていく可能性を持って

いると私も思います。

　そういうことで、今議員のおっしゃる沖縄市は商工

会議所の連合会の一員でもありますんで、いろんな形

で全県的な経済団体も引き込んだ形で展開できる可能

性はあると思います。ちょっと私のほうでもいろんな

形で呼びかけをしてみようかなと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　最後に大変うれしい答弁でありま

す。ありがとうございました。

　私は、絶対に東部海浜開発事業あきらめません。知

事はどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今いろんなことがあって見

直しとかいろいろされておりますが、私も基本的には

東部海浜開発の部分というのは、もうここまで来た点

もありますし、これはぜひ完成して中部圏域のみなら

ず沖縄の大発展にも使うポテンシャル持っていますか

ら、活用すべきだと私も思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時59分休憩

　　　午後１時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　座喜味一幸君。

　　　〔座喜味一幸君登壇〕

○座喜味　一幸君　こんにちは。

　それでは所見の一端を申し述べ、質問をさせていた

だきます。

　財源なきばらまきマニフェストで政権交代をなし遂

げた鳩山政権は、８カ月で退陣しました。国の根幹で

ある外交問題、すなわち普天間基地移設問題では迷走

し、少なくとも県外などと県民をあおり、あげくの果

ては県民の頭越しに辺野古で日米合意をしてしまう。

県民の心をもてあそぶのもほどほどにしろと言いた

い。

　「最低でも県外」を真に受け、普天間の県外・国外

を公約に掲げ、県民の期待を担って選出された４選挙

区の国会議員も、願わくば辞任をもって責任を果たす

潔さを期待したいものだと思います。また、国政与党

であります沖縄民主党県連の無力さにも繊然とするも

のはありますが、県民視点でぜひ頑張ってもらいたい

という思いもするわけでございます。

　さて、宮崎の口蹄疫拡大の背景には、官邸の見通し

が甘く対応が後手に回ったことが指摘されておりま

す。政府がこれほど感染拡大を想定していなかったこ

とは明らかで、赤松農水相は大型連休中に海外に出て

いる。危機管理能力の欠如であり、政府の責任は重大

であります。気がつけば内閣改造で責任もとらず、農

水大臣は席から消えていました。何ともけじめのつけ

方もへったくれもない政権だというふうにも思うわけ

であります。普天間問題も口蹄疫対策も、これまでの
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行政の継続性や蓄積を無視した官僚いじめ、すなわち

政治主導の履き違えが背景にあることを指摘したいと

思います。

　沖縄県にあって社会基盤の整備や農業基盤の整備は

必要不可欠であります。全国一律の事業仕分けや予算

カットなど、現場や離島、農漁村の社会的不利性に対

する理解のなさ、ぬくもりのなさ、配慮のなさ、まさ

に強権政治そのものであります。

　民主党連立政権は冷静に見て、これまでの政権の中

でも最も沖縄県や県民にとって最悪の政権ではないか

とさえ思うわけでございます。２年後に迫る振興計

画、特別措置法の改正等々重要な時期を迎えるわけで

すが、極めて危機感さえ覚えるものであります。

　外交では信頼を失墜させ、国民には政治不信を、子

供たちにはうそつきを見せつけてしまった。誠実さや

勤勉さ、正直さや義理人情といったこの日本の美徳

は、そしてこの国は一体どこへ向かっているのであり

ましょうか。

　さて、去る11月定例会で知事に卸売市場でトップ

セールスをしていただくよう申し上げました。７月６

日には東京市場等に赴くとの報道がありました。知事

の誠意ある政治姿勢を高く評価しますとともに、大き

なセールス効果がありますことを期待しまして質問に

入ります。

　口蹄疫対策についてでございます。

　県内肉用牛の生産高は180億円で、さとうきびに次

ぐ第２位であります。しかし、その県内肉用牛生産の

74％は離島で生産されており地域を支えております。

宮崎で発生した口蹄疫の拡大は、我が県の畜産業に対

しても競り市が開催できないなどの大きな打撃を与え

ているわけであります。県は、なお一層の防疫措置の

徹底や農家経営に対する経営支援策等に万全を期すよ

うお願いして質問に入ります。

　茨の防疫措置の徹底については、るる回答がありま

して割愛いたします。

　芋、競り市の開催についてであります。

　ア、口蹄疫発生後の全国の競り市の開催状況につい

てどうなっているか伺います。

　イ、競り市の開催決定権はどこにあるのか。また、

県はいかなる状況をもって競り市の再開とみなすか伺

います。

　ウ、競り市以外での庭先取引、いわゆる個人取引等

を規制することはできるのか伺います。

　エ、九州を主体とした購買者から全国規模での購買

者参入を図り、競り市を速やかに開始すべきではない

か伺います。

　鰯、畜産農家の支援策について伺います。

　允、今回の口蹄疫発生から学ぶ今後の課題は何か。

　ア、繁殖から肥育一貫経営の取り組みについて伺い

ます。

　イ、緊急対策基金の創設等について伺います。

　ウ、庭先取引、自主流通等に対する制限・規制条例

等が必要ではないか伺います。

　次に、離島振興についてであります。

　離島の経済の自立や地域振興にとって交通費・物流

コストの低減化は長年の懸案であり最大の政治課題で

あります。「沖縄21世紀ビジョン」では、「離島の持

つ総合力の発揮」のためには、「航路・航空路の運賃

の低減化に向けた新たな仕組みを構築する。」として

います。また、ポスト振興計画でも離島振興が大きな

柱とされており、これからの具体策に大きな期待をす

るものであります。

　伺います。

　茨、新振興計画、特別措置法の中で離島振興、中で

も交通費・物流コストの低減に向けてどのように取り

組もうとしているのか伺います。

　芋、「小規模離島空路利用活性化事業」についてで

あります。

　ア、事業目的、事業内容、事業期間及び事業後の展

開について伺います。

　イ、物流コスト低減もあわせて検討すべき課題では

ないか伺います。

　ウ、宮古・石垣においても社会実証事業が必要では

ないか伺います。

　次に３、宮古島活断層の調査対象についてでありま

す。

　政府の特別機関である「地震調査研究推進本部政策

委員会」は、阪神大震災のような直下型地震を引き起

こすおそれがある主要活断層に宮古島など12カ所を新

たに加える報告書をまとめ発表したと報じられており

ます。宮古島活断層のマグニチュードは7.2程度かそ

れ以上で、震度にして５弱から６強とされておりま

す。同委員会では、この活断層周辺で地震が発生する

可能性はある。ふだんからの備えは大切だと指摘して

おります。

　伺います。

　茨、宮古島活断層が調査対象となったことについ

て、県の認識と対応を伺います。

　ア、本調査の対象となったことにより、今後の調査

等はどうなっていくのか伺います。

　イ、活断層指定となった地域はどのような対策がな

されるのか伺います。
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　ウ、新たな耐震基準等の見直し、または防災対策は

具体的にどうなっていくのか伺います。

　４、農林水産関係予算の確保についてであります。

　平成22年度の農林水産関係予算が対前年比で67億円

と大幅な削減がなされました。農林水産振興を図る上

では極めて厳しい予算であり、また地域経済に及ぼす

影響も大きいものがあります。県は、第３次沖縄県農

林水産業振興計画に基づき諸施策・事業を進めており

ますが、大幅な事業のおくれや見直し等が生ずると考

えられます。

　そこで伺います。

　茨、農林水産予算の大幅削減の農林水産業に及ぼす

影響について伺います。

　芋、第３次沖縄県農林水産振興計画の達成目標はど

のようになるのか伺います。

　鰯、次年度からの予算確保に向けた取り組みについ

て伺います。

　５、黒糖の生産振興については割愛とさせていただ

きます。

　６、伊良部大橋開通に関連してでございます。

　茨、伊良部大橋の開通に伴い伊良部全域の道路計画

の見直しが必要と思うが、取り組み状況を伺います。

　芋、伊良部架橋と関連した下地島を結ぶ主要道路で

ある乗瀬橋が通行どめの状況で放置されております。

対応はどうなっているか伺います。

　７についても割愛をさせていただきます。

　以上、質問して再質問いたします。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　座喜味一幸議員の御質問に

答弁いたします。

　まず第１に、離島振興に係る御質問の中で、新振計

等における離島振興の取り組みについてという御質問

にお答えいたします。

　県は、「沖縄21世紀ビジョン」におきまして、「離

島振興を図るため、離島航空路線の維持・拡充に向け

て取り組むとともに、運賃の低減化を資する新たな仕

組みを構築し、離島住民の移動や物流コストの低減化

を図る。」と位置づけております。

　交通費・物流コストの低減につきましては、「小規

模離島空路利用活性化事業」の成果を踏まえ、次期振

興計画の柱となるような離島振興策を検討してまいり

たいと考えております。

　次に、伊良部大橋開通に係る御質問の中で、乗瀬橋

の通行どめへの対応についての御質問にお答えいたし

ます。

　乗瀬橋の管理者は宮古島市となっており、崩落の危

険性があるため、平成21年10月から通行どめを行って

おります。

　橋の取り壊しにつきましては、宮古島市において平

成23年度に調査を行った上で24年度に実施する計画と

なっております。また、かけかえにつきましては、伊

良部大橋の開通に伴う交通量の増加や下地島空港残地

の利用計画等を踏まえ、宮古島市と連携をして取り組

んでまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　口蹄疫対策の中で、

全国の競りの開催状況や競り再開の決定権、個人取引

等の規制について一括してお答えします。

　家畜の競りは、最近、宮崎県での口蹄疫が終息に向

かっている状況から、宮崎県及び鹿児島県を除き通常

どおり開催される見込みとなっております。

　家畜競りの開催の決定権につきましては、市場開設

者であるＪＡ等にありますが、家畜競りの再開につき

ましては、宮崎県での口蹄疫の防疫措置状況、鹿児

島・博多港での消毒体制の構築、九州各県での競りの

開催状況なども踏まえ、７月２日からの競り再開に向

けて、ＪＡや畜産関係団体、市町村等と取り組んでい

るところであります。また、口蹄疫の侵入防止のため

に、庭先での個人取引の自粛を要請したところであり

ますが、一部、個人取引が見受けられることから、港

での運搬車両等の消毒を徹底しているところでありま

す。

　同じく購買者誘致による競り再開についてお答えい

たします。

　新規購買者の誘致については、ＪＡ、市町村等と連

携し、全国の新規購買者との面談や購買者のニーズ調

査、市場案内パンフレット等の配布などを通じて誘致

活動を行っております。

　同じく畜産農家への支援策についてお答えします。

　県といたしましては、畜産農家に対する支援とし

て、家畜の飼料代の補助、生活資金または運転資金の

利子助成などに対し約１億1000万円を予備費で対応し

ております。

　６月補正予算としては、家畜の飼料代の補助、生活

資金または運転資金の利子助成、出荷遅延による肉用

牛の価格差補てん、新たな輸送ルートの確保のための

貨物船コンテナ輸送料の補助などで約８億3600万円を
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計上し、予備費、補正を合わせて総額約９億4600万円

の支援を考えております。また、万全な防疫対策や農

家支援等については、去る６月17日に市町村、ＪＡと

連携し国へ強く要請しているところであります。

　同じく繁殖・肥育一貫経営の取り組みについてお答

えします。

　本県では、農林水産業振興計画等に基づき肉用牛の

繁殖・肥育一貫経営を推進するため、石垣牛などのよ

うに地域内で子牛生産から肥育牛の仕上げを行い出荷

に取り組んでいるところであります。

　県といたしましては、今回の宮崎県での口蹄疫の発

生を踏まえ、繁殖・肥育一貫経営をさらに計画的に進

めるため、積極的に肥育の拠点産地の拡大に取り組ん

でいきたいと考えております。

　同じく緊急対策基金の創設等についてお答えしま

す。

　県といたしましては、万全な口蹄疫防疫対策や農家

支援等について、去る６月17日に市町村、ＪＡと連携

して国へ要請しているところであります。

　緊急対策基金の創設については、貴重な御提案とし

て承っておきたいと思います。

　同じく自主流通に対する制限についてお答えしま

す。

　家畜伝染病予防法では、口蹄疫の未発生地域におけ

る家畜の移動制限ができないことから、口蹄疫の侵入

防止対策の一環として、農家に対して庭先取引の自粛

を強く呼びかけているところであります。また、空港

での乗客に対する靴底消毒や港湾における家畜運搬車

両やコンテナ等に対する消毒体制を構築することで口

蹄疫侵入防止対策を強化しております。

　次に、農林水産関係予算の確保についての中で、農

業農村整備事業の予算削減の影響と次年度予算確保の

取り組みについてお答えします。一括してお答えいた

します。

　国は、平成22年度予算の概算決定において、「コン

クリートから人へ」の予算編成の基本方針のもと、農

業農村整備関係予算を前年度に対し全国で37％、沖縄

で39％と大幅に削減しております。そのため、平成22

年度の農業農村整備関係予算の確保について、去る12

月に国に対し要請したところであります。

　このような中、国は新たに農山漁村地域整備交付金

を創設し、農業農村整備関係予算を前年度に対し全国

で63％、沖縄で75％を確保しております。

　関係市町村は、継続地区の予算の確保や新規地区の

採択について懸念しております。そのため、農業農村

整備事業の実施においては、円滑な事業執行を図るた

め、平成22年度完了地区と新規採択地区への予算確保

を優先的に行っております。

　本県の農業農村整備事業は、本土復帰後本格的に始

まったことから、全国の整備率と比較して６割から７

割の整備となっています。そのため、農林水産業振興

計画の着実な実施と本県農業の振興を図るためには、

今後とも農業生産基盤の整備を計画的に進める必要が

あると認識しております。

　県といたしましては、平成23年度の農業農村整備関

係予算の確保について、市町村、ＪＡ等と連携し、去

る６月17日に国に対し強く要請しているところであり

ます。

　今後とも、農業農村整備関連予算の確保に向けて、

関係機関と連携して強力に取り組んでまいります。

　同じく農林水産業振興計画の達成状況についてお答

えいたします。

　県では、農林水産業振興計画に基づき、おきなわブ

ランドの確立と生産供給体制の強化を図るため、拠点

産地の育成、農業基盤整備など各種施策・事業に取り

組んでおります。

　主な指標についての達成状況について、平成23年度

の目標値と比較すると、ゴーヤー、菊、マンゴーなど

の戦略品目の拠点産地認定数については、142地区に

対して平成21年度までに75地区を認定し、達成率は

53％、農業産出額は1300億円に対して平成20年度は

920億円で、達成率は71％、認定農業者数は3000経営

体に対して平成21年度2927経営体で、達成率98％、か

んがい施設整備率は49％に対して平成20年度までの整

備率が39％で、達成率80％、圃場整備率は72％に対し

て平成20年度までの整備率が52％で、達成率72％、町

と村の交流人口は、100万人に対して平成20年度で109

万6000人で、達成率110％などとなっております。

　県といたしましては、農林水産業振興計画の目標達

成に向けて、引き続き農業大学校における実践的な教

育や新規就農を促進し、就農定着まで一貫した支援を

行うための「農でグッジョブ推進事業」の実施など担

い手育成対策、耕作放棄地の再生利用による農用地の

有効利用と生産の拡大、量販店等におけるフードアド

バイザーやコーディネーターの配置による地産地消の

推進、海ブドウなど県産水産物ブランドの構築のため

のおきなわ型つくり育てる漁業推進事業の実施など、

各種施策・事業を総合的に推進してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　離島振興についての御質



－ 306 －

問の中で、「小規模離島空路利用活性化事業」の概要

及びその後の展開についてお答えします。

　当該事業は、原則として中核病院や高校のない小規

模離島を対象に、航空運賃を低減することにより離島

住民の負担軽減及び都市地域との交流等を促進すると

ともに、その経済効果を調査することを目的に実施す

るものです。

　事業期間は、航空会社や関係町村との調整を経て、

ことし10月から平成23年度までの実施を予定しており

ます。

　県としましては、今回の事業成果を踏まえ、新たな

制度の創設など離島航空運賃の低減化に向けた検討を

進めてまいりたいと考えております。

　次に、物流コスト及び宮古・石垣の航空運賃の低減

について一括してお答えします。

　今回の事業は、中核病院や高校のない小規模離島を

対象に航空運賃を低減することを目的としておりま

す。したがいまして、貨物運賃及び那覇―宮古、那覇

―石垣路線については対象となっておりませんが、今

回の実証事業の結果等を踏まえ、今後、その手法を含

め関係機関等と連携しながら、離島の物流コスト及び

交通コストの低減化を検討していきたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　宮古島活断層の調査に

つきまして、今後の調査及び県の対応についてとの御

質問にお答えいたします。

　政府が設置した地震調査研究推進本部の地震調査委

員会の公表によりますと、宮古島断層帯の中部でマグ

ニチュード7.2程度もしくはそれ以上、西部でマグニ

チュード6.9程度もしくはそれ以上の地震が発生する

可能性がある。ただし、過去の活動履歴や今後の活動

時期は不明であるとする結果が示されております。

　同委員会によりますと、今後は海域の調査も含め、

断層帯西部を中心に過去の活動に関するデータを蓄積

する必要があるとしておりますが、さらなる調査につ

きましては現時点では未定とのことであります。

　県といたしましては、県が実施する同地域に係る地

震被害想定調査の結果を踏まえ、地震被害の軽減を図

るための対策を検討してまいります。

　次に、同じく調査対象となった地域の対策について

との御質問にお答えいたします。

　調査対象となった活断層で想定される地震につきま

しては、東海地震と政府の中央防災会議が策定する地

震防災計画に基づき防災対策がなされるものと、都道

府県が策定する地域防災計画等に基づき防災対策が実

施されるものがあります。

　今回、調査対象となりました宮古島断層を想定とし

た地震を含め県内の地震災害対策につきましては、沖

縄県地域防災計画に示す災害予防、災害応急対策、災

害復旧・復興の詳細計画により適切に対応してまいり

ます。

　次に、耐震基準の見直し、防災対策についてとの御

質問にお答えいたします。

　耐震基準につきましては、建築物や土木構造物等に

関する関係法令等で設定されるものでありまして、国

において適切に対応されるものと考えております。

　防災対策といたしましては、県が実施する地震被害

想定調査の結果を踏まえ、地震被害の軽減を図るため

の方策を検討し、沖縄県地域防災計画に反映して対策

の充実強化に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　伊良部大橋開通に関

連しての御質問で、伊良部島全域の道路計画の見直し

についてお答えいたします。

　伊良部島の幹線道路網は、主要地方道、下地島空港

佐良浜線、一般県道、長山港佐良浜港線及び平良下地

島空港線で構成されております。伊良部大橋の開通に

伴って、伊良部島における交通量は増加すると予想し

ているものの、当面は現在の道路網により交通処理が

可能であると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　簡単明瞭に質問しますので、簡単

明瞭にお答えをお願いしたいと思います。

　まず、家畜競りの開催状況について伺います。

　非常にいい形で７月２日から競りが動くというよう

な非常に心強い、明るい答弁をもらいました。積み残

しもありますので、これは臨時市場あるいは定期市を

含めて、今後の予定がおおむね決まっておりましたら

ぜひ教えてください。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　手元に詳しいことは

ちょっと持っていませんけれども、７月に２回やる

――臨時にですね――今回７月の初めごろにやって、

７月の下旬ごろにまた１回やるということを計画して

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。
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○座喜味　一幸君　臨時市と定期市をしっかりやると

いうことで、これで農家も一安心かなというふうに思

いますが、なお防疫体制に関してはしっかりと継続し

てやっていただきたいなというふうに思います。

　それから、今回のこの口蹄疫問題で私ども畜産業の

あり方、非常に勉強したと思うんです。１つは防疫体

制を常時しっかりしないといかぬなという話。今、

我々沖縄の畜産は要するに繁殖牛、子牛を売るという

ことで一部石垣のほうでは肥育に頑張っておられます

が、その子牛から肥育まで付加価値を高めて商品価値

を高めるという仕組みが非常に弱かった。したがっ

て、全部子牛の85％以上を県外購買者に依存しなけれ

ばならなかったというようなことで、これからは地産

地消等も含めて地元の牛を、いい牛を食べさせていく

というようなことから含めて考えますと、経済性それ

から地産地消を含めての畜産農家の足腰を強くすると

いう意味においては、この肥育までの一貫経営という

のが大変重要だという答弁をいただきました。

　そこで、１つだけ大きな欠点・問題があります。こ

れは、卵が先か鶏が先かという話がありまして、食肉

センターの問題があります。小規模地域におきまして

は、食肉センターの運営・設置が非常に大きな壁に

なっておりますが、少なくとも今の基準・枠をちょっ

と外しまして、場合によったら石垣・宮古、あるいは

離島を含めたような形ででもこの食肉センターを整備

強化していくという肝心かなめの部分が非常に私は脆

弱だと思うんです。それを含めて現状の制度、なぜ食

肉センターがあちこちで非常に経営が不振なのか、設

置できないか。それから、これからどういう形でその

食肉センターの設置、肥育までいく場合のその食肉セ

ンターとの関連というのは重要でありますので、それ

をどうしていこうとするのかを伺いたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　今、議員から御指摘

がありましたように、やはり子牛に頼って、県外にだ

けに頼るという今のような話ですね、やはりなかなか

子牛が出荷できないというような状況がございますの

で、今、石垣で取り組んでいるように、やはり肥育を

進めていくと。そのことがやはりブランドとして上げ

るには一つの方法として、やはり子牛の値段もやはり

その地域で、これおいしかったよと言ったほうが、や

はり値段的にも底上げができるんではないかという意

味でも、やはり肥育ということは重要じゃないかと

思っています。

　その中で、やはりそこで一たん処理・加工となる

と、やはり食肉センターは必要だということで、現

在、南部についてはＪＡさんが中心となって、食肉セ

ンターは去年から整備をしているところでございまし

て、次に、石垣のほうから、実は一緒にセンターを整

備したいという要望がございます。その中で、やはり

食肉センターで処理して、そこでまた一次加工みたい

な、要するにパッキングセンターみたいな、やはり同

時に整備することがその付加価値を高めるような形に

なると思いますので、現在その方向で処理をして、そ

れで加工して、それで販売するというような加工も含

めたセンターとして整備することが重要じゃないかと

考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　非常に実情を把握されておりまし

て、一応その方向性もお持ちというふうに理解しまし

た。畜産業は小離島で一生懸命地域の経済を支えてお

りまして、しっかりとフォローしていくことによって

非常に大きな産業として伸びていきますので、できれ

ばその食肉センター、そして今、非常に脚光を浴びて

おります細胞を壊さないＣＡＳというような冷凍シス

テム等々、その食肉センタープラス保冷・冷凍施設

等々、そして総合的に検討して、その辺のこれからの

畜産業をしっかりとフォローしていただきたいなと希

望いたしまして、次に質問を移します。

　次に、離島における流通問題、交通費の問題でござ

います。

　これはもう長年取り組んだ問題でありますが、今、

那覇空港のＡＮＡの貨物ハブ空港のいろんな免税、公

課措置、それからカボタージュ特区の話、それから今

非常に取り組んでおりますのが総合事務局での香港市

場をにらんだ農作物等の実証実験、そして県におきま

してはマンゴーの輸送に関する社会実証も今年度予算

計上されているということで、今まさに知事のこの離

島振興に関する根本的な課題が解決に向けて動き出し

たなという期待、非常に大きいものがありますので、

ぜひこの問題は取り組んでいきたいなと思うんです

が、この離島において物の動き、人の動き、それから

医療関係で那覇に来る交通費の高さ、それから子供等

の教育における派遣費の高さ等々、大変問題がありま

して、その辺の解決ができれば、やはり離島というの

は相当頑張れるんだというふうに今思っております。

　そこで、新たな制度構築に向けて現状の分析が非常

に重要だと思います。きのうも租田議員から沖縄県に

おける１人当たりの交付税の話、それから社会基盤の

整備、投資額等々の話がありましたが、この離島にお

いて今、トータルとして物の動き、人の動きで離島に

よるハンディ、コストの高さというのは数字的に抑え



－ 308 －

ておりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時57分休憩

　　　午後１時58分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今ちょっと資料すべて手

元にはないんですけれども、例えば石油等につきまし

ては沖縄県は補助もしているわけでございますけれど

も、やはり離島のほうが沖縄県の場合はガソリン等で

本島の122円に対して離島は142円と、おおむね20％か

ら30％。資料が手元にないのではっきりお示しはでき

ないんですけれども、特に加工食品とかそういうふう

なものについては非常に離島の中では物価が高くなっ

ております。一方、生鮮食品等につきましては若干安

くなっているというふうな結果になったかというふう

に覚えております。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　ぜひこの辺については消費材から

生産資材等々、いろいろと生活等の交通費等も含め

て、離島におけるハンディというものをある程度数字

的に整理をして、その中でどこが一番最も投資として

効果があるのか。単純に言いますと、今、例えばガソ

リン等の輸送費に関しては90数％の輸送費がありま

す。交通費等については割引等がありますというよう

ないろんな総合対策があれこれ投じられている。それ

らを総点検して、もう少し整理をして、離島における

根本的な問題解決はどこにあるのかという総点検と整

理をして新たに振興計画に反映させていくという視点

が大事だと思うんですが、いかがでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　まさに議員が言われると

おり、離島のみならず沖縄本島を含めて離島島嶼県と

いうふうなことで、これからも交通コスト、それから

物流コストの低減方策については、県としても一生懸

命取り組んでいきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　ちょっと伺いますが、かつて沖縄

県の中に国鉄・那覇港駅、平良港駅、石垣港駅という

のがありましたが、途中で断ち切れになりました。そ

れの総括はされたことありませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、ちょっとそれについ

ては承知してございません。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　国鉄時代にちゃんとあったんです

よ。それが民営化に伴って断ち切れになったんです

が、非常に私はせっかくのいい事業だったのに断ち切

れしちゃったなという思いがあります。これは、新た

な振興計画を考えていく上で、高速道路とか鉄道がな

い見返り事業として我々は当然要求すべき。それがか

つての国鉄駅だったなというふうな思いがありまし

て、振興計画の中でぜひこの辺、それから海洋基本法

で言うところの、その排他的水域だとか離島の強化、

そういうもろもろのトータルとしての中でぜひこの問

題に取り組んでいただきたいなという、その決意を

伺って終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　まさに議員が言われると

おり、重々そのことを意識をしながら、次の振興計画

の一つの大きな柱として検討してまいりたいというふ

うに思います。

○座喜味　一幸君　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

　　　〔照屋守之君登壇〕

○照屋　守之君　一般質問を行います。

　今回は集中して１点に絞り込んで質問を行います。

　普天間飛行場の移設返還につきまして、私、昨年の

政権交代後の10月６日の一般質問で、民主党の連立政

権に、国民のために自民党が行ってきた政策も推進し

てほしいということで助言をいたしましたけれども、

民主党県連、総理大臣に伝えましたか、伝えてません

か。伝えてないですね。ですから、あのときのそうい

う助言を受けていれば、私は、鳩山政権はまだまだ継

続して、このような結果にはならなかったんじゃない

かなと思っているんですね。

　後期高齢者医療制度の廃止、普天間飛行場の移設返

還、まさに自民党がやってきたものを廃止するという

ことですから、それに足りない部分を補えば、とっく

に後期高齢者医療制度なんか廃止して新たな医療制度

ができているわけですよ。

　ですから、これは見通しがつきませんよね。普天間

飛行場の移設の問題についてもそうなんですけれど

も。だから、そういうことも含めて、素人の民主党政

権がやっぱり自民党の政権運営を学ぶべきところは学

んで、国民のための政策は推進してほしいというふう

なことでアドバイスしたわけでありますけれども、ま

ことに残念であります。

　今の民主党及び連立政権は、県民に対する県外・国

外移設の約束を破り、さらには県民無視の日米共同声

明に踏み切ったわけであります。同時に、前回の民主

党の選挙やそういうのも含めて政党のマニフェストに
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対する国民の信頼を著しく失墜しているんですね。こ

の責任は非常に大きいと思います。

　同時に、本来あのような形で日米の共同声明をつ

くったわけでありますから、今回の参議院選挙におい

て、特に沖縄選挙区においては民主党の公認候補を立

てて、日米の共同声明に対する県民の審判を仰ぐ。そ

のことによって県民の意思をはっきり確認をしてい

く、それによって政権がその対応を判断していくとい

うふうなことが、本来の政権政党としてのあるべき姿

じゃないかなと思うんですね。47都道府県、ほかの都

道府県では公認候補を立てて、沖縄県だけ唯一公認候

補を立てないこの民主党のやり方、どうしたんです

か。だから、県連独自であなた方は立てればよかった

んだよ。そのことが問題解決の一番の早道なんです。

　だから、そういうふうなものがなくて、この責任

は、あたかもこちらにいらっしゃる仲井眞県知事にす

べて責任があるかのごとく議会でも議論するわけで

しょう。とんでもない話なんですよね。

　ですから、そういうことも含めて今回は集中をして

この普天間基地の問題について質問をさせていただき

ます。

　茨、鳩山総理は、みずからの公約をいとも簡単に破

り、迷走したあげく、県民の意思を無視して日米合意

を行い、しかも国政の責任を放棄し、参議院選挙で民

主党が有利になるとの判断で勝手に辞任された。この

ような日本国民のトップリーダーとしての鳩山総理の

対応は極めて無責任であり、特に沖縄県民は大きな怒

りと憤りを感じております。知事の見解を伺います。

　芋、鳩山総理は、辞任する前に日米合意を破棄し、

実務責任者である外務大臣や防衛大臣も再任させず

に、菅新総理のもとで民主党の県外・国外の公約や県

民の意思に沿った日米交渉を政治主導でやり直すべき

であったと考えております。知事の見解を伺います。

　鰯、允は割愛をいたします。

　印、仲井眞知事は、菅総理と２回会談が行われてお

りますけれども、普天間飛行場移設に関する菅総理の

認識や熱意、さらに取り組みをどのように受けとめら

れておりますか。あるいはどのような要望をされてお

りますか。

　咽、８月までに日米で具体的な工法等の協議がなさ

れるとのこと、滑走路の変更など新たな環境アセスを

行う必要性も考えられますけれども、知事の見解を伺

います。

　員、名護市民や沖縄県民の意思を無視して、民主党

政権は独裁的に強引に移設作業を進めていく危険性が

ございます。知事の見解を伺います。

　因、民主党連立政権は、普天間飛行場の移設問題を

これからの沖縄振興策、「沖縄21世紀ビジョン」推進

のための新たな法整備、平成23年度予算などさまざま

な予算措置にプレッシャーをかけてくる可能性があり

ます。仲井眞知事の対応は、福祉、教育、沖縄県政全

般にわたる影響を踏まえて厳しいものになっていると

思われます。知事の見解を伺います。

　どうぞよろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時７分休憩

　　　午後２時８分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　照屋守之議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、普天間飛行場の移設返還についての御

質問の中で、鳩山前総理の対応、日米交渉のやり直し

などなど及び検討状況に関する具体的な説明について

等の御質問が、これは当初茨から允までが関連してお

りまして、一括して答弁することになっていたんです

が、今幾つか省略されましたが、答弁させていただき

ます。

　今回の日米共同発表は、県外移設の実現に期待する

県民の声がますます高まっている中で唐突に行われた

ものであり、県民の間に大きな失望を招いておりま

す。県としましては、地元の了解を経ずにこのような

移設案が決定されたことはまことに遺憾であり、受け

入れることは極めて厳しいと言わざるを得ません。

　県といたしましては、政府が県外移設をどこまで真

剣に検討したのか、そしてどのような経緯で移設先を

辺野古とする日米合意に至ったのか、合理的な説明を

行うべきであると考えております。

　さらに、政府においては、普天間飛行場移設問題に

ついて、県民の納得のいく形で解決策を示していただ

きたいと考えております。

　同じく普天間飛行場に係る御質問ですが、普天間飛

行場移設に関する菅総理の取り組み等についての御質

問にお答えいたします。

　去る６月15日及び23日の菅総理との面談におきまし

ては、菅総理から日米共同発表を踏まえつつ、沖縄の

基地負担の軽減に取り組みたいとの趣旨の発言があり

ました。

　私からは、今回の日米共同発表はまことに遺憾であ

り、名護市辺野古への移設は極めて厳しい旨申し上げ

ました。あわせて事件・事故の発生状況など基地負担
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の現状を御説明し、大幅な軽減が必要であることを申

し上げたところであり、このような県の考えは総理に

十分に伝わったのではないかと考えております。

　次に、地元の意思を無視した移設作業の危険性につ

いての御質問にお答えいたします。

　県としましては、地元の了解を経ずに移設案が決定

されたことにつきましてまことに遺憾であると考えて

おり、菅総理との面談におきましても、このような県

の考えを申し上げるとともに、日米合意に至った経緯

等の説明を行うよう申し入れたところでございます。

　いずれにいたしましても、この問題の解決に当たっ

ては、政府は、頭越しではなく地元の理解と協力を得

なければならないことは当然のことであり、丁寧かつ

十分な説明を行うよう強く要求していきたいと考えて

おります。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　普天間飛行場の移設返

還につきましての御質問の中で、新たな環境アセスを

行う必要性についてとの御質問にお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設の位置、配置及び工法につい

ては、まだ政府から示されていないため、今後の環境

影響評価手続について言及することは困難でありま

す。

　いずれにしましても、環境影響評価手続につきまし

ては、環境影響評価法及び沖縄県環境影響評価条例の

規定に基づき適切に対応することになります。

　次に、普天間飛行場移設問題と沖縄振興予算等の予

算措置についてとの御質問にお答えいたします。

　県としましては、基本的に沖縄県の振興策は基地問

題とは別であると考えており、御指摘の可能性につい

てはあってはならないことだと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　再質問を行います。

　先ほど登壇して、知事、私は今回の参議院選挙は、

この普天間飛行場の基地問題は日米共同声明が出され

ているわけですから、やっぱり民主党は政権の責任と

して、ぜひというか、これはやっぱり沖縄選挙区で

しっかり打ち立ててやるほうが、その政策に対する判

断ができるわけですよね。そのことが県知事が今抱え

ていらっしゃるいろんなさまざまな意思決定の問題が

ありますよね、それについても非常に大きく影響して

きたんじゃないかなと思うんですよね。

　ですから、私は、やっぱり沖縄選挙区で民主党は、

ここで候補者を立てるべきだったというふうなことを

考えているわけですけれども、これは、もちろん普天

間飛行場の移設の問題解決のためにですよ。知事どう

思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これは、それぞれの政党が

御自身で御判断されてお立てになるものであると考え

ますので、恐縮ですが、私のコメントは差し控えたい

と思います。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　この問題、いろいろ今回の議会でも

議論があって、知事が明確にその反対云々というふう

なことがありますけれども、既に知事は、極めて困難

とか、かなり厳しいとかいろんな判断を明確に政府に

も伝えているわけですよね。

　ですから、私は、この今の知事のスタンスというの

は非常に重要だと思っているんですよ。せんだっても

知事が御答弁なさっていたように、基本的には、国と

県の違いはあっても、その違いを認めながら話し合い

をしていく、交渉をしていくというのが非常に大事だ

と思うんですね。ですから、それは信頼関係をしっか

り築いた上で、この問題をどう解決していくかという

非常に厳しいテーマだと思うんですよ。

　これまで県民の意思は、もう既に県民大会とか県議

会の全会一致の反対決議とか、そういうことでやった

りとか、さまざまな形でしっかり示しているわけです

からね。そういうふうなものを示しているにもかかわ

らず、政府のほうであのような形で一つの意思決定が

なされたというふうな事実は、だから、これまでのよ

うな形でただ単に絶対だめ、この辺の議論のようにだ

めとか、絶対だめとかというふうなことで問題が解決

できる、そんな単純なものじゃないと思うんですね。

　ですから、その政府との信頼関係をどのような形で

継続していってこの問題を解決していくのかという非

常に厳しいテーマだと思うんですけれども、知事いか

がですか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩してくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時17分休憩

　　　午後２時18分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員おっしゃるように、確

かに信頼関係をベースに物事はやっていくにこしたこ
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とはないんですが、ちょっとよく知らない部分がたく

さんありまして、この今の内閣といいますか、ちょっ

と了見がわからんという、これは正直に申し上げて

ちょっと下世話な表現で恐縮ですが、ですから、少し

時間は要るかもしれません。何だかんだと言っても

おっしゃるように我々の政府ですから、意見は違えど

も、話が意見交換ですれ違いが起こるにしても、やは

り日本国政府と各県との関係というのは、いろんな考

えがすれ違ったり、一緒だったりということの連続だ

と思いますから、これからもう少し私どものほうもい

ろんな形で意見交換のパイプはしっかりと持って、可

能であれば信頼関係が構築できればと思っております

が。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ですから、やっぱり私は、それぞれ

の立場は違えども、この普天間飛行場の危険性を何と

かしたいという思いは一つだと思うんですね。それぞ

れの立場の対応の違いがあるというふうなことだと思

いますので。ですから、そういうことも含めて、私

は、絶対に沖縄県政と国政がこの問題で断絶をすると

いうふうなことにならないような対応をお願いしたい

わけですね。

　これは、そうなると、普天間飛行場の現在の固定

化、先ほど知事公室長は予算がどうのこうのというふ

うなものは別個というふうな位置づけだという認識で

すけれども、これは一緒じゃないですよ。だから、こ

れから沖縄が平成23年度予算も考える、23年度に完了

する振興計画、その後の新たな展開も考えていくとい

うこと、「沖縄21世紀ビジョン」の将来像を考えれ

ば、これはやっぱり国からしっかりそういうふうなも

のを取りつけて、取り組みをしていかないといけない

ということになるわけですから、そういうふうなもの

も影響していく。これは、沖縄県政全体あるいは県民

全般にかかわる非常に重要な問題になるわけですね。

　平成10年４月に国政と県政のそういう体験を我々

やっていますね。あれは、辺野古の問題があって、当

時の大田県政がそれをきっぱり断ってというふうな経

験を我々やっていますね。そのときはどういうことに

なっていましたか、国政との関係は、知事公室長。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時21分休憩

　　　午後２時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　たしか当時の、亡くなった

橋本龍太郎総理と大田知事が何回も意見交換し、しか

し、最後に大田知事は辺野古への移設はノーというこ

とを言われて、政府と断絶状態に近い状態が出たとい

うふうに記憶しておりますが。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ですから、私どもはこのような実体

験もやっているわけですから、これは仮定の話じゃな

くて、過去にそういうふうな事例があって、この問題

によって国政と県政が非常に厳しい状況になった。そ

の後どうなったかと言ったら、知事公室長がさっき

言っていたように、基地問題は別だよということだけ

れども、全閣僚で集まって沖縄を何とかしようという

ふうな沖縄政策協議会がぴたっととまったじゃないで

すか、完全に。だから、そういうふうなことになる

と、県民がどういうふうなことになったかといった

ら、非常に不安を持ったわけですね。だから、こうい

うふうな問題の対応によって、県知事の判断、県政の

判断が県民に大きな不安を与えて大変な混乱を迎えた

という、こういうことですね。

　ですから、これを知事の対応が誤って、それが平成

10年あの辺のような状況がここに起こった場合に、

今、県議会では率先して反対をしろという議論です

ね。そうすると次は、その状況になったら、何であな

たは固定化しているのか、政府とのそういう信頼関係

を断ち切ったのかという議論になるわけでしょう、そ

うなりますよ。

　そうすると沖縄県民は、仲井眞知事は政府ともそう

いうふうな形で断絶して、我々はそういうふうなこと

は望んでないよというふうなことになるわけですよ。

これ現実としてそういうふうなことになるわけです。

　ですから、私は繰り返し申し上げているのは、やっ

ぱりその立場の違いはあっても、しっかり菅新政権と

仲井眞知事がそれぞれの違いを乗り越えて、この問題

を解決していくために県の立場を主張しながら、県民

の立場を主張しながらステップを踏んでいくというふ

うなことが必要だと思うんですね。

　日米共同声明でいろいろ時間的な制約とかあります

けれども、これは日本政府とアメリカ政府の都合です

から、これはどうぞそのままでいいですよ。あくまで

知事は知事の立場で今現在政府に求めている、何でこ

うなっているんですか、あなた方は県外に持っていく

と言ったんでしょう、国外に持っていくと言ったんで

しょう、ちゃんと説明してくださいよというふうなこ

とから、まず問題の解決のきっかけをつくってほしい

というふうに思っているわけですね。

　同時に、この日米共同声明ですね。この全文に目を

通しているわけですけれども、アメリカ政府と日本政
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府の立場、何とかしようというふうなことでこうなっ

たと思います。この中には、両政府は、そういう形で

時間的なものも含めて、何とか問題解決をしたいとい

うふうな思いも含めて、我々沖縄県民に対する配慮と

いいますか、そういうふうなことも明記されているん

ですね、この地域の。両政府は、この普天間飛行場の

移設計画が、「地元への影響などの要素を適切に考慮

しているものとなるよう、これを検証し、確認する意

図を有する。」ということの合意、共同声明があるわ

けですよね。

　これは、まさに日米両政府が力を合わせて普天間飛

行場移設の問題を取り組みはするけれども、地元沖縄

の地域の事情も配慮しなさいよというふうなことでの

共同声明だと思うんですけれども、これをどういうふ

うにとらえておりますか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩してくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時25分休憩

　　　午後２時27分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の共同声明の中身は、い

ろんなことが書いてあり、地元への負担軽減とか、影

響軽減というようなことは確かに書かれております

が、実は、そういうことも含めて、何で辺野古へ戻っ

たかということとあわせて、今度はこの共同声明の日

米両政府の考え方もこれもきちっと話を聞かないと、

まさにおっしゃるように今のこと、さらに追加され

た、もともと再編協議のあれは四、五年前からあるわ

けですね、中身は8000人の移動から始まって、キャン

プ・キンザーの移設から返還からいろんなことが実は

書いてあるわけですが、さらに、今度は言葉の上では

再生可能なエネルギー技術の導入であるとか、環境関

連事故の際の基地の立ち入りであるとか、返還前の環

境調査のための立ち入りであるとか、ホテル・ホテル

訓練空域の一部解除であるとか、嘉手納におけるさら

なる騒音の軽減の検討とか、ＩＴ、文化、教育、研究

分野の研究交流とか、ちょっと目新しいのが入ってお

りますが、この中身も含めて一体どこまで、いつまで

に、どんな内容で、だれがどういう資金をもって、ど

うするかという具体的な部分が全く今のところはない

わけです。

　ですから、こういうことも含めて、それなりに言葉

上は評価できるようなものも見え隠れはしているんで

すが、そもそもこの全体のこういうものに帰結して

いった流れと背後の考え方はきちっと話をしてもらわ

んと、なかなか我々この中に実は入っていけない、入

り口で実はとまっているという状況ですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ぜひ今のこれまでの経緯も含めて、

あわせて日米共同声明の矛盾点というか、段階的にそ

ういう経緯を踏まえて、日米共同声明の矛盾点とかと

いうふうな問題提起も含めて、粘り強くされたらいい

ですよ。この８月末というのは当てにならんですから

ね、大丈夫ですよ。

　だって、今の政権だって、前の自民党政権がやって

きたものを、政権がかわったからと言って見直しして

いますよね。これも何かうやむやのうちにやる。今の

現在の辺野古の移設作業を進めながらこの見直し作業

をやるとか、非常にちゃらんぽらんなことをやってい

るわけですよ。それをまた新たに日米共同声明という

ことをつくるわけですよね。

　ですから、それは、そのときそのとき都合のいいよ

うに、国と国が取り決めることですから、これもしか

したら、恐らく彼らが自主的に見直しするかもしれま

せんよ、中身は、そのときそのときの状況に応じてで

すね。この1800メートルの滑走路なんていったら、こ

れは前の自民党の政権の中で、騒音とかいろんな問題

を考慮しながらＶ字型にしたわけでしょう。それを１

本にするということですから、どういう根拠があって

そうなのかというのもしっかりやっぱり確認をしない

といけないわけです。

　ですから、彼らも日米の共同声明は出したものの、

実務的に進めていくといろんな問題がありますねと、

我々は地元を無視してできませんね、合意もやるとい

うことをやっているから、今どき地元が反対して、機

動隊導入して、軍隊導入して基地をつくる国なんかど

こもありませんよ。

　だから、そういうふうなことも含めて考えていく

と、この共同声明の履行に沿った形で進めようとして

も難しい、これを変更しようとすれば見直しをする、

当然時間がかかるのは当たり前じゃないですかね。で

すから、そういうことも含めて、今さまざまな問題を

抱えている中で、知事の対応というふうなことですか

ら、先ほど申し上げましたように、いかなる場合に

あっても、もう今、冷静に知事は判断をされて、やっ

ぱりこの問題を本当にどういう形で解決をしていくの

か、あるいは県民が求める県外・国外の道筋がどこに

まだ可能性があるのかというふうなところも含めて、

現政権には、対立というふうなことでやるとなかなか

かみ合いませんから、ある程度向こうの言い分も聞き
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ながら、またここの言い分も持っていくという新たな

交渉術というんですか、そういうふうなものが求めら

れていると思います。

　仲井眞知事には、そういうふうなことで今県民も大

きく期待していると思うんですね。ぜひその辺のお考

えをお願いできませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩してくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時32分休憩

　　　午後２時32分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私が２回お会いした菅総理

の、これがお互いの信頼感が出てくればなんですが、

言葉の上ではというか、やりとりとしては、地元との

合意といいますか、そういうものが非常に大事だとい

うような趣旨のことはおっしゃっておられましたか

ら、これを信頼しながらお互いの主張はやっていきた

いと思います。

　ただし、まだ納得のいく解決策は政府がきちっと示

すべきだと言っている意味は、つまり普通はこれは天

下の大政党・公党が公約で言ったことを数カ月で

ぴゅーっと逆にしてしまうというのは、これは大変地

元を――これはちょっと言葉が下世話になるんですけ

れども――ばかにしているんじゃないかというぐらい

言われても、それぐらいやっぱり怒りますよね。つま

り、私は、もともとはやむなし派ではあったんです

が、同じ県民が、意見は違うといえども、こういう扱

いを受けていて、これ何ですかというのはやっぱり強

く持っていますし、県民にはやっぱり強く残ってい

る。これが東京サイドというか、北海道から鹿児島ま

で伝わっているのかどうかというのは、どうもこれは

違うなという感じがちょっとあります、その後の菅政

権への支持率の回復ぶりを見ていますと。

　ですから、この気持ちというのは、やっぱりもう伝

わらないものか、もともとここは沖縄と本土との関係

なのかよくわかりませんが、我々が学生のころからあ

るこの差が依然として埋まっていない。ですから、こ

このところは歯ぎしりしてもしようがないのかという

と、またそんなことを知事がやってはいかがなものか

という点もあって、このあたりが私は、きちっと受け

とめられているのかどうかというところはわからない

ですね。なぜなら、感謝するという表現が返ってくる

でしょう。などなど含めて、少しここはいろんな方か

ら私もアドバイスを受けながらやりますが、議員の

おっしゃっているファンダメンタルな対応の仕方とい

うのは、無論ちゃんと抑制をきかせながらやっていき

たいとは考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ぜひそういうふうな思いも含めて、

ただ、今政権を担っているのは民主党の菅総理を初め

その政権ですから、そこは大きな権限を持っているわ

けでですね。ただ、気になるのは、外務大臣の存在が

非常に私も気になりますよね。ああいう形で固定化と

いうふうな発言をされると、どうも沖縄に対するそう

いう思いを持っている国会議員がだんだん少なくなっ

て、これだけの経費、予算をかけるその効率がどうだ

というふうな形でそういう処理してしまう。あの仕分

けを見てもそういうふうなニュアンスを受けるわけで

すけれども、そういうことも含めてぜひよろしくお願

いします。

　以上で終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

　　　〔新垣良俊君登壇〕

○新垣　良俊君　こんにちは。

　きょうは一般質問最終日でありますが、自民党の吉

元さんから始まって、今照屋さんまで５番目ですが、

大体平均で40分で終わっています。一番長いのが辻野

さんで51分ですが、その中で40分で締めたいと思って

おりますので、ひとつまた答弁のほうも明快にお願い

したいと思います。

　まず、１、知事の政治姿勢についてであります。

　仲井眞知事は、稲嶺前県政の路線を継承しながら、

県民の立場に立って「独立独歩」、「主体性のある相

互依存」の精神で沖縄大躍進という政策を掲げ選挙戦

を戦って、有権者多数の支持を得て初当選を果たしま

した。平成18年12月10日の就任以来、厳しい財政の

中、沖縄振興計画に基づく諸施策の推進により成果を

上げてきましたが、我が沖縄県にとって最も重要な課

題の一つである基地問題、リーディング産業の観光の

新たな展開、情報通信及び科学技術の進展に対応した

産業の振興、島嶼県である沖縄県の離島・過疎振興、

財政の健全化、医療・福祉の問題、農業・漁業の振

興、教育問題等ともろもろの振興策は国頼みで、主体

性を持った新たな沖縄県づくりと自立型経済の構築が

県政にとって重要であります。

　任期まであと５カ月余となりましたが、次期知事選

への態度を表明しておりませんが、仲井眞知事の再選

なくしてもろもろの問題解決を図ることは難しいと

思っております。
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　そこで、就任から現在までの県政運営の成果と、引

き続き県政運営を任せられたときにはどのような方策

で解決を図るかということについて伺いたいと思いま

す。

　茨、基地問題について。

　去る５月28日に、米軍普天間飛行場の名護市辺野古

への移設計画を盛り込んだ日米共同声明が発表されま

した。民主党政権は、地元名護市と県の合意もなく、

頭越しで米国の辺野古移設に追従しました。知事は、

就任して３年半も基地問題に翻弄され続けたと思う

が、国の対応について所見を伺いたい。

　芋、企業誘致について。

　知事は、就任以来、賃貸工場、情報関連企業の施設

整備を図り、トップセールスとして企業誘致に取り組

んでまいりました。そこで、これまでの実績と成果に

ついて伺いたい。また、今後さらに企業誘致を図るた

めにはどういう施策をお考えか伺いたい。

　鰯、雇用問題について。

　雇用問題は、知事の最も重要な施策であると思って

います。本県の失業率が高い要因は、雇用の場の不

足、景気の悪化による県外就職の減少と過度の県内志

向等があるからと言われています。雇用機会の創出・

拡大を図るには、どういう方策で失業率の減少を図る

のか伺いたい。

　允、財政健全化について。

　国・地方を通じる財源不足の中、地方交付税等の一

般財源の大幅な増加が期待できない状況で、地方債の

発行等による公債費の増及び制度改正や高齢化等によ

る社会保障関係経費の増に伴い、本県の財政状況はま

すます厳しい状態にある。自主財源確保をどうするの

か、今後の健全な財政運営に向けてどのような対処を

するか伺いたい。

　２、農林水産行政について。

　茨、基盤整備事業について。

　今年度は、国の方針で基盤整備事業が前年度に比べ

て県予算で約47億円、率で15％減の厳しい予算となり

ました。離島の基盤整備事業に力を入れているやさき

に、事業費の減額で離島地域の基盤整備事業に支障が

出ています。また、離島振興と産業振興を図る上でも

少なからず影響があると思います。干ばつ、台風と自

然災害の多い離島、特に南北大東村では昨年、台風18

号と20号の影響で、さとうきびの生産量が南大東村で

２万7752トン、率で32.7％、北大東村で8385トン、率

で35％の減と、前年期を大きく下回りました。離島振

興、農業振興を図るためにも、防風林や水源施設の整

備は大変重要であります。

　そこで伺います。

　ア、南北大東村の農業用水源施設整備の現状につい

て伺いたい。

　イ、農業用水源施設の今後の整備計画はどうなって

いるのか伺いたい。

　ウ、南北大東村の防風林の整備は、前年度までに南

大東村が8300メートル、北大東村が１万500メートル

の整備となっているが、平成21年度末で整備率は幾ら

か。

　エ、防風林の整備はほかの地域でも大変重要であり

ます。久米島町で整備計画はどうなっているのか伺い

たい。

　芋、農業用機械施設（格納庫）の整備について。

　南北大東村は、ハーベスター等の機械化農業の先進

地であります。南大東村においては、ハーベスター等

の農業機械が製糖終了後も屋外に放置された状態にあ

ります。南北大東村は、台風の常襲地であり、雨、塩

害等で農業機械の耐用年数に大きな影響があると思い

ます。

　そこで伺います。

　ア、南北大東村での農業用機械施設（格納庫）の整

備状況はどうなっているか伺いたい。

　イ、南北大東村の農業用機械施設（格納庫）の整備

計画について伺いたい。

　鰯、渡名喜村の水産業支援について。

　渡名喜村は、農地面積が小さく、農地の確保が困難

な小規模離島であります。

　村の産業振興には水産業の振興が重要であると思い

ますが、渡名喜村の水産業に対しての支援について伺

いたい。

　允、八重瀬町での災害対策について。

　去る５月24日の降雨により土地改良地区内でのり面

の崩落が発生し排水路が被災したが、対応について伺

いたい。

　３、離島振興について。

　茨、粟国空港の拡張整備について。

　１年前のパイロットの定年退職により現在琉球エ

アーコミューター社は運休していますが、運航の再開

には空港の拡張整備が必要であります。拡張整備に向

けて関係者の合意形成はどうなっているか伺いたい。

　芋、渡名喜漁港の整備について。

　生活港でもある渡名喜漁港は、北風が４メートル以

上吹いた場合は港への入港ができず、島民の生活に大

きな影響が出ています。その対策について伺いたい。

　鰯、渡名喜漁港の埋立地の利活用について。

　渡名喜漁港の埋立地は一部分しか整備利用されてい
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ないが、整備計画はないのか伺いたい。

　允と印は、代表質問で出ておりますので、今回は割

愛します。

　咽、自動車教習所の自動車税減免について。

　ア、県内には指定（21校）と特定届け出（１校）の

自動車教習所がありますが、指定自動車教習所と特定

届け出自動車教習所との違いについて説明を願いま

す。

　イ、指定自動車教習所の教習用の自動車税が減免さ

れていると聞いていますが、保有台数は何台か。ま

た、保有台数の全部が減免の対象になっているのか伺

いたい。

　ウ、特定届け出自動車教習所は、久米島町の仲里自

動車学校だけであります。特定届け出自動車教習所の

教習用自動車保有台数は何台で、自動車税は幾らか。

　エ、特定届け出自動車教習所の自動車税の減免につ

いて、離島振興の上からも減免にすべきだと思うが、

見解を伺いたい。

　４、福祉保健行政について。

　茨、介護保険制度について。

　平成10年４月に、社会全体で介護を支える「介護の

社会化」を目指し介護保険制度がスタートして10年が

経過しました。介護サービスの内容が多様化する一

方、行き場がない高齢者や施設の安全・安心対策、介

護に携わる介護職員の待遇面の低さの問題など介護を

取り巻く課題は多い。

　そこで伺いたい。

　ア、介護保険制度が10年経過しました。制度の評価

と改革すべき点について伺いたい。

　イ、沖縄県の要介護認定者数は、平成22年３月末現

在で何人か。また、制度がスタートしたときと比較し

てどうなっているか伺いたい。

　ウ、特別養護老人ホームに入居できるのは要介護１

以上の人で、介護の必要性や家族の状況等を考慮して

入居させることになると思うが、県内の特別養護老人

ホームヘの入居者は何人で、待機者は何人か。

　エ、現政府が打ち出した「介護療養病床廃止の凍

結」が、小規模民間事業者（有料老人ホーム等）に対

して入居者の補充に影響が出ていると思うが、見解を

伺いたい。

　オ、介護職員処遇改善交付金が平成21年10月から

「介護報酬分に一定の率を掛けて交付」とされてい

る。その交付金は、介護ヘルパー、介護福祉士に限定

され、その他の職員（看護師、相談員、事務員等）に

は該当しない。介護に携わるすべての職員に交付すべ

きであると思うが、見解を伺いたい。

　５、我が党の代表質問との関連についてでありま

す。

　池間県議の代表質問の中の、口蹄疫の防疫対策につ

いてでありますが、関連して３点準備していました

が、時間の都合で１点だけ質問したいと思います。

　貴重家畜緊急避難事業で4586万3000円が計上されて

いるが、貴重家畜とは県の管理する種牛等であると思

うが、避難場所は離島の宮古島市、石垣市になるのか

伺いたい。

　そして、もう１点ですが、嶺井光県議の代表質問の

中の、３、産業振興の鰯、農林水産業の振興について

のウ、久米島町で実施している芋類の特殊病害虫アリ

モドキゾウムシの根絶事業について関連して質問した

いと思います。

　茨、アリモドキゾウムシの根絶にめどがついたよう

であるが、もう一種のイモゾウムシの根絶宣言はいつ

ごろになるか。

　芋、アリモドキゾウムシとイモゾウムシの根絶技術

の具体的な方法はどのようなものか伺いたい。

　鰯、琉球芋の久米島町での生産振興の今後の見通し

について伺いたい。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時49分休憩

　　　午後２時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣良俊県議の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢についての御質問の中

で、日米共同発表に対する所見いかんという御趣旨の

御質問に答弁いたします。

　今回の日米共同発表は、県外移設の実現に期待する

県民の声がますます高まっている中で唐突に行われた

ものであり、県民の間に大きな失望を招いておりま

す。県といたしましても、地元の了解を経ずにこのよ

うな移設案が決定されたことはまことに遺憾であり、

受け入れることは極めて厳しいと言わざるを得ませ

ん。

　県といたしましては、政府が県外移設をどこまで真

剣に検討したのか、そしてどのような経緯で移設先を

辺野古とする日米合意に至ったのか、合理的な説明を

行うべきであると考えております。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、企業誘致の実

績と今後の誘致施策についてという御質問にお答えい



－ 316 －

たします。

　沖縄県では、企業立地を促進するため、賃貸工場や

情報関連企業の受け皿施設の計画的な整備を進めます

とともに、企業誘致体制を整備し、私自身も企業訪問

や企業誘致セミナーを初めいろいろな機会を活用して

セールス活動に努めているところでございます。現在

の結果では、就任から平成21年末までの３年間で86社

が立地をし、約7000人の新たな雇用を創出いたしてお

ります。

　今後は、ＩＴ津梁パークを中心としたＢＰＯ事業の

集積促進や、ＧＩＸを活用したアジア向けビジネス支

援、そしてカボタージュ規制の一部緩和による物流コ

ストの軽減を進めるほか、ＡＮＡ国際貨物ハブ事業と

連動するなど、さらなる投資環境の改善に取り組んで

まいりたいと考えております。

　次に、農林水産行政に係る御質問の中で、南北大東

村における農業用水源施設整備の現状と今後の計画に

ついてという御質問にお答えいたします。この２の茨

のアとイが関連いたしておりますので、恐縮ですが一

括して答弁させていただきます。

　南北大東島における農業用水源施設の整備につきま

しては、農山漁村地域整備交付金などによりまして整

備を進めているところでございます。

　平成21年度までの農業用水源施設整備の状況は、南

大東村では1750ヘクタールの農地に対して約400ヘク

タールを整備し、約23％の整備率となっております。

また、北大東村では560ヘクタールの農地に対して約

420ヘクタールを整備し、約75％の整備率となってお

ります。

　平成22年度につきましては、南大東村では貯水池２

基、北大東村では貯水池５基の整備を予定いたしてお

ります。

　沖縄県としましては、引き続き南大東村そして北大

東村と連携を図りながら、農業用水源整備を計画的に

推進してまいる所存でございます。

　同じく農林水産行政に係る御質問の中で、八重瀬町

の土地改良地区内ののり面崩落、排水路被災への対応

についての御質問にお答えいたします。

　八重瀬町における土地改良地区内ののり面、排水路

被災につきましては、農地・農業用施設災害復旧事業

を活用し復旧に努めることといたしております。

　災害復旧につきましては、本年８月下旬までに国の

災害査定を受け、町と連携を図りつつ、９月下旬をめ

どとして工事に着手する予定でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いて、雇用機会の創出・拡大の方策についての御質問

にお答えします。

　沖縄県では、雇用失業情勢の改善を図るため「みん

なでグッジョブ運動」を県民運動として展開するとと

もに、各分野の戦略的な産業振興と一体となった雇用

対策の推進に取り組んでいるところであります。

　緊急的な雇用対策としては、「雇用再生特別事業基

金」及び「緊急雇用創出事業臨時特例基金」において

約163億円の基金を造成し、雇用創出効果の高い事業

を県及び市町村で実施しております。

　県としましては、本県のリーディング産業である観

光・リゾート産業や情報通信関連産業を初めバイオ産

業等のオキナワ型産業の振興を図るとともに、企業誘

致の積極的な推進、人材育成、雇用のミスマッチの解

消を図ることなどにより雇用の場の創出・拡大に向け

て全力で取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　 規君）　知事の政治姿勢の質問

のうち、自主財源の確保等についてお答えいたしま

す。

　地方公共団体が自主的、自立的な行財政運営を図る

ためには、自主財源の確保は重要な課題であると考え

ております。このため、県では、県税の徴収強化や使

用料・手数料の定期的な見直し、未収金の解消に取り

組むとともに、新たな自主財源を確保するため、新税

の創設や県有施設のネーミングライツの導入等に取り

組んでまいります。あわせて県単補助金や事務事業の

見直し、大型箱物整備の抑制など歳出の見直しを進

め、安定的な財政基盤の確立に向け取り組んでまいり

ます。

　次に、離島振興に関する質問のうち、指定自動車教

習所及び特定届け出自動車教習所の自動車税減免につ

いて一括してお答えいたします。

　指定自動車教習所が所有し、専ら教習の用に供する

自動車について、県税条例に基づき減免を行っている

ところであります。平成20年度実績で548台が減免対

象となっており、減免額は約2279万円であります。

　一方、特定届け出自動車教習所――これは久米島に

所在しておりますけれども――の教習用自動車は６台

で、自動車税は約30万円であります。当該教習所の教

習用自動車は、現在減免対象となっておりませんが、
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減免措置につきまして速やかに検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産行政の中

で、南北大東島における平成21年度までの農地防風林

の整備率についてお答えいたします。

　南北大東島における農地防風林の整備については、

農山漁村地域整備交付金等により整備を進めていると

ころであります。平成21年度までの整備状況は、南大

東村で約8000メートルを整備し、整備率で約10％と

なっております。北大東村では約１万1000メートルを

整備し、整備率で約62％となっています。平成22年度

は、南大東村で1500メートル、北大東村で900メート

ルの整備を予定しているところであります。

　県といたしましては、今後とも関係機関と連携を図

りながら、農地防風林の整備を計画的に推進してまい

ります。

　同じく久米島町での防風林の整備計画についてお答

えいたします。

　久米島町では、これまで畑地帯総合整備事業等によ

り約2500メートルの防風林整備を行っております。

　今後の防風林の整備については、農山漁村地域整備

交付金等により北原地区など２地区で4100メートルの

防風林整備を計画しております。

　県といたしましては、今後とも関係機関と連携を図

りながら、農地防風林の整備を計画的に推進してまい

ります。

　同じく南北大東村における農業用機械施設の整備状

況と計画について一括してお答えいたします。

　農業用機械施設の整備状況としては、ハーベスター

が南大東村で21台、北大東村で６台導入され、格納庫

に収納し管理されております。そのうち一部の格納庫

については、老朽化等により新たに整備する必要があ

ります。

　そのため、県といたしましては、地元からの要望を

踏まえ、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金等に

よる整備を検討してまいります。

　同じく渡名喜村の水産業支援についてお答えいたし

ます。

　県においては、渡名喜村の水産業振興を図るため、

平成23年度までに渡名喜漁港の整備や漁村再生交付金

事業による沈設魚礁を９カ所設置することとしており

ます。また、平成22年度から５カ年計画で漁業再生支

援事業による加工品開発や体験漁業、サメ駆除の実施

などに対して支援してまいります。

　次に、離島振興の中で、渡名喜漁港整備についてお

答えいたします。

　渡名喜漁港は、台風接近時や冬場の強風時に、航路

口で発生する波浪により定期船が入港できない場合が

あります。そのため、平成元年度から平成22年度まで

の計画で、沖防波堤の新設や消波ブロックの設置、航

路の拡張等を行っているところであります。

　県といたしましては、平成22年度の整備状況を踏ま

え、今後の整備について検討してまいります。

　渡名喜漁港北側埋立地の利活用についてお答えいた

します。

　渡名喜漁港の北側埋立地は6.8ヘクタールあり、そ

のうちヘリポート用地に0.5ヘクタールを活用し、6.3

ヘクタールは未整備となっております。未整備のうち

2.5ヘクタールについては、渡名喜村が平成23年度か

ら漁村再生交付金を活用し、多目的広場や外灯、便

所、休憩所、駐車場等を整備することとしておりま

す。

　今後とも、県といたしましては、渡名喜漁港用地利

用計画に沿って計画的な整備を支援していくこととし

ております。

　次に、我が党の代表質問との関連の中で、万が一の

発生に備え、貴重家畜の緊急避難費4586万3000円につ

いては、伊平屋村へ避難するための費用を考えており

ます。

　イモゾウムシの根絶事業についてお答えいたしま

す。

　イモゾウムシ等根絶防除事業につきましては、久米

島と津堅島において実施しているところであります。

　アリモドキゾウムシにつきましては、現在久米島で

県による防除効果確認調査を実施しており、年内には

国による駆除確認調査を実施し、発生がなければ来年

度には根絶宣言を予定しております。

　津堅島では、平成19年11月から根絶事業を開始し、

平成22年６月現在、発生がない状態であります。

　イモゾウムシの根絶防除事業につきましては、久米

島では平成14年度から島の一部地域で不妊虫放飼法に

よる防除を実施しております。今後防除地域を拡大し

ていく計画であります。

　また、津堅島では、平成19年11月に根絶事業を開始

し、寄主植物除去と不妊虫放飼法による根絶防除事業

を実施し、一部地域を除き発生がないことから、平成

23年度の根絶を目指し防除を強化しているところであ

ります。

　次に、久米島町における琉球芋の生産振興について

お答えします。
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　久米島町における琉球芋の生産振興につきまして

は、イモゾウムシ等の根絶に備え計画的な生産振興を

図るため、関係機関等から成る拠点産地協議会を立ち

上げ、拠点産地形成に向け取り組み、生産振興を図る

考えでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　離島振興についての

御質問で、粟国空港の拡張整備に向けた合意形成につ

いてお答えいたします。

　粟国空港の拡張整備については、平成21年10月に沖

縄県と粟国村で構成する「粟国空港協議会」を設置

し、整備に向けた検討を進めているところでありま

す。検討に当たっては、粟国村民を含む多くの意見を

反映させるため、ことし３月にパブリック・インボル

ブメントの取り組みを開始したところであります。

　粟国空港の路線維持は、住民生活の安定と地域振興

の観点から重要であると考えており、早期整備に向け

て取り組んでいく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　指定自動車教習所と特

定届け出自動車教習所の違いについてお答えいたしま

す。

　指定自動車教習所とは、公安委員会に届け出た自動

車教習所のうちで、法令で定められた人的・物的基準

等に適合するもので、当該教習所の設置者または管理

者の申請に基づき、公安委員会が指定した教習所をい

います。この公安委員会の指定を受けますと、教習を

受ける者については技能試験が免除となり、公安委員

会が行う本免許の学科試験及び適性試験に合格すれば

運転免許証が交付されます。

　特定届け出自動車教習所とは、指定自動車教習所以

外の届け出自動車教習所であって、公安委員会から運

転免許の取得時講習の指定を受けた教習所をいいま

す。

　特定届け出自動車教習所については、公安委員会の

技能試験を免除されることがないため、同校を卒業

後、公安委員会の行う仮免許学科試験・仮免許技能試

験、本免許の学科試験・本免許の技能試験及び適性試

験の５種の試験に合格しなければ運転免許証が交付さ

れません。

　要するに、技能検定をみずから行えるだけの人的・

物的リソースを有するか否かが主たる差でございま

す。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉保健行政につ

いての御質問の中の、介護保険制度の評価と今後の課

題についてお答えします。

　平成22年５月に公表された厚生労働省の介護保険制

度に関する調査結果によりますと、約６割の方が介護

保険制度を評価しており、約２割の方が評価していな

いとのことであります。また、介護保険制度を導入し

た平成12年度と平成20年度を比較すると、介護サービ

ス利用者は全国で約２倍となっており、介護を社会で

支える仕組みとして定着してきたものと評価しており

ます。

　今後の課題としては、保険料の負担軽減とさらなる

介護サービスの質の向上等が考えられます。

　次に、沖縄県の要介護認定者数についてお答えしま

す。

　沖縄県の要介護認定者数は、平成22年３月末現在、

暫定でありますが４万3305人となっております。ま

た、制度がスタートした平成13年３月末時点では３万

1003人であり、制度スタート時と比較しますと39.7％

増となっております。

　次に、特別養護老人ホームへの入居者数と待機者数

についてお答えします。

　特別養護老人ホームの入所者は、平成22年３月末時

点で4068人となっております。

　また、待機者については、平成20年11月末時点で

3409人、そのうち要介護３から５の高齢者は1630人、

さらにその中で介護する者が高齢などで十分な介護が

できない世帯は1056人となっております。

　次に、介護療養病床廃止の凍結による影響について

お答えします。

　療養病床の再編とは、現在医療機関で療養病床を利

用している患者のうち医療の必要性が高い方は、医療

療養病床で引き続き受け入れ、介護の必要性が高い方

は、医療機関を介護施設に病床転換して受け入れるこ

ととした施策であります。

　したがいまして、介護療養病床の廃止を凍結する、

しないにかかわらず、受け入れる病床数については基

本的に増減が生じないこととなっておりますので、御

指摘のあった影響は生じていないものと考えておりま

す。

　次に、介護職員処遇改善交付金の対象者の拡大につ

いてお答えします。
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　現在、直接処遇に当たる介護職員のみに限られてい

る介護職員処遇改善交付金事業の交付対象者を拡充す

るとともに、同交付金の終了する平成24年度以降も引

き続き処遇改善に向けた抜本的な取り組みを国におい

て進めていくように、沖縄県としては、九州各県とも

連携しながら要望することとしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

○新垣　良俊君　40分経過していますので、あと１点

か２点だけ質問して終わりたいと思います。

　例の久米島の仲里自動車学校の自動車税減免の件で

すが、これは年間にして30万円という額は小さいんで

すが、ぜひとも検討と言わないで、すぐ来年度からで

もいいですから、減免のほうよろしくお願いをしたい

と思います。まず、総務部長の話。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　 規君）　来年度から実施すべく

９月議会で提案したいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

○新垣　良俊君　もう１点、芋の件ですが、よく地産

地消と言われているんですが、久米島のほうでは地産

地消ではなくて地産外消ということで、芋の生産部と

いいますか、そのほうでは地産外消といいますか、そ

ういうことで今、芋の生産に励んでいるんですが、イ

モゾウムシの被害というのがやっぱり多いらしいんで

すね。そういうことで、ぜひとも根絶を早めて、今、

芋しょうちゅうのほうにも大体１人で２トンつくって

いる人もいますので、根絶事業を早めるということ

で、農林水産部長にももっと早くできないかというこ

とで、部長の答弁をお願いしたいんですが。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　先ほど議員からあり

ましたように、久米島町ではしょうちゅう用として出

荷しているという話を聞いておりまして、やはり芋が

ないとなかなかしょうちゅうもつくれませんので、そ

ういう意味では、今のゾウムシ類については早目に根

絶ができないかということで、いろいろ関係研究者と

も一緒になって検討しているところでありますので、

いろいろ考えられる分の研究課題について早急に解決

して取り組んでいきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

○新垣　良俊君　最後は要望になるんですが、知事の

政治姿勢ということで、知事のほうは次期知事選挙に

まだ表明をしていないんですが、早急に出馬表明をし

て、また次期県政を担ってほしいということでありま

すので、よろしくお願いを申し上げ、終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時20分休憩

　　　午後３時42分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　浦崎唯昭君。

　　　〔浦崎唯昭君登壇〕

○浦崎　唯昭君　こんにちは。

　一般質問をいたします前に削除をさせていただきま

す。

　１番の知事の政治姿勢についてと、それから３番の

那覇市の中核都市移行について、そしてスポーツ行政

については割愛させていただきます。答弁の準備をさ

れた部長初め執行部の皆さん、申しわけございませ

ん。

　それでは一般質問を行います。

　地球温暖化対策についてであります。

　我が県は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」

に基づきまして、地域における温室効果ガスの排出の

抑制等のため、県民、事業所及び行政がそれぞれの立

場で積極的に地球温暖化防止の取り組みを進めていく

ための具体的な行動指針として、「沖縄県地球温暖化

対策地域推進計画」を平成15年８月に策定いたしまし

た。この計画では、県全体の温室効果ガスの排出量を

平成22年度まで（今年度）に平成12年のレベルから

８％削減するという目標も掲げておりますが、なかな

か思ったように進んでいないところもあろうかと思い

ます。

　そこで現状についてお伺いをいたします。

　茨、温室効果ガスの削減目標について。

　ア、「沖縄県地球温暖化対策地域推進計画」を平成

15年８月に策定しましたが、現状を説明してくださ

い。

　イ、温室効果ガスの現状と総排出量を説明してくだ

さい。

　ウ、二酸化炭素ＣＯ２の削減状況を説明してくださ

い。

　芋、「エコアクション21」について。

　ア、環境政策を推進するためにも「エコアクション

21」を活用することは、環境基本計画に基づくもので

あり、積極的に活用すべきだと思いますがいかがです

か。

　イ、県における「エコアクション21」の導入状況に

ついて説明してください。

　次に、交通行政と土木行政についてであります。

　茨、国道330号（通称ひめゆり通り）の側道と交差
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する県道29号線の安里交差点は、国道330号からの側

道は（ひめゆり通りからの）交通規制によって直進で

きない交差点であります。そのために安里３丁目や字

安里の住民は大変不便を来しております。私は、警察

にもまた関連する土木建築部にも予算特別委員会を初

め、あらゆる機会に再三再四善処方を要請してまいり

ました。しかし、事務レベルではらちが明かず一向に

改善される気配もありません。私は、基本的には交通

行政や道路行政が何の計画もなく、また話し合いもな

く進められたのが初歩的な大きな誤り、原因であると

思っております。

　そこであえてこのことにつきましては、先ほども申

し上げましたように特別委員会とかまたは他の議員が

質問をいたしておりますので、あえて知事にお伺いを

いたします。どうぞ知事のトップダウンで、地域に住

まわれる800世帯余の方々のためにも何とか行政の横

の連携を促すなど現状打開に向けてリーダーシップを

発揮してもらいたいと考えます。知事の考え方と解決

に向けての気概のほどをお伺いいたします。

　ア、安里交差点の直進規制の解除をしてください。

　以上で質問を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　浦崎唯昭議員の御質問に答

弁いたします。

　交通行政と土木行政に係る御質問の中で、４の茨の

アとイが関連いたしておりますので、一括して答弁さ

せていただきますが、これは安里交差点の直進規制解

除についての御質問でございます。

　安里交差点につきまして、地域住民から、おもろま

ち向け直進車線設置の要望があり、その対応について

調査を行い、関係機関とともに検討してまいりまし

た。その結果、直進車線を設置するものとし、昨年度

実施設計を行い、今月には工事を契約し、順調に進め

ば10月までには直進規制が解除されるものと承知いた

しております。

　今後とも県民の意見や御提案について適切に対応し

てまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　地球温暖化対策に関

連しまして、「沖縄県地球温暖化対策地域推進計画」

の現状についてお答えします。

　県では、平成15年に「沖縄県地球温暖化対策地域推

進計画」を策定し、温室効果ガスを2010年度までに

2000年度比で８％削減することを目標に、県民への普

及啓発や太陽光発電設備の設置に対する補助、環境マ

ネジメントシステム及びＥＳＣＯ事業の導入促進、エ

コドライブの普及などに努めてきたところでありま

す。しかしながら、県内における温室効果ガスの総排

出量は、2006年度時点で基準年である2000年度から

14％増加しており、目標達成は厳しい状況にありま

す。

　次に、温室効果ガス及び二酸化炭素の排出状況につ

いてお答えいたします。一括してお答えいたします。

　県内における温室効果ガスの総排出量は、2006年度

で1444万トンとなっており、基準年である2000年度か

ら177万トン、率にして14％増加しております。ま

た、二酸化炭素については1395万トンで、2000年度か

ら185万トン、率にして15％増加しております。

　次に、「エコアクション21」の活用及び導入状況に

ついて一括してお答えいたします。

　県では、中小の事業者の環境負荷低減への取り組み

を促進するため、平成19年度より「エコアクション

21」の認証取得を支援するセミナーなどを開催してお

ります。その結果、県内の「エコアクション21」取得

事業者は、平成18年度末の８件から本年５月末現在で

は61件と増加しております。

　今後とも「エコアクション21」の普及促進に取り組

みますとともに、認証事業者の積極的な活用について

関係機関・団体などに働きかけていきたいと考えてお

ります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　御答弁ありがとうございます。

　環境政策についてでありますけれども、やっぱり

思ったように成果が上がっていないということであり

ます。せんだって皆さん方から資料の提供をいただき

ながら、勉強会をいたしましたら、建設業者への周知

の不足があるという御説明をいただきました。業者は

たくさん増加をされているということでありますけれ

ども、この建設業者に対するやはりそういうのも必要

ではないのかとこのようなお話を申し上げたわけでご

ざいますけれども、うるま市それから那覇市において

もそのことを取り入れまして、そして加点をされてい

るということもありますので、今環境というのは我が

国でも、また世界でも大変大事な問題でありますの

で、ぜひ思ったように上がっていない中で上げる方法

としては、この「エコアクション21」に参加をする企

業がたくさん出てくる、そのことが大事だろうと思う
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んですけれども、そのことについて改めてもう一度、

部長、御答弁お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　議員提案のように、

まさに「エコアクション21」というのは、事業者それ

ぞれが本当にその事業活動の中で温暖化対策をしっか

りやっているということで認定を受けるわけですか

ら、今後ともその事業者をふやすという努力を一層進

めるということと、それからやはり認証を取得した事

業者は県としても積極的に活用するということに関連

して関係部局と相談しながら進めていきたいと考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　今、加点の話をしましたけれども、

土建部長との関連もあると思うんですけれども、ただ

いま私が申し上げましたそのことについて加点をして

いくということはいかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　「エコアクション

21」の認証取得についてでございますが、これにつき

ましては現在、平成21年度と22年度の建設工事の入札

参加資格審査とか、それから格付等級基準の評価項目

にはなっておりませんけれども、今現在次の格付に向

けまして作業をしているところでございまして、当該

認証の評価項目につきましてはそれを追加するという

ことで追加する方向で関係団体の意見を聞きながら検

討をしてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　部長よろしくお願いをいたします。

　次に、先ほどの安里交差点の件ですが、もうこれは

始まってから５年近くになるんですよ。それで地域は

平成19年に陳情をいたしまして、何とかあの交差点を

自分たちの住んでいる場所に速やかに行けるように環

境の整備をしてもらいたいということで頑張っておら

れましたけれども、今、私申し上げましたように、知

事のリーダーシップをお願いしますと申し上げました

ら、早速設計に取りかかり、そして10月ごろは直進規

制が解除されるだろうということでございますので、

大変感謝を申し上げます。まさにそれこそリーダー

シップであると同時に、私は先ほどの質問でも申し上

げましたけれども、やはり行政同士の話し合いが進め

られてないところにこの問題があろうかと思っており

ます。あの道路をつくるときに交通信号の問題とか、

道路の歩道の問題とか、話をしておれば私は道路開通

と同時にこの規制はなかったのではないのかとこのよ

うな感じもしておりますので、これからもさらなる

リーダーシップを発揮し、行政を引っ張ってもらいた

いと、このように希望して私の質問を終わらせていた

だきます。

　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　當山眞市君。

　　　〔當山眞市君登壇〕

○當山　眞市君　こんにちは。

　30番目に登壇をいたしました當山でございます。最

後に定着をしたような状況でございまして、これで最

終登壇が３回目でございます。

　それでは、早速質問を始めます。

　まず、知事の政治姿勢について。

　仲井眞知事は２度訪米をされまして、本県の基地負

担軽減や日米地位協定の見直し、また企業誘致などの

ため米国政府の要人やシンクタンク等を訪問され、成

果をおさめてこられましたが、今年度は普天間基地の

移設が昭和19年に銃剣とブルドーザーで強制接収され

たときと同じように、県民の意思に全く逆行し強行に

辺野古に移設しようとする政府の姿勢を糾弾し、沖縄

県民の声をよき隣人になりたいと願う米国に早期に訴

え、日米合意の再考を促すときだと思うが、県の考え

ている訪米の日程と目的について伺います。

　芋、仲井眞知事の支持率は、現在58％であります。

最近になって上がってまいりました。ちなみに、菅内

閣の支持率はお祝儀の61.5％から49まで下がってまい

りました。仲井眞知事の支持率は３年間ずっと50％以

上を継続しているわけでありますけれども、これはま

さしく次期選挙にも立候補し、県民の先頭に立って頑

張ってほしいという県民の声の支持率であろうという

ふうに思います。それからすると、もう私の後には質

問者はおりませんから、腹に残さず、今回で、堂々と

２期も出るんだというふうな声をお聞かせいただけれ

ば幸いだと思います。

　基地問題についてお伺いします。

　前回の一般質問の中で、鳩山総理が５月末で決着で

きるのであれば、私は東京まで行って土下座しておわ

びをしましょうということで、恐らくできないだろう

というのは私だけじゃなくて県民すべての方々、ある

いは国民すべての方々があの態度ではできないという

ことを見ていたんじゃないかなというふうに思いま

す。

　そういう中で行かなくて済んだわけでありますけれ

ども、その理由は、やはり移設先探しを真剣にやって

ないと。これはもうだれが見てもわかることでありま

して、それと、最近の世論調査で54％ぐらいは要する
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に日米合意踏襲でいいというふうな国民世論のパーセ

ントがある。これを余り過信し過ぎて、じゃ、国民全

体がそうであればいいんじゃないかというふうな安心

感が民主党の中にはある。さらに基地問題と経済振

興、これをリンクすればまとまるんじゃないかという

安心感が関係閣僚すべての頭の中にある。もう一つ

は、抑止力の観点から地政学的にも地上部隊が一体と

なって運用しなければいけないという米国の姿勢が余

りにも強い。それを説得するのは無理だというふうな

ことで、最初から、12月ぐらいの段階からはもう屈し

ている。もうこれでしかできないというふうな形で外

務大臣、防衛大臣等々が、もうこれ以上の米国との交

渉はできないというふうなあきらめのムードがあっ

た。こういう中から現行案に戻ってきたというふうな

状況がありますので、これについて、質問事項を４つ

ぐらい書いてありますけれども、部分的に申し上げま

すので、ひとつお答えをいただきたいと思います。

　県は、これから政府の意向に対して、辺野古移設が

実現するというふうな方向になった場合に、徹底的に

抗戦をすると。阻止行動の先頭に立って抗戦をしてい

くというふうな姿勢があるのか。

　もう一つは、県と実施に向けた協議をこれから本格

化させるというふうなことを言っておりますけれど

も、それにどういう形で応じるのか。

　もう一つは、6月15日の総理との会見後の記者会見

で、日米合意踏襲を知事に伝えられたことを受け、県

としても政府と意見交換をしながら方向を見つけてい

くしかなく、政府にも注文をつけるべきはつけていき

たいと、政府の出方次第では妥協の余地があるように

県民に受けとめられているようだが、知事の真意をお

示しいただきたい、このように思っております。

　それと、公有水面理立法、これは埋立工法が８月に

出る可能性があるということで、埋立免許の問題があ

るわけでありますけれども、これは知事の特権だとい

うふうに言われておりますので、知事はどのように対

処されるかお聞きいたします。

　それと、日米地位協定の問題でありますけれども、

さきに訪米されたときにグレグソン国務次官補は、環

境特別協定等々について、これから日米合同委員会の

中で検討していきたいというふうな発言がございまし

た。今、日米地位協定の改定ということを政府にお願

いするときに、政府もこの環境問題を話しておりまし

て、その域を超えてないというふうな感じがいたしま

す。

　我々が言う日米地位協定の改定というのは、平成12

年の８月に県でまとめた11項目の改定であり、さらに

現政権が民主党を中心とする社民党、国民新党の３党

合意案、これは皆さんもごらんになったと思うんです

けれども、この案で政府に改定を求めていくこと、こ

れをやってもらわなければいけないというふうに思っ

ておりますので、どうぞ引き続き政府のほうにこの環

境問題だけじゃなくて、そういう形で取り組んでいた

だきたいということを強く申し上げていただきたい。

　次に鰯番目、頻発する米軍人による事件・事故につ

いてでありますけれども、今まで年間1000件ぐらいの

事件が平成六、七年までありました。平成８年以降、

数が減っているんでありますけれども、これは個人情

報の保護の観点から、警察のほうからも防衛省への情

報提供を渋っているというふうなことで数が減ってい

るというふうに言われておりますけれども、実際には

たくさんの事件・事故があるというふうに言われてお

りまして、その辺もこれからきちっと情報開示をしな

がら、事件・事故が減るような形での取り組みをぜひ

やっていただきたいというふうに思っております。

　次の嘉手納飛行場における航空機騒音の問題であり

ますけれども、これは1996年の騒音防止協定、これが

あるわけでありますけれども、それを超えて国土交通

省の航空局監修の運航マニュアル、これに基づいて米

軍は運用しているというふうなことで、せっかく10時

から朝の６時まではできませんよというふうなことを

騒音防止協定の中で決めていながらも、その運用マ

ニュアルの中では24時間運航できる、訓練ができると

いうふうなことで、これを日本政府がむしろ許してい

るというふうな状況がありますので、その辺を政府の

ほうにきちっとただして、日米合同委員会の中で再度

協議をしていただきたいということで訴えていただき

たいと思います。

　３番目の古島団地の件でありますけれども、５月12

日に土木文化環境委員会で現地調査をいたしまして、

本当にこの中で県民の方々が生活をしているのかとい

うことを見て繊然といたしました。郵住協からバーク

レーに移ったときにきちっと補修、維持管理をやりま

すというふうな約束もありながら、さらに平成20年ご

ろから再開発をやりますという約束もありながら全く

されてないというふうな状況の中で、今、廊下も傾い

て、１人ずつ歩いてくださいよというふうな建物に県

民が住んでいるんです。そういうのを今、私たちが何

とかしてあげなければいけないというふうなことで、

委員会でもしっかり協議いたしますけれども、どうぞ

知事もぜひこの現場を見ていただいて、県が責任とか

の問題じゃなくて、県民がそういう中で生活をしてい

る、天井が坦離したコンクリートでばーっと全面的に



－ 323 －

落ちて、８畳の部屋が全部ふさがっているんです。そ

れはもう今住んでいる方々の頭の上に落ちる可能性も

あるわけですから、それをぜひ見ていただいて、この

ア、イ、ウ、エ、オとありますけれども、この対処方

をぜひ取り組んでいただきたいというふうに思ってお

ります。

　伊平屋空港の整備計画についてでありますけれど

も、これは離島の振興の立場から、久米島、宮古、八

重山、与那国等々全部空路が決まっておりまして、空

路が運航されておりまして、この伊是名、伊平屋につ

いては、今、伊是名の独自のフェリー、伊平屋の独自

のフェリーしか村民の足はないというふうな状況の中

で鮫川大主――琉球王朝尚巴志のおじいさんでありま

すけれども――そういう第一尚氏をつくった沖縄の歴

史を築いた尚巴志のおじいちゃんの生まれたところで

ありますし、第二尚氏の尚円（金丸）という第二尚氏

を築いた金丸の発祥の地、そういう歴史的な村を何と

か活性化をしてあげなければいけないということで、

私どもも現地に行ってみて、これはやってあげなけれ

ばいかぬなというふうなことを感じました。そして、

今、用地についても99％、もう100％近くできている

と。調査も終わっているというふうな状況であります

ので、ぜひごらんをいただいて、早目に整備ができる

ように取り組んでいただきたいというふうに思ってお

ります。

　さらに、それをやるためには伊是名、伊平屋に橋を

かけていただいて、両村が一体となった形での運用を

空港もやらなければいかぬということで、ぜひ伊平

屋、伊是名架橋の建設についても、ただ費用対効果だ

けじゃなくて、そういう意味からの架橋でありますの

で、ぜひ早目に取り組んでいただきたいというふうに

お願いを申し上げたいと思います。

　鉄道はもう後にいたします。

　４番の教育行政については、これはもう何回も覚せ

い剤の問題とか出ていますので、発達途中の、心身と

もに成長過程の子供たちが、英語という外国の言葉を

教えてくださる先生がそういう犯罪を犯すというのは

もう大変なことで、ただ、国採用の職員、助手、それ

から各市町村の教育委員会で採用する英語の指導助手

等いるわけですけれども、どちらも県の教育委員会が

中に入って、ひとつこういう間違いが二度とないよう

な形での対処をぜひやっていただきたいということ

で、採用規定の問題、指導資格の問題、それから職務

規定等についてぜひ徹底してやっていただきたいとい

うふうに思います。

　地方分権等については、次回またやらせていただき

たいと思います。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　當山眞市議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、11月の知事選

出馬いかんという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　私は、知事に就任して以来、県民の皆様、そして議

員各位の御理解と御協力により、掲げた公約のほとん

どを進めることができたものと考えております。現段

階では、公約実現に向け、残る任期に全力を尽くして

まいりたいと考えております。

　次に、基地問題の中で、普天間飛行場移設問題への

対応及び阻止行動といいますか、そういうものについ

てという御趣旨の御質問ですが、２の茨のアと茨のイ

が関連いたしておりますので、恐縮ですが一括して答

弁いたします。

　今回の日米共同発表は、県外移設の実現に期待する

県民の声がますます高まっている中で唐突に行われた

ものであり、県民の間に大きな失望を招いておりま

す。県といたしましても、地元の了解を経ずにこのよ

うな移設案が決定されたことはまことに遺憾であり、

受け入れることは極めて厳しいと言わざるを得ませ

ん。

　県としましては、政府が県外移設をどこまで真剣に

検討したのか、そして、どのような経緯で移設先を辺

野古とする日米合意に至ったのか、合理的な説明を行

うべきであると考えております。

　次に、同じく基地問題についての御質問の中で、政

府との協議についてという御趣旨の御質問にお答えい

たします。

　県といたしましては、地元の了解を経ずに移設案が

決定されたことについてまことに遺憾であると考えて

おり、菅総理との面談においてもこのような県の考え

を申し上げますとともに、日米合意に至った経緯等の

説明を行うよう求めました。

　いずれにしましても、この問題の解決に当たって

は、政府は頭越しではなく地元の理解、協力を得なけ

ればならないことは当然のことであり、丁寧かつ十分

な説明を行うよう強く求めていきたいと考えておりま

す。

　同じく基地問題の中で、普天間飛行場移設問題に係

る知事の真意という御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。
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　名護市長選挙や県議会の意見書議決、そして県民大

会など、昨年９月以降の県内の諸状況を踏まえます

と、現時点においては名護市辺野古への移設案を受け

入れることは極めて厳しいというのが私の考えでござ

います。

　次に、建設行政の中で、伊平屋空港の整備に係る御

質問にお答えいたします。

　伊平屋空港の整備につきましては、現在、環境影響

評価を行っているところであります。平成23年度初め

までに手続を終える予定でございます。なお、新規事

業の要望に当たりましては、定期便就航の見通しをつ

ける必要がありますことから、現在、航空会社と意見

交換を行いますとともに、空港建設の課題解決に向

け、県と伊平屋村、そして伊是名村で協議を行ってい

るところでございます。

　県といたしましては、住民生活の安定と地域振興の

観点から空港の整備は重要だと考えており、早期整備

に向け努力してまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につき

まして、今年度の訪米についてお答えいたします。

　今年度の訪米につきましては、日米安保条約・日米

地位協定締結50年という節目の年に、米国政府や連邦

議会等の関係機関に対し沖縄県民の声を直接伝え、沖

縄の過重な基地負担の軽減について日本政府との早急

な協議を働きかけるとともに、基地問題の解決促進に

向けて理解と協力を求めていきたいと考えておりま

す。

　訪米の時期や日程等につきましては、政府の日米地

位協定の見直し等に関する方針や、日米両政府の協議

の進展を踏まえ、今後調整してまいりたいと考えてお

ります。

　次に、公有水面埋立申請に対する対応につきまして

お答えいたします。

　普天間飛行場移設問題につきまして、今後の政府の

対応としては、８月末までの専門家による代替施設の

位置、配置及び工法に関する検討、日米安全保障協議

委員会での合意等が行われるとされております。政府

から知事に対して埋立承認願書が提出されるのは、こ

れらの手続を経た後となっており、現時点では移設案

を受け入れることは極めて厳しいというのが県の考え

であります。

　次に、日米地位協定改定についてお答えいたしま

す。

　日米地位協定は、一度も改正されないまま締結から

50年が経過しており、人権や環境問題などに対する意

識の高まり等の中で、時代の要求や県民の要望にそぐ

わなくなっていること等から、沖縄県におきましては

11項目にわたる抜本的な見直しを要請してきたところ

であります。

　昨年11月、渉外知事会副会長として知事が訪米した

際には、米政府機関等から環境問題について前向きに

検討したい旨の発言があり、一定の前進があったと考

えております。また、菅内閣においても「日米地位協

定の改定を提起する」としております。ことしは日米

地位協定制定50年の節目の年であり、県としまして

は、渉外知事会等とも連携しながら、日米地位協定の

見直しを求めてまいりたいと考えております。

　次に、嘉手納飛行場の騒音の現状と対策を日米合同

委員会に提起することについてお答えいたします。

　県は、これまであらゆる機会を通じて日米両国政府

に対し、航空機騒音問題の解決を強く求めてきまし

た。その結果、平成８年３月28日の日米合同委員会に

おいて、夜間飛行訓練の制限などを含む普天間飛行場

及び嘉手納飛行場に係る航空機騒音規制措置が合意さ

れました。しかしながら、最近の嘉手納飛行場をめ

ぐっては、米軍再編に伴う一部訓練移転が実施されて

いますが、大規模な合同即応訓練や外来機のたび重な

る飛来に加え、Ｆ22戦闘機の一時配備などにより、依

然として目に見える形での負担軽減があらわれている

とは言えないと考えております。

　県としましては、今後ともあらゆる機会を通じ、米

軍及び日米両政府に対し、航空機騒音規制措置の厳格

な運用による騒音の軽減を粘り強く求めていきたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　黒木慶英君登壇〕

○警察本部長（黒木慶英君）　米軍人による事件・事

故に対する県警の対応及び捜査や取り調べの上で支障

になっていることはないかとの質問にお答えいたしま

す。

　県警察におきましては、米軍人等による事件・事故

に対応するため、警察本部刑事部捜査第一課に国際犯

罪対策室を、沖縄警察署に渉外機動警ら隊、同署刑事

第一課に渉外係をそれぞれ設置するなどして、この種

事件・事故が発生した場合には、直ちに警察官及び通

訳等を行う渉外事件調査官等が現場臨場して被疑者の

早期検挙を図っております。また、現場において被疑
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者検挙に至らない場合であっても、聞き込み捜査、鑑

識活動、米軍に対する協力要請等所要の捜査を徹底

し、事件・事故の早期解決に努めているところであり

ます。

　米軍人等による事件・事故防止につきましては、本

年３月に四軍調整官に申し入れを行ったところであ

り、今後ともその時々の事件・事故の特徴を踏まえて

所要の申し入れを行っていきたいと考えております。

　そのほか、米軍当局と協力して、アメリカンスクー

ルにおける非行防止教室の開催、在沖米海兵隊員等に

対する交通安全講話を実施したところであり、今後も

継続していきたいと考えております。

　さらに、所轄警察署においては、米軍人等がよく利

用する風俗営業所等への立ち入り、周辺における車両

検問を徹底するなど、事件・事故防止対策を図ってい

るところであります。

　次に、捜査や取り調べの上で支障になっていること

はないかとのことでありますが、県警察といたしまし

ては、個々の事件につきまして、地位協定の枠組みや

規定された法や手続に従い、米軍捜査機関の協力を得

ながら捜査を進めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　建設行政についての

御質問で、古島団地の耐久度調査結果についてお答え

いたします。

　古島団地の管理者であるバークレー社が、平成21年

１月に１号棟の劣化調査を行ったと聞いております。

その調査報告書によりますと、塩害による劣化や経年

劣化によりコンクリート中の鉄筋の腐食が促進され、

膨張したため、コンクリートの坦離・坦落が生じてい

る。その結果、鉄筋腐食による耐力低下や倉体コンク

リートの強度低下により老朽化が著しく進行しており

危険建物である。それから、中程度の地震が来たとし

ても倒壊のおそれが十分考えられるなどとなっており

ます。

　同じく建設行政についての御質問で、バークレー社

による維持管理状況についてお答えいたします。

　当該事業者によりますと、居住者から漏電・漏水・

床板補修等の依頼を受けた場合には、速やかに現場確

認をした上で必要な措置を講じていると聞いておりま

す。また、建物の構造体については劣化が著しく、部

分的な修繕・補修で対応できる状態ではないことか

ら、補修工事は実施していないと聞いております。

　同じく再開発計画の履行についてお答えいたしま

す。

　当該事業者は、推進協議会の場において、現在、再

開発に向けて邁進いたしておりますが、御承知のとお

り、百年に一度と言われる不況の影響もあり、まだ具

体的な構想を開示できる段階には至っておりませんと

答えております。したがいまして、現在のところ、事

業者の行う再開発の見通しは明らかではありません。

　次に、入居者の安全確保についてお答えいたしま

す。

　入居者の安全確保のため必要な建物の維持・修繕は

賃貸人の義務であることから、賃貸人みずからの責任

で行われるべきものと考えております。

　なお、事業者においては、古島団地からの移転の

あっせんや相談に応じるなど、入居者への適切な対応

に心がけていると聞いております。

　同じく推進協議会の設置目的と協議内容についてお

答えいたします。

　推進協議会の設置目的は、古島団地において事業者

が行う再開発事業を円滑に推進するため、事業者と入

居者にかかわる情報の開示を行い、相互理解を図るこ

とを目的としております。

　協議会はこれまで４回開催しており、事業者の再開

発の見通しについて、入居者の移転・仮移転の方法に

ついて、これまでの補修実績と１号棟劣化状況調査の

結果についてなどの情報をもとに話し合いを実施して

おります。

　同じく建設行政についての、伊是名・伊平屋架橋の

建設についてお答えいたします。

　伊是名・伊平屋架橋については、これまで整備して

きた離島架橋に比べ距離が長く大規模であることか

ら、技術上・環境上の検討、費用対効果や事業費の確

保など、解決すべき問題が多いことから、今後の検討

課題と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政につい

ての御質問で、外国語指導助手の採用規定等について

一括してお答えをいたします。

　外国語指導助手の採用につきましては、国による採

用と市町村教育委員会独自の採用があります。国が採

用する外国語指導助手の資格要件としましては、心身

ともに健康であり、積極的に子供とともに活動する意

欲があるなど16の項目の要件があります。また、市町

村教育委員会による採用の場合は、国の資格要件等に

準じて当該教育委員会が定めており、学歴や資格、外
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国語指導助手としての経験等をかんがみて適正に行わ

れているものと聞いております。

　なお、主な職務内容としましては、小中学校におけ

る日本人教師による外国語授業の補助等となってお

り、国や市町村教育委員会のそれぞれの雇用契約書等

に明示されております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當山眞市君。

○當山　眞市君　再質問を行います。

　基地問題でありますけれども、政府のこれは平野官

房長官の発言でありましたけれども、１月のころから

辺野古に決まった場合は成田飛行場のような闘争が起

こるということで、そういう不幸なことがあったらい

けないということで、辺野古はだめだというふうなこ

とを発言しているんです。ですから、政府はそういう

ことを予測しているんですよね、１月のころから。と

ころが、一方ではもう12月15日には総理を初め岡田大

臣とか北澤さんとかルース駐日大使に会って、もうど

うしようもないときは現行案に戻りますというふうな

ことを言ったり、そういう状況がありました。ですか

ら、県としては、ただ、ああそうですかじゃなくて、

これぐらいの決意でやるんだよというふうなことを示

さないと、今でも頑張っている方々がいますけれど

も、これはもう県民全体で取り組むんだと、闘争を始

めるんだというぐらいの気持ちを示していかないとい

けないと思うんですよね。その辺をどういうふうにお

考えかお聞きします。

○知事（仲井眞弘多君）　休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時29分休憩

　　　午後４時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議員のお話ですが、確

かにマスコミの報道を通じていろんなお話が12月、１

月、それから今に至るまでちょこちょことありますけ

れども、確かにこのゼロベース、白紙にというんです

か、ゼロベースという言葉をよく使うんですが、戻し

てということで、結局辺野古がなくなったような時期

もあったり、いろんな実は案が出たり消えたり、あれ

これ出てきてよくわからなくなった後、特化して４月

25日を過ぎて後からどうも辺野古に戻るらしいという

感じがちょこちょこと出始めた感じがあります。

　いずれにしましても、何度も申し上げましたが、

180度方向を変えるというのに、ぽーんとに近い短期

間で変えてしまったということに対しての県民の怒

り、失望と怒りはやはりすごいものがあると思います

し、基本的にはまず政府がこの部分をよく認識をし

て、やはり納得のいく説明と解決策を示すべきだろう

と私は考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　當山眞市君。

○當山　眞市君　この県との協議をこれから進めよう

という話につきましても、いかにも何か県が協議を求

めれば協議をするというふうな言い方をされているん

ですね。やろうとしているのは政府のほうであります

から、これから協議に応じていただきたいというのが

一般的な話だと思うんですけれども、何か県のほうか

ら協議会を何とか開いてくれと、協議会をつくってく

れというのを政府は待っているようなそういう感じが

するんですがね。その辺は、今までの話し合いの中で

そういう感触を知事は受けているんですかね。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩してくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時32分休憩

　　　午後４時33分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私の理解といいますか、私

は、正式に政府から協議機関を置きたいという話はま

だ聞いておりませんし、無論私どものほうからずっと

申し上げてきましたように、今の日米の合意案で説明

も聞かないで協議をしたいと言われても、それは無理

だと、もしあったとしても、それは無理だと申し上げ

るしかないと思っております。いわんや我々のほうか

ら協議機関を、協議を始めてくれとはとても言う状況

にはありませんよ。

○議長（髙嶺善伸君）　當山眞市君。

○當山　眞市君　そのとおりだと思います。これから

大変厳しいこの何カ月かになると思いますけれども、

辺野古の埋め立ての問題についても、鳩山さんも非常

にきれいなことを言っているんですね。辺野古の海に

立てば、埋め立てられることは自然への冒達だと、大

変強く感じるというふうなこと。冒達とは何ですか。

神聖なところを汚すということでありますからね。だ

から、現行案を受け入れるのは無理だということを

言っていたんですよ、あのころは。４月の24日です

よ。１カ月ぐらいしたらもう現行案ですよみたいな感

じの話をやっているわけですから信用できない。信じ

られない。ですから、ひとつ知事の今の姿勢でぜひ取

り組んで頑張っていただきたいというふうに思いま

す。



－ 327 －

　古島団地でありますけれども、きのう、おとといの

新聞で、「退去求め９人を提訴」というふうなこと

で、１号棟から４号棟まで142名の方々が今入ってい

るわけでありますけれども、１号棟の９名の方に退去

してくれと。もう危ないから出ていきなさいと、こん

なばかげた話があるかと思うんですね。ちゃんと維持

管理もやります、新しい計画を、新しい建物を平成20

年ぐらいからつくりますというふうな約束をしておき

ながら、何もやらない。経済状況が厳しい、こんなの

は通らないですよ。だから逆に、これは住民がバーク

レー社を訴えるべきであって、バークレー社が住んで

いる人を訴えるというのはどういうことかと思うんで

すね。その辺もひとつ中に入って、きちっと住民の

方々が危ない目に遭わないように、県としては対処を

していただきたい。知事もぜひ現場をごらんになっ

て、住民の方々も激励をしていただきたいというふう

に思います。

　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　今回の９名の方に退

去の裁判を起こしたことにつきましては、もう少し話

し合いでできなかったかなということでちょっと残念

ではあります。しかし、まだ協議会の中にも私ども

も、那覇市も入って話し合う場がありますので、今

後、そこの中で円満に解決することを目指しまして、

協議会の中で話し合いを進めていきたいと思っていま

すので、今後ともそういうふうに努めてまいります。

○當山　眞市君　よく聞こえなかったけれども、終わ

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって通告による一般

質問及び議案に対する質疑は終わりました。

　これをもって質疑を終結いたします。

　ただいま議題となっております甲第１号議案、乙第

１号議案及び乙第４号議案から乙第16号議案までにつ

いては、お手元に配付してあります議案付託表のとお

りそれぞれ所管の常任委員会に付託いたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議案付託表　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　乙第17号議案及び

乙第18号議案を議題といたします。

　知事から提案理由の説明を求めます。

　仲井眞知事。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事追加提出議案　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　平成22年第２回沖縄県議会

（定例会）に追加提出いたしました議案につきまし

て、その概要及び提案の理由を御説明申し上げます。

　追加提出しました議案は、議決議案１件、同意議案

１件であります。

　乙第17号議案「違約金存否確認等請求調停事件等の

調停について」は、係属中の調停事件について調停を

成立させるため、地方自治法第96条第１項の規定によ

り議会の議決を求めるものであります。

　乙第18号議案「沖縄県監査委員の選任について」

は、監査委員１人が平成22年６月14日で辞職したの

で、その後任を選任するため、地方自治法第196条第

１項の規定により議会の同意を求めるものでありま

す。

　以上、追加提出いたしました議案について、その概

要及び提案の理由を御説明申し上げました。

　慎重なる御審議の上、議決を賜りますようお願い申

し上げます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入ります。

　乙第17号議案に対する質疑の通告がありますので、

発言を許します。

　なお、質疑の回数は２回までといたします。

　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　日本共産党県議団を代表して、乙第

17号議案「違約金存否確認等請求調停事件等の調停に

ついて」質疑を行います。

　談合賠償問題に関する新聞記事を紹介しながら質疑

に入ります。

　「背景に知事の政治判断　建設業者が談合の賠償金

減免を求めた民事調停は県と建設業者が互いに譲歩す

る形で決着した。背景には「納付期限延長を含めた支

援」を公約に2006年の知事選で当選した仲井眞弘多知

事の「政治的決断」がある。」、そして「早期解決を

促した知事の姿勢について「７月は参院選、11月は県

知事選がある。９月定例会で提案すれば知事選に影響

を与えるので６月議会の解決を図ったのでは」との憶

測もある。　仲井眞知事は２期目出馬に意欲を示して

おり、自身の選挙を控える中、冷え込んだ建設業界と

の関係修復を図りたい本音も見え隠れする。」と指摘

しています。

　そしてまた別の記事では、「合理的説明ができるの

か　談合賠償合意　違法な取引で利益を得たことが発

覚すると、返済するのが当然であろう。発覚した場合
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の違約金が契約に明示されていたのならなおさらだ。

　県発注工事の談合に絡む賠償金について、請求対象

の建設業者と県の民事調停が実質合意した。契約に明

示していた違約金10％を５％に減免したが、合理的説

明ができるのか。」と述べて、「損害賠償は、不当な

手段で得た利益は税金の詐取だ、という判断に基づ

く。いわば被害者は全県民である。　これに対し、県

が賠償の半額を放棄する根拠は何か。約款に「10％請

求」とあるのを承知で談合した業者が、いざ発覚する

と経営環境の厳しさを理由に減額を、と言うのでは、

ゲームの後にルールを変更するようなものだ。これで

は法治国家と言えまい。　合意の裏に秋の知事選で有

利になるようにという意図があったのでは、との勘繰

りも出かねない。県はこうした疑問に答える義務があ

る。　過去、談合への批判は繰り返されてきた。今回

の賠償は、業界が批判に耳を貸さず、自浄能力を発揮

しなかったことの帰結である。業界には、そのことへ

の真摯な反省が求められる。」と書いてあります。

　それで質疑をします。

　１、談合に対する県の基本的な見解を問うもので

す。

　２、談合違約金の賠償問題に対する経過と基本的な

見解と対応について。

　３、特に違約金の賠償率を５％とすることについて

の根拠と対応について見解を問う。

　４、違約金10％の賠償率を５％にした事例は全国に

先例があるか。また、判例の事例があるか。

　５、調停が成立した場合に国からの違約金の返還は

行わないとの確約がなされているのか。

　６、住民監査請求の場合の判例の状況はどうなって

いるか。

　７、住民からの行政訴訟が行われることが予想され

るのではないか。

　８、談合の対象となった公共工事は、国の補助金、

下水道事業者等の市町村負担金、また土地改良事業等

の農家からの負担金、県の一般財源により事業が実施

されている。そこで談合による不当利得について損害

賠償金として県に返還されれば、県はその事業金額に

ついては、その負担割合に応じて国や市町村、農家等

に返還しなければならない。県が損害賠償金を減免し

たり、取らず、オンブズマン等住民から訴えられ、損

害賠償金を県が負担することになれば二重の負担とな

り、県財政に大きな打撃を与えかねないことはないの

か。

　９、調停に参加した業者、参加していない業者、既

に10％を支払った業者との公平性から見て取り扱いは

どうするのか。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前田議員の御質疑に答弁い

たします。

　まず第１に、談合に対する県の基本的見解について

という御趣旨の御質疑にお答えいたします。

　談合は、独占禁止法第３条で禁止されている不当な

取引制限行為に当たり、断じて許されるものではあり

ません。特に、入札談合は入札制度における公正かつ

自由な競争を制限することによって、建設業の健全な

発展を阻害し、国民の利益を損なうものであり、経済

社会全体の秩序を乱す行為であると考えております。

　県といたしましては、談合行為を許さないとする趣

旨で、これまでも公平公正な各種入札制度の改善に努

めてきたところであり、今後とも談合行為に対しては

法令等にのっとって適正に対処していきたいと考えて

おります。

　次に、賠償問題に対する経過と県の基本的な見解と

いう御趣旨の御質疑にお答えいたします。

　談合違約金に係る賠償問題は、沖縄県が発注した土

木一式工事及び建築一式工事の入札において談合が

あったとして、公正取引委員会が平成18年３月29日に

特Ａクラスの企業152社に独占禁止法に基づく排除措

置命令及び課徴金納付命令を行ったことに端を発して

おります。

　県は、平成20年２月に損害賠償金請求の基本方針を

作成するとともに、企業説明会を開催し、損害賠償金

回収の手続に入りました。しかし、企業の側から同年

８月に県を相手に調停の申し立てが行われ、以後、平

成22年６月21日に調停委員会からの調停案が提示され

るまで合計21回の調停協議を重ねてきたところであり

ます。

　県といたしましては、平成21年３月に談合した企業

176社に対して契約額の10％、総額約99億円の損害賠

償金を請求したところですが、21回の調停協議の結

果、今回調停委員会が合理的なものとして判断し提示

した調停案を尊重し受け入れることとしております。

　次に、賠償率を５％とすることの根拠と対応につい

てという御趣旨の御質疑にお答えいたします。

　賠償金を５％とした根拠につきましては、約２カ年

にわたる調停協議の結果、調停委員会が合理的である

として判断し示した調停案を受け入れたものでありま

す。

　賠償金５％を受け入れた理由としては、県内の基幹
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産業である建設業が厳しい経営環境にあり、違約金の

請求が雇用等県経済全般に与える影響を考慮いたしま

した。具体的には、談合工事の落札率と最近の県工事

の落札率や県のコスト調査の結果、国等の落札率の指

標等とを比較した結果、その差が約４％から７％ほど

であったこと、加えて他府県における談合事案裁判に

おいて裁判所が示した判断が賠償率を５％とするもの

が多数あったこと等を総合的に勘案して、賠償率を

５％とした調停案に合理性があると判断したものであ

ります。

　その他の御質疑につきましては、部長から答弁させ

ていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　乙第17号議案に係る

質疑の中で、違約金を５％に命じた前例及び判例につ

いてお答えいたします。

　違約金条項に基づく賠償率を減じた事例及び判例に

つきましては、現在のところ把握しておりません。

　同じく調停が成立した場合の国への国庫補助金の返

還についてお答えをいたします。

　国庫補助金の返還について、国交省は自治体の議会

がみずから債権を放棄した場合は、放棄した債権に占

める国庫補助金相当分の返還を求めるとし、一方、裁

判所等の公的第三者機関を介した場合は、合理的な判

断がなされるものとしんしゃくされることから、その

結果はできるだけ尊重したいとしております。

　今回の裁判所による調停案については、事前に国交

省に報告し、国庫補助金返還の必要性の有無について

確認しているところであります。

　なお、国交省は財務省とも相談した上で判断したい

としております。

　同じく住民監査請求の判例と住民からの訴訟の可能

性についてお答えいたします。一括してお答えしま

す。

　談合問題に係る訴訟は、全国で提起されており、そ

の多くが地方自治法に基づく住民訴訟であります。

　住民訴訟はこれを行う前に監査請求を行うことに

なっており、監査結果に不服がある場合または執行機

関が監査委員の勧告に従わない場合には、住民が裁判

所に訴えを提起できることになっております。住民監

査請求の結果、地方自治体に対して損害を与えた相手

方に損害賠償要求を求めるよう提訴した例は認められ

ます。

　住民からの提訴につきましては、県としては裁判所

による公正公平な調停の結果や県議会の議決を踏まえ

ての対応であることから、県民の理解は得られるもの

と考えております。

　同じく県が減免した損害賠償金を負担することと

なった場合の県財政への影響についてお答えいたしま

す。

　裁判所の調停委員会は、今回の調停案を県と申立人

らの主張を十分に聞き、地域住民の視点に立ち、公平

かつ公正な調停案を策定したとしております。

　県は、損害賠償の判例、全国の公共工事の平均落札

率との比較、本県の現在の平均落札率、建設業者が倒

産した場合の雇用問題や県内経済の混乱回避等を総合

的に勘案し、調停案を受け入れることとしたものであ

ります。

　県としては、県民の代表である県議会の３度に及ぶ

決議も踏まえ今回の対応をしており、県民の理解は得

られるものと考えております。

　同じく調停に参加していない業者等の取り扱いにつ

いてお答えいたします。

　県は、調停に参加しなかった企業等から調停申し立

てや相談があれば真摯に耳を傾け、可能な限りの公平

な取り扱いを検討していきたいと考えております。ま

た、納付意思を示さない企業には提訴による解決を検

討したいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　違約金10％が明記されている事例の

中で、全国的先例はないということですね、判例もな

い。こういう面で掌握していないということですけれ

ども、これはないということだと思います。そういう

面で、そこのところを明確にお答えできればなと。

　それから私はやはりこれはそういう面で、我々県議

会議員に国民の税金、県民の税金をどう使うかという

ことは全国で初めての判断が求められていると思いま

す。そういう面では、私は国土交通省に問い合わせを

しているわけですから、やはり明確にこの違約金の返

還はないという確約をしっかりと確認をする必要があ

るんじゃないかと。財務省と調整中ということであり

ますけれども、きょうやはりこうして議案として出る

ということになっているわけですから、やはり私ども

県議会議員が明快に、将来にわたって県民の財産の損

失はないというような対応が必要だと思いますけれど

も、ここのところについてもう少し明快な責任ある御

答弁をお願いしたいと思います。

　それからやはり住民監査請求は私は予想されると思

います。何らかのまたそういう面でお聞きしたいこと
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は、もしこの５％について裁判その他で求められた場

合に、国・市町村・農家・土地改良事業に対する返還

金は幾らになるのか、それぞれお答えを願いたいと思

います。

　そういう面で後はやはり10％払った業者はそのまま

というふうになるということですけれども、ここもど

うなるのかなと思いますけれども、ただ私は改めてや

はりこの全国でも例のない。そういう面でこの私たち

県議会での判断が全国の事例になる。そういう面でこ

れまで違約金10％条項のなかった判例は確かにいろい

ろあると聞いておりますが、やはり明快に違約金10％

と書いた中での賠償率を５％などにした先例や判例は

ないというふうに思いますので、改めてここのところ

は私たち県議会議員が明快に県民に責任を持った判断

ができるような御答弁をお願いしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時０分休憩

　　　午後５時８分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　再質疑にお答えいた

します。

　まず１点目でございますが、違約金を前提とした場

合の５％にした前例はあるかということでございます

けれども、これはございません。

　それから国への確約についてでございますが、今回

の調停案といいますのは裁判所という公的第三者機関

を介して案として出されておりますので、合理的な判

断がなされるものとしんしゃくされることから、その

結果はできるだけ尊重したいということにしておりま

す。

　それから返還金の件でございますが、土木建築部に

おきましては下水道工事で市町村から負担金を取って

おりまして、これを５％にした場合は那覇市が約1344

万円、南風原町が約13万円、西原町が605万円、与那

原町が約436万円、浦添市が176万円、豊見城市が１万

5000円、中城村が約269万円、南城市が約192万円であ

ります。

　それから調停に不参加の業者に対してはどうするか

ということの質疑でございますが、これにつきまして

は、またその方々から申し立てがあれば、あるいは相

談があれば検討をして公平な取り扱いをしていきたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　再質疑にお答えいた

します。

　土地改良事業における５％の場合の返還金として、

市町村、農家についてお答えします。

　土地改良に係る５％の返還金は、市町村で1624万

円、農家で190万円となっております。

　以上でございます。

○前田　政明君　議長。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時10分休憩

　　　午後５時15分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　質疑にお答えいたし

ます。

　市町村への返還につきましては、先ほど答弁いたし

ました農林水産部と土木建築部以外の部局については

ございません。

　それから国庫補助金の返還のことでございますけれ

ども、これにつきまして国交省としては、先ほどの繰

り返しになりますけれども、自治体の議会がみずから

債権を放棄した場合は、放棄した債権に占める国庫補

助金相当分について返還を求めるとしておりますが、

一方、裁判所等の公的第三者機関を介した場合は合理

的な判断がなされるものとしんしゃくされることか

ら、その結果をできるだけ尊重したいとしておりま

す。それに基づきまして、私どもは今回はこの提案を

させていただいているわけでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で通告による質疑は終わ

りました。

　これをもって質疑を終結いたします。

　ただいま議題となっております議案のうち、乙第17

号議案については土木文化環境委員会に、乙第18号議

案については総務企画委員会にそれぞれ付託いたしま

す。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時17分休憩

　　　午後５時18分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　日程第４　陳情第117号、第124号、第140号、第149

号及び第150号の付託の件を議題といたします。

　お諮りいたします。
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　ただいまの陳情５件については、米軍基地関係特別

委員会に付託の上、審査することにいたしたいと思い

ます。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、お諮りいたします。

　委員会審査及び議案整理のため、明７月２日から８

日までの７日間休会とすることにいたしたいと思いま

す。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、明７月２日から８日までの７日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、７月９日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後５時19分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

玉 城　 満

山 内 末 子

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成22年７月９日

　　　　　　　    平成22年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ２ 回

（第 ８ 号）
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議　　事　　日　　程　第８号

平成22年７月９日（金曜日）

午前10時開議

第１　乙第１号議案、乙第４号議案及び乙第５号議案（総務企画委員長報告）

第２　乙第６号議案から乙第８号議案まで（文教厚生委員長報告）

第３　平成22年第１回議会乙第22号議案（土木文化環境委員長報告）

第４　乙第９号議案、乙第11号議案から乙第16号議案まで（総務企画委員長報告）

第５　乙第18号議案（総務企画委員長報告）

第６　乙第10号議案（経済労働委員長報告）

第７　乙第17号議案（土木文化環境委員長報告）

第８　甲第１号議案（総務企画委員長報告）

第９　口蹄疫対策の充実・強化を求める意見書

玉城 ノ ブ子 さん　中 川　 京 貴君

座喜 味 一幸 君　　辻 野ヒ ロ 子さん

具志　 孝助 君　　仲 宗根　 悟君

当銘　 勝雄 君　　渡 久地　 修君　　 提出　議員提出議案第３号

前島　 明男 君　　瑞 慶覧　 功君

玉城　　 満 君　　上 里　 直 司君

租田　 勝廣 君　　玉 城　 義 和君

第10　琉球大学国際沖縄研究所の機能拡充を求める意見書

玉城 ノ ブ子 さん　中 川　 京 貴君

座喜 味 一幸 君　　辻 野ヒ ロ 子さん

具志　 孝助 君　　仲 宗根　 悟君

当銘　 勝雄 君　　渡 久地　 修君　　 提出　議員提出議案第４号

前島　 明男 君　　瑞 慶覧　 功君

玉城　　 満 君　　上 里　 直 司君

租田　 勝廣 君　　玉 城　 義 和君

第11　細菌性髄膜炎ワクチンの早期定期接種化等を求める意見書

赤嶺　　 昇 君　　桑 江朝 千 夫君

佐喜 真　 淳 君　　仲 田　 弘 毅君

翁長　 政俊 君　　仲 村　 未 央さん

渡嘉敷喜代子 さん　西 銘　 純 恵さん　 提出　議員提出議案第５号

上原　　 章 君　　奥 平　 一 夫君

比嘉　 京子 さん　新 垣　 安 弘君

租田　 勝廣 君　　玉 城　 義 和君

第12　保育所・児童入所施設の環境改善を求める意見書

赤嶺　　 昇 君　　桑 江朝 千 夫君

佐喜 真　 淳 君　　仲 田　 弘 毅君

翁長　 政俊 君　　仲 村　 未 央さん

　　　　　　平成22年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ８ 号）　　　　　　第 ２ 回

　

平成22 年７月９日（金曜日）午前 10時１分開議
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渡嘉敷喜代子 さん　西 銘　 純 恵さん　 提出　議員提出議案第６号

上原　　 章 君　　奥 平　 一 夫君

比嘉　 京子 さん　新 垣　 安 弘君

租田　 勝廣 君　　玉 城　 義 和君

第13　米軍普天間飛行場移設の日米共同発表の見直しを求める意見書

渡嘉敷喜代子 さん　桑 江朝 千 夫君

吉元　 義彦 君　　仲 田　 弘 毅君

具志　 孝助 君　　照 屋　 大 河君

前田　 政明 君　　上 原　 　 章君　　 提出　議員提出議案第７号

新垣　 清涼 君　　玉 城　 　 満君

山内　 末子 さん　租 田　 勝 廣君

玉城　 義和 君

第14　米軍普天間飛行場移設の日米共同発表の見直しを求める決議

渡嘉敷喜代子 さん　桑 江朝 千 夫君

吉元　 義彦 君　　仲 田　 弘 毅君

具志　 孝助 君　　照 屋　 大 河君

前田　 政明 君　　上 原　 　 章君　　 提出　議員提出議案第８号

新垣　 清涼 君　　玉 城　 　 満君

山内　 末子 さん　租 田　 勝 廣君

玉城　 義和 君

第15　陳情第77号（総務企画委員長報告）

第16　陳情平成20年第80号、同第84号、陳情平成21年第39号、同第182号、同第183号、同第211号、同第212号、

陳情第54号、第63号、第64号、第87号から第90号まで、第107号から第116号まで、第118号、第119号、第

125号、第131号から第136号まで、第144号及び第148号（経済労働委員長報告）

第17　陳情平成21年第163号、同第167号、同第207号、同第208号、陳情第21号、第22号、第58号、第60号、第65

号から第67号まで、第72号、第73号及び第75号（米軍基地関係特別委員長報告）

第18　議員派遣の件（平成22年度沖縄県議会議員北米等派遣）

第19　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　乙第１号議案、乙第４号議案及び乙第５号議案

乙第１号議案　沖縄県職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

日程第２　乙第６号議案から乙第８号議案まで

乙第６号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県立青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

日程第３　平成22年第１回議会乙第22号議案

平成22年第１回議会乙第22号議案　沖縄県都市公園条例の一部を改正する条例

日程第４　乙第９号議案、乙第11号議案から乙第16号議案まで

乙第９号議案　工事請負契約について

乙第11号議案　沖縄県人事委員会委員の選任について

乙第12号議案　沖縄県収用委員会委員の任命について

乙第13号議案　沖縄県公安委員会委員の任命について

乙第14号議案　沖縄県公害審査会委員の任命について
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乙第15号議案　専決処分の承認について

乙第16号議案　専決処分の承認について

日程第５　乙第18号議案

乙第18号議案　沖縄県監査委員の選任について

日程第６　乙第10号議案

乙第10号議案　指定管理者の指定について

日程第７　乙第17号議案

乙第17号議案　違約金存否確認等請求調停事件等の調停について

日程第８　甲第１号議案

甲第１号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第１号）

日程第９　口蹄疫対策の充実・強化を求める意見書

日程第10　琉球大学国際沖縄研究所の機能拡充を求める意見書

日程第11　細菌性髄膜炎ワクチンの早期定期接種化等を求める意見書

日程第12　保育所・児童入所施設の環境改善を求める意見書

日程第13　米軍普天間飛行場移設の日米共同発表の見直しを求める意見書

日程第14　米軍普天間飛行場移設の日米共同発表の見直しを求める決議

日程第15　陳情第77号

陳情第77号　不発弾の早期発見と事故防止に対する陳情

日程第16　陳情平成20年第80号、同第84号、陳情平成21年第39号、同第182号、同第183号、同第211号、同第212

号、陳情第54号、第63号、第64号、第87号から第90号まで、第107号から第116号まで、第118号、第

119号、第125号、第131号から第136号まで、第144号及び第148号

陳情平成20年第80号　楚洲仲尾線（楚洲支線）開設工事の中止を求める陳情

陳情平成20年第84号　ヤンバル林道事業の中止を求める陳情

陳情平成21年第39号　県営林道５路線（奥山線、伊楚支線、楚洲仲尾線、伊江Ⅰ号支線、伊江原支

線）の建設中止を求める陳情

陳情平成21年第182号　「美ら海協力金」リーフレットの回収に関する陳情

陳情平成21年第183号　「美ら海協力金」強制徴収に伴う観光被害抑止に関する陳情

陳情平成21年第211号　「美ら海協力金」の社会問題化を予防することに関する陳情

陳情平成21年第212号　沖縄県不当陳情処理に関する陳情

陳情第54号　「美ら海協力金問題」の総括処理（25カ月）に関する陳情

陳情第63号　全国豊かな海づくり大会の開催誘致に関する陳情

陳情第64号　全国豊かな海づくり大会の誘致に関する陳情

陳情第87号　公的助成措置に関する陳情

陳情第88号　国内における口蹄疫発生に伴う畜産農家支援に関する陳情

陳情第89号　国内における口蹄疫発生に伴う畜産農家支援に関する陳情

陳情第90号　国内における口蹄疫発生に伴う畜産農家支援に関する陳情

陳情第107号　全国豊かな海づくり大会の開催誘致を求める陳情

陳情第108号　全国豊かな海づくり大会の開催誘致に関する陳情

陳情第109号　第32回全国豊かな海づくり大会の沖縄県開催に関する陳情

陳情第110号　全国豊かな海づくり大会の開催誘致に関する陳情

陳情第111号　全国豊かな海づくり大会の誘致開催に関する陳情

陳情第112号　全国豊かな海づくり大会の開催誘致に関する陳情

陳情第113号　「全国豊かな海づくり大会」の糸満市誘致に関する陳情

陳情第114号　「全国豊かな海づくり大会」の沖縄県糸満市誘致に関する陳情

陳情第115号　全国豊かな海づくり大会の開催誘致を求める陳情

陳情第116号　全国豊かな海づくり大会の開催誘致を求める陳情



－ 336 －

陳情第118号　全国豊かな海づくり大会開催誘致を求める陳情

陳情第119号　全国豊かな海づくり大会の開催誘致を求める陳情

陳情第125号　全国豊かな海づくり大会の開催誘致を求める陳情

陳情第131号　全国豊かな海づくり大会の開催誘致を求める陳情

陳情第132号　全国豊かな海づくり大会の開催誘致を求める陳情

陳情第133号　「全国豊かな海づくり大会」の開催誘致を求める陳情

陳情第134号　全国豊かな海づくり大会の開催誘致を求める陳情

陳情第135号　県花デイゴ再生への早急な取り組みに関する陳情

陳情第136号　琉球大学国際沖縄研究所の機能拡充に関する陳情

陳情第144号　全国豊かな海づくり大会の誘致に関する陳情

陳情第148号　有害鳥獣被害に関する陳情

日程第17　陳情平成21年第163号、同第167号、同第207号、同第208号、陳情第21号、第22号、第58号、第60号、

第65号から第67号まで、第72号、第73号及び第75号

陳情平成21年第163号　米国原子力潜水艦のホワイトビーチ寄港に反対する陳情

陳情平成21年第167号　米国原子力軍艦のホワイト・ビーチ寄港に関する陳情

陳情平成21年第207号　米国原子力軍艦のホワイト・ビーチ寄港に関する陳情

陳情平成21年第208号　米国原子力潜水艦のホワイト・ビーチ寄港に反対する陳情

陳情第21号　米国原子力潜水艦のホワイト・ビーチ寄港に反対する陳情

陳情第22号　米国原子力軍艦のホワイト・ビーチ寄港に対する陳情

陳情第58号　県立中部病院への米軍車両無断侵入に対する陳情

陳情第60号　県立中部病院への米軍車両無断侵入に対する陳情

陳情第65号　米軍人によるひき逃げ事件に対する陳情

陳情第66号　米軍人によるひき逃げ事件に対する陳情

陳情第67号　米軍人によるひき逃げ事件に関する陳情

陳情第72号　米国原子力潜水艦のホワイト・ビーチ寄港に反対する陳情

陳情第73号　普天間基地の県内移設に反対する陳情

陳情第75号　米国原子力軍艦のホワイト・ビーチ寄港に対する陳情

日程第18　議員派遣の件（平成22年度沖縄県議会議員北米等派遣）

日程第19　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　新　垣　清　涼　君

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　奥　平　一　夫　君

22　番　　山　内　末　子　さん

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　昨日、玉城ノブ子さん外13人から、議員提出議案第

３号「口蹄疫対策の充実・強化を求める意見書」、議

員提出議案第４号「琉球大学国際沖縄研究所の機能拡

充を求める意見書」、赤嶺昇君外13人から、議員提出

議案第５号「細菌性髄膜炎ワクチンの早期定期接種化

等を求める意見書」、議員提出議案第６号「保育所・

児童入所施設の環境改善を求める意見書」、渡嘉敷喜

代子さん外12人から、議員提出議案第７号「米軍普天

間飛行場移設の日米共同発表の見直しを求める意見

書」及び議員提出議案第８号「米軍普天間飛行場移設

の日米共同発表の見直しを求める決議」の提出があり

ました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　乙第１号議案、乙

第４号議案及び乙第５号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第１号議案、乙第４号

議案及び乙第５号議案の条例議案３件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第１号議案「沖縄県職員の退職手当に関す

る条例の一部を改正する条例」は、雇用保険法の一部

改正により、雇用保険の失業等給付のうち特例一時金

の支給対象から短期の雇用を繰り返す者が除外された

ことに伴い、県職員の退職手当制度において雇用保険

法による失業等給付と同等のものとして設けられてい

る失業者の退職手当の規定等について所要の整備を行

うため条例の一部を改正するものであるとの説明があ

りました。

　次に、乙第４号議案「沖縄県使用料及び手数料条例

の一部を改正する条例」は、土壌汚染対策法の一部が

改正されたことに伴い、汚染土壌の処理に係る許可を

更新する際の手数料等について徴収根拠を定めるため

条例の一部を改正するものである。

　主な改正内容は、搬出しようとする土壌の基準適合

認定申請や汚染土壌処理業の許可更新申請など手数料

の項目を新設するとの説明がありました。

　次に、乙第５号議案「沖縄県税条例の一部を改正す

る条例」は、地方税法が改正されたことに伴い、県た

ばこ税の税率を改めるため条例の一部を改正するもの

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　比　嘉　京　子　さん

36　番　　新　垣　安　弘　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼　　　　　　　　　平　田　善　則　君
課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

政務調査課長　　城　間　正　彦　君

副　　参　　事　　知　念　正　治　君

主　　　　　幹　　前　田　　　敦　君

主　　　　　幹　　饒平名　知　徳　君

主　　　　　幹　　上　原　貴　志　君
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である。

　主な改正内容は、県たばこ税の税率を1000本につき

430円引き上げる。ただし、旧三級品の紙巻きたばこ

については、1000本につき205円引き上げるとの説明

がありました。

　本案に関し、条例改正の理由は何かとの質疑があり

ました。

　これに対し、条例改正の理由は、昨年末に閣議決定

された税制改正大綱において、たばこ税については国

民の健康の観点からたばこの消費を抑制するため、将

来に向かって税率を引き上げていく必要があるとさ

れ、これを受けて地方税法が改正されたためであると

の答弁がありました。

　次に、今回の条例改正による県たばこ税収入への影

響をどの程度見込んでいるのかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、条例改正による県たばこ税の収入見込

み額は、平成21年度の27億3100万円に対し、平成22年

度は27億500万円で約2600万円、率にして1.0％の減を

見込んでいるとの答弁がありました。

　次に、たばこ消費量の減少によりたばこ製造業者や

小売業者がこうむる影響は大きいものと思われるが、

何らかの支援策は考えているのかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、今のところ政府から支援策は示されて

いないとの答弁がありました。

　そのほか、今回の条例改正とＷＨＯ総会のたばこ規

制枠組条約との関係、旧三級品たばこの銘柄ごとの値

上げ額、国民の健康増進を値上げの理由とすることの

是非、たばこ生産農家及び市町村税収に与える影響と

支援策、値上げに伴う複合的影響の内容などについて

質疑がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、乙第１号議案、乙第４号議案及び乙第５号

議案の３件は、全会一致をもって原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げて報告を終わり

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第１号議案、乙第４号議案及び乙第５号

議案の３件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案３件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第１号議案、乙第４号議案及び乙第５号

議案は、原案のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第２　乙第６号議案から

乙第８号議案までを議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第６号議案から乙第８

号議案までの条例議案３件について、委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、福祉保健部長及び教育長の

出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第６号議案「沖縄県介護支援専門員資格登

録申請等手数料条例の一部を改正する条例」は、介護

支援専門員の資格を更新する際に受講が義務づけられ

ている研修の手数料の徴収根拠を定めるため条例を改

正するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、２月定例会の条例案と今定例会の条例

案との違いは何かとの質疑がありました。

　これに対し、２月定例会に提案した条例案では九州

各県の平均額を参考に手数料を設定したが、今回は、

過去の実績から算出した当該研修の総所要額を国・県

及び受講者で案分し、受講者分を総受講者数で除した

額を１人当たりの手数料額としたとの答弁がありまし

た。

　次に、登録申請等業務の委託理由は何かとの質疑が

ありました。

　これに対し、高齢化や少子化問題などへの的確な対

応が求められる中、福祉部門の人材や財政が綻迫する

状況にあり、専門性を有する民間に委託して当該業務

に従事していた職員をほかの業務に配置することで福

祉部門の効率的な人事配置を図るためであるとの答弁
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がありました。

　そのほか、介護職員に対する給与実態調査の実施状

況、介護職と他職種との平均給与の比較、手数料の算

定方針、受講者負担の根拠などについて質疑がありま

した。

　次に、乙第７号議案「沖縄県立高等学校等の授業料

等の徴収に関する条例の一部を改正する条例」は、公

立高等学校の授業料無償化に係る法律の制定に伴い、

高等学校授業料が原則不徴収とされたことに伴う規定

を整備するため条例を改正するものであるとの説明が

ありました。

　本案に関し、法律では特別の事由がある場合は授業

料を徴収できると規定しているが、本県ではどうする

考えか、九州各県の状況はどうかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、国から交付される公立高等学校授業料

不徴収交付金の対象とならない留年生または既卒生を

特別の事由として授業料を徴収する都道府県もある

が、本県では、すべての生徒に学ぶ機会を確保すると

いう観点から留年生または既卒生についても授業料を

徴収しない方針である。九州７県中、４県が留年生ま

たは既卒生について授業料を徴収するとしており、３

県が本県と同様に徴収しないとしているとの答弁があ

りました。

　次に、乙第８号議案「沖縄県立青少年の家の設置及

び管理に関する条例の一部を改正する条例」は、県立

石川青少年の家及び県立玉城青少年の家を指定管理者

制度に移行するため条例を改正するものである。

　主な改正内容は、指定管理者の指定のための準備に

係る規定は公布の日から施行し、指定管理者による供

用開始は平成23年４月であるとの説明がありました。

　本案に関し、青少年自然の家を指定管理とする理由

は何か、他の青少年教育施設の指定管理への移行予定

はどうなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、指定管理者制度導入の理由は、県財政

が厳しい状況の中、管理運営費の確保が難しいことか

ら民間のノウハウを活用し、綻迫する財政の節減効果

を図るためである。今後は、平成24年度に宮古少年自

然の家及び石垣少年の家をそれぞれ指定管理に移行す

る予定であるとの答弁がありました。

　次に、指定管理に移行した場合、施設の利用料金や

食事代はどうなるのかとの質疑がありました。

　これに対し、施設の利用料金は指定管理移行後も県

条例で定めるが、レストラン等における食事代などの

実費負担分は、指定管理者と食材業者等との間の商取

引で価格が設定されるとの答弁がありました。

　そのほか、青少年教育施設の危機管理の状況などに

ついて質疑がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決に先立ち乙第６号議案及び乙第８号議案について

は、共産党所属委員からそれぞれ反対する旨の意見表

明があり、採決の結果、乙第６号議案及び第８号議案

の２件は、賛成多数をもって原案のとおり可決すべき

ものと決定いたしました。

　乙第７号議案は、全会一致をもって原案のとおり可

決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　乙第６号議案及び乙第８号議案に対する討論の通告

がありますので、順次発言を許します。

　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　おはようございます。

　私は、日本共産党県議団を代表して、乙第６号議案

及び乙第８号議案に反対の討論を行います。

　初めに、介護支援専門員、ケアマネジャーの研修の

ための手数料を有料化するための乙第６号議案「沖縄

県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を

改正する条例」についてです。

　今回の有料化の提案は、去る２月議会で否決された

議案を一部手直しして、再度提案をしてきたもので

す。

　前回と違う点は、必要額の４割の受講者負担が３割

に減るということですが、前回提案より2000円を減額

しても２万4000円の研修料となるものです。

　2006年の厚労省通知で、ケアマネジャーが無料で受

けてきた研修を有料にすることができるとされたの

を、沖縄県は、これまで３年間無料で研修を継続して

きたものを、今回、受益者負担を理由にして有料化す

るというものです。また、毎年10％削減のシーリング

対象経費だから受講者負担を導入することも有料化の

理由として挙げています。

　介護労働者の実態は、仕事の厳しさに比べて賃金が

低いと半数が不満を訴え、社会的評価も低いと言わ
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れ、離職者が多く介護職員が不足して介護利用者の願

いにこたえられないと深刻な事態となっています。

　要介護状態になっても、必要な介護を受けて、自立

支援と尊厳の保持を実現するための支援者である介護

労働者が意欲を持てないと嘆く現状があります。

　賃金については、委員会質疑の中で、県が昨年10月

に調査をした介護労働者の正職員の平均賃金は18万34

円、沖縄県の正職員産業別所定内賃金の平均が24万

9348円、一番低いのが運輸業、２番目が飲食店・宿泊

業、３番目に低いのが介護職員の18万34円でした。

　県の調査で、介護正職員の離職率は平均で15％、非

正規職員で25％、４人に１人、１年未満の離職が53％

という厳しい結果が出されています。

　離職者対策に有効な対策は何かという問いに、40％

が賃金の引き上げと答え、社会的評価の向上が25％と

なっています。

　介護職員の労働条件や労働環境の改善こそ、待った

なしの課題です。

　ケアマネジャーは、介護を必要とする人の人として

の当たり前の暮らし、命と権利を保障するための専門

的知識及び技術を要する者であり、職務として公平

性・中立性が求められ、守秘義務を課され、刑法等の

罰則規定に縛られる職責の重い職業です。しかし、１

件当たりの報酬が低いため、その多くの人が所属して

いる指定居宅介護支援事業所において、給付管理に追

われているという理想と現実の矛盾を抱えている職業

だと言われています。

　よりよい介護を届けたいと介護現場で頑張っている

介護労働者の労働条件の改善なしに、介護の質は向上

しません。労働条件の改善や研修の保障は、介護保険

制度の根幹です。

　研修を受けることは、ケアマネジャー個人の受益だ

というものではなく、受益を受けるのは介護を受ける

人であり、県民であります。仕事の厳しさ、職責に見

合った賃金が支払われていない問題を不問に付して、

研修を受けるのは受益だからというのは余りに理不尽

です。長崎県など幾つかの県で無料のままです。沖縄

県の無料継続を強く求めるものです。

　介護保険制度が始まって10年間で介護疲れによる心

中事件が400件、家族介護のための離職者が14万5000

人近く、福祉をお金で買う応益負担が、介護・福祉を

必要としているお年寄りを排除し、介護労働者も受益

者負担の名で負担増にされています。社会保障費が削

減され続け、保険あって介護なしと言われてきた介護

制度を、お年寄りが安心して介護が受けられるよう

に、県は、国に対して抜本的な制度改正を求めるべき

です。

　以上、ケアマネジャーの研修費用の有料化に反対の

討論といたします。

　続いて、石川青少年の家、玉城青少年の家を民間に

指定管理をさせるための乙第８号議案「沖縄県立青少

年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例」について、反対の討論を行います。

　指定管理者制度は、前自民・公明政権による三位一

体改革の地方交付税、社会保障費の削減、補助金や負

担金の削減による地方自治体への行財政改革の押しつ

けによって導入されてきました。

　同時に、「官から民へ」と自治体の業務を営利を優

先させる民間に委託させ、民営化を誘導し、指定管理

者制度を加速させてきました。沖縄県もこれまで福祉

施設や教育施設の民間委託を進め、受益者負担の名で

県民に負担を押しつけてきました。

　自公政権が退場させられた今、県政が福祉、教育の

切り捨て路線から社会保障を中心にした行政運営に本

格的な転換が求められています。

　県の直営から指定管理者にする沖縄県立青少年の家

は、健全な青少年の育成を図り、もって社会教育の振

興に資することを目的として県内６カ所に設置をさ

れ、利用されてきた青少年のための教育上重要な施設

です。

　昨年、名護と糸満を指定管理者に管理を移し、今

回、石川と玉城、来年は宮古と八重山を指定管理者に

管理させていく計画の執行となっています。

　青少年の健全育成に努めなければならない県政が、

青少年の家という社会教育施設を営利を目的とする民

間会社にゆだねることは、自治体の公的役割を放棄す

るものであり、認めることはできません。

　以上、青少年の健全な育成のために設置された青少

年の家を民間に指定管理をさせるための条例改定に反

対をいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

　　　〔佐喜真　淳君登壇〕

○佐喜真　淳君　皆さん、おはようございます。

　ただいま議題となりました乙第６号議案及び乙第８

号議案に対して、原案に賛成の立場から討論を行いま

す。

　まず初めに、乙第６号議案「沖縄県介護支援専門員

資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例」に

ついて討論を行います。

　この条例は、平成18年に介護保険法が改正されたこ

とに伴い、介護支援専門員の資格登録などに係る手数

料に関し必要な事項を定めるために制定されており、
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平成18年４月から施行されている条例であります。

　本議案は、介護支援専門員の研修に際して、受益者

負担の観点から、新たに手数料を徴収することとした

介護支援専門員再研修実施手数料などの徴収根拠を定

めるため一部を改正するものであり、２月議会で上程

された議案を見直した上、再提案されたものでありま

す。

　２月議会においては、九州平均をもって手数料の設

定を行っていましたが、今回は研修ごとに要する経費

を積算し、国・県、受講者で均等に負担するよう見直

されており、九州各県の手数料にばらつきがある現状

においては、納得できる手数料の設定になっているも

のと考えます。

　また、研修を介護現場に精通した職能団体などに委

託して実施することで、実際に現場の介護支援専門員

が直面している課題などを適宜に盛り込んだ充実した

内容の研修となることが期待され、かつ多くの講師が

所属する団体への委託により講師の安定確保も図られ

ることになります。

　さらに、委託費に積算される人件費については国庫

補助対象経費となることから、県で実施する場合に比

べ、一般財源の大幅な削減につながっており、行政改

革の面からも大きく評価できる内容であります。

　２月議会でも賛成討論で申し上げましたが、当該研

修を受講することによって資格を維持、取得できると

いう利益が受けられるこの研修については、沖縄県を

含む３県以外のほとんどの都道府県では既に有料化が

導入されており、税による負担のみで賄うことは適当

ではないと考えます。

　研修事業費の３割程度を受講者に御負担いただき、

残り７割は公費で負担するものでありますので、税を

負担する県民の理解を得るためにも、研修受講者に一

部負担していただく本議案の成立が必要であります。

　以上のとおり、介護支援専門員の研修充実及び資質

向上につながり、同時に国庫の増額と一般財源の縮

減、手数料の確保及び県職員の人員減にもつながって

いることから、この議案は全会一致で賛成すべきもの

と考えております。

　仮に今議会で成立が果たされない場合は、介護支援

専門員の資格維持に必要な研修のスケジュールが大幅

におくれ、現場において大変大きな混乱が生じること

になりますので、速やかに成立することを求めるもの

であります。

　以上、乙第６号議案「沖縄県介護支援専門員資格登

録申請等手数料条例の一部を改正する条例」につい

て、原案に賛成の立場から討論を行いました。

　続きまして、乙第８号議案「沖縄県立青少年の家の

設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例」に

対する討論を行います。

　本議案は、平成23年度から石川青少年の家及び玉城

青少年の家の管理を指定管理者に行わせるための必要

な事項を定めるため現行条例の一部を改正するもので

あります。

　青少年教育施設は、法令により県以外の者が管理す

ることを禁止する特別な規定がないことから指定管理

者に管理を行わせるものであります。また、当該施設

への指定管理者制度の導入は全国的な傾向となってお

ります。

　指定管理者制度は、民間事業者も含む幅広い団体の

中から地方公共団体が指定する団体に公の施設の管理

を代行させるもので、多様化する住民ニーズにより効

果的・効率的に対応し、住民サービスの向上と経費の

削減などを図るものであります。

　平成22年度から指定管理者制度を導入した名護及び

糸満青少年の家については、県直営時と同様な体験活

動、野外活動など青少年の健全育成に資する事業を実

施するとともに、指定管理者のノウハウを生かした独

自のプログラムを開発し、より充実した事業が行わ

れ、４月から５月までの利用者の受け入れ実績は、前

年度比約15％の増となっており、順調に事業が実施さ

れております。また、これまで施設の管理運営に要し

た経費も指定管理料となったことで、経費削減の効果

があらわれております。

　以上の理由により、青少年教育施設への指定管理者

制度については、所期の目的の達成に向け着実に効果

を上げていると思われます。

　よって、乙第８号議案「沖縄県立青少年の家の設置

及び管理に関する条例の一部を改正する条例」に対

し、賛成の立場で討論を行いました。

　議員諸君の賛同を賜り、討論を終わります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時29分休憩

　　　午前10時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第６号議案から乙第８号議案までの採決

に入ります。

　議題のうち、まず乙第７号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。
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　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第７号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第６号議案及び乙第

８号議案を一括して採決いたします。

　各議案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第６号議案及び乙第８号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　平成22年第１回議

会乙第22号議案を議題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木文化環境委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木文化環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木文化環境委員長（當山眞市君）　おはようござ

います。

　ただいま議題となりました平成22年第１回議会乙第

22号議案の条例議案１件について、委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　平成22年第１回議会乙第22号議案「沖縄県都市公園

条例の一部を改正する条例」は、使用料について九州

各県の状況を勘案して適正化を図るとともに、利用料

金について類似施設の状況を勘案して利用区分を加え

る必要があるため条例の一部を改正するものでありま

す。

　主な改正内容は、都市公園の占用の許可の際に徴収

する使用料について額を改定するとともに、有料公園

施設等の利用に係る料金について共用利用の区分を加

えることなどであるとの説明がありました。

　なお、本議案は、平成22年２月議会に提案されまし

たが、慎重に審査及び調査する必要があるとの理由で

継続審査となった議案であります。

　本案に関し、補助競技場の共用利用料金を新設する

主な理由は何か、幼児からも利用料金を徴収すること

に問題はないのかとの質疑がありました。

　これに対し、補助競技場の共用利用料金を新設する

理由は、全県的な競技会の開催が多いことからよりよ

い状態で保守・管理する必要があること、一定の利用

制限を行うことにより利用者の安全確保を図る必要が

あること、補助競技場と本競技場の負担の均衡を図る

ため、補助競技場利用者に応分の負担を求める必要が

あることなどである。幼児に対しては、これまでも本

競技場での見学や付き添い、保育園等での利用などの

場合は、利用料金を免除しているのが実情であるとの

答弁がありました。

　次に、今回の条例改正により補助競技場に一定の利

用制限を設けることになるが、その対応策は考えてい

るかとの質疑がありました。

　これに対し、補助競技場を周回する園路に一般市民

ランナー向けの約1.5キロメートルのジョギング用弾

性舗装路を今年度中に整備し、公園利用者のサービス

向上にこたえていく考えであるとの答弁がありまし

た。

　そのほか、補助競技場の年間収入と修繕費等の支出

に係る費用対効果の内訳、児童生徒及び幼児の定義な

どについて質疑がありました。

　以上が委員会における審査の概要でありますが、採

決に先立ち平成22年第１回議会乙第22号議案について

は、社民・護憲ネット及び自由民主党所属委員から修

正案が提出されました。

　なお、本案に対する修正案は、お手元に配付されて

いるとおりであります。

　本修正案に対し、共産党所属委員から反対する旨の

意見表明があり、採決の結果、平成22年第１回議会乙

第22号議案の修正案は、賛成多数をもって可決すべき

ものと決定いたしました。

　次に、修正議決した部分を除く原案の採決に先立ち

共産党所属委員から反対する旨の意見表明があり、採

決の結果、修正議決した部分を除く原案は、賛成多数

をもって原案のとおり可決すべきものと決定いたしま

した。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり
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ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時35分休憩

　　　午前10時36分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより平成22年第１回議会乙第22号議案を採決い

たします。

　本案に対する委員長の報告は、修正議決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、平成22年第１回議会乙第22号議案は、委員

長の報告のとおり修正議決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第４　乙第９号議案、乙

第11号議案から乙第16号議案までを議題といたしま

す。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました乙第９号議案の議決議案１件、乙第11号議案

から乙第14号議案までの同意議案４件及び乙第15号議

案及び乙第16号議案の承認議案２件の計７件につい

て、委員会における審査の経過及び結果を御報告申し

上げます。

　委員会におきましては、総務部長及び企画部長の出

席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第９号議案「工事請負契約について」は、

南北大東地区の地上デジタル放送機器製作・設置工事

の契約について、地方自治法第96条第１項の規定によ

り議会の議決を求めるものであるとの説明がありまし

た。

　次に、乙第11号議案「沖縄県人事委員会委員の選任

について」は、人事委員会委員３人のうち１人が平成

22年７月で任期満了することに伴い、その後任を選任

するため地方公務員法第９条の２第２項の規定により

議会の同意を求めるものである。

　提案した新垣幸子氏は、これまで県において出納事

務局長、福祉保健部長、出納長等を歴任し、人事や給

与制度に明るく、かつ人材の育成や能率的な事務処理

に理解が深く、また、人格が高潔であることから、議

会の同意を得て選任したいとの説明がありました。

　本案に関し、今回の選考に当たって他の候補者の検

討は行ったのか、当該候補者に決定した理由は何かと

の質疑がありました。

　これに対し、委員の選考に当たっては、人格が高潔

で地方自治の本旨及び民主的で能率的な事務処理能力

に理解があり、かつ人事行政に関し識見を有する者と

いうことを基本としつつ、今回は女性委員の後任の選

任ということから、女性で、かつ福祉分野等々に専門

性を有し、かなりの時間を人事委員会の職務に割くこ

とができる者ということで、いろんな候補者を選定し

検討した結果、最終的に知事が判断して当該人を候補

者としたとの答弁がありました。

　次に、同じ人が多くの部署を渡り歩くような人事行

政は改めるべきではないかとの質疑がありました。

　これに対し、今回の議案は、人事委員会委員という

専門性が求められる委員の選任であり、外郭団体への

再就職とは趣を異にするものであるとの答弁がありま

した。

　次に、人事委員会委員の報酬は幾らか、一時金や退

職金もあるのかとの質疑がありました。

　これに対し、人事委員会委員の報酬は月額18万1000

円である。一時金や退職金はないとの答弁がありまし

た。

　そのほか、一般職及び特別職から県の外郭団体に再

就職する場合の基準の状況、人事委員会の権限と活動

の状況、県職員の採用及び人事異動に関する人事委員

会の役割などについて質疑がありました。

　次に、乙第12号議案「沖縄県収用委員会委員の任命

について」は、収用委員会委員９人のうち２人が平成

22年７月で任期満了することに伴い、その後任を任命

するため土地収用法第52条第３項の規定により議会の

同意を求めるものであるとの説明がありました。

　本案に関し、収用委員の任期は何年か、何期まで務

めることが可能かとの質疑がありました。

　これに対し、収用委員の任期は１期３年で、要綱上

は３期まで可能であるとの説明がありました。

　次に、収用委員会の活動状況はどうかとの質疑があ
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りました。

　これに対し、収用委員会の活動状況を最近３カ年間

の裁決の状況で見ると、平成19年度が権利取得裁決５

件、明け渡し裁決５件の合計10件、平成20年度が権利

取得裁決３件、明け渡し裁決２件、補償裁決１件の合

計６件、平成21年度が権利取得裁決９件、明け渡し裁

決９件の合計18件であるとの答弁がありました。

　そのほか、新石垣空港整備事業関係の裁決状況につ

いて質疑がありました。

　次に、乙第13号議案「沖縄県公安委員会委員の任命

について」は、公安委員会委員３人のうち１人が平成

22年７月で任期満了することに伴い、その後任を任命

するため警察法第39条第１項の規定により議会の同意

を求めるものであるとの説明がありました。

　次に、乙第14号議案「沖縄県公害審査会委員の任命

について」は、公害審査会委員12人全員が平成22年８

月で任期満了することに伴い、その後任を任命するた

め公害紛争処理法第16条第１項の規定により議会の同

意を求めるものであるとの説明がありました。

　次に、乙第15号議案「専決処分の承認について」

は、地方税法が改正され、平成22年３月31日公布、４

月１日から施行されたことに伴い、条例を改正し施行

する必要があるが、議会を招集する時間的余裕がなく

専決処分を行ったため、地方自治法第179条第３項の

規定に基づき、議会の承認を求めるものである。

　専決処分の主な内容は、第１点目に、軽油引取税及

び自動車取得税について10年間の暫定税率を廃止した

上で、当分の間、税率水準を維持する。第２点目とし

て、自動車取得税に係るいわゆるエコカー減税に一部

の車種を追加する。第３点目として、自動車税に係る

いわゆるグリーン化特例について軽減対象の見直しを

行った上、２年延長するものであるとの説明がありま

した。

　本案に関し、地方税法の改正に伴い沖縄県税条例の

改正ということならば、個人住民税の扶養控除の廃止

が今回の条例改正に上がっていない理由は何かとの質

疑がありました。

　これに対し、今回の地方税法の改正は、暫定税率の

改正、地方たばこ税の改正及び個人住民税の扶養控除

の廃止という大きく分けて３つの改正があるが、扶養

控除の廃止については、沖縄県税条例第21条が「法第

34条に定めるところにより」と法律を引用する表記と

なっていることから、条例を改正する必要はないとの

答弁がありました。

　そのほか、子ども手当の税法上の収入区分、子ども

手当が国民健康保険制度等、他の制度に与える影響な

どについて質疑がありました。

　次に、乙第16号議案「専決処分の承認について」

は、「過疎地域自立促進特別措置法第31条の地方税の

課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合

等を定める省令」等が改正され、平成22年３月31日公

布、４月１日から施行されたことに伴い条例を改正し

施行する必要があるが、議会を招集する時間的余裕が

なく専決処分を行ったため、地方自治法第179条第３

項の規定に基づき、議会の承認を求めるものである。

　主な改正内容は、第１点目に、過疎地域における事

業税等の課税免除の適用期限を１年延長する。第２点

目として、中心市街地における不動産取得税等の不均

一課税の適用期限を２年延長するものであるとの説明

がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、乙第９号議案は、全会一致をもって可決す

べきものと決定いたしました。

　乙第11号議案は、可否同数となり、委員長裁決によ

りこれに同意しないものと決定いたしました。

　乙第12号議案から乙第14号議案までの３件は、全会

一致をもってこれに同意すべきものと決定し、乙第15

号議案及び乙第16号議案の２件は、全会一致をもって

承認すべきものと決定をいたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げ御報告を終わり

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時47分休憩

　　　午前10時47分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第９号議案、乙第11号議案から乙第16号

議案までの採決に入ります。

　議題のうち、まず乙第９号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第９号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。
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　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第12号議案から乙第

14号議案までの３件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案３件は、これに同意することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第12号議案から乙第14号議案までは、こ

れに同意することに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第15号議案及び乙第

16号議案の２件を一括して採決いたします。

　ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり承認

することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第15号議案及び乙第16号議案は、委員長

の報告のとおり承認することに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第11号議案を採決い

たします。

　本案に対する委員長の報告は、否決でありますの

で、知事提出議案について採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案に同意する諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立少数であります。

　よって、乙第11号議案は、これに同意しないことに

決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第５　乙第18号議案を議

題といたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時49分休憩

　　　午前10時49分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました乙第18号議案の同意議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明の概要等に

ついて申し上げます。

　乙第18号議案「沖縄県監査委員の選任について」

は、監査委員４人のうち、議員のうちから選任された

１人が平成22年６月で退職したことに伴い、その後任

を選任するため、地方自治法第196条第１項の規定に

より議会の同意を求めるものであるとの説明がありま

した。

　本案に関し、議員から監査委員を選任する意義は何

かとの質疑がありました。

　これに対し、地方自治法第180条の５第１項により

地方公共団体に監査委員を置かなければならないと

なっており、さらに同法第196条により、議員のうち

から選任する監査委員の数は２人または１人とするも

のとなっているため、本県では２人の議員を選任して

いるとの答弁がありました。

　次に、議会には本会議や委員会を通して行政を

チェックする機能があるが、その上さらに監査委員と

して監査を行うことが適当か、国への問題提起や制度

改正の見通しはどうかとの質疑がありました。

　これに対し、地方自治法でこのように規定されたい

きさつは、地方自治体が議員内閣制ではなく大統領制

をとっているため、執行機関の内部に入って議会側か

らチェックをするという要素が必要であったためと思

われる。このことについては、今後、国の地域主権戦

略会議等の中で議論されていくものではないかと考え

るとの答弁がありました。

　以上が委員会における審査の概要でありますが、採

決の結果、乙第18号議案は、全会一致をもってこれに

同意すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げ報告を終わりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第18号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、これに同意することに御異議ありません

か。
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　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第18号議案は、これに同意することに決

定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時52分休憩

　　　午前10時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。　

　日程第６　乙第10号議案を議題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　おはようござ

います。

　ただいま議題となりました乙第10号議案の議決議案

１件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。

　委員会におきましては、観光商工部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第10号議案「指定管理者の指定について」は、

「沖縄ＩＴ津梁パーク施設の企業立地促進センター」

の指定管理者として、ＦＲＯＭ＆ＴＴＣコンソーシア

ムを指定するため、地方自治法第244条の２第６項の

規定に基づき議会の議決を求めるものであるとの説明

がありました。

　本案に関し、県内各地にあるインキュベーション施

設に配置されているインキュベーション・マネー

ジャーは、インキュベーション的機能を有する企業立

地促進センターにも配置されるのかとの質疑がありま

した。

　これに対し、企業立地促進センターは、県内各地の

インキュベーション施設と異なり、レンタルオフィス

的な施設であるので、インキュベーション・マネー

ジャーの配置は予定していないとの答弁がありまし

た。

　次に、指定管理者を公募せず、県の出資する外郭団

体を選定する理由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、指定管理者候補者の選定に当たって

は、一体的管理による利用者の利便性及び経済合理性

など最も適切に施設管理を行うことができるかどうか

を検討し、指定管理者制度運用委員会で決定したもの

であるとの答弁がありました。

　次に、企業立地促進センターへの入居企業の公募条

件は何か、どういう会社が、どこに民間ＩＴ施設を整

備する見込みかとの質疑がありました。

　これに対し、企業立地促進センターへの入居企業の

公募条件は、３年以内に民間ＩＴ施設を整備し入居す

ることを条件にしている。現在内定している２社に加

え、数社が中核機能支援施設及び企業立地促進セン

ター周辺に民間ＩＴ施設を整備し入居するものと期待

しているとの答弁がありました。

　次に、民間ＩＴ施設は、企業立地促進センターへ入

居するＩＴ企業がみずから整備するのか、それとも他

の企業が整備するのかとの質疑がありました。

　これに対し、入居ＩＴ企業がみずから整備すること

も、また民間のディベロッパーが整備した施設に入居

することも可能であるとの答弁がありました。

　そのほか、中核機能支援施設及び企業立地促進セン

ターの一体的な管理方法、指定管理業務の外部委託の

範囲及び割合、指定管理業務への民間活力の導入状

況、企業立地促進センターへの入居が３年を経過した

ＩＴ企業への対応策、特別自由貿易地域の用地購入状

況などについて質疑がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、乙第10号議案は賛成多数をもって可決すべ

きものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　本案に対する討論の通告がありますので、発言を許

します。

　渡久地　修君。

　　　〔渡久地　修君登壇〕

○渡久地　修君　私は、日本共産党県議団を代表し

て、乙第10号議案「指定管理者の指定について」、反

対の立場から討論を行います。

　今回の議案は、沖縄ＩＴ津梁パーク施設企業立地促

進センターを沖縄県が建設して、その指定管理者に同

じく県が建設した隣のＩＴ津梁パーク中核支援施設の
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指定管理者に公募もせずに随意契約で指定管理者に選

定したいというものです。

　なぜ、随意契約にしたのかとの疑問に対して、県

は、隣の中核支援施設と同じ目的で一体的管理ができ

るからだと言いました。だったらなぜ最初から計画し

ていなかったのかとの疑問が出てきます。実は、ここ

にこのＩＴ津梁パーク及び特別自由貿易地域のその場

しのぎの県の対応が如実にあらわれています。

　特別自由貿易地域として埋め立てたが土地は売れな

い、売れた土地はたったの2.1％という状況です。県

は困ってしまい、自由貿易地域の指定とは関係のない

ＩＴ産業を誘致しようと、ＩＴ津梁パークにして、

パークエリアに指定し、企業に土地を売ろうと計画し

ました。しかし、それでも土地は全く売れないので結

局県が土地を買ってＩＴ津梁パーク中核支援施設を県

みずからが建てて、企業にそこに入居してもらいまし

た。しかし、それでもその後も土地は売れない。さて

困ったと頭を抱えているときに、去年、国の緊急経済

対策の補正予算が組まれました。この予算を活用し

て、また土地を県みずからが買い取って、またまた今

度もＩＴ津梁パーク施設企業立地センターを県みずか

らが建設して企業を入居させようというものです。

　私たちが懸念しているのは、このように果てしなく

売れない土地を県が購入し続けていくのかということ

です。質疑の中で、民間のビルの建設の予定が今後あ

るのかということに対して、それは今のところないと

いうことでした。県がこれからも土地を購入してい

く、このような疑念について部長は否定しませんでし

た。今度の予算審議の際に、この特別自由貿易地域の

土地が売れないのが県の財政圧迫の大きな懸念として

挙げられていました。今、土地が売れないからといっ

て、毎年、県みずからが買い取っていくという泥沼式

の自転車操業方式を根本から今、見直さなければいけ

ません。

　今回の指定管理者の指定の背景には、そのようなそ

の場しのぎの対応があります。このあり方を今、根本

から見直すことか求められています。

　したがって、私たちは乙第10号議案に反対するもの

です。議員各位の御賛同をよろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前11時０分休憩

　　　午前11時０分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第10号議案を採決いたします。

　本案に対する委員長の報告は、可決であります。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第10号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第７　乙第17号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木文化環境委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木文化環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木文化環境委員長（當山眞市君）　ただいま議題

となりました乙第17号議案の議決議案１件について、

委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げ

ます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第17号議案「違約金存否確認等請求調停事件等の

調停について」は、県発注工事に係る違約金等につい

て、県に対して申し立てられている民事調停を成立さ

せるため、地方自治法第96条第１項の規定により議会

の議決を求めるものである。

　調停案の概要は、賠償率は５％とすること、連帯債

務を免除しＡ企業には賠償を求めないこと、分割払い

を認めること、延滞金などの本債務以外の負担を免除

することなどであるとの説明がありました。

　本案に関し、談合の再発防止策として県はこれまで

どのような取り組みを行ってきたのかとの質疑があり

ました。

　これに対し、入札・契約手続の透明性・競争性・公

正性を高めるため、指名業者を事前公表から事後公表

に改めたこと、指名業者数を段階的に引き上げてきた

こと、電子入札制度の全面的導入や総合評価方式の拡

大を図ってきたことなどが挙げられるとの答弁があり

ました。

　次に、談合認定処分を受けた請負工事に係る賠償金

を契約金額の10％から５％に引き下げる和解案に応じ
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る理由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、２カ年にわたり計21回行われた談合に

係る調停協議を踏まえ、調停委員会が示した調停案を

尊重したものであること、談合があった工事の落札率

と全国の工事落札率、県内の他の工事の落札率等を比

較して、その差がおおむね４％から７％の間にあるこ

とを踏まえ、５％という数字に合理性があるものと判

断したとの答弁がありました。

　次に、国庫補助金の返還など国との調整はどうなっ

ているかとの質疑がありました。

　これに対し、現在、国土交通省から最終的には財務

省と調整しながら判断することになるが、裁判所等の

第三者機関が示した調停案は合理的な判断がなされて

いるものとしんしゃくされることから、その結果はで

きるだけ尊重したいという見解、考え方が示されてい

ることから、基本的には了解を得ているものと理解し

ているとの答弁がありました。

　そのほか、現在の平均落札率、調停の法的根拠、全

国市民オンブズマン連絡会議の談合に関する指標の内

容などについて質疑がありました。

　以上が委員会における審査の概要でありますが、採

決の結果、乙第17号議案は、全会一致をもって可決す

べきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第17号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第17号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第８　甲第１号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました甲第１号議案の予算議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　甲第１号議案「平成22年度沖縄県一般会計補正予算

（第１号）」は、沖縄特別振興対策調整費に係る事業

のほか、口蹄疫対策など緊急に対応を要する経費につ

いて補正予算を編成するものである。

　補正予算の総額は、歳入及び歳出ともに50億9252万

2000円で、これを既決予算額6054億6300万円に加える

と、改予算額は6105億5552万2000円となる。補正予算

の財源内訳は、国庫支出金が31億3339万6000円及び繰

入金が19億5912万6000円である。

　歳出の主な項目は、投資的経費が８億9559万8000円

で、そのうち普通建設補助事業が、観光案内サイン整

備事業などで５億3177万4000円、普通建設単独事業

が、水産海洋研究センター移転整備事業などで３億

6382万4000円などとなっている。

　その他の経費は41億9692万4000円となっており、そ

のうち、物件費は沖縄国際航空物流ハブの活用を推進

する事業などで17億1708万2000円、補助費等は沖縄観

光力強化事業や口蹄疫対策として畜産農家等を支援す

る緊急対策事業など24億6067万1000円であるとの説明

がありました。

　本案に関し、小規模離島空路利用活性化事業の主な

目的は何か、事業期間はいつまでか、事業の対象とな

る小規模離島空路とはどこかとの質疑がありました。

　これに対し、小規模離島空路利用活性化事業の主な

目的は、中核病院や高等学校のない小規模離島を対象

として、航空運賃を低減化することによって離島住民

の負担軽減を図るとともに、あわせて島外の人が離島

を訪問する場合にも適用し、交流人口をふやすことに

よって地域の活性化を図ることである。事業期間は、

今回の補正を含めて次年度まで予定をしている。対象

となる離島空路は、那覇―粟国、那覇―南北大東、那

覇―久米島、石垣―与那国及び宮古―多良間の５つで

あるとの答弁がありました。

　次に、この事業終了後、航空運賃はもとに戻るの

か、今後どうする考えかとの質疑がありました。
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　これに対し、この事業実施期間中に、事業効果の検

証や継続的な運賃低減化を図る方法について検討して

いく考えであるとの答弁がありました。

　次に、「沖縄観光力強化事業」とはどのような事業

かとの質疑がありました。

　これに対し、「沖縄観光力強化事業」は、「緊急プ

ロモーション」と「元気プロジェクト」の２つの事業

で構成されている。「緊急プロモーション」では、特

に中国を中心とした海外において沖縄の知名度を上げ

るためのプロモーションの実施やチャーター便に対す

る支援、沖縄での映画撮影等に対する支援、上海万博

の機会を活用した広告活動の展開、修学旅行関係業者

の招聘、そのほか各種メディアを活用したプロモー

ションの実施などを計画している。「元気プロジェク

ト」では、誘客イベントやスポーツツーリズム等の企

画提案を公募し、提案に対する支援を行うことや携帯

端末を利用した観光情報の提供などを計画していると

の答弁がありました。

　次に、「沖縄観光力強化事業」の中では、中国の旅

行市場を沖縄県としてどう位置づけ、どのような取り

組みを行う考えか、中国観光客のニーズに応じた対策

は講じられているかとの質疑がありました。

　これに対し、沖縄県にとって中国は非常に重要な観

光マーケットであり、今後のターゲットとして中国が

最も可能性が高いものと認識している。今後は、中国

において沖縄の知名度を高めるための取り組みや

チャーター便に対する支援などを行っていく考えであ

る。中国観光客のニーズに応じた対策としては、沖縄

の海洋性リゾートや特異な文化面を発信するととも

に、中国観光客が好んで使用する電子マネーの一種の

銀聯カードが使用可能な端末機を県内に増設したり、

直行便だけではなく東京や大阪経由のゴールデンルー

トも利用可能な中国観光客向けの旅行商品づくりも検

討していきたいとの答弁がありました。

　次に、口蹄疫の侵入防止対策として、発生しない前

の常日ごろの侵入防止対策や防疫体制はどうなってい

るかとの質疑がありました。

　これに対し、平常時は海外からの侵入防止対策が重

点になるが、宮崎県への侵入経路がまだ解明されてい

ない現状においては、対策が難しい面がある。国にお

いては、常日ごろから空港検疫や港湾検疫を行ってお

り、県においては、県内の畜産農家への消毒徹底の指

導を行っているとの答弁がありました。

　次に、口蹄疫被害が拡大した場合の対策として、ど

のような貴重家畜を、どこに避難させる考えかとの質

疑がありました。

　これに対し、口蹄疫被害が拡大した場合、沖縄県家

畜研究センターの種雄牛３頭、アグー豚４頭、ボア種

のヤギ２頭、沖縄県家畜改良センターの系統造成豚35

頭、合計44頭の貴重家畜を伊平屋村に避難させる考え

であるとの答弁がありました。

　そのほか、今回の補正予算における緊急経済対策の

内容、沖縄特別振興対策調整費の残り枠と今後の活用

予定の内容、先端医療産業化基盤構築事業の内容と目

標内訳、離島体験学習促進事業の対象者、農家民泊の

問題点と今後の対応策、小規模離島空路利用活性化事

業による妊産婦等の優遇措置内容、沖縄国際航空物流

ハブ活用推進事業の内容、沖縄ハブにおける取り扱い

貨物量の推移状況、主な取り扱い県産品目、臨空型企

業誘致の取り組み状況、泡盛マーケティング総合支援

事業の内容、泡盛の他県における生産状況、泡盛の商

標登録問題、かりゆしスタイルブランド力向上対策事

業の内容と予算額、かりゆしウエアの価格面の課題と

生産枚数落ち込みの原因、行政がデザインに介入する

ことの是非、県内デザイナーの登用見通し、かりゆし

ウエアへの県産品の活用策、中国人観光客誘客のため

の華僑組織との連携策、医療ツーリズム促進事業の内

容と県産品の活用方法などについて質疑がありまし

た。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、甲第１号議案は、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。　

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより甲第１号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第１号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、日程第９　議員提出

議案第３号　口蹄疫対策の充実・強化を求める意見書
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及び日程第10　議員提出議案第４号　琉球大学国際沖

縄研究所の機能拡充を求める意見書を一括議題といた

します。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第３号及び第４号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔玉城ノブ子さん登壇〕

○玉城ノブ子さん　ただいま議題となりました議員提

出議案第３号及び同第４号の２件につきましては、経

済労働委員会の委員等により協議した結果、議員提出

議案として提出することに意見の一致を見ましたの

で、提出者を代表して提案理由を御説明申し上げま

す。

　提案理由は、議員提出議案第３号につきましては、

口蹄疫対策の充実・強化について関係要路に要請する

ためであり、議員提出議案第４号につきましては、琉

球大学国際沖縄研究所の機能拡充について関係要路に

要請するためであります。

　次に、議員提出議案第３号を朗読いたします。

　　　〔口蹄疫対策の充実・強化を求める意見書朗読〕

　次に、議員提出議案第４号を朗読いたします。

　　　〔琉球大学国際沖縄研究所の機能拡充を求める

意見書朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第３号

及び第４号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第３号

「口蹄疫対策の充実・強化を求める意見書」及び議員

提出議案第４号「琉球大学国際沖縄研究所の機能拡充

を求める意見書」の２件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案３号及び第４号は、原案のと

おり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、日程第11　議員提出

議案第５号　細菌性髄膜炎ワクチンの早期定期接種化

等を求める意見書及び日程第12　議員提出議案第６号

　保育所・児童入所施設の環境改善を求める意見書を

一括議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第５号及び第６号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　ただいま議題となりました議員提出

議案第５号及び同第６号の２件につきましては、文教

厚生委員会の委員等により協議した結果、議員提出議

案として提出することに意見の一致を見ましたので、

提出者を代表して提案理由を御説明申し上げます。

　提案理由は、議員提出議案第５号につきましては、

細菌性髄膜炎ワクチンの早期定期接種化等について関

係要路に要請するためであり、議員提出議案第６号に

つきましては、保育所・児童入所施設の環境改善につ

いて関係要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第５号を朗読いたします。

　　　〔細菌性髄膜炎ワクチンの早期定期接種化等を

求める意見書朗読〕

　次に、議員提出議案第６号を朗読いたします。

　　　〔保育所・児童入所施設の環境改善を求める意

見書朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。
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　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第５号

及び第６号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第５号

「細菌性髄膜炎ワクチンの早期定期接種化等を求める

意見書」及び議員提出議案第６号「保育所・児童入所

施設の環境改善を求める意見書」の２件を一括して採

決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第５号及び第６号は、原案の

とおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、日程第13　議員提出

議案第７号　米軍普天間飛行場移設の日米共同発表の

見直しを求める意見書及び日程第14　議員提出議案第

８号　米軍普天間飛行場移設の日米共同発表の見直し

を求める決議を一括議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　渡嘉敷喜代子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第７号及び第８号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔渡嘉敷喜代子さん登壇〕

○渡嘉敷喜代子さん　ただいま議題となりました議員

提出議案第７号及び同第８号の２件につきましては、

米軍基地関係特別委員会の委員等により協議した結

果、議員提出議案として提出することに意見の一致を

見ましたので、提出者を代表して提案理由を御説明申

し上げます。

　提案理由は、米軍普天間飛行場移設の日米共同発表

の見直しについて関係要路に要請するためでありま

す。

　次に、議員提出議案第７号を朗読いたします。

　　　〔米軍普天間飛行場移設の日米共同発表の見直

しを求める意見書朗読〕

　次に、決議につきましては、内容が意見書と同じで

ありますので、あて先だけを申し上げます。

　　　〔米軍普天間飛行場移設の日米共同発表の見直

しを求める決議のあて先朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願いいたしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第７号

及び第８号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時37分休憩

　　　午前11時38分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより議員提出議案第７号「米軍普天間飛行場移

設の日米共同発表の見直しを求める意見書」及び議員

提出議案第８号「米軍普天間飛行場移設の日米共同発

表の見直しを求める決議」の２件を一括して採決いた

します。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第７号及び第８号は、原案の

とおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時39分休憩

　　　午前11時39分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　日程第15　陳情１件を議題といたします。

　本陳情に関し、委員長の報告を求めます。
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　総務企画委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました陳情１件につきましては、慎重に審査をいた

しました結果、お手元に配付してあります審査報告書

のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情１件を

採決いたします。

　お諮りいたします。

　本陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情１件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第16　陳情35件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　ただいま議題

となりました陳情35件につきましては、慎重に審査い

たしました結果、お手元に配付してあります審査報告

書のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情35件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情35件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第17　陳情14件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　米軍基地関係特別委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

〔米軍基地関係特別委員長　渡嘉敷喜代子さん

登壇〕

○米軍基地関係特別委員長（渡嘉敷喜代子さん）　た

だいま議題となりました陳情14件につきましては、慎

重に審査いたしました結果、お手元に配付してありま

す審査報告書のとおり処理すべきものと決定いたしま

した。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情14件を

採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情14件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第18　議員派遣の件を議

題といたします。

　　　―――――――――――――――――――
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　　　〔議員派遣の件　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　お諮りいたします。

　本件は、お手元に配付の「議員派遣の件」のとおり

議員を北米等へ派遣することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、お諮りいたします。

　ただいま可決されました議員派遣の内容に今後変更

を要するときは、その取り扱いを議長に一任すること

に御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第19　閉会中の継続審査

の件を議題といたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔閉会中継続審査及び調査申出書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　各常任委員長、議会運営委員

長及び各特別委員長から、会議規則第82条の規定によ

りお手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中の

継続審査の申し出があります。

　お諮りいたします。

　各委員長から申し出のとおり閉会中の継続審査に付

することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、各委員長から申し出のとおり閉会中の継続

審査に付することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　本日をもって議会は閉会となりますが、議員各位に

は長い会期中、連日熱心な御審議をいただき、議長と

して心から感謝申し上げます。

　なお、今期定例会における議会活動状況は、後ほど

文書をもって報告いたします。

　以上をもって本日の会議を閉じます。

　これをもって平成22年第２回沖縄県議会（定例会）

を閉会いたします。

　　　午前11時45分閉会
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